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○ 大学の概要

（１）現況
① 大学名
国立大学法人山形大学

② 所在地
キャンパス名 所在地 学部等名
小白川キャンパス 山形県山形市 事務局、人文学部、地域教育文化学部、

、 、 、理学部 附属図書館 保健管理センター
学術情報基盤センター、高等教育研究企
画センター、留学生センター、教職研究
総合センター、附属博物館、放射性同位
元素総合実験室

飯田キャンパス 山形県山形市 医学部、医学部附属病院、遺伝子実験施
設、環境保全センター、附属養護学校

米沢キャンパス 山形県米沢市 工学部、地域共同研究センター、大学院
ﾍﾞﾝﾁｬｰ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ

鶴岡キャンパス 山形県鶴岡市 農学部
松波キャンパス 山形県山形市 附属小学校、附属中学校、附属幼稚園

③ 役員の状況
学長名 仙道 富士郎（平成16年４月１日～平成17年８月31日）

（平成17年９月１日～平成19年８月31日）
理事数 ５人（うち非常勤１人）
監事数 ２人（うち非常勤１人）

④ 学部等の構成
学 部 人文学部

地域教育文化学部(*1)
理学部
医学部
工学部
農学部

研究科 社会文化システム研究科
教育学研究科
医学系研究科
理工学研究科
農学研究科
岩手大学大学院連合農学研究科(*2)

その他 附属図書館、医学部附属病院、保健管理センター、地域共同研究セ
ンター、学術情報基盤センター、遺伝子実験施設、高等教育研究企

、 、 、 、画センター 留学生センター 教職研究総合センター 附属博物館
放射性同位元素総合実験室 環境保全センター 大学院ﾍﾞﾝﾁｬｰ･ﾋﾞｼﾞ、 、
ﾈｽ･ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ、附属小学校、附属中学校、附属養護学校、附属幼稚園

(*1)平成17年４月１日に教育学部を改組して設置。
なお、教育学部は平成17年４月から学生募集を停止し、在学生の卒業を待
って廃止。
(*2)岩手大学を基幹大学とし、山形大学、弘前大学及び帯広畜産大学を参加大
学とする連合大学院。

⑤ 学生数及び教職員数（平成17年５月１日現在）

学生数 ９，６３２人（うち留学生数１６２人）
学 部 ８，２４０人
（うち夜間主コース６３９人）

大学院 １，２５８人
修士課程 ９８９人
博士課程 ２６９人
別 科 ４０人
科目等履修生等 ９４人

附属学校児童・生徒等数 １，４２１人
教員数（本務者） ８６８人
職員数（本務者） ８６１人

（２）大学の基本的な目標等
（中期目標の前文）
大学の理念：
「自然と人間の共生」を21世紀のテーマとし、教育・研究・地域貢献に真摯に
取り組み、次世代を担う人材の育成、知の探求・継承・発展、及び豊かな地域
社会の実現に努め、もって人類全体の幸福と国際社会の平和的・持続的発展に
貢献する。

大学の使命：
１．学部（学士課程）教育を重視した人材養成
学部教育を重視した人材養成を最優先の使命と捉え、教養教育では幅広く
創造的な知性と豊かな人間性を必須の素養として育み、専門教育では大学院
教育との接続も見据え、優れた専門性を養うとともに、特に課題発見・解決
能力に優れた人材を養成する。さらに大学院では、実践面を重視した教育課
程により、専門分野に強いスペシャリストを養成する。

２．総合大学の利点を活かした研究の推進
先端的研究については重点的に取り組み、世界水準の研究推進とそれに支
えられた先端的大学院プログラムを展開するとともに、長期的・基礎的研究
分野の持続的発展を図る。

３．開かれた学術・教育の地域拠点の形成
東北地区有数の総合大学として、地域や社会に広く門戸を開放し、様々な
学習機会の提供、社会人・留学生の積極的な受け入れ、産官民との広範な連
携を推進するとともに、アジアと日本を結ぶ教育・研究の拠点として学術・
文化の発信、及び国際交流の充実・強化を図る。

（３）大学の機構図
※次頁に添付

山形大学



- 2 -

山 形 大 学 機 構 図

（ 平 成 １ ６ 年 度 ） （ 平 成 １ ７ 年 度 ）

学 長 事 務 局 総 務 部 学 長 事 務 局 総 務 部
財 務 部 財 務 部
学 務 部 学 務 部
施 設 部 施 設 部

監 査 室 監 査 室

学 部 ・ 研 究 科 ・ 別 科 学 部 ・ 研 究 科 ・ 別 科

人 文 学 部 人 文 学 部
社 会 文 化 シ ス テ ム 研 究 科 社 会 文 化 シ ス テ ム 研 究 科

教 育 学 部 附 属 教 育 実 践 総 合 セ ン タ ー 地 域 教 育 文 化 学 部 ( * 1 )
附 属 小 学 校
附 属 中 学 校
附 属 養 護 学 校
附 属 幼 稚 園

教 育 学 研 究 科 教 育 学 研 究 科

理 学 部 理 学 部
理 工 学 研 究 科 （ 理 学 系 ） 理 工 学 研 究 科 （ 理 学 系 ）

医 学 部 附 属 病 院 医 学 部 附 属 病 院
附 属 動 物 実 験 施 設 附 属 動 物 実 験 施 設
附 属 実 験 実 習 機 器 セ ン タ ー 附 属 実 験 実 習 機 器 セ ン タ ー

医 学 系 研 究 科 医 学 系 研 究 科

工 学 部 工 学 部
理 工 学 研 究 科 （ 工 学 系 ） 理 工 学 研 究 科 （ 工 学 系 ）

農 学 部 附 属 農 場 農 学 部 附 属 農 場
附 属 演 習 林 附 属 演 習 林

農 学 研 究 科 農 学 研 究 科
岩 手 大 学 大 学 院 連 合 農 学 研 究 科 ( * 2 ) 岩 手 大 学 大 学 院 連 合 農 学 研 究 科 ( * 2 )

養 護 教 諭 特 別 別 科 養 護 教 諭 特 別 別 科

全 学 施 設 等 全 学 施 設 等

附 属 図 書 館 医 学 部 分 館 附 属 図 書 館 医 学 部 分 館
工 学 部 分 館 工 学 部 分 館
農 学 部 分 館 農 学 部 分 館

保 健 管 理 セ ン タ ー 保 健 管 理 セ ン タ ー

（ 学 内 共 同 教 育 研 究 施 設 ） （ 学 内 共 同 教 育 研 究 施 設 ）
地 域 共 同 研 究 セ ン タ ー 地 域 共 同 研 究 セ ン タ ー
学 術 情 報 基 盤 セ ン タ ー 学 術 情 報 基 盤 セ ン タ ー
遺 伝 子 実 験 施 設 遺 伝 子 実 験 施 設
高 等 教 育 研 究 企 画 セ ン タ ー 高 等 教 育 研 究 企 画 セ ン タ ー
留 学 生 セ ン タ ー 留 学 生 セ ン タ ー

教 職 研 究 総 合 セ ン タ ー
（ 学 内 共 同 利 用 施 設 ）
附 属 博 物 館 （ 学 内 共 同 利 用 施 設 ）
放 射 性 同 位 元 素 総 合 実 験 室 附 属 博 物 館
環 境 保 全 セ ン タ ー 放 射 性 同 位 元 素 総 合 実 験 室
大 学 院 ベ ン チ ャ ー ・ ビ ジ ネ ス ・ ラ ボ ラ ト リ ー 環 境 保 全 セ ン タ ー

大 学 院 ベ ン チ ャ ー ・ ビ ジ ネ ス ・ ラ ボ ラ ト リ ー

（ 附 属 学 校 ）
附 属 小 学 校
附 属 中 学 校
附 属 養 護 学 校
附 属 幼 稚 園

( * 1 ) 平 成 1 7 年 4 月 1 日 に 教 育 学 部 を 改 組 し て 設 置 。
な お 、 教 育 学 部 は 平 成 1 7 年 4 月 か ら 学 生 募 集 を 停 止 し 、 在 学 生 の 卒 業 を 待 っ て 廃 止 。

( * 2 ) 岩 手 大 学 を 基 幹 大 学 と し 、 山 形 大 学 、 弘 前 大 学 及 び 帯 広 畜 産 大 学 を 参 加 大 学 と す る 連 合 大 学 院 。

山形大学
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山 形 大 学 事 務 組 織 図

（ 平 成 １ ６ 年 度 ） （ 平 成 １ ７ 年 度 ）

事 務 局 総 務 部 総 務 課 総 務 係 事 務 局 総 務 部 総 務 課 総 務 係
秘 書 係 秘 書 係
法 規 係 法 規 係
文 書 広 報 係 文 書 係
情 報 企 画 係 情 報 企 画 係
情 報 シ ス テ ム 係 情 報 シ ス テ ム 係

附 属 学 校 第 一 係
附 属 学 校 第 二 係

企 画 課 企 画 分 析 係 企 画 課 企 画 分 析 係
大 学 評 価 係 大 学 評 価 係

人 事 課 任 用 係 人 事 課 任 用 係
給 与 係 給 与 係
労 務 係 労 務 係
福 利 厚 生 第 一 係 福 利 厚 生 係
福 利 厚 生 第 二 係 共 済 組 合 係
安 全 管 理 係

社 会 連 携 係 社 会 連 携 係社 会 連 携 課 社 会 連 携 課
研 究 支 援 係 研 究 支 援 係

広 報 室

財 務 部 財 務 課 総 務 企 画 係 財 務 部 財 務 課 総 務 企 画 係
予 算 係 経 理 照 査 係
決 算 係 予 算 係

決 算 係

経 理 課 資 金 管 理 係 経 理 課 資 金 管 理 係
出 納 係 出 納 係

契 約 課 経 理 係 契 約 課 経 理 係
契 約 第 一 係 契 約 第 一 係
契 約 第 二 係 契 約 第 二 係

学 務 部 教 務 課 総 務 係 学 務 部 教 務 課 総 務 係
教 育 企 画 係 教 育 企 画 係
教 養 教 育 担 当 係 教 養 教 育 担 当 係
人 文 学 部 担 当 係 人 文 学 部 担 当 係

地 域 教 育 文 化 学 部 担 当 係教 育 学 部 担 当 係
理 学 部 担 当 係 理 学 部 担 当 係

免 許 ・ 資 格 係

学 生 企 画 係 学 生 企 画 係学 生 サ ー ビ ス 課 学 生 サ ー ビ ス 課
課 外 ・ 寮 務 係 課 外 活 動 係
奨 学 支 援 係 寮 務 係
就 職 企 画 係 奨 学 支 援 係
就 職 支 援 係

就 職 課 就 職 支 援 係

入 試 課 調 査 情 報 係 入 試 課 調 査 情 報 係
入 学 試 験 係 入 学 試 験 係
企 画 広 報 係 企 画 広 報 係

留 学 生 課 留 学 生 係 留 学 生 課 留 学 生 係

施 設 部 施 設 企 画 係 施 設 部 施 設 企 画 係施 設 企 画 課 施 設 企 画 課
工 事 経 理 係 工 事 経 理 係
施 設 運 用 係 施 設 運 用 係
資 産 管 理 係 資 産 管 理 係

施 設 整 備 係 施 設 整 備 係施 設 環 境 管 理 課 施 設 環 境 管 理 課
施 設 支 援 係 施 設 支 援 係
環 境 保 全 第 一 係 環 境 保 全 第 一 係
環 境 保 全 第 二 係 環 境 保 全 第 二 係
エ ネ ル ギ ー 管 理 係 環 境 保 全 第 三 係

山形大学
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（ 平 成 １ ６ 年 度 ） （ 平 成 １ ７ 年 度 ）

人 文 学 部 総 務 係 人 文 学 部 総 務 係

教 育 学 部 総 務 係 総 務 係地 域 教 育 文 化 学 部
附 属 学 校 第 一 係
附 属 学 校 第 二 係

理 学 部 総 務 係 理 学 部 総 務 係

医 学 部 総 務 課 庶 務 係 医 学 部 総 務 課 庶 務 係
人 事 係 広 報 企 画 係
職 員 係 人 事 係

職 員 係

管 理 課 総 務 係 管 理 課 総 務 係
用 度 第 一 係 経 理 係
用 度 第 二 係 契 約 係
病 院 第 一 係 調 達 係
病 院 第 二 係 予 算 企 画 係
施 設 管 理 係 経 営 企 画 係
設 備 係 施 設 管 理 係
予 算 企 画 係 設 備 係
経 営 企 画 係

学 務 課 研 究 協 力 係 学 務 課 学 生 総 務 係
入 試 係 大 学 院 教 育 支 援 係
教 務 第 一 係 医 学 科 教 育 支 援 係
教 務 第 二 係 看 護 学 科 教 育 支 援 係
教 務 第 三 係 学 生 生 活 支 援 係
学 生 生 活 支 援 第 一 係 入 試 係
学 生 生 活 支 援 第 二 係 研 究 支 援 対 策 係
看 護 学 科 事 務 室 看 護 学 科 事 務 室

医 事 課 医 事 係 医 事 課 医 事 係
医 療 訟 務 係 医 療 訟 務 係
病 歴 第 一 係 病 歴 管 理 係
病 歴 第 二 係 患 者 サ ー ビ ス 係
情 報 処 理 第 一 係 情 報 処 理 第 一 係
情 報 処 理 第 二 係 情 報 処 理 第 二 係
収 納 第 一 係 収 納 係
収 納 第 二 係 医 療 債 権 係
外 来 第 一 係 外 来 係
外 来 第 二 係 入 院 係
入 院 第 一 係 診 療 報 酬 第 一 係
入 院 第 二 係 診 療 報 酬 第 二 係
入 院 第 三 係 栄 養 管 理 室
栄 養 管 理 室

工 学 部 企 画 係 工 学 部 企 画 係
研 究 支 援 係 研 究 支 援 係
会 計 係 会 計 係
学 生 支 援 係 学 生 支 援 係
入 試 広 報 係 入 試 広 報 係
教 育 支 援 係 教 育 支 援 係

農 学 部 庶 務 係 農 学 部 庶 務 係
会 計 係 会 計 係
学 務 係 学 務 係
業 務 係 業 務 係

附 属 図 書 館 総 務 係 附 属 図 書 館 総 務 係情 報 管 理 課 情 報 管 理 課
目 録 情 報 係 目 録 情 報 係

閲 覧 係 閲 覧 係情 報 サ ー ビ ス 課 情 報 サ ー ビ ス 課
学 術 情 報 係 学 術 情 報 係

医 学 部 分 館 図 書 係 医 学 部 分 館 図 書 係
工 学 部 分 館 図 書 係 工 学 部 分 館 図 書 係
農 学 部 分 館 図 書 係 農 学 部 分 館 図 書 係
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全 体 的 な 状 況

２ 大学運営山形大学は「自然と人間の共生」を理念として、その具現化を目指して中期計画
を設定した。中期計画２年目となる平成17年度は、この中期計画を前年度より更に
実質化することを主たる目標として年度計画を作成した。これに基づき、(1)「自 運営体制を強化するため、学長特別補佐を配置し、組織・人材・施設等をより戦
然と人間の共生」の理念を具現化するための施策、(2) 実質化の基礎となる教職員 略的に運用する体制を確立した。
評価制度の設定、組織評価制度の設定、事務機構改革等を展開した。また、評価を
次の施策の方針に活かすために、種々の評価結果のフィードバックのシステムを確 (1) を導入し、行政経験者を含む実務家教員を採マネージングプロフェッサー制度
立した。 用した。
これらの成果を礎として、以下に示すように教育・研究、社会連携等の各分野に (2) 「山形大学教育研究組織改編等に関する規則」及び「教育研究組織の改編等手

教育おいて山形大学ブランドの確立を目指し種々の施策を行った。 続きフローチャート」を策定し、大学院の教育・研究課程の高度化に向けた
を図った。研究組織の改編

(3) 学長裁量定員を前年度32人から38人に増員し、地域共同研究センター・学術情１ 本学の先進的な取組
報基盤センター・ＶＢＬ等に配置した。
(4) 先端的研究推進のため、学長裁量定員で することとし、(1) 「自然と人間の共生」の理念の具現化 任期を定めて教員を雇用

「自然と人間の共生」プロジェクトの全世界からの募集、学長主催「有機農業 研究支援体制の充実を図った。
の現場で『自然と人間の共生』を考える」のフィールド型授業、「エリアキャン

３ 教育活動パスもがみ」における各種事業等を実施した。
(2) 学長マニフェストの提唱
学長のリーダーシップに基づいた大学経営を行うため、新しいプロジェクトの 本学の使命である「学部（学士課程）教育を重視した人材養成」を遂行するため、
実行と全学的課題解決に向けて14項目の学長マニフェストを学内外に提示した。 その実質化に向けた教育推進・学生支援の充実に取り組んだ。大学院では、専門分
その実現状況を随時ホームページに掲載しており、ほとんどの項目が達成ないし 野に強いスペシャリストの養成を図るため、実践面を重視した教育課程を構築した。
は推進中となっている。

(1) 広く地域文化の活性化に貢献できる実践的な専門職業人を養成するため、教育(3) 学生支援システム「ＹＵサポーティングシステム」の整備・充実
全国に先駆けて平成16年度から稼働させた「ＹＵサポーティングシステム」の 学部を した。これに伴い附属学校を「大学附属」とした。地域教育文化学部に改組
更なる充実策として学習サポートルームの整備、ＧＰＡ制度のＧＰの蓄積と分析 (2) 地域の企業経営者を対象に実践的マネージメント教育を行う大学院理工学研究
を行った。 科「 （ＭＯＴ専攻）を設置した。ものづくり技術経営学専攻」

(3) 教員養成に関するカリキュラム編成・研究開発・心理教育相談・学校研究など(4) 重粒子線治療センターの設置準備
先端的がん治療を目指す重粒子線治療センターの設置に向けて、放射線治療科 の支援を行うため、新たに 」を設置した。「教職研究総合センター
放射線腫瘍分野を設置することとし、この分野で先導的立場の医師を教授に任命 (4) 課外活動及び学生による大学活性化のため「 」の山形大学・元気プロジェクト
した。 公募を開始した。
(5) 新事務機構・ＹＵユニット制の創設

４ 研究活動事務改革ＷＧを設置し、既存の事務機構を見直し、新事務機構ＹＵユニット制
を創設した。組織のフラット化及び柔軟化を主たる目的とし、状況に応じて適宜
チームを構成し機動的に業務を遂行する効率化した新事務体制である。 (1) 昨年度に引き続き「 」を公募し、12プロジェクト１学部・部門１プロジェクト
(6) 経営改革担当理事の任命と中期財政計画の策定 世界遺産『ナスカ地上絵』に関する学際的の教育・研究を支援した。その中で「
経営改革は大学改革の中心的課題であるとの認識に立って、経営改革業務に専 」は、世界で初めてナスカ地上絵の全体像を明らかにすることに成功した。研究
念する理事を任命し、第一期中期目標期間における「中期財政計画」を策定した。 (2) 交流協定校等との研究者交流を通じて、新たに を立ち上げ、国際共同研究７件

継続分と合わせて14件のプロジェクトを展開した。(7) ＥＳＣＯ事業の導入
国立大学法人では初めての「ＥＳＣＯ事業」（省エネ改修資金を省エネによる (3) 「 」を新設し、平成18年度から専任教員１外部資金・研究プロジェクト戦略室
経費削減で賄う事業）を導入することとした。 人を配置することとした。

(4)「 （21世紀ＣＯＥプログラム）の研究活動に(8) 調査・評価結果の諸活動へのフィードバック 地域特性を生かした分子疫学研究」
種々の評価・調査の最終目的はその結果を施策に反映させることにある。この より、疾患の発病に寄与する遺伝子多型を複数個発見した。この研究成果は、ベ
認識に立って、国立大学評価委員会による評価結果をはじめとする４つの評価・ ンチャー企業「 」から特許出願した。（株）ＣＯＭＥセンター
調査の結果を分析し、解決すべき課題ごとに各担当理事を中心に対応策の検討を (5) 理・医・工・農の４学部連携で「 」を企画し、山形大学生命科学交流セミナー
行った。 定期的（年３回）に開催することとした。

山形大学
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５ 社会連携と国際交流 ８ 評価制度の充実と情報提供の推進

分散キャンパスの利点を活かして県内全域での社会連携活動を推進するととも 組織・教職員の評価制度と、それに基づく資源配分を含む総合的なシステム整備
に、国際的な大学間連携体制を構築し、以下のような取組を行った。 を進め、評価結果の大学運営への を推進するとともに、学内情報のフィードバック

集約と提供の在り方を抜本的に見直し広報体制の充実を図った。
(1) 山形県、各市町村、山形県産業技術振興機構を始め、県内外の各企業等との連
携を一層深め、産学官連携による地域に根ざした実践的研究活動として、 (1) し、全学的な自己点検・評価体制を構築した（平成18年度か112件 評価分析室を設置

を推進中である。 ら専任教員を配置 。の共同研究、110件の受託研究 ）
(2) 新たに５機関を加え、県内の９つの高等教育機関と県で構成する「 (2) 「 」を策定し、平成18年度の実施に向け大学コン 山形大学における教員の個人評価指針

」の中枢機関として主導し、コンソーシアム主催で県内各地 て全学的試行を実施した。ソーシアムやまがた
域において合同の大学説明会、公開講座等を開催した。 (3) 外部評価を含めた した。本システムは、評価結果を効組織評価システムを構築
(3) 出張講義を68校（昨年度の1.7倍）で実施し、高大連携の推進に努めた。また、 果的に予算配分に反映させる仕組みとし、平成18年度から実施することとした。
高校生に開放したトワイライト講義（人文学部)及びサイエンスセミナー（理学 (4) 学長が を行うことにより、 による広報活動を毎月１回の定例記者会見 学長主導
部)を実施した。 新たに展開した。
(4) ニューヨーク州立大学・テキサス大学アーリントン校（アメリカ合衆国）、タ (5) 広報室の増員を行うとともに、平成18年４月から を置広報専任の学長特別補佐
ルカ大学（チリ）、ブリヤート国立大学（ロシア）及びハルビン医科大学（中華 くことを決定した。

ニューヨーク人民共和国）の５大学と新たに大学間交流協定を締結した。特に、
州立大学とは大学機構（64校）との包括的な交流協定 ９ その他の業務運営に関する重要事項を締結した。

施設設備については、既存施設の有効活用推進、ＥＳＣＯ事業の導入、省エネ設６ 附属病院に関する取組
備導入促進等を行うとともに、キャンパス内の安全・安心の向上を図る目的も含め

平成16年度の収益力が全国国立大学病院でトップなど良好な経営状態を維持した。 て、以下の取組を行った。
短期的経営目標を設定し、達成状況を随時評価するなど更なる改善を図った。一方、
地域に高度な医療を提供するため、以下の取組を推進した。 (1) 既存施設の利用状況を見直し、 した。学生用共同利用スペースを整備

(2) プロジェクト研究型レンタルスペースの状況や公募情報をホームページに掲載
(1) 急性期病院としての機能を積極的に高め、かつ患者中心の質の高い医療を提供 しスペース利用の効率化を図った。
するため に着手した。 (3) 各改修工事において、 を導入した。病院の再整備事業 ユニバーサルデザイン
(2) 高度ながん診療・教育推進のため、医学部に （全国初） し、 (4) 各学部の省エネ設備導入に対して「 」を実施し、既設がんセンター を設置 山形大学省エネ支援事業
がん患者登録センター・高度がん診療企画室・がん遺伝子診療研究部・がん予防 建物４棟の照明設備に人感センサーを設置した。
診療広報室・外来がん化学療法室・がん診療連携センターを組織した。 (5) 緊急時の対応や薬品の取扱上の注意等を記載した「 」の改訂版を安全の手引き

策定した。
７ 財務内容の改善 薬品・廃液管理のシ(6) 学術情報基盤センターと理学部安全衛生委員会が協力し、

（通称"TULIP"）の試験運用を推進し、本実施の準備を完了した。ステム
中期新たに就任した経営改革担当理事を中心に、第一期中期目標期間における「

」を策定するなど以下の取組を推進した。財政計画

(1) を実施した。セグメントごとの評価に基づいた戦略的・効果的な学内予算配分
これに加えて、附属病院の経営努力を全学的に評価し、学長裁量経費から
10,000千円を配分した。
(2) 運営費交付金の効率化に対応するため「経営改善ＷＧ」を設置し、今後５年間
にわたって する計画を策定し、平成18年度から実施教職員の定員と物件費を削減
することとした。
(3) ｢ ｣を中心に、科学研究費補助金や公募型外部資金・研究プロジェクト戦略室
研究助成金に迅速に対応した。また、産学官民連携を推進し、外部資金獲得に向
けた申請促進を図った。その結果、全学で982件・1,014,886千円の外部資金（受

前年度比:件数で4.5％の増、金額託研究・共同研究・奨学寄附金）を獲得した(
。で6.8％増）

非常勤講師手当額の縮減目標の設(4) ｢非常勤講師の在り方検討ＷＧ｣を設置し、
定 非常勤講師手（３年間で学部専門教育及び大学院30%、教養教育10%縮減）及び

を決定した。当の単一化

山形大学
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項 目 別 の 状 況

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標

（教育目標）
１．教養教育と専門教育のカリキュラムの一層の充実を図り、創造性豊かな人間性と優れた専門性中
を育み、実社会で活躍できる知的・人間的資質を備えた人材の育成を行う。また、多様な研究成
果を活かした教育を通じて、持続可能な社会の実現に向けて、地域や国際社会で貢献できる人材期
を育成する。

目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
に関する目標を達成するためにと
るべき措置
１ 教育に関する目標を達成する
ための措置
（ ）教育目標を達成するための措置
1-1.総合大学としての教育環境、 1-1
人的資源をトータルに活用し、幅 ・全学出動体制の下、総合大学としての教育環境、人的資源 ・教育委員会と高等教育研究企画センターとが連携し、ＦＤ
広い教養教育の展開を図る。 をトータルに活用し、教育関係３委員会と高等教育研究企画 活動や教養教育の評価分析に取り組み、教養教育の充実を図

センターとが連携して教養教育を実施する。 った。
また、一般教育科目では６領域（ 文化・行動 「政経・社 教養教育については、教育委員会、教養教育専門委員会、「 」、
会 「生命・環境 「数理・物質 「健康・スポーツ 「総 教養教育実施委員会の下、全学教員の参加により着実に実施」、 」、 」、 」、
合 ）にわたって多様な授業科目を開設しているが、さらにそ された。」
の質的充実の方策について検討を開始する。学生の専門分野 ・教養教育の質的充実の方策については、平成17年11月に発
にかかわらず、幅広い学問分野を学ばせることによって、広 足した教養教育見直し検討委員会において、教養教育科目と
く文化や社会、自然に対する視野を広げ、学問に対する興味 開講コマ数の見直し、教養セミナーの在り方等について検討
や科学的思考を涵養する。 を進めている （１コマは90分又は100分。以下同じ）。

部局においては、以下の措置を行う。 各部局においては、以下の措置を行った。
・人文学部では、平成８年度に行った学科並びにカリキュラ ・人文学部では、平成８年度の学科、カリキュラムの改編の
ムの改編の結果を調査・総括し、平成18年度実施を目標にカ 結果を調査・総括し、学科を改組すると共に、両学科のカリ
リキュラム改訂を検討する。また 「文化・行動 「政経・社 キュラムを全面的に改定し、平成18年度から実施することに、 」、
会 「外国語科目」の幹事学部として、引き続き教養教育の なった。また、教養教育に関しては 「文化・行動 「政経・」、 、 」、
実施に中心的な役割を果たす。 社会 「外国語科目」の幹事学部として中心的な役割を果た」、
・地域教育文化学部では 「健康・スポーツ 「総合 「外国 した。、 」、 」、
語科目」の幹事学部として、引き続き教養教育の実施に中心 ・地域教育文化学部では 「健康・スポーツ 「総合 「日本、 」、 」、
的な役割を果たす。 語・日本事情」の幹事学部として中心的役割を果たした。特
また、現代社会の諸問題に関する理解を深めるために、教 に 「総合」領域では、各分野の専門家によるオムニバス形式、

山形大学
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養教育の「総合」領域で各分野の専門家によるチームを編成 の授業を２科目開設した。
し、オムニバス形式の授業を行う。 ・理学部では 「生命・環境 「数理・物質 「情報」の幹事、 」、 」、
・理学部では 「生命・環境 「数理・物質 「情報」等の幹 学部として、中心的役割を果たした。、 」、 」、
事学部として、引き続き教養教育の実施に中心的な役割を果 ・医学部医学科では、優れた臨床医を養成するため、臨床実
たす。 習にウエイトを置いたカリキュラム改革を構築中である。具
・医学部医学科では、優れた臨床医を養成するため、臨床実 体的には、コアカリキュラムの分担体制の再確認、ＰＢＬチ
習にウエイトを置いたカリキュラムとし 平成18年度までに ュートリアル教育の検証、参加型臨床実習充実のための「医、 、
①専門教育への導入としての教養教育科目の重視、②早期医 学生に許容される医行為のガイドライン」の作成と倫理委員
療体験学習の推進、③コアカリキュラムの実施・検証、④ 会による承認、県立中央病院における学外実習の再検討を行
ＰＢＬ（problem-based-learning)チュートリアル教育の実施・ った。さらに、教養教育における本学独自のコアカリキュラ
検証、⑤高次臨床実習の拡大、⑥学外臨床実習の拡大を達成 ムも検討中である。
する。 ・工学部では、ＪＡＢＥＥ（日本技術者教育認定機構）対応
また、看護学科では、平成15年度から実施している新カリ の教育プログラムの中で必要とされている技術者倫理教育に
キュラムの一層の充実を図り、きめ細かな教育を実践する。 ついては工学部基礎共通科目として「技術者倫理」を平成18
・工学部では、社会性、倫理観を養うために、教養教育の中 年度から実施し、また、人文社会科学系科目の250時間履修の
で人文社会科学系科目を修得させるシステムを構築する。 要件については、１年次の教養教育６領域を偏りなく履修す

るように指導することで対応した。
・農学部では総合大学としての認識のもと、附属施設等の教
育環境、人的資源をトータルに活かし、幅広く教養教育に参
画した。

1-2.21世紀の諸課題に対応するた 1-2
め、新しい視点からの研究成果を ・環境問題等、21世紀の諸課題に対応するため、総合大学と ・環境問題等、21世紀の諸課題に対応するため、各授業担当
活かした授業科目を開設する。 しての利点を活用して、それぞれの学部での研究成果を活か 教員が行っている研究活動の成果を、基礎と応用の両面から

した授業科目を開設することを目的として 科目の位置付け 授業科目に反映させ、学生の基礎学力の向上と授業内容の多、 、
具体的な開講方法等について検討する。 様性の拡充を図った。

・一般教育科目では、環境問題、生命倫理、食料問題等の課
部局においては、以下の措置を行う。 題に対応する授業科目として 「自然と人間の共生」をテーマ、

、 「 『 』・人文学部では、社会・文化の多様化、情報化・国際化に対 にした 体験型授業 有機農業の現場で 自然と人間の共生
応でき、地域に貢献できる知性・技術・能力を有する人材を を考える」を開講した。
育成するカリキュラムの改訂を行うとともに、地域の多様な
課題に対応でき、企業、行政、教育などの分野で中核となり 各部局においては、以下の措置を行った。
うる人材養成を目指したカリキュラムの改訂を行う。 ・人文学部では、社会・文化の多様化、情報化・国際化に対
・地域教育文化学部では、現代社会の諸問題を総合的に理解 応でき、地域に貢献できる知性・技術・能力を有する人材を
するための授業科目として「総合演習 （必修選択科目）を開 育成するカリキュラムの改訂を行うとともに、地域の課題に」
講するとともに、各学科の入門科目に現代社会の課題を意識 対応でき、企業、行政、教育などの分野で中核となりうる人
させる授業科目を開講する。 材養成を目指したカリキュラムの全面改訂を行い、平成18年
・理学部では、専門性を持ち、企業や教育の現場などで中核 度から実施することとした。
的な役割を担う人材や企業の研究所や技術開発の現場で独創 ・地域教育文化学部地域教育学科では 「探求のセミナー（数、
性を発揮できる人材を育成する授業科目を開設する準備を行う。 理科学 ・ 社会科学 「人間と教育 「人間と発達 「地域の）（ ）」 」 」
・医学系研究科看護学専攻では、他研究科との学際的連携の 教育文化史 、文化創造学科では「地域創造文化入門 「視覚」 」
促進に貢献できる人材を育成するための授業科目の設定につ 文化概論 、生活総合学科では「生活環境学序論 「生活学序」 」
いて平成18年度までに検討する。 論 「市民生活と政治」を必修科目として開講した。」
・工学部では、社会の要請に基づく卒業生の質を保証する教 ・医学系研究科看護学専攻では、他領域との連携促進に関す
育プログラムを整備し実践する。 る授業科目の設定について平成18年度から検討することを予
・農学部では、新しい視点からの研究成果を生かし、地域に 定している。
根ざした授業科目を継続する。 ・工学部では、２つの教育プログラム（情報科学科と物質化
・理工学研究科では、定期的に講演会を開催する等により、 学の精密応用化学専修コース）についてＪＡＢＥＥ中間審査
職業倫理、環境に対する責任等に関する知識を得る機会を作 を受審し、社会の要請を取り入れるシステムが確立されてい
るとともに、研究科共通の講演会等を開催し、広い視野で研 る旨評価され、認定された。
究できるようにする。 ・農学部では、教養科目として「21世紀における人類の課題
・遺伝子実験施設では、平成16年度に引き続き、共同利用施 と展望」及び「食生活最前線」を開講した。
設としての特性を活かし、学部間の垣根を越えて、医学部、
理学部、農学部、工学部などの生命科学系の学部学生・大学

、 、院生を受入れ 本施設において直接卒業研究等の指導を行い
実践的に研究能力を高め、様々な学問的背景を持った研究者

山形大学
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を育成する。また、医学部を始めとする各学部教育にも積極
的に関与していく。
・大学院ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（以下「ＶＢＬ」
という ）では、集中講義として開講している「起業家論」の。
充実を図る。

1-3.学生主体の問題解決型の授業 1-3
を増やす。 ・教養セミナーのアンケートを実施し、学生主体の問題解決 ・教養教育においては、学生主体の問題解決型授業を増やす

型授業を増やす方策について検討を進める。 ことを目標として実施した教養セミナーに関してアンケート
を実施し、その結果を教養教育見直し検討委員会で分析する

部局においては、以下の措置を行う。 と同時に、教養セミナーの拡充と質的改善について検討を行
・人文学部では、教養教育との連携を進め、基礎演習等を含 った。
めた初年次転換教育の一層の改善・充実について検討する。

、 。・地域教育文化学部では、実践的な課題把握とその課題を解 専門教育においては 各部局において以下の措置を行った
決する能力を育成するため 「課題研究（３年次 」と 「卒業 ・人文学部では、 平成18年度から実施する新カリキュラムに、 ） 、
研究（４年次 」を有機的に連携させ、課題研究において学生 連携して、初年次転換教育の充実のために１年生配当科目の）
個々が把握した課題を主体的に解決する卒業研究を課す。 見直しを行い、教養教育における、教養セミナー等の問題解
・工学部では、問題解決能力を高めるための創成科目を開設 決型授業の実施に対し積極的に対応した。
する。 ・ 地域教育文化学部では、３年生の「課題研究」と４年生の

「卒業研究」を連携させて、個々の学生が把握した課題を主
体的に解決する問題解決型の授業を実施した。
・工学部では、ＪＡＢＥＥ認定に関連して、学生自身のプレ

。ゼンテーションや討論を課す創成科目を20科目程度開設した

1-4.社会性・国際性をもたせるた 1-4
めに体験型授業・研修の積極的導 ・社会性・国際性を持たせるために体験型授業・研修の積極 ・教養教育見直し検討委員会において、学生に社会性・国際
入を図る。 的導入を図ることについて検討を行う。 性を持たせるための体験型授業・研修を積極的に導入するた

めの検討を行った。
部局においては、以下の措置を行う。 教養セミナーにおいて体験型授業の占める割合は約３割で
・人文学部では、体験型授業、現地実習、フィールド調査の あり、新たに高畠町の有機農業の現場での体験型授業が実施
ための予算措置を継続して行う。 された。
・地域教育文化学部では、平成19年度から開始するアジア文 また、今年度、ニューヨーク州立大学（アメリカ合衆国）
化の理解を図る授業の在り方を検討する。 と大学間交流協定が締結され、これに伴う海外留学希望者増
・工学部では、企業や社会での体験知を獲得するためのイン に対応するため、留学生センターを中心にカウンセリングや
ターンシップ制度を一層充実する。 ＴＯＥＦＬを主にした留学関連セミナーを開催した。
・留学生センターでは、学生の語学研修を含む海外留学を、
より積極的に支援し、相談に応ずる。 各部局においては、以下の措置を行った。

・工学部、農学部ではインターンシップを授業科目として導
入、実施した。
・理学部では、平成18年度より実施することになった。

1-5.高校生の志向や社会のニーズ 1-5
に機動的に応えることのできる教 ・高校生や企業に対するアンケート調査を実施し、その結果 ・高校生・企業を対象とするアンケート調査を実施し、その
育体制を確立する。 を高等教育研究企画センター等で分析し、教育改善に向けた 結果を高等教育研究企画センター等で分析し、平成17年６月

提言を行う。 に調査報告書として取りまとめて教育改善に向けた提言を行
った。

部局においては、以下の措置を行う。 また、その調査結果をもとに教育改善の実現を図るため、
・人文学部では、高大連携教育の効果的実施の在り方につい 教養教育見直し検討委員会が設置された。
て検討を進める。
・地域教育文化学部では、山形県教育委員会、教育学部同窓 各部局においては、以下の措置を行った。
会との定期協議（年１回開催）を行い、学部への要望を把握 ・人文学部と理学部では、自学部学生に開講している科目を
し、教育内容の改善に努める。 「トワイライト講座」として、高校生を中心とした一般市民
また 山形県地域教育推進協議会の定期的な協議に参加し に開放した。、 、
地域社会の学部に対する要望を把握し、教育内容の改善に努 ・各学部において、主体的に公開講座、体験入学、出前授業
める。 などを実施し、高校生の志向や社会のニーズに機動的に対応
・理学部では、講義の一部を高校生に開放する。 した。
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1-6.分散キャンパス間のネットワ 1-6
ーク化を進め、新しいカリキュラ ・分散キャンパス間のネットワーク化を進め、新しいカリキ ・高等教育研究企画センターにおいて、e-ラーニングシステ
ムの創設、教育資源・コンテンツ ュラムの創設、教育資源・コンテンツの共有化を図ることの ムの導入・試行を行うことにより、分散キャンパスのネット
の共有化を図る。 検討を開始する。 ワーク化を推進し、教育資源・コンテンツの一部について共

また、学術情報基盤センターでは、山形大学通信・情報ネ 有化を図った。
ットワーク（Yunet と教育研究用コンピュータシステムの適 また、学術情報基盤センターでは、山形大学通信・情報ネ)
正な管理・運用によって、キャンパス間のネットワーク化を ットワーク（YUnet）と教育研究用コンピュータシステムの適
情報メディア基盤面から支援するとともに、ＩＴ戦略会議の 正な管理・運用により、キャンパス間のネットワーク化を情
推進するサイバーキャンパス化をセンター研究部門の知的資 報メディア基盤面から支援した。
源の提供により支援する。 さらに、ＩＴ戦略会議における検討結果を受けて、平成19

年度概算要求でサイバーキャンパスの実現化に取り組むこと
部局においては、以下の措置を行う。 とした。
・農学部では、ＩＴ技術を利用した４年一貫型教養教育の充
実を目指すとともに、教養教育と専門教育間の密接な連携の 教養科目としてＩＴ発信講義「農地と人間」を開講（農学
もとで各専門分野のカリキュラムの再構築を目指す。 部）する等の措置を行った。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標

．「 」、「 （ ）」、１ 幅広い教養と豊かな人間性 社会で活躍するために必須の基本的リテラシー 知的技法
及び「優れた専門性」を三位一体として培い、課題発見・解決能力等応用力に秀で、社会に貢献中
できる人材を育成する。

期

目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（１）教育の成果に関する目標を
達成するための措置
1-1.人間教育重視の観点から、教 1-1
養教育と専門教育を連携させた教 ・教育委員会の作業部会と高等教育研究企画センターが連携 ・教育委員会の下に教養教育見直し検討委員会を設置し、教
育実施体制を充実させる。 して、教育実施体制の改善に向けての検討を行い、論点の整 養教育科目とその開講コマ数を見直し、平成19年度実施を目

理を行う。 標とした教養教育実施改善策の検討を開始した。
、・平成16年度に設置した高等教育研究企画センターにおいて

部局においては、以下の措置を行う。 企画マネージメント部門では、教養教育ワークショップ、Ｆ
・地域教育文化学部では、専門教育科目を入門科目（各教育 Ｄ合宿セミナー、公開授業・公開検討会等の授業改善事業の
コースにおいて１年次から履修 ・基盤科目（専門知識・技能 展開、教育評価分析部門では、学生と教員による授業改善ア）
修得のための授業科目 ・専門科目（演習・実習科目の配置） ンケートの実施、学外連携部門では、他大学との単位互換及）
・発展科目（実践的内容の科目）に区分し、それらの有機的 びe－ラーニングシステムの整備、語学教育研究部門では、英
な連携を図り、体系的な教育を行う。学部の新設に当たり、 語教育についての見直し、改革試行案の策定等を行い、教育
入門科目のスムーズな開講を図る。 実施体制の改善に向けた論点の整理を行った。
・医学部看護学科では、教養教育重視の観点から、平成19年
度までに現行の看護学科教務委員会の中に教養教育に係わる 各学部においては、担当委員会を中心に教養教育と専門教
問題を担当する小委員会の設置を検討する。 育の連携に配慮したカリキュラムの充実を図った。

1-2.学生の職業への意識を喚起す 1-2
るため インターンシップ制度 企 ・インターンシップの成果の点検評価について検討を開始す ・既にインターンシップを実施している人文学部、地域教育、 （
業等の協力による就業体験制度） る。 文化学部、工学部及び農学部のおいて、平成16年度の実施結

、 、 、を活用するとともに、１年次から また、教養教育科目としてのキャリア教育の内容と開講の 果を点検評価し オリエンテーションの開始時期 実施内容
のキャリア教育（職業意識と労働 可能性について 教育委員会の作業部会において検討を行う 成果等について検討を行った。、 。
意欲を啓発する教育）の実施につ さらに、学生の職業意識の自覚促進を目的とした授業科目 ・教育委員会において、教養教育科目としてのキャリア教育
いて検討し、実現を図る。 を教養教育科目の一環として新設することを働きかけるとと について検討を行った結果、平成18年度に一般教育科目の総

もに、学生の就業体験による職業意識の高揚を図るため、す 合領域で「自分の未来を描いてみる－キャリア形成論」を開
でに各学部が導入しているインターンシップ制度を全学的な 講することとなった。
観点から支援する。 ・学生の職業意識を喚起するため、人文学部、地域教育文化

学部、工学部及び農学部では、インターンシップをカリキュ
部局においては、以下の措置を行う。 ラムに組み込んだ上で実施し、今年度は全学で149人が単位認
・人文学部では、入学後の早期に具体的な進路目標や特技修 定型のインターンシップの研修を受講した（前年度実績137人
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得の目標を持たせるための指導体制を確立する。 に比べ12名増 。）
・地域教育文化学部では、入学当初からアドバイザー教員に また、理学部が、平成18年度より単位認定型インターンシ
よるきめ細かな支援・指導を行い、学生の選択する「教育プ ップ導入を決定したことにより、全学部（医学部を除く）で
ログラム」による履修体制を実施するとともに、入学当初か 単位認定型インターンシップを導入する体制が整った。
ら学習の重要性と卒業後の進路の方向付けを行い、就職への
意識の高揚を図る。 キャリア教育を平成18年度から２年生後期配当科目とする
また、地域教育文化学部インターンシップの準備を進める （人文学部 、インターンシップを授業科目として平成18年度）

（ ）、 （「 」、とともに、地域教育学科では、教育臨床体験を実施して学生 から実施する 理学部 教育臨床体験 おもしろ実験教室
の教育の場を地域に広げるとともに、学科の特性に応じたキ 「相談教室 「特別支援教室 ）を通じ、学生の教育の場を地」、 」
ャリア教育の充実を図る。 域に拡大し、キャリア教育の充実を推進する（地域教育文化
・理学部では、インターンシップに対応する制度の構築を図る。 学部地域教育学科 、長期実習型インターンシップ制度により）
・医学部医学科では、地域の関連病院と十分な連携を取りな ３年間で６単位まで認定する（工学部Ｂコース 、関連学科に）
がら地域関連病院における学外臨床実習を拡大する。 よる農山村での体験学習「夏休み農家実習」を実施する（農
また、看護学科では、平成21年度までに保健医療福祉の諸 学部 、実務経験者による「起業家論」において現実味のある）
機関と連携した教育の充実を図るとともに、定期的に行って ソリューションプランの策定を実施する（ＶＢＬ 、等の措置）
いる臨地実習指導者と大学教員との看護学教育ワークショッ を行った。
プを充実させ、継続する。
・工学部では、企業や社会での体験知を獲得するためのイン
ターンシップ制度を一層充実する。
・農学部では、農山村での体験学習機会を増やす。
また、キャリア形成論・技術者倫理等の授業を早期に実施
し、キャリア形成の在り方について教育を行うとともに、イ
ンターンシップの活用による現場実践教育の充実を図る。
・ＶＢＬでは 「起業家論」の授業において、実際に社会で役、
立つような講義内容に配慮し、企業から講師を招き、実際の
ビジネスについての職業観を養う。

1-3.教育の成果・効果を検証する 1-3
ため、ＧＰＡ分布の継続的調査や ・平成16年度のＧＰＡ分布等を調査し、分析を行う。 ・平成16年度に成績評価の厳密性と教育効果等を検証するた
各種検定・資格試験の活用を進め めに導入したＧＰＡの分布状況を資料とした履修状況の調査
る。 部局においては、以下の措置を行う。 分析を行った。

・地域教育文化学部では、学生の単位取得状況、ＧＰＡを継 その分析結果及び全学的活用方針に基づき、学生の履修計
続的に調査し、その成果を勉学意欲の向上に役立てるととも 画や学習達成目標の指導を行った。
に、カリキュラム改善の基礎資料とする。また、それらをオ ・教育の成果・効果を検証するため、各種検定・資格試験の
リエンテーションやアドバイザー教員による個別指導に活用 活用を進めている。
する。 ＴＯＥＩＣ試験またはＴＯＥＦＬ試験の一定点数以上の取
・理学部が担当する教養教育分野（ 数理・物質 「生命・環 得、英検準１級以上の取得をもって英語（Ｃ 、英語（Ｒ）の「 」 ）
境 「情報 ）に責任を持ち、その達成度を評価するための検 単位認定を認めている。」 」
討を行い、平成18年度までに理解度を評価するシステムを構
築する。
・医学部医学科では、平成18年度までに、①共用試験（ＣＢＴ、
ＯＳＣＥ）の充実、②医学の全領域を含んだ統合型講義及び
試験の推進・充実、③成績評価の適正化システムの構築を図る。
また、看護学科では、教育の成果を評価するシステム構築
のための検討を行い、平成20年度までに確立する。
・農学部では、ＧＰＡを導入し、教育の成果を評価するシス
テムを確立する。

1-4.教養教育も含めた教育課程の 1-4
成果について、在学生や社会で活 ・教養教育も含めた教育課程の成果を検証するため、在学生 ・本学の教育課程の成果を検証するためのアンケート調査 対（
躍する卒業生及び受け入れ企業等 や社会で活躍する卒業生及び受け入れ企業等に対してアンケ 象は、在学生2,000人、卒業生2,700人、本学学生が就職した
に対してアンケート調査を定期的 ート調査を実施し、その結果を分析する。 主たる企業350社）を実施し、その結果を報告書として６月に
に実施し 教育改善に反映させる 発表した 回収率は 在学生72.0％ 卒業生42.9％ 企業19.、 。 。（ 、 、 、

部局においては、以下の措置を行う。 6％）
・人文学部では、カリキュラムの抜本的改訂を目指して、卒 また、教養教育の主要な改善点の一つである「教養セミナ
業生を対象としたアンケート調査を実施する。 ー」について、在学生及び担当教員を対象としたアンケート
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・地域教育文化学部では、学生による授業評価を実施し、そ 調査を行った。
の内容を教員にフィードバックし、教育改善に活かす。 さらに 「学生生活実態調査」を５年に１回実施し、修学等、
・医学部看護学科では、卒業後の就職先等からの評価も参考 に対する学生の意見や要望を調査した。
とし、平成18年度までに教育方法の改善を図る。 これらの調査結果を分析するために教養教育見直し検討委

員会を設置し、その改善策の検討に着手した。

各部局においては、以下の措置を行った。
・人文学部では、人間文化学科でも、卒業生に対する学部教
育の成果等についてアンケート調査を実施し、平成18年度か
らの新しいカリキュラムの策定のための資料とした。
・地域教育文化学部では 「学生と教員による授業改善アンケ、
ート調査」を実施し、分析を加え「学生と教員による授業改
善アンケート調査報告書」を作成して教育改善に活用した。
・ 医学部看護学科では、卒業生に関する就職先等からの調査
結果を各教員に周知し、これまでの教育方法の見直しと改善
を行った。
・工学部では、ＪＡＢＥＥ基準に基づき実施したアンケート
調査を分析、それを基に、特に、語学教育の抜本的改革を検
討した。この成果を平成18年度に工学部の一部の学科で試行
することとした。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標

〔学士課程〕
１）アドミッション・ポリシーに関する基本方針中
１．入学者の選抜方法を含めたアドミッション・ポリシーを明確にし、本学の求める学生の入
学を促進するために多様な入学者選抜方法を実施する。期

２）教育課程に関する基本方針
１．幅広い教養と豊かな人間性を育み、学問の遂行に必要な基礎リテラシーを養成するため、目
教養教育の一層の充実を図るとともに、高校教育と大学教育が円滑に接続するよう、カリキ
ュラムの充実・改善を進める。標
２．外国語教育の改革に取り組み、英語については確かな技量の養成を重視、その他の外国語
については、語学的訓練を基盤としつつも国際的な文化理解を重視した内容とする。
３．21世紀の市民に要求される学際的能力と世界観を育む教育課程を充実させる。
４．課題発見・解決能力を有し、大学院においても活躍できる優れた専門性を身に付けた人材
の養成を推進する。

３）教育方法に関する基本方針
１．不断のＦＤ活動により質の高い効果的な教育方法の実現と教育の質の向上を図る。
２．他大学との単位互換を積極的に進め、教育課程や教育内容の充実を図る。
４）成績評価に関する基本方針
１．公正かつ厳格で教育効果の高い成績評価の実現を図る。

〔大学院課程〕
１）アドミッション・ポリシーに関する基本方針
１．各研究科の理念・教育目的に沿ったアドミッション・ポリシーを確立し、入学者選抜方法
の見直しを図る。
２．社会人や留学生を含めた多様で質の高い入学者を確保する。
２）教育課程に関する基本方針
１．各研究科の教育目的の明確化を図り、入学者のニーズにも合致した教育課程へと改善を進
める。

３）教育方法に関する基本方針
１．各研究科の特性に応じて、効果的な教育方法を積極的に導入する。
４）成績評価に関する基本方針
１．公正かつ厳格な成績評価を実施する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（２）教育内容等に関する目標を
達成するための措置
〔学士課程〕
1)アドミッション・ポリシーに関
する具体的方策
1-1.本学の求める学生像をａ～ｄ 1-1
のように捉え、それを基に各学部 部局においては、以下の措置を行う。 ・本学においては、アドミッション・ポリシーを平成16年度
にふさわしいアドミッション・ポ ・地域教育文化学部では、学部の新設に当り、学部のアドミ に定め、全学に提示している。
リシーを明確にする。 ッション・ポリシーを次のように定める。 その明確にしたアドミッション・ポリシーに基づき各学部に
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ａ.自ら目標を定め、自ら学ぼう a.今日的社会課題とその課題解決に強い関心があり、地域 おいても、当該学部にふさわしいアドミッション・ポリシー
とする意欲を持った人 文化の活性化に貢献できる職業に就きたい意欲・情熱を を定め、ホームページや冊子体等により広く公表した。

、 、 。ｂ.知的好奇心が旺盛で、新しい もっている人 なお 各学部においては 必要に応じて見直すこととした
課題に挑戦する意欲のある人 b.総合的・論理的に考察できる基礎知識を備えている人
ｃ.自然と人間の共生を真剣に考 c.より高度な知識・技能を身につけていく充分な資質を有
え、実践に移そうとする人 する人

、 、ｄ.人間社会と文化の創造に貢献 d.課題に積極的に取り組む行動力 他者を受入れる包容力
したいと考える人 社会性とコミュニケーション能力を備えている人

また、養護教諭特別別科では、養護教諭として質の高い人
材の育成を目指す。
・工学部では、運営会議において継続的に見直しを行う。

1-2.アドミッション・ポリシーを 1-2
受験生や受験現場に周知徹底し、 ・各学部のアドミッション・ポリシーについて、引き続き選 ・各学部のアドミッション・ポリシーについては、募集要項
本学に相応しい受験生を掘り起こ 抜要項・募集要項、各種入試関係広報誌等を利用し積極的に 等に掲載するとともに、ホームページの「山形大学アドミッ
し、本学の求める学生の入学を促 広報するとともに ホームページの 入試情報 を再構築し ション・ポリシー」からも検索できるようにした。、 「 」 、
進する。 提供内容の充実・迅速化を図る。 また、ホームページの「入学案内」から、受験生が関心・

・入試の多様化を図るため、一般選抜や推薦入学等の評価尺 興味を持つ入試に関する全ての情報が検索できるようになっ
度の異なる選抜方法を引き続き採用し、大学入試センターと ており、その内容の更新・充実を図った。
は異なる学力検査や学力検査を課さない選抜方法についての 更には、携帯電話サイトを新たに導入し、これらの情報を
検討を行う。 提供している。
・教育方法等を研究する部門と連携し 追跡調査等によって ・大学入試センターとは異なる学力検査や学力検査を課さな、 、
入学後の教育効果と入学者選抜方法との相関を検証し、適切 い選抜方法について引き続き検討を行った。
な選抜方法を検討する。 ・従前の委員会を充実・発展させ、新たに設置した「入学者
・推薦入学において、学校長等推薦のほかに、推薦の多様化 選抜調査研究専門委員会」において、県内外の主な進学校を

（ 、 ） 、を図る。 訪問 県内17校 県外19校 し各種情報を入手するとともに
適切な選抜方法を検討するため、入学後の教育効果と入学者

部局においては、以下の措置を行う。 選抜方法との相関関係を検証するなど 「多様化した選抜方法、
・人文学部では、編入学の制度を十分に活用するため、広報 により入学した学生の追跡調査」に取り組んだ。

。活動を充実するとともに、入学者受入方針の学内外への周知 ・学校長等推薦以外の推薦制度についても引き続き検討した
の方法として、学生募集要項の配付、インターネット上での
情報提供、オープンキャンパスを中心とした学部説明会、高 各学部においては、それぞれの特色を生かし、アドミッシ
等学校等への訪問説明会等の施策を策定し、順次実施する。 ョン・ポリシーの周知を図るため、高校訪問、出前講義など
また 新たなアドミッション・ポリシーを検討し公表する の際に積極的な広報活動を行った。、 。
さらに、総合政策科学科においては従来から実施し、平成1
4年度から人間文化学科に導入した推薦入学制度について平成
18年度までに追跡調査を行い、その調査結果に基づき、推薦
入学制度の在り方に関する検討を行う。
・地域教育文化学部では、アドミッション・ポリシーに基づ
く学生受入れの方法を検討し、入学者受入れの方針について
記述した学生募集要項の配布、インターネットを通じての情
報公開、オープンキャンパスでの公開等の方法により学外に
情報を発信し、周知徹底を図る。
また、ＡＯ入試などの新たな選抜方法の検討を開始しなが
ら、受験生の能力、適性、意欲、関心など多面的、総合的に
評価する方法を工夫する。
さらに、学部の教育・研究の内容など入学志願者の進路選
択にとって参考となる情報を分かりやすい形で、インターネ
ットを活用するなど多様な方法により、積極的に受験生に提
供する。
また、養護教諭特別別科では、養護教諭となる人材の確保
を目指す。
・理学部では、受験生にアドミッション・ポリシーの周知を
図るとともに、アドミッション・ポリシーに適う学生を入学
させるために 「前期試験 「後期試験」及び「推薦入試」の、 」、
各選抜の定員の比率、実施内容を検討し 「前期試験」の選抜、
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方法を中心として見直しを行う。
・医学部医学科では、小論文や面接等の個々の試験方法につ
いての議論を集中的に深め、改善可能なものから取り入れ、
平成20年度までには考え得る最も適切な方法で行うことがで
きるよう体制を整える。
また、アドミッション・ポリシーを医学部から発行する入
学試験に関わる冊子にわかりやすく明示し、学外に向けてア
ピールするとともに、学内教職員にも周知徹底させ、公正に
して円滑な入試業務を図る。
さらに、看護学科では、①アドミッション・ポリシーにつ
いて、今年度から隔年を目途に見直しを検討する、②入学者
選抜試験の結果と入学後の学生評価との相関を追跡調査し選
抜方法を改善する、③学科説明会（オープンキャンパス）を
年度毎に開催し内容の充実を検討する、④ホームページを活
用した最新情報を公開し、広報に努める、⑤パンフレットを
適宜更新し、広報に努める、⑥平成18年度までに、社会人特
別選抜を含む第３年次編入学選抜者試験の方法や内容の検討
を継続して行う、⑦平成18年度までに、学士入学（第２年次
編入学）の導入を検討する、⑧在籍者数が定員に満たない場
合は他学部からの転入学生を積極的に受け入れる、⑨平成20
年度までに、助産師養成コース設置についての検討を継続し
て行う。
・工学部では、アドミッション・ポリシーに適合する多様な
入学生を選抜するために、一般選抜と特別選抜の入学定員を
定期的に点検するとともに、学部説明会、オープンキャンパ
ス、高校訪問等において多岐にわたる入学者選抜方法を積極
的に説明する。
・農学部では、①オープンキャンパスを開催し、アドミッシ
ョン・ポリシーを周知するなど、本学に相応しい受験生を掘

、 、 、り起こし 本学の求める学生の入学の促進を図り 基礎学力
総合性を評価する入試方法として一般選抜試験を、探求心、
行動力を評価する入試として推薦入試、３年次編入試験を行
う、②ホームページにアドミッション・ポリシーを記載し公
開する、③アドミッション・ポリシーに従った学生受入方策
を検討し実施する、④県内の高校における出張説明会の開催
などアドミッション・ポリシー公開を積極的に検討し、実施
する、⑤平成21年度までに、各種の入試制度による多様な人
材の受入れ方策の評価と改善を進める、⑥入試制度と入学後
の就学状況に関する調査システムの構築を図る。

1-3.高校との連携を一層強化し、 1-3
入学者選抜方法の改善に現場の適 ・入学者選抜方法の改善に現場の適切な声を反映させるため ・大学内の説明会やオープンキャンパスで引率の進路指導担、
切な声を反映させる。 大学内の説明会やオープンキャンパスの他、高校の進路指導 当教諭等から本学の入試に関する現場の要望を得ることがで

担当教諭等との懇談会を継続して実施するとともに、隣接県 きた。
等における大学説明会の実施を検討する。 また、県内の主な進学校（22校）の進路指導担当教諭との

懇談会を開催し、本学の入試に関し意見交換を行った。
部局においては、以下の措置を行う。 さらには、大学説明会を県内３地区及び仙台市を会場に、
・医学部医学科では、高校訪問を定期的に行うこととし、主 キャンパス・イノベーションセンター入居大学共同イベント
要校は３年に１回は訪問する。これにより高校側と医学部側 の大学説明会を「山形大学東京サテライト」を会場に実施し
との情報交換がより積極的に行われるようにし、適性を持っ たほか、県内及び隣県の主な進学校を訪問（県内17校、県外1
た者が志願するようにするとともに高校教育から大学教育へ 9校）し、進路指導担当教諭との情報交換を行った。
の移行が円滑に進むようにする。併せて学科説明会を毎年行う。
また、看護学科では、今年度から高校訪問を隔年を目途に
実施し、信頼関係の維持、強化に努め、高校生の志向及び志
願動向を把握する。
・工学部では、自己推薦による選抜、学力検査を課さないな
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どの選抜については、平成19年度から実施の方向で引き続き
検討するとともに、遠隔地域からの入学者を確保するための
遠隔都市試験会場の設置について、引き続き検討する。

1-4.入学者選抜方法や入学試験問 1-4
題の見直しと改善を図るため、外 ・入学者選抜方法に関する評価や試験問題の評価を行う組織 ・ 入試評価委員会」設置に向けたタイムスケジュール及び同「
部委員も参加する評価組織を構築 の構築を目指す。 委員会規則案の検討に着手した。
する。

2)教育課程に関する具体的方策
1-1.学習指導要領改訂（平成15年 1-1
度高校入学生より適用）による入 ・教育委員会の作業部会と高等教育研究企画センターが連携 ・教養教育見直し検討委員会を新たに設置し、受験生の高校
学生への影響について調査・研究 し、学習指導要領改訂（平成15年度高校入学生より適用）に での履修歴や、レベル別授業の設定等の問題について検討を
し、教養教育及び専門基礎教育の よる入学生への影響についての調査・研究を行う。 行った。
内容の必要な見直しを行うととも また、補習教育について、高校での履修内容の変化に適切 ・補習教育については、各学部の必要性について確認し教育
に、補習教育の実施方法及び内容 に対応するとともに、全学的開講の必要性について検討を行う。 委員会で調整を行った結果、各学部固有の実情に応じた補習
の適正化を図る。 教育を実施していくこととした。

部局においては、以下の措置を行う。
・理学部では、教養教育の数学の統一テキストを利用し、教 各部局においては、以下の措置を行った。
育内容の水準の維持と均一化を図る。 ・理学部では、補習すべき内容を正規の授業に取り入れて対
また、受講生の学習意欲に合致した講義を提供するため、 応することを再確認した。
教養教育科目の開講対象（ 一般」、「発展」）の比率を検討する。 ・ 工学部では、特に理数系科目について、入学直後の補習授「
・工学部では 教養教育と専門教育間の密接な連携のもとで 業を強化する必要性を検討した。、 、
各専門分野のカリキュラムを再構築・再編成する。 ・農学部では、教養教育と専門教育間の密接な連携の下で、
・農学部では 教養教育と専門教育間の密接な連携のもとで 各専門分野のカリキュラムの改編を行った。、 、
各専門分野のカリキュラムの再構築を目指すとともに、基礎
学力が不足した学生への教育指導の強化を進める。

1-2.現行の一般教育科目の種類・ 1-2
内容・履修の在り方についての見 ・教養セミナーの改革案を策定するとともに、教育委員会の ・一般教育の見直しを行い、教養セミナーの改革案の策定に
直しを行う。 作業部会の拡充を行い、一般教育の見直し作業を開始する。 向けての作業を開始するために教養教育見直し検討委員会を

新たに設置し、一般教育科目の種類・内容・履修の在り方に
部局においては、以下の措置を行う。 ついての検討を開始した。
・人文学部では、教養教育を担う責任学部として、人文・社
会科学分野の大部分を担当する。さらに教養教育の在り方に
、 。ついて 教育委員会等の全学組織と連携して常時点検を行う

・地域教育文化学部では、一般教育の在り方について、専門
教育との関連を意識しつつ、教育委員会などの全学組織と連
携して、常時点検する。
・医学部医学科では、一般教育における幅広い選択科目を提
示すると同時に、少人数の教養セミナーを充実させる。
また、看護学科では、一般教育における少人数の教養セミ
ナーの充実に向けた検討を継続して行う。
・工学部では、社会性、倫理感を養うために、教養教育の中
で人文社会科学系科目を修得させる。

1-3.情報処理能力、討論・発表・ 1-3
文章作成能力など、基本的なリテ ・平成18年度からの教養セミナーについては量的拡充と質的 ・討論、発表、提案能力を育成し、学生の学問への関心を深
ラシーの養成を目的として授業内 向上に向けて調整を進めるとともに、転換教育的内容を充実 めることを目的とした少人数セミナーの試行を基に、質的向
容を改善し、教育課程を再構築す させる。 上のため教養セミナーに関するアンケート調査を実施し、教
る。 また、高校段階での情報処理教育の普及や学習指導要領の 育委員会における見直しのための基礎資料を収集し、分析を

改訂に合わせ、情報処理教育科目の教育内容の見直しを行う 開始した。
とともに、学生の入学時の履修歴に対応するため、能力別ク ・情報処理の基本的リテラシー養成については、高校段階で
ラス編成を導入し基本的な情報リテラシー教育を充実させる の情報処理教育の普及や学習指導要領の改訂に合わせ、教養。
さらに、教養セミナー、情報処理教育におけるリテラシー 教育「情報処理」科目に「一般 「発展」の２コースを設け、」
教育等の役割分担等を検討する。 「発展」コースについては３クラスを開講し、学術情報基盤
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センター教員が担当した。
部局においては、以下の措置を行う。 さらに、全学共通テキストの改訂については、同センター
・人文学部では、学生の学力状況推移を常時点検する制度を の研究部門が中心となって検討を継続した。
拡充する。
、 、また 現行の１年次開講必修科目としての情報処理２単位

２年次以降に開講される自由科目としての情報処理関連科目
は、当面維持するが、拡充予定の学術情報基盤センターとの
連携を強化し、なお適切な教育目標とそのための効果的なカ
リキュラム編成について検討する。
・地域教育文化学部では、３年次の課題研究、４年次の卒業
研究等を通して、情報処理能力、討論、発表、文章作成能力
など、基本的なリテラシーの養成を図る。
また、キャリア教育の内容（討論・発表・文章作成能力の
育成等を含む）を検討し、キャリア教育の準備を開始する。
・工学部では、課題探求能力の育成のためのデザイン科目や
創成科目を導入する。
・農学部では、単位取得・進級・卒業・就職状況及び資格取
得などの状況から、基本的なリテラシーの養成について判断
し、授業内容の改善に取り組む。
・学術情報基盤センターでは、教養教育の「情報教育」の担
当部局となり、その実施体制を整備する。
また、教養教育の「情報教育」を「情報処理教育科目」と
「一般教育科目」に分けて実施することによって教育内容の
整備、充実を図る。

、 、「 」 「 」さらに 平成16年度に引き続き 情報処理 科目に 一般
と「発展」の２コースを設ける。
①「情報処理(一般)」は、入学した学生が本学の情報基盤を
活用して授業を受け、学生生活を送る上で必要な情報リテラ
シー教育と利用上のモラル教育に主眼をおいた「ベーシック
コース」として、教育内容を整備、充実して開講する。
②「情報処理(発展)」は、より高度なコンピュータとネット
ワークの利用、その管理の基礎を修得させる「応用情報処理
技術 「コンピュータ管理、ネットワーク管理」を含む「ア」、
ドバンストコース」として、教育内容を整備、充実して開講
する。
③ 広く「情報」に関連する基礎的知識を培い、ＩＴ社会を生
きるための知性の幅と批判的鑑識眼を養う授業を研究し、開
講できるように整備を進める。さらに、全学共通テキストの
作成は研究部門が中心となって担当するとともに、その内容
に授業担当教員の意見を的確に反映できる体制を確立する。

1-4.一般教育科目として他学部学 1-4
生に受講させることのできる専門 ・一般教育科目としての履修も含め、専門教育科目の他学部 ・教養教育見直し検討委員会において教養教育の一部と学部
科目を拡大することにより、教養 生履修の拡大に向けて、教育委員会の作業部会において制度 の専門教育とを連携させる改善案の検討を開始した。
教育と専門教育の有機的連携を強 の見直しを開始する。 今年度実施した、学際的、複合的な学問領域への興味を惹
め、教養教育の充実を図る。 起することを目的とした専門教育科目の一般教育科目への開

部局においては、以下の措置を行う。 放は、人文学部の「環境地理学（一 」及び地域教育文化学部）
・農学部では、ＩＴ技術を利用した４年一貫型教養教育の充 の「電気工学実験実習Ⅱ」の２科目であった。
実を目指す。
・学術情報基盤センターでは 「情報教育」実施後の学生の利、
用状況を追跡調査して、授業内容等に必要な改善を加える。

2-1.英語(C)〈コミュニケーション 2-1
英語〉と英語(R)〈読解〉の趣旨を ・ 英語教育検討委員会」の検討結果を踏まえ、英語による発 ・新入生の一部を対象に、30人未満少人数、ネィティブスピ「
徹底し、英語(C)については少人数 信能力養成に力点を置く、能力別、少人数クラスによる学生 ーカーを活用した習熟度別クラス編成等を柱とする「新英語
のクラスとし、ネイティブスピー 主体の授業導入の平成18年度実施に向け、学内調整、関連規 教育（案 」を検討し、平成18年度から能力別、少人数クラス）
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カーの活用を図る。 則等の整備を進める。 を発足させることとした。

部局においては、以下の措置を行う。 各部局においては、以下の措置を行った。
・地域教育文化学部地域教育学科では、外国語による会話能 ・地域教育文化学部では、英語ネイティブスピーカーによる
力の育成を目指して「実践英会話I 「実践英会話Ⅱ」の授業 「実践英会話Ⅰ」３コマ 「英語（C 〈コミュニケーション英」 、 ）
科目の準備を開始する。 語 」４コマの担当者を決定し、平成18年度に開講する。〉
・工学部では、外国人教員や国際感覚豊かな教員との触れ合 ・工学部では、実践的英語教育のため、少人数クラスのＴＯ
いを通じて外国語に関する教養と国際性を養う。 ＥＩＣ対応のe-ラーニングシステムをの平成18年度から導入
・農学部では、外国語科目、外国事情科目の更なる充実を図 することとした。
るとともに、期間中に外国語科目を担当できる外国人教員の ・農学部では、既存の外国語科目と外国事情科目の内容の見
採用を目指す。 直しを行った。

2-2.Call Lab室のハード・ソフト 2-2
面の充実を図り、マルチメディア ・Call Lab室の授業、自習のための人的・教材等の体制を充 ・Call Lab室に放課後補助員を配置し、学生の自学自習に開
による多面的な語学教育を提供す 実させ、かつALC NetAcademyの広汎な利用を奨励し、ＴＯＥＩＣ 放するとともに、ALC NetAcademyを整備し自由に利用できる
ると同時に、学生の自学自習にも 等の資格試験にも対応する。 ようにした。
供する。

部局においては、以下の措置を行う。 各部局においては、以下の措置を行った。
・工学部では、ＴＯＥＩＣ対応のe-Learningシステムを用い ・人文学部では、外国語学の自学自習のためのＣＡＬＬ演習
て、自主的な学習の支援を図る。 室(37席)を平成17年度予算で設置し、平成18年度から運用す

ることになった。
・工学部では、平成18年度から全学科の専門基礎科目として
英語Ａ、ＢをＴＯＥＩＣ対応のe-ラーニングシステムを用い
て拡充に努めた。

2-3.海外での語学研修制度を整備 2-3
し、異文化の中で生きた外国語体 ・教育委員会と留学生センターが連携し、異文化の中で生き ・平成17年度に英語圏のニューヨーク州立大学（アメリカ 、）

（ ） （ ）験の機会を提供するとともに、単 た外国語体験の機会を提供するため、英語圏の複数の大学と ブリヤート国立大学 ロシア 及びハルビン医科大学 中国
位認定制度を整える。 語学教育に関する協定締結を目指すとともに、長期休業を利 の３つの大学と語学教育を含む大学間交流協定を締結し、語

用した語学研修の単位認定制度の規則整備を進める。 学研修の単位認定に向けた準備を行った。

部局においては、以下の措置を行う。 各部局においては、以下の措置を行った。
・地域教育文化学部では、平成19年度から開始するアジア文 ・地域教育文化学部では 「アジア文化研修セミナー」の実施、
化の理解を図る授業（プログラム）の在り方を検討する。 の具体的な検討を開始した。
・農学部では、学部間の国際交流協定を締結している大学と ・農学部では、学部間交流協定を締結しているモンゴル国立
の交流を積極的に進め外国語体験の機会を提供する。 農業大学でサマースクールを開催し、交流を行った。

2-4.英語を国際語と捉えた上で、 2-4
初修外国語教育については、教育 ・ 英語教育検討委員会」の検討結果を踏まえ、集中的な発信 ・新英語教育について平成18年度に試行を行うこととした。「
目的を明確化するとともに、選択 能力養成、習熟度別クラス、少人数クラス等、英語教育の抜 初修外国語教育については、選択制による発展コースの開
制による発展コースの開設を図る 本的な改革を進め、平成18年度の実施を目指す。 設も含め、見直しを開始した。。

部局においては、以下の措置を行う。 各部局においては、以下の措置を行った。
・人文学部では 実践的外国語教育の在り方について検討し ・人文学部では、平成16年度に策定したカリキュラムの全面、 、
方針を策定する。 改訂案に基づき、実践的外国語教育科目の平成18年度開講に

向けて準備を行った。

3-1.エネルギー・環境・食料・人 3-1
口問題等、21世紀の諸課題に対応 ・平成18年度の時間割作成に向け、21世紀の諸課題への対応 ・21世紀の諸課題への対応能力を養成するための一般教育科
できるよう学際領域の授業科目の 能力を養成するため、講演型授業等、授業科目の増設と体系 目として「自然と人間の共生」をテーマとした授業「有機農
充実を図る。 化を行う。 業の現場で「自然と人間の共生」を考える 「なせばなる21」、

世紀の大問題（総合 、等が開講された。）」
部局においては、以下の措置を行う。
・人文学部では、環境保全に関わる社会科学分野の授業科目 各部局においては、以下の措置を行った。
だけではなく、自然科学分野の関わりを含めた内容の授業も ・人文学部では、環境保全に関わる社会科学分野の授業科目
行う。 だけではなく、自然科学分野の関わりを含めた内容の授業と
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また 地域の環境保全行政などを含む実践的な授業を行う して「環境地理学（一 （二 「地圏環境論演習 「環境地、 。 ）、 ）」、 」、
・地域教育文化学部生活総合学科では 人文科学 社会科学 理学演習 「環境地理学調査実習」を開講した。、 、 、 」、
自然科学、農学及び工学領域のカリキュラムを整備し、食関 また、地域の環境保全行政などを含む実践的な授業として
連及び情報関連企業などの分野でも活躍できる能力の育成を 「環境と経済」を開講した。
図る。 ・農学部では、食料・資源・環境問題等、21世紀の諸課題に
・農学部では、食料・資源・環境問題等、21世紀の諸課題に 対応できるような導入教育として１年次に「生物生産を取り
対応できるような導入教育カリキュラムの実施を進める。 巻く最近の話題 「生物資源学概論 「生物環境学概論」を開」 」
・遺伝子実験施設では、学部及び大学院のカリキュラムにお 講した。
ける講義や実習を担当することによりマウス発生工学及び先 ・遺伝子実験施設では、医学系研究科の「遺伝情報科学」及
端的研究成果に関する教育支援を行う。 び医学系研究科共通講義を担当した。
また、遺伝子組換え実験やマウス発生工学に関連する学部
学生実習や学内外の研究者を対象としたトレーニングコース
を定期的に行うことにより、これらの技術を生命科学研究に
普及させる。
さらに、学部学生実習については、生命科学系の学部と連
携して協力する。

3-2.高い倫理観・社会意識を育む 3-2
授業科目を設ける。 ・急速に展開する高度技術社会において、人間の尊厳や自然 ・人間の尊厳や自然との共生等についての意識を涵養するた

との共生等についての意識を涵養するため、平成18年度に向 め、高い倫理観・社会意識を育む講演型の授業科目として、
け、講演型の授業科目のカリキュラム化を行う。 卒業生を講師とする「山大マインド－先輩の話を聞いてみよ

う－」を継続して開講するとともに、総合科目で「自然と人
部局においては、以下の措置を行う。 間の共生 （学長主催セミナー）の授業科目を開講した。」
・地域教育文化学部では、高い倫理観・社会意識を育む授業
科目（ 総合演習（国際化と国際理解教育 「総合演習（地 各部局においては、以下の措置を行った。「 ）」、
球環境と環境教育 総合演習 男女共同参画社会と教育 ・医学部医学科では、医学医療原論として、生命倫理を扱う）」、「 （ ）」、
「ＩＴ社会と情報教育 「福祉社会と人権教育 ）の開講準 授業を取りまとめ、倫理教育の充実を図った。」、 」
備をする。 また看護学科では、臨地実習を通した人間関係の形成と信
また、養護教諭特別別科では、質の高い養護教諭の育成を 頼性を培うための指導を本年度も継続して行った。

、 「 」目指す。学校における多様な教育課題に取り組み、児童生徒 ・工学部では 工学倫理に関する授業科目として 情報倫理
の健康問題の多様化に対応し、社会的な要請に応えることの 「技術者倫理」等を開講した。
できる人材の育成に努める。 ・農学部では、新たな教養科目として「21世紀における人類
・医学部医学科では、生命倫理プログラムを構築し、医療人 の課題と展望―食の安心・安全と生活環境―」を開講した。
としての倫理教育を充実する。
また、看護学科では、看護実践では、高い人間性と倫理観
が問われることから、特に臨地実習を通して人間関係の形成
と信頼性を培うための指導を継続して行う。
・農学部では、安心・安全、環境・技術者倫理などの教育カ
リキュラムの実施を進める。

4-1.チュートリアル教育の導入な 4-1
ど、学生参加型授業の充実と質的 ・課題探求解決能力、コミュニケーション能力、実践力等の ・学生の「課題探求能力 「協調性 「コミュニケーション」、 」、
向上を図る。 養成のため、少人数教育の積極的活用を図る。 能力」等の向上を図るため、学生参加型授業として、教養セ

ミナー「自分を創る（表現工房の試み 」を継続して開講する）
部局においては、以下の措置を行う。 とともに、少人数教育の授業科目として「フィールド科学の
・人文学部では、学生の自己学習能力の涵養を目指し、授業 テクニック 「日本事情」等を開講した。」、
方法の一層の改善を進める。
・地域教育文化学部地域教育学科では、入学当初からアドバ 各部局においては、以下の措置を行った。
イザー教員によるきめ細かな支援・指導を行い、学生の選択 ・医学部では 「課題探求能力」等の向上を図るため、ＰＢＬ、
する「教育プログラム」による履修体制を実践する。 チュートリアル教育に関して、人的資源の検証を行った。
・医学部医学科では、学生の能動的な学習参加を促すために また、各学部においては、少人数セミナーや卒業研究指導
ＰＢＬチュートリアルシステムの充実を図り、少人数教育体 等により「課題探求能力」等の育成を図った。
制を確立する。
また、平成18年度までに研究室研修における個別研究指導
体制を整備する。
さらに、選択科目（アドバンストコース）の導入により、
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希望する研究テーマ及び科目について個別研究指導を行う体
制を構築する。
また、看護学科では、コーディネーター制、少人数教育等
の個別指導体制の整備に向けた検討を行い、学生の主体性と
創造性を生かした教育方法を平成20年度までに積極的に取り
入れる。
・工学部では、問題解決能力を高めるための創成科目を開設
する。

4-2.各種資格試験、公務員採用試 4-2
験に対応した授業を充実する。 ・各種資格試験 公務員採用試験に対応した授業を充実する ・電気主任技術者資格取得に対応した授業科目として「電磁、 。

気学Ⅰ及び演習 「電気回路Ⅰ及び演習 「計測工学 、学校」、 」、 」
部局においては、以下の措置を行う。 図書館司書教諭資格取得に対応した授業科目として「学校経
・人文学部では、公務員採用試験、各種資格試験に対応し得 営と学校図書 「学校図書館メディアの構成 「読書と豊か」、 」、
るカリキュラムを策定する。 な人生 、博物館学芸員資格取得ための授業科目として「博物」
・地域教育文化学部では、①栄養士や建築士の受験資格につ 館学 、等を開講し、各種資格試験に対応した授業科目の充実」
ながる授業科目を開講する、②教員免許や各種資格を取得す を図った。
るように指導する、③公務員採用試験、教員採用試験の模擬
試験を実施し、積極的な受験を対象学生に指導する。 各部局においては、以下の措置を行った。
また、養護教諭特別別科では、教育現場の要請に応えられ ・人文学部では、公務員採用試験・司法試験に必要な科目は
る人材の育成を目指すとともに、養護教諭として質の高い人 全て開設しているが、平成18年度から実施する新しいカリキ
材の育成を目指す。 ュラムでは、各種試験のレベルに対応した段階的な学習が可
・工学部では、ＪＡＢＥＥ（日本技術者教育認定機構）認定 能なように、授業科目の設定を見直した。
に対応した授業を実施する。 ・地域教育文化学部では、教員採用試験や公務員採用試験の

、 。 、・農学部では、教育目標に合わせた必修科目と選択科目の配 模擬試験を実施し 対象学生に積極的に受験を促した また
置を改善するとともに、公務員採用試験に対応した教育内容 生活総合学科では、栄養士の受験資格につながる授業科目を
の整備を行う。また、ＪＡＢＥＥに対応した技術者養成のた 開講した。
めの教育プログラムの実施を目指す。 ・医学部では、医師国家試験に対応した授業科目として「特

別講義」を開講した。

4-3.単位取得状況 ＧＰＡの分布 4-3、 、
履修状況、学生に対するアンケー ・教育課程の改善・充実のために、単位の取得状況、ＧＰＡ ・昨年度導入したＹＵサポーティングシステムを活用して、
ト調査などを踏まえ、教育課程の の分布、履修状況について引き続き把握に努めるとともに、 学生の単位の取得状況についての把握に努めた。また、各学
改善・充実を図る。 教育課程についてのアンケート調査を行う。 部において、ＧＰＡの分布状況を踏まえて、学生の履修計画

や学習達成目標の指導を行った。
部局においては、以下の措置を行う。 教育課程についてのアンケート調査（配付部数1,737部、
・人文学部では、履修状況、単位取得状況（平成15年度以降 回収率85％）は、教養教育見直し検討委員会で「教養セミナ
の入学生にＧＰＡの分析を加える 、学生に対するアンケー ー」について実施し、平成19年度からの教育課程の改善に反。）
ト調査を踏まえ、カリキュラムを改訂することを検討する。 映させた。
・地域教育文化学部では、学生の単位取得状況、ＧＰＡを継
続的に調査し、その成果を勉学意欲の向上に役立てるととも 各学部においても独自のアンケート調査を実施するなど、
に、カリキュラム改善の基礎資料とする。 教育課程の改善を図った。
また、養護教諭特別別科では、授業内容改善のための学生
による授業評価を実施し、授業内容の充実を図るとともに、
学習の到達度、単位の取得状況、実習の評価などについて、
個人指導の充実を図る。

、 、 。・理学部では 留年の原因を明らかにし 必要な対策を行う
・医学部看護学科では、教務委員会が中心となって教育課程
の見直しを継続して行う。
・工学部では、学生自身が学習及び生活に対する目標の設定
を行い、達成度を評価する。
・農学部では、教育内容の改善に反映させるため、学生の能
力と学習ニーズを把握し、学生からの授業改善アンケートを
継続的に実施する。

4-4.大学院教育との接続も見据え 4-4、
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専門教育の充実・再構築を図る。 ・大学院教育との接続を踏まえた専門教育のカリキュラム編 ・大学院教育とのスムーズな接続を図るため、各部局で専門
成を検討する。 教育の充実・再構築のためカリキュラムの見直しを図った。

部局においては、以下の措置を行う。 各部局においては、以下の措置を行った。
・人文学部では、大学院進学希望者に対し早期に履修上の指 ・人文学部では、平成18年度から２年生配当科目として実施
導を行う体制を作り、大学院進学者を対象とするカリキュラ するキャリア教育に大学院進学の項目を設け、大学院進学希
ムを平成18年度までに策定する。 望者に早期に目標を明確化させ、希望学生に対する履修指導
・地域教育文化学部では、科目を入門科目、基盤科目、専門 等を可能にした。
科目、発展科目に区分けし、段階的、有機的に配置し、学部 ・地域教育文化学部では、新学部に接続する大学院修士課程
における教育の完結を目指すとともに、大学院教育にもスム について検討を開始し、構想案をもって文部科学省との事前
ーズに移行できるように検討する。 相談を行った。
・理学部では、平成21年度までにＪＡＢＥＥへの参加を準備 ・理学部は、学部４年生と博士課程前期の１年生が共通に受
する。 講できる授業科目を設定し、学部と大学院との接続に留意を
また、英語能力の向上のためにＴＯＥＦＬ、ＴＯＥＩＣ等 払うようにした。
を活用する方法を検討するとともに、平成18年度のカリキュ ・医学部医学科では、優れた臨床医を養成するため、臨床実
ラム改革に対して準備を行う。 習にウエイトを置いたカリキュラム改革を構築中である。
・医学部医学科では、①少人数教育により個々の学生にきめ ・工学部では、大学院教育との接続を図るため、平成18年度
細かに対応するため、ＰＢＬチュートリアル教育の充実を図 から、学部４年生の中で進学を確定した学生が大学院授業を
る、②研究室研修における個別研究指導体制を整備する、③ 受講できる制度が施行される。
地域関連病院における学外臨床実習を平成18年度までに拡大 ・農学部では、大学院教育との接続を見据え、教育目標に合
する、④学生が少数科目に集中して勉強できるように、単科 わせた必修科目と選択科目の調整を行った。
積み上げ方式を中心とした集約的授業形態を確立する、⑤基
礎及び臨床混合型の講義体系を取り入れる、⑥臓器別の各論
的学習終了後、再び全身を対象とした統合的な視点で講義・
実習を組み立てる、⑦選択臨床実習（高度臨床修練・第５・
６学年）を拡充し、クリニカルクラークシップの体制を平成
18年度までに整える、⑧選択臨床実習（高度臨床修練・第６
学年）を拡充し、クリニカルクラークシップの体制を整え、
臨床現場での実践教育体制を平成18年度までに強化する。
また、看護学科では、①教育の理念・目標と臨地実習の位
置づけを明確にし、平成18年度までに臨地実習の実施方法の
検討を継続して行う、②平成18年度までに、新カリキュラム
に基づく臨地実習指導体制ガイドラインの策定に向けた検討
を継続して行う、③平成20年度までに、助産師養成コース設
置の検討と並行して助産師養成のためのカリキュラム導入に
向けた検討を行う。
・工学部では、①ネイティブ・スピーカーによる英語教育の
導入を検討する、②学生の理解度を高めるためのデモンスト
レーション用教材の作成を推奨する、③基礎専門科目の補講

、 、 、を実施する ④ＴＡを活用し きめ細やかな教育を実施する
⑤工学倫理や環境・安全に関する科目を導入し、恵まれた自
然環境の下で健全な価値観に基づいた技術者倫理観を体得さ
せる。
・農学部では、①専門家養成のための教育カリキュラムを充
実させる、②教育目標にあわせた必修科目と選択科目のバラ
ンスのとれた整備を行う、③１年次学生に学部４年間の履修
計画を作成させるなどの導入教育を充実する、④２年次学生
に講座・専門分野選択のためのセミナーなどを含めた展開教
育を充実する。

4-5.卒業研究等を通して、卒業年 4-5
次学生の専門的思考や技術を高め ・人文学部では、卒業研究等を通して卒業年次学生の専門的 ・各学部において、卒業年次学生全員を対象とする卒業研究
る。 思考等を高めるため 卒業年次の教育内容について検討する や卒業論文の指導を通して、専門的思考や技術力の向上を図、 。

・地域教育文化学部では、実践的な課題把握と課題解決の能 った。
力を育成するため 「課題研究」と「卒業研究」をつなぎ、課、
題研究において学生個々が把握した課題を主体的に解決する 単独で執筆する「卒業論文」に加え「グループ卒論」の導
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（ ）、 （ ）、卒業研究を指導する。 入 人文学部 研究室ごとの少人数による卒業研究 理学部
（ ）、 （ ）、・工学部では、卒業研究を通して、課題発見・解決能力・コ 学科ごとの発表会の実施 理学部 技術者倫理教育 工学部

ミュニケーション能力、技術者倫理等の技術者に必要な能力 フィールド型の実験実習・野外演習の導入（農学部 、等の措）
を高める。 置を行った。
・農学部では、附属施設を利用した実験実習・野外演習、卒
論研究などフィールドサイエンス科目の更なる充実を図る。
また、目標の明確化、複数指導体制など卒論研究指導の更
なる充実を図る。

3)教育方法に関する具体的対策
1-1.教育方法の改善のための専門 1-1
組織を設け、教育活動の改善・充 ・学内の研修会の実施、学外の研修会・研究会への参加、公 ・高等教育研究企画センターを中心として以下の事業を実施
実に具体的かつ実践的に取り組む 開授業の実施等ファカルティ・ディベロップメント（以下「ＦＤ」 し、ＦＤの一層の推進を図った。。

という ）の一層の推進を図る。 (学内 ・教養教育ワークショップ。 ）
また、教育活動及び教育成果の評価・分析に関する研究を ・教養教育ＦＤ合宿セミナー
開始する。 ・公開授業と検討会（４件）

・e-ラーニング実験授業（１件）
部局においては、以下の措置を行う。 (学外 ・公開授業と検討会（３件））
・人文学部では 教育経験の少ない教員への支援を充実する ・ワークショップ（１件）、 。
・地域教育文化学部では、総務委員会が中心となって全学的 ・講演会（１件）
に取り組まれているＦＤへの参加を促進し、学部独自のＦＤ また、同センターにおいて教育活動及び教育成果の評価・

、「 」を検討する。 分析に関する研究を行い 教養教育 授業改善の研究と実践
・理学部では、ＦＤ委員会の下で教員各人が教育効果を高め を刊行した。
る授業を展開する。 さらに、ＦＤに関する先進大学の実地調査を国内外の８大
・医学部医学科では、①教育方法の改善を図る専門委員会を 学で実施した。
立ち上げる、②定期的に開催しているＦＤ合宿セミナーをよ

、 、り一層充実し、時代に応じた医学教育に関するテーマについ 各学部では 教育改善を専門とする各種委員会が設置され
てワークショップを開催する、③医学教育に関する講演会を 授業改善アンケートやＦＤフォーラム開催等に積極的に取り
充実させ、学外の催しにも積極的に参加する、④平成18年度 組んだ。

。までに教育方法に関して教員相互のチェック体制を構築する
また、看護学科では、教育方法の研究・研修（ＦＤ）及び
教育課程や教育体制の検討並びにそれらの改善を図る組織と
して、平成18年度までに現行の教務委員会の整備に向けた検
討を行うとともに、定期的に開催しているＦＤを継続し、研
修内容を充実させる。
・工学部では、①教員の資質開発（ＦＤ）に対するシステム
を構築する、②教員の授業法に関する改善講習会を定期的に
開催する、③授業にあわせた教科書の執筆を推奨する、④学
部専門プログラム及び専攻ごとに、教育成果の達成度の評価
に基づく問題点を把握する、⑤授業内容の継続的改善を図る
ために、各専門教育分野及び各専攻における継続性のある専
門教育改善システムを構築する。
・農学部では、教育方法の改善に関する①学生を含めた教育
方法の研究・研修（ＦＤ）体制、②個々の教育活動、教育能
力の評価体制、③各授業内容の重複を避けるための調整、④
理解度を高める教材の活用や講義方法の改善、⑤現場におけ
る調査などフィールド型の教育の強化、⑥実験実習などの実
施に対するカリキュラム編成上の配慮、⑦基礎学力が不足し
た学生への教育指導の強化、⑧セメスター制を検討し改善す
る等の体制の構築を進める。

1-2.全学部で学生による授業評価 1-2
を原則として毎学期行い、評価結 ・全学部で学生による授業評価を実施するとともに、評価結 ・授業評価結果をＦＤ活動に積極的に活用するとともに、授
果を教育方法の改善・充実に積極 果をＦＤ活動に積極的に活用するとともに、授業評価の内容 業評価の内容（質問項目）の充実を図るため、学生による授
的に活用する。 （質問項目）の充実について検討する。 業評価とは別に授業担当者へのアンケートを実施した。

また、各学部で行う授業評価の実施及び集計作業の統括を また、高等教育研究企画センターは、各学部で行った授業
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図るとともに、高等教育研究企画センターにおいて評価結果 評価の集計作業の統括を図るとともに、教養教育については
の分析を開始する。 評価結果の分析を行った。

なお、今年度は理学部を除く５学部で、授業評価アンケー
部局においては、以下の措置を行う。 トを実施した。
・人文学部では、専門教育及び教養教育における学生による 理学部では、サイエンスセミナーの教員への公開を行って
授業評価を継続して行い その更なる有効活用法を検討する おり、授業担当教員、出席教員にアンケートを行い、授業改、 。
また、授業改善のための授業評価の方法について、学生を 善に役立てている。
含む公開のパネルディスカッションなどを平成17年度から隔
年実施する。
さらに、授業評価の検討、内容の点検は学部目標評価委員
会内に設置する評価部会で行い、授業評価の手法、公表方法
に関して検討を行う。
・地域教育文化学部では、学生による授業評価や学習動機に
関する調査や授業改善アンケートを継続的に実施して学生の
能力と学習ニーズを把握し、その結果を教育体制及び教育内
容の改善に反映させる。
、 、 、また 養護教諭特別別科では 学生の授業評価を実施して

ニーズを把握し、授業内容の改善に反映させるよう努める。
・理学部では、学生によるアンケートなどによる授業評価を
定期的に実施して学生の理解度を判断し、その結果を公表す

、 、るとともに 授業評価の結果を学部・学科で組織的に検討し
授業やカリキュラムの改善に利用する。
・医学部医学科では、講義、実習に対する学生による評価を
定期的に実施するとともに、評価結果を教員にフィードバッ
クし、教育の質の向上を図る。
また、看護学科では、①平成18年度までに、学生による授

、 、業評価を授業に生かす方策を検討する ②平成18年度までに
教員の実習指導に対する学生による評価の導入に関し検討を
行う、③学生による授業評価を継続する。
・工学部では、継続的に授業評価を行い、継続的な授業の改
善、教育プログラムの改善に資する。
・農学部では、授業内容改善のため、学生による授業評価を
実施を目指す。

2-1.放送大学及び県内高等教育機 2-1
関との単位互換制度を確立し、国 ・放送大学及び県内高等教育機関との単位互換制度の確立を ・本学を含めた県内の４年制大学、短期大学、工業高等専門
内外の高等教育機関との単位互換 目指すとともに、国内外の高等教育機関との単位互換につい 学校及び放送大学の９つの高等教育機関からなる「大学コン
についても検討する。 ても検討を行う。 ソーシアムやまがた」加盟機関相互の単位互換に関する包括

協定が締結され、平成18年度実施に向けて、山形大学の内規
部局においては、以下の措置を行う。 が制定された。
・人文学部では、東北芸術工科大学との単位互換について促 なお、東北芸術工科大学とは、平成12年度から全学的に単
進を図るとともに、他大学の高等教育研究組織との交流の促 位互換を行っている。
進を図る。 また、今年度、ニューヨーク州立大学（アメリカ合衆国）
・地域教育文化学部では、大学が協定を結んだ大学等との単 と大学間交流協定が締結されたことに伴い、同大学との単位
位互換制度の活用を図る。 互換について検討を開始した。
また、文化創造学科では、特に東北芸術工科大学との単位
互換を充実・発展させるための方策を検討する。
・農学部では、地域の他大学との単位互換制度を検討し実施
を目指す。

4)成績評価に関する具体的方策
1-1.成績評価の基準と方法に関し 1-1
て制度上の改善を行う。 ・授業の内容・方法やカリキュラムとの関連における成績評 ・成績評価の基準と方法については、シラバスの公表を徹底

価の在り方について、引き続き検討する。 した。
また、成績優秀な学生が早期に卒業要件単位数を修得する また、昨年度から導入したＧＰＡを活用して、授業科目区
ことによって４年未満の在学で卒業できるようにする例外措 分や領域ごとの成績分布について調査を行い、それを基に、
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置の導入に関して、教育委員会の作業部会において検討を開 授業方法に応じた適切で厳格な成績評価の基準設定について
始する。 調査・研究を行った。

・成績優秀な学生が、早期に卒業要件単位数を修得すること
部局においては、以下の措置を行う。 によって４年未満の在学で卒業できるようにする例外措置の
・人文学部では、成績評価結果を教授会内で相互に検討評価 導入については、引き続き検討を行った。
できる体制をとる。
・地域教育文化学部では 開放制による教員養成を行うため 各学部においても、成績評価の基準と方法に関して検討を、 、
教育実習の在り方について検討を行い、適切な措置を行う。 行った。
また、養護教諭特別別科では、教育効果を挙げるための成
績評価を行い、達成内容を常時点検する。
・理学部では、卒業時までに修得した自然科学の基礎能力を
評価する方法を研究し卒業時の評価に加えることを、平成18
年度実施に向け検討を行う。
・医学部医学科では、学生の成果評価機会の複数回設置、複
数の教員による学生の評価システム及び各講座による個別評
価と教務委員会による総括的な評価を組み合わせた総合評価
の実施を図り、精度の高い成績評価制度を確立する。
また、看護学科では、①卒業時までに修得すべき看護技術
項目を設定し、学内演習、臨地実習におけるそれらの実施レ
ベル、到達レベルを明示する、②教育内容のコアとなる技術
学習項目を修得できる教育法を検討し、教育内容を充実させ
る、③卒業時の到達度を評価し、確認するシステムの確立に
向けた検討を継続して行う、④平成18年度までに成績評価基
準を明示するとともに、学生の達成度を把握し、授業の展開
に活用する、⑤厳格な成績評価を継続して行い、卒業生の質
の確保に努める、⑥平成20年度までに単位取得、進級、卒業
及び資格取得等の各段階の状況を把握し、学力の達成度を評
価する。
・工学部では、各授業科目の成績評価基準の設定及び卒業研
究に対する成績評価法を確認、実施する。
・農学部では、成績評価の一貫性及び厳格性を検討する体制
を構築する。
また、すべての授業科目について成績評価基準を明示する
とともに、授業の進度に応じて小テスト等を行い、学生の達

、 。成度を把握し 授業の進行に活用する制度を検討し実施する
さらに、引き続き、卒業研究発表会の一般公開の促進を図る。
・附属博物館では、博物館実習の成績評価の基準等の明確化
を推進する。

1-2.各授業の到達目標と評価項目 1-2
及び評価基準をシラバスに明記す ・シラバスの記載の在り方について、引き続き点検を行う。 ・引き続き点検し、授業の到達目標、評価項目、評価基準等
る。 をシラバスに明記し、新たに参考図書の項目記載に関して改

部局においては、以下の措置を行う。 善を行った。
・人文学部では、シラバスに授業科目ごとの到達目標並びに
成績評価基準を記載する。記載の方法については毎年度検討
し、順次改善を図る。
・地域教育文化学部では、各授業の到達目標と評価項目及び
評価基準がシラバスに明記されているかどうか、点検し、改
善を図る。
・医学部看護学科では、平成20年度までに、全ての授業科目
について、学習の到達目標と成績評価基準を設定し、シラバ
スに明示するための検討を継続して行う。
また、卒業時の看護基本技術の修得レベルをシラバスに明
示するとともに、臨地実習前後の実技試験の導入に向けた検
討を継続して行い、平成21年度までに実施する。

、 。・工学部では シラバスに成績評価基準を具体的に記載する
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〔大学院課程〕
1)アドミッション・ポリシーに関
する具体的方策
1-1.推薦入試の導入を図る。 1-1

部局においては、以下の措置を行う。 ・理工学研究科（工学系）では、他大学・他学部学生を対象
・社会文化システム研究科では、基盤となる四年制大学卒業 として推薦入試を実施し、３名の合格者があった。
生の一般選抜の受験者数の拡大を図るため、多様な入試方法 他研究科においても、受験資格の多様化に対応するため、

、 、の導入を検討する。 推薦入試の導入について検討を行い 平成19年度から新たに
また、更に多様な社会人や外国人留学生の受入れを促進す 社会文化システム研究科及び理工学研究科（理学系）物質生
るため、職業経験や研究経歴の評価など受験資格審査並びに 命化学専攻で実施することが決定された。
入試方法を多様化することと学内外への広報の在り方を検討
する。
さらに、後期中等教育に従事する教員の研究面の再教育に
ついて、更に道を開くための方策を検討する。
・理工学研究科では、アドミッション・ポリシーを確立する
とともに、推薦入試のシステムを点検する。

1-2.志願者との事前相談体制を確 1-2
立する。 部局においては、以下の措置を行う。 ・医学系研究科では、志願者への事前相談会を開催し相談説

・医学系研究科医学専攻及び生命環境医科学専攻では、平成 明を行っている。
20年度までに志願者にアドミッション・ポリシーを十分に理 他研究科においても、ホームページに入学試験案内の項を
解させるための事前相談会を開催する。 設け、受験生に適切な情報を公開し、照会に対応している。
また、看護学専攻では、志願者との事前相談体制を維持し また、学部学生に対しては、指導教員を中心に説明を行って
充実を図る。 いる。
・農学研究科では、適切なアドミッション・ポリシーを策定
し学外への公表を進めるとともに、学部学生に対して大学院
進学を積極的に勧める。
また、大学院修士課程のパンフレットを作成し、関連分野
を有する他大学に配布し、積極的に入学者を募集する。

1-3.ホームページを充実し、学生 1-3
募集要項等、受験に必要な情報を 部局においては、以下の措置を行う。 ・各研究科では、教育・研究内容などをホームページに多く
すべて公開する。 ・医学系研究科医学専攻及び生命環境医科学専攻では、平成 の写真を用いて、分かりやすく紹介、受験に必要な情報の整

18年度までに広報誌、パンフレット、ホームページなどを通 備、充実を図った。
じた広報活動の更なる充実を図るための施策を検討する。 また、英語版を作成し、海外への対応を図った。
また、看護学専攻では、教育・研究者養成履修モデルと専 各研究科では、社会人や留学生の入学者確保のための広報
門看護師養成履修モデルを公表し、各々のコースに応じた学 に努めた。
生募集方法、入学者選抜方法を検討する。
・農学研究科では、英語を含めたホームページを充実させ、
社会人や留学生等の入学者確保に努める。

2-1.自治体、企業等を訪問し、社 2-1
会人入学制度の周知を図る。 部局においては、以下の措置を行う。 ・各研究科において、企業訪問や説明会を実施し、社会人入

・社会文化システム研究科では、更に多様な社会人や外国人 学制度を丁寧に説明し、社会人入学者の増員を図っている。
留学生の受入れを促進するため、職業経験や研究経歴の評価 特に、教育学研究科では、 社会人特別枠に関しては、現職
など受験資格審査並びに入試方法を多様化するとともに、学 教員への入試科目の一部を実践記録で代替えする措置を継続
内外への広報の在り方を検討する。 し、県教育委員会への推薦数拡大の申入れを行った。
・教育学研究科では、社会人特別枠の入試を行うとともに、
現職教員の大学院での枠を拡大する方向で、県教育委員会な
どと協議する。
・理工学研究科（理学系）では、現職の中学、高校教員の大
学院博士前期課程への入学を奨励し、修士の学位の取得を支
援する。
・医学系研究科看護学専攻では、大学院説明会を開催し、大
学院教育内容を積極的に公表する。
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・理工学研究科(工学系)では、入学制度を周知し、社会人入
学者の増員を図る。

2-2.入学資格審査制度について周 2-2
知を図る。 部局においては、以下の措置を行う。 ・留学生課と入試課が協力し、外国人留学生を対象に大学院

・医学系研究科医学専攻及び生命環境医科学専攻では、平成 入学資格審査制度とその適用について、文書を配布し、詳細
20年度までに、社会人特別選抜と外国人特別選抜について再 な説明を行うとともに、周知を図った。
評価し、多様なバックグラウンドを持つ人材に配慮した体制 また、各研究科において、ホームページなどを最大限に利
づくりについて検討する。 用し、広報に努めた。
・理工学研究科 工学系 では、地方自治体、企業等に入学資( )
格審査制度を周知する。

2-3.日本語に加え英語のホームペ 2-3
ージを充実させ、海外への周知を ・英語版ホームページにおける掲載内容の充実を図る。 ・英語版ホームページに、これまでの学部・研究科の掲載に
図る。 加えて、学内共同教育研究施設等を追加し、内容の充実を図

部局においては、以下の措置を行う。 った。
・理工学研究科(理学系)では、英語の募集要項を作り、外国
人留学生の入学を促進する。
・医学系研究科医学専攻及び生命環境医科学専攻では、アド
ミッション・ポリシーに適合する多様な入学者を選抜するた
めに、平成19年度までにマスメディアを利用した海外への広
報を含めた幅広い広報活動に努めるとともに、在学生や修了
者等からの情報収集を行う。
・理工学研究科（工学系）では、外国人留学生に、入学時に
日本語能力の要求を課さないなどの配慮をして積極的に受け
入れる。
・農学研究科では、英語を含めたホームページを充実し、社
会人や留学生等の入学者確保に努める。
・学術情報基盤センターでは、大学トップのＷＷＷサーバの
安全管理・運用を担当して、このホームページによる情報提
供を引き続き支援する。

2)教育課程に関する具体的方策
1-1.高度職業人養成に必要な実践 1-1
的、実務的科目を開講し、社会人 部局においては、以下の措置を行う。 各研究科において、次のような取組を行った。
の再教育、キャリアアップにも対 ・社会文化システム研究科では、大学院生のニーズに即した ・学部教育課程と大学院教育課程を連携させたカリキュラム
応する。 教育課程の再編を検討する。また、修了者・在学院生・学部 を有する教員養成システムを構想するとともに、臨床心理士

卒業生・学部学生、自治体、企業などを対象としたアンケー の受験資格につながる「臨床心理学特論」などの実践的、実
ト調査を踏まえながら、現在の２専攻６分野12領域の構成が 務的な授業科目を開講した。(教育学研究科)
真に時代のニーズに合っているか否かを検討する。 ・教育課程に関する社会や学生のニーズを把握するための情
・教育学研究科では、音楽芸術、造形芸術、スポーツ文化及 報収集を行い、高度職業人養成に必要な、臨床腫瘍学、臨床
び異文化交流に係る領域のカリキュラムを整備し、関連する 感染症学、地域医療学及び漢方など、今後導入予定のカリキ
社会分野で活躍できる能力の育成を図る。 ュラムについて検討を行った。( 医学系研究科医学専攻)
また、教育学研究科で修学することを希望する現職教員の ・在宅看護、老人看護の専門看護師（ＣＮＳ）コースの開設
推薦数を増やすよう山形県教育委員会と話し合うとともに、 の検討を開始した。(医学系研究科看護学専攻)
６年一貫型カリキュラムによる教員養成システムの検討を開 ・技術と経営がわかる人材を育成する目的で「ものづくり技
始する。 術経営学専攻（ＭＯＴ専攻 」を設置し 「価値創造生産管理） 、
・理工学研究科（理学系）では、カリキュラム・授業改善委 特論 「経営管理特論」等の多様な科目を開講した。( 理工学」
員会が責任を持って、定期的にカリキュラムを検討する。 研究科)
・医学系研究科医学専攻及び生命環境医科学専攻では、平成 ・他研究科については、引き続き検討を行うこととした。
19年度までに、教育課程に関する社会や学生側のニーズを正
しく把握するために情報収集を行い、高度職業人養成に必要
な再教育のカリキュラムを検討する。
また、平成20年度までに、社会人特別選抜者のための授業
の充実を図るとともに、社会のニーズに適合した修了生を社
会に送り出すための施策を練り、平成21年度までに教育課程
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等の見直しを行う。
看護学専攻では、平成20年度までに、既に開講している小
児看護・精神看護の専門看護師（ＣＮＳ）コースの他の領域
の拡大に向けた検討を行う。
・理工学研究科（工学系）では、①「ものづくり技術経営学
専攻」を設置し 「技術」と「経営」がわかる人材を育成す、
る、②大学院入学希望者の受入を促進するため、最先端の学
術・技術に対応するカリキュラムを検討する、③実験及び実
習の質の充実を図る、④学外の専門家による最先端の講義を
開講する、⑤学会行事での発表機会及び参加機会を増やす、
⑥研究の中間報告会を多くし、プレゼンテーション能力の向
上を図る、⑦情報ネットワークを使った教育講義の開設を検
討する。

、 、 、・農学研究科では ①複数指導教員制など 指導体制の検討
②演習・講義などにおける指導の強化を図る、③学位論文の
作成時における指導の強化を図る、④研究設定の際の指導強
化を進める、⑤学外などでの学会活動の指導を強化し、高度
専門職業人や研究者としての自覚や意欲を高める教育環境の
形成を進めることについて検討し強化を図る。
また、食料、資源、環境及び地域社会に関する諸問題に技
術的・社会経済的に解決能力を有する高度専門職業人及び研
究者養成を目指し、修了後の進路は農林関連公務員（技術・
） 、 、 、研究職 及び農林団体職員 海外農業技術指導者30％ 化学

食品、土木、環境関連への企業就職者40％、大学院後期課程
進学者20％、その他10％を目途として人材を育成する。
・ＶＢＬでは 「起業家論」の授業内容（実施形態）につい、
て、見直しを行ない実施する。

1-2.英語でのプレゼンテーション 1-2
能力の向上を図る。 部局においては、以下の措置を行う。 ・英語でのプレゼンテーション能力を養成するため、英語に

・医学系研究科医学専攻及び生命環境医科学専攻では、平成 よる学生参加型の講義の実施した。(医学系研究科及び理工学
19年度までに、外国人特別選抜による入学者のために英語に 研究科（工学系）)
よる講義の導入について検討するとともに、英語での研究発 ・ 同窓会の支援により、優秀な学生15人を海外の国際会議等
表の機会を増やす。 に参加・発表させることによってプレゼンテーション能力の
また、看護学専攻では、平成18年度までに、英語能力を向 向上を図った。(理工学研究科博士後期課程（工学系）)

。上させるための授業科目の開講に向けた検討を継続して行う
・理工学研究科（工学系）では、国際研究集会への参加や海
外でのインターンシップ及びフィールドワークなどを奨励する。
また、英語での専門科目の授業を推奨する。
・農学研究科では、期間中に外国語科目を担当できる外国人
教員の採用を目指す。

1-3.ＲＡ（研究補助者）を活用し 1-3
た共同研究等を通じて研究能力を 部局においては、以下の措置を行う。 ・理工学研究科及び医学系研究科においては、ＲＡを積極的
養成する。 ・医学系研究科医学専攻及び生命環境医科学専攻では、平成 に採用、研究補助として実践させることにより、高度な研究

19年度までに、学位論文のための研究課程中期における成果 能力の養成を図っている。
発表制度と研究助言教員による指導体制の導入を図る。 （理工学研究科36人、医学系研究科37人）
・理工学研究科（工学系）では、ＲＡを活用した共同研究等
を通じて研究能力を高める。

1-4.教育課程の成果について、在 1-4
学生や社会で活躍する修了者及び 部局においては、以下の措置を行う。 ・社会で活躍する大学院修了者及び受入企業等に対するアン
受け入れ企業等に対してアンケー ・社会文化システム研究科では、修了者・在学院生・学部卒 ケート調査の結果を分析し、教育改善に活用した。
ト調査を実施し教育改善に反映さ 業生・学部学生・自治体、企業などを対象として、大学院教 教育学研究科では 「学生と教員による授業改善アンケート、
せる。 育に関するアンケート調査を実施する。 調査」を実施し、その結果について「学生と教員による授業

・教育学研究科では、学生による授業評価を行い、その結果 改善アンケート調査報告書」としてまとめ上げた。
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を教員にフィードバックし、授業改善に活用するとともに、
卒業生の受け入れ企業や教育委員会などから聞き取り調査を
行い、教育改善に役立てる。
・理工学研究科（理学系）では、卒業生の職場定着率や活躍
度を定期的に追跡調査する体制を構築する。
・医学系研究科医学専攻及び生命環境医科学専攻では、平成
20年度までに、在学生や社会で活躍する修了者及び市中病院
等に対して教育課程の効果についてのアンケート調査を実施
し、教育改善に反映させる。
また、看護学専攻では、社会人学生やその勤務先に対する
アンケート調査の実施に向けた準備を継続して行い、アンケ
ート調査を実施し、その結果を平成19年度までに教育改善に
反映させる。
・理工学研究科（工学系）では、就職、進学した修了生を対
象にした授業科目と講義内容の評価方法を確立する。
・農学研究科では、大学院修了時にアンケートを実施し、教
育改善に反映させる。

3)教育方法に関する具体的方策
1-1.修士課程（博士前期課程）に 1-1
ついては、授業シラバスを作成す 部局においては、以下の措置を行う。 ・医学研究科看護学専攻では、従前からシラバスを作成し学
る。 ・社会文化システム研究科では、留学生、社会人等多様な大 生の履修指導に活用しているが、英文表記の見直しを行うと

学院生の学力並びに研究テーマに合わせてシラバスの調整を ともに、夜間開講の授業科目、授業時間割等が社会人により
行う。 理解しやすい内容のものとした。
・教育学研究科では、授業科目に関するシラバスの作成を検 なお、他の研究科については、社会文化システム研究科を
討する。 除き準備を行い、平成18年度から公表することを決定した。

、 、・医学系研究科生命環境医科学専攻では 平成19年度までに
博士前期課程の授業シラバス作成を行い、教育効果の向上を
推進する。
・理工学研究科（工学系）では、シラバス作成、電子化、公
開を検討する。
・農学研究科では、シラバスを作成し、講義、演習、修士論
文の指導強化を進める。

1-2.ＴＡ 教育補助者 を活用し 1-2（ ） 、
学習支援体制を整える。 部局においては、以下の措置を行う。 ・大学院学生によるＴＡを、学部学生の指導や実験等を通じ

・社会文化システム研究科では、大学院生によるＴＡを学部 て自らの研究能力を向上する場であると位置付け、ＴＡ548人
学生の指導や教員の研究の補助を通じて自らの研究能力を向 （社会文化システム研究科21人、教育学研究科36人、理工学
上する場であると位置付けて実施する。 研究科 理学系 148人 医学系研究科54人 理工学研究科 工（ ） 、 、 （
・教育学研究科では、大学院学生をＴＡとして活用し、指導 学系）219人、農学研究科70人）を学部の講義・演習や実験・
力の向上を図るとともに、学部学生の学習支援を行う。 実習等において積極的に活用した。
・理工学研究科（工学系）では、実験、実習、演習などの実
践教育におけるＴＡシステムを継続して経験させ、指導力の
向上を図る。
・農学研究科では、ＴＡを活用し、学習支援体制を整える。

1-3.各研究科間の教育交流や社会 1-3
との連携を進める。 部局においては、以下の措置を行う。 ・理工学系、医学系及び農学の研究科間では、理－工セミナ

・社会文化システム研究科では、社会人の大学院生の就学と ー、医－工セミナー、生命科学交流セミナーを開催し、大学
職業の両立の可能性を更に拡大するため、長期履修制度の導 院学生の研究成果を発表させることにより、教育・研究交流
入を検討するとともに、他研究科との教育交流の連携を検討 を図った。
する。 ・社会文化システム研究科では、東北大学大学院法学研究科
・医学系研究科医学専攻では、医学科で実施されるＰＢＬチ との間で「税法」の単位互換を実施した。
ュートリアルを基礎資料として、平成19年度までに大学院で ・社会文化システム研究科、医学系研究科看護学専攻及び理
の実施に向けた調査を行う。 工学研究科では、社会人学生の就学と職業の両立の可能性を
また、医学専攻及び生命環境医科学専攻では、平成19年度 更に拡大するため、長期履修制度を導入した。同制度を適用
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までに責任講座・分野などでの個人教育指導法について検討 した大学院生は、現在18人(社会文化システム研究科３人、医
し、更なる学生本位の教育を向上させるとともに、平成20年 学系研究科看護学専攻12人、理工学研究科３人）に上ってい
度までに社会人特別選抜や外国人特別選抜学生等に研究指導 る。
・論文指導体制に関するアンケート調査を行い、各専攻にお ・教育学研究科では、実践的な教育研究を行うため、山形県
ける授業や個別指導などに活用する。 教育委員会との連携を深め、山形市内の小中学校のうちから
さらに、看護学専攻では、外国人留学生に対する研究指導 ２校を研究協力校として定めて研究を開始した。
体制の充実について、引き続き検討するとともに、平成20年
度までに社会人入学者のための研究指導、論文指導体制を検
討する。
・理工学研究科（工学系）では、高度技術者、研究者単位に
必要な共通カリキュラムを学務委員会で見直す。
、 、また 各専攻ごとにカリキュラムを検討する組織を設置し

教育目標に合致するように科目の見直しを行う。
、 、・遺伝子実験施設では 共同利用施設としての特性を活かし

学部間の垣根を越えて、医学、理学、農学などの生命科学系
の大学院生を受入れ、本施設において直接卒業研究等の指導
を行い、実践的に研究能力を高め、様々な学問的背景を持っ
た研究者を育成する。

4)成績評価に関する具体的方策
1-1.個々の授業・演習ごとに到達 1-1
度を明示し、成績評価の方法・基 部局においては、以下の措置を行う。 ・修士論文、博士論文については中間報告をさせ、個々の論
準を策定・実施する。 ・社会文化システム研究科では、学位論文の中間報告を目的 文の到達度を明示した平成18年度シラバスを作成した。成績

として大学院研究発表会を実施する。 評価の方法・基準の策定については、各研究科で引き続き検
・理工学研究科（理学系）では、修士論文の審査方法の見直 討を行った。
し及び学外研修、インターンシップの評価法を確立する。 ・ＶＢＬでは 「起業家論」において、策定したソリューショ、
また、前期課程、後期課程の授業の成績評価について検討 ンプランのプレゼンテーションの場を設け、講師と学生のデ
するとともに、学習効果の測定法を検討する。 ィスカッションによる相互評価を実施した。
・医学系研究科医学専攻では、平成19年度までに、基礎的研
究ストラテジー修得コースと共通講義に関する到達目標を設
定し、成績評価基準について明確にする。
また、生命環境医科学専攻では、平成18年度までに、各授
業の到達目標を設定し、成績評価基準を明確にする。
さらに、看護学専攻では、平成18年度までに、授業・演習
における成績評価の基準を明確にする。
・理工学研究科（工学系）では、①前期課程、後期課程の授
業の成績評価について検討する、②学習効果の測定法を検討
する、③修士論文の審査方法を見直す、④レポート提出等主
体的参加の積み重ねの結果としての達成度を評価する、⑤学
外研修、インターンシップの評価法を確立する。
・農学研究科では、修士論文審査法の改善を行う。
・ＶＢＬでは 「起業家論」において、ビジネスプランの内容、
及びそのプレゼンテーション能力をディスカッションを通し
て段階的に相互評価する。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（３）教育の実施体制等に関する目標

１．教育目標の達成と教育成果の向上のため、教員の教育業績を適切に評価し、教職員の適正な配
置に努力する。中
２．教育環境の充実を図るため、教育施設の整備を進める。
３．教育の質の向上を図るため、組織体制の整備と研究活動の充実を図る。期

目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

３）教育の実施体制等に関する（
目標を達成するための措置
1-1.教員の教育活動に関する評価 1-1
手法の検討を進め、教育業績の正 ・教育研究評価専門委員会で教員の個人評価等に係る指針を ・基本構想委員会の下に設置された教育研究評価専門委員会
当な評価を行うとともに、教育能 策定し、平成17年度中に試行を実施する。 で「教員の個人評価指針」を策定し、平成18年１月から３月
力に優れた教員の採用を進める。 まで教員の個人評価の試行を実施し、平成18年４月から本格

部局においては、以下の措置を行う。 的に実施する。
・人文学部では、教育活動評価のための調査・検討を実施す

全学部において、教員の採用は公募制を原則とし、その選るとともに、教員の公募制を維持し、教育能力に優れた教員
考に当たってはプレゼンテーション等の活用により、教育・の採用に努める。
研究能力を重視した審査を行った。・地域教育文化学部では 新任教員の採用は公募制を維持し、 、

資質向上に向けて採用条件等を見直すとともに、資質向上を
図るための研修を充実する。
また、教育・研究・運営などの業績に関する自己評価の在
り方を検討すると同時に自己評価の結果を学科・コース等に
おける教育・研究の改善に活かす方策を検討する。
・医学部医学科では、平成18年度までに、教員採用に当たっ
ては教育能力を重視した選考を行うとともに、ＦＤ参加や講
義回数などを教員評価の対象とする。
また、看護学科では、平成21年度までに、高度看護実践家
を重点的に養成するため、弾力的な教員配置を検討するとと
もに、教員採用の際には教育能力を重視した選考を継続して
行う。

、 、 、さらに 医学系研究科看護学専攻では 平成19年度までに
大学院教育における教育活動評価に関する検討を開始する。
・工学部では、教員の教育活動等の評価体制を構築する。教
員の採用に際しては教育業績も重視する。
・農学部では、組織及び個々の教員の教育活動等を評価する
体制を構築する。

1-2.総合大学としての総合性を活 1-2
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かし、多様な教員の参加をもって ・高等教育研究企画センターと教育関係の委員会とが連携し ・総合大学の利点を活かし、専門教育の他学部聴講を実施し、
教育の充実を図る。 総合大学の利点として多様な分野の教員が全学の教育に貢献 た。

できるよう点検・評価・改善を進める。 ・教養教育専門委員会・教養教育実施委員会及び高等教育研
究企画センターが連携することにより、総合大学の利点を活

部局においては、以下の措置を行う。 かし、広範な学問分野の多様な教員が教養教育へ参画し、質
の高い教育を提供した。・地域教育文化学部では、環境、情報、国際化、総合演習な

ど教科横断的な教育分野について、既存の関連するコース・
教科の枠を超えたカリキュラムや授業科目・内容等を検討で
きる体制、組織づくりに取り組む。
また、地域教育文化学部と附属学校園等との緊密かつ有機
的な連携、協力関係等を継続するとともに、今後の協力の在
り方について検討する。

、 。・理学部では コロキウムの定常的開催について試行を行う
・農学部では、中期目標期間中に外国語科目を担当できる外
国人教員の採用を目指す。
・遺伝子実験施設では、学部及び大学院のカリキュラムにお
ける講義や実習を担当することにより、マウス発生工学及び
先端的研究成果に関する教育支援を行うとともに、遺伝子組
み換え実験やマウス発生工学に関連する学部学生実習や学内
外の研究者を対象としたトレーニングコースを定期的に行う
ことにより、これらの技術を生命科学研究に普及させる。
また、学部学生実習については、生命科学系の学部と連携
して行うとともに、医学系研究科において講義を担当し、他
の研究科の講義については、各研究科と協議の上、協力して
いく。

2-1.快適な教育環境の充実を図る 2-1
、ため、教室や教育設備の改修・更 ・教養教育棟の教室や教育設備等の改修・更新を進めるとと ・教養教育棟の全教室の照明器具・机・椅子等の点検を行い

新を進める。 もに、エアコンの設置を進める。 補修等を行った。
また、エアコンの設置については、年次計画により進めて

部局においては、以下の措置を行う。 いる。
・人文学部では、学科・コース単位の学生自習室の使用状況

各学部においては、人文学部のCall Labをはじめ視聴覚機を調査し、その在り方を検討するとともに、講義室等におけ
器の整備・情報処理教育のための設備更新・リフレッシュルる視聴覚機材等の整備を継続する。
ーム・談話室などの教育設備の改修・整備に努め、教育環境また、判例検索室、ＡＶライブラリー室、その他の資料室
の充実を図った。の有効活用を図るための予算措置を検討するとともに、情報

処理教育に関わる設備の整備を継続的に行う。
・地域教育文化学部では、学部の新設に当り、講義等に必要
な設備、機器を整備する。
・理学部では、学生が利用するリフレッシュルームの整備・
充実を図るとともに、講義室の教育設備の更新を進めるなど
快適な教育環境の確保に努める。
・理工学研究科（理学系）では、ネットワークやコンピュー
タを利用した学術情報の収集環境を充実する。
・医学部医学科では、①基礎棟及び臨床棟の講義室・実習室・
カンファレンスルーム・トイレ等を平成20年度までに整備・
（ 、 、 ） 、改修 冷房設備 壁・床・机等の補修 照明設備の充実 し
快適に勉学・研究をできる環境にする、②講義室等のプレゼ
ンテーション設備（パワーポイントやビデオ等）を平成18年
度までに充実する、③平成20年度までに学生の自習室の充実
を図る、④ ＰＢＬチュートリアル教育に対応したカンファレ
ンス室を充実させる、⑤平成18年度までに、ＯＳＣＥ教育に
対応した血圧計や心音・呼吸音ロボットなどの備品を備えた
ＯＳＣＥ教育ルームを設備する。
、 、 、また 看護学科では ①平成21年度までに実習室を開放し

学生の自己学習支援を継続する、②平成20年度までに学生数
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に見合ったＩＴ関連機器の整備を継続する、③講義、演習及
び実習等に必要な施設、設備（機器）図書、視聴覚教材及び

、情報ネットワーク等の充実を図るための検討を継続して行い
平成21年度までにそれらの活用を促進する。
さらに、医学系研究科看護学専攻では、博士課程設置を見
据え、大学院生の学習環境の整備を図る。
・工学部では、講義、実験、演習等に必要な設備、機器を効
果的に活用する。
また、ＳＣＳ等の情報ネットワークや情報サービス機器を
活用する。
さらに、講義、実験、演習等に必要な設備・機器を整備す
る。
また、理工学研究科（工学系）では、分野横断的な研究プ
ロジェクトを与え、専門の異なる学生からなる問題解決プロ
ジェクト教育の場を提供するとともに、学生への情報伝達シ
ステム（学内無線ＬＡＮ、携帯電話など）の整備を図る。
・学術情報基盤センターでは、現在、分散管理されている情
報教育用実習室内の機器の管理の一元化を推進する。
また、現在のネットワークとコンピュータ環境の維持・管
理を行うとともに、その更新に必要な具体的取組を行う。
・遺伝子実験施設では、学部及び大学院教育における本施設
の利用を促進するため、本施設の設置機器の拡充により、本
施設において、実際にこれらの技術を活かせる実験環境整備
を行う。
・附属博物館では、多様な教育ニーズに応えられるように、
学術標本、資料の展示方法や保存状態等を見直し、改善を推
進する。
また、常設展示・特別展の企画やプレゼンテーションにつ
いて、学芸研究員による検討組織を設置する。
・ＶＢＬでは、プレゼンテーション技術の教育に必要な既存
の情報機器等について必要に応じて改修・更新を行う。

2-22-2.学生の自習やグループ学習を
進めるため、空き教室の活用や自 ・教室予約システムを構築し、小白川地区３学部の教室を一・小白川３学部の教室等、施設及び設備の相互有効利用を促
習室等の整備を図る。 括管理して、随時自習等に使用できるようにした。進するための仕組みを整備（教室利用の一括管理など）する

さらに、他のキャンパスにおいても、セミナー室を夜間、とともに、学生の自習やグループ討論・グループ学習のため
学生に開放し、学生の自習室、リフレッシュルーム及び談話に空き教室等を活用できるよう、条件整備を進める。
室などの充実を図るとともに、講義室、廊下及び階段等の環

部局においては、以下の措置を行う。 境整備を図った。
・工学部では、学生の交流スペースを充実させる。

2-3.附属図書館における学生自習 2-3
用図書や検索用コンピュータ端末 ・学部学生及び大学院学生の学習環境を充実させるため、平 ・学生用図書購入費及び後援会援助金により、学生用図書収
の整備・充実を進める。 成21年度までに学習図書、教養図書、専門図書の整備を推進 書基準及び学生の希望に基づき、学習用図書5,306冊を新たに

する。 購入した。
また、マルチメディア・パソコンの活用により、インター

部局においては、以下の措置を行う。 ネット利用による学習環境の整備を行った。
・平成19年２月に導入が計画されている図書館電子計算機シ・人文学部では、学生用専門教育参考図書の購入のため、附
ステムの更新に合わせた情報検索用パソコン端末の更新のた属図書館の予算とは別に、学部において予算措置を行う。
めの仕様を定めた。・医学部看護学科では、自主学習を支援するために、平成19

年度までに、書籍、ビデオ、ＣＤ ＲＯＭ等の自習教材を充実-
させる。

、 。・工学部では 図書館サービスシステムの一層の増強を図る
・理工学研究科では、研究用図書（専門雑誌）の充実と電子
図書情報の利用できる環境を整備する。
・農学部では、附属図書館農学部分館における学生自習用図
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書や検索用コンピュータ端末の整備・充実を進める。

2-4.教育施設の情報化を推進し、 2-4
） 。ＩＴ（情報技術 、マルチメディア ・教育委員会と学術情報基盤センターとが連携して、e-Learning ・新しい授業プログラムでe ラーニングの実験授業を行った-

を活用した教育手法の研究開発を システムを活用した研究開発を推進する。 ・ 大学コンソーシアムやまがた」における単位互換のための「
推進する。 遠隔授業に向けて準備作業を行った。

部局においては、以下の措置を行う。 ・ニューヨーク州立大学との学生交流・単位互換・英語の授
業プログラムを開発するYU-SUNY特別プロジェクトのe-ラーニ・人文学部では、教材・機材等の活用を始め、授業方法の改
ング科目導入（平成19年４月）に向けた準備を行っている。善について、学部目標評価委員会内の教育方法検討部会にお

いて検討する。
各部局においては、以下の措置を行った。・地域教育文化学部では、講義室・演習室等の情報化を推進
・研究部門において、①情報メディア技術の高度な活用法をする。
研究し、マルチメディア教材の開発を支援する、②遠隔授業・理学部では、インターネットを利用した授業の可能性につ
における教育方法の研究開発とその効果の評価を研究し、リいて検討し、試験的な運用を試みる。
モート講義システムの活用を支援する、をテーマに研究を推・理工学研究科（理学系）では、リモート講義システムやイ
進した （学術情報基盤センター）ンターネットを活用した教育の導入を推進する。 。
・英語教育にe ラーニングシステムを取り入れる準備を行っ・工学部では、e-Learningシステムを用いて、自主的な学習 -
ている （工学部）の支援を図る。 。

）・理工学研究科（工学系）では、インターネットを活用した ＳＣＳ授業を実施した・大学院の共通科目の 理工学研究科。（
教育の導入を推進する。
・農学部では、教員にリモート講義、ＳＣＳ利用の講義に関
する講習会を開催する。
・学術情報基盤センターでは、研究部門において、次の研究
を推進し、その成果をセンターの業務に反映させる。
① 情報メディア技術の高度な活用法を研究し、マルチメデ
ィア教材の開発を支援する。
② 遠隔授業における教育方法の研究開発とその効果の評価
を研究し、リモート講義システムの活用を支援する。

2-5.分散キャンパス間の高速遠隔 2-5
授業システムを整備する。 ・ネットワークシステムの高度化を図り、ＰＣ画面表示の高・ネットワークシステムの高度化を図り、キャンパス間の高

度化を行った。速遠隔授業システムの整備のための検討を行う。
・高等教育研究企画センターでは、e ラーニングシステムの-
本格稼動に向けて準備を進めている。部局においては、以下の措置を行う。

・農学部では、教員にリモート講義、ＳＣＳ利用の講義に関
する講習会を開催する。

3-13-1.大学教育の在り方、授業法、
ＦＤ、教育評価及び大学と社会と ・企画マネージメント部門・教育評価分析部門・学外連携推・高等教育研究企画センターと教育関係３委員会との連携に
の連携教育（社会人教育、生涯学 進部門・語学教育研究部門の４部門からなる昨年度設置したより 教養教育の実施 大学教育の在り方及び授業法の研究、 、 、
習、リカレント教育等も含む）等 高等教育研究企画センターにおいて次の事業を行った。ＦＤ、大学と社会の連携教育等の研究（社会人教育、生涯学
についての研究を遂行するために (学内 ・教養教育ワークショップ、 ）習、リカレント教育に関する研究も含む）を進める。
新たな組織体制（ 高等教育研究企 ・教養教育ＦＤ合宿セミナー「
画センター ）を設置する。 ・公開授業と検討会（４件）」 部局においては、以下の措置を行う。

・e-ラーニング実験授業（１件）・社会文化システム研究科では、専門分野による教員の配置
(学外 ・公開授業と検討会（３件）に偏りがないか検討する。 ）
・ワークショップ（１件）また、組織として教育活動についての点検評価及び外部評
・講演会（１件）価を行う委員会等の設置を検討する。

・ＦＤ先進大学の実地調査を国内外の８大学で実施した。・地域教育文化学部では、高等教育研究企画センターの方針
などを勘案し、学部におけるＦＤ、教育評価の在り方などを

各学部においては、委員会を設置し、同センターと連携し検討する。
てＦＤ活動等を更に推進している。・理学部では、社会との連携教育を充実し、卒業生を中心と

した社会人の再教育を行う。
・医学部医学科では、引き続きＦＤを年１回行い、その内容
を一層充実させるとともに、公開講義及びリカレント教育を
年１回実施する。
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また、看護学科では、平成21年度までに現行のＦＤ活動を
より一層充実させながら継続する。
さらに、医学系研究科医学専攻では、リサーチアシスタン
ト(ＲＡ)制度をより積極的に活用し、大学院生間の相互実験
指導協力体制を推進するとともに、研究科における教育研究
の国際化、学生の多様化（社会人学生、外国人留学生等）等
に対応する為の組織検討機関を設置し、具体案を策定する。
また、看護学専攻では、平成18年度までに、大学院におけ
るＦＤの導入に向けた検討を行う。
・工学部では、教員の資質開発（ＦＤ）に関するシステムと
教員のための教育支援システムを構築する。
・農学部では、教育研究の動向や社会的ニーズを踏まえ、教
育課程や教育体制について検討・改善する組織教育方法の研
究・研修（ＦＤ）に取り組む組織、教育支援に携わる組織を
構築しその強化を進める。
また、教育支援に携わる専門の職員養成を図るとともに、
質の高い授業能力を持つと評価された教員による模範授業の
実施を目指す。

3-2.教育の質の改善について、実 3-2
践や調査研究の成果を定期的に刊 ・教養教育については、授業改善のための研究と実践に関す ・平成16年度実施の教養教育について、履修状況の分析を行
行する。 る冊子を作成する。 い 『教養教育科目の履修状況』を刊行した。、

・平成17年度における授業改善のための研究とＦＤ活動の実
部局においては、以下の措置を行う。 践及び６年間の授業改善アンケートの集計結果の分析し『教

養教育授業改善の研究と実践』を刊行した。・人文学部では、目標評価委員会内の評価部会・教育方法検
・これらは、定期的に刊行して、教育の質の改善に役立てて討部会において、教育の質の改善について点検、検討する。
いく。また、社会文化システム研究科では、社会の現場において

調査することなどのフィールド型の教育の実施について予算
各学部では、授業アンケート・研究部会の成果などを冊子的措置を行う。
にまとめ、刊行し、全国の関係機関に送付した。・地域教育文化学部では、附属学校との共同研究の成果をグ

ループごとにまとめ、公表する。
・工学部では、教育の質の改善について、定期的に報告書を
作成し配布する。

3-33-3.英語教育を中心とする語学教
育の効果的実施及び研究開発のた ・全学組織である「英語教育検討委員会」において「新英語・ 英語教育検討委員会」の検討結果を平成18年度から実施で「
めの組織的基盤の確立に向け、全 教育（案 」を策定し、その検討結果を受け、教育委員会で単きるよう、関連する学内規則等の整備を進める。 ）
学的な検討委員会を発足させる。 位数・時間数・再履修等についての取り扱いを定め、平成18

年度から試行し、平成19年度から本格実施することとした。

3-4.学生による授業評価をＦＤ活 3-4
動など教育改善に積極的に結びつ ・学生も参加する検討会を実施し、授業評価についての更な ・学部学生・大学院生・教員による授業評価アンケートを実
ける。 る改善を図る。 施し、冊子にまとめ公表した。これらの結果を分析・検討す

ることにより教育改善に積極的に結びつける努力を継続的に
部局においては、以下の措置を行う。 行っている。

・教養教育において、県内６つの高等教育機関が参画し、共・人文学部では、学生による授業評価を毎年行い、その結果
通の教養教育プログラムを開発・活用を図っている。総合的を公表し その結果の集計をもとに 平成17年度から隔年に、 、 、
ＦＤ活動を実践するための地域ネットワークＦＤ「樹氷 （平学生と教員によるシンポジウムを開催する。 」
「 （ ）」また、授業評価の検討、内容の点検は、学部目標評価委員 成16年度 現代的教育ニーズ取組支援プログラム 現代ＧＰ

に採択）の統一フォーマットを使用し、学生と教員による授会内の評価部会において行う。
業改善アンケート（授業評価）を実施し、その結果の分析をさらに 社会文化システム研究科では 授業評価を導入し、 、 、
高等教育研究企画センターで行い、報告書を刊行した。授業各授業担当教員に周知するとともに、評価結果を公表するこ
改善アンケートの結果は、授業担当者ごとに還元し、自発的とを含めて検討する。
な授業改善を促すとともに、公開授業とその検討会・ワーク・地域教育文化学部では、学生の授業評価を定期的に行い、
ショップ・ＦＤ合宿研修等で積極的に活用した。授業改善のための活用方法を検討する。
・学生も参加する検討会として「大学生ＦＤ会議」を２回開また、養護教諭特別別科では、授業内容改善のため、学生
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催した。による授業評価を実施するとともに、講義に関する学生の評
価を実施し、その結果を教員に返し、教育の質の向上を目指
す。
・理学部では、学生によるアンケートなどの授業評価を定期
化し、その結果を公表する。
・医学系研究科看護学専攻では、平成19年度までに、学生に
よる授業評価・研究指導評価の制度の導入に向けた検討を行
う。
・工学部では、在学生及び卒業生による授業評価の評価方法
を確立し、教育プログラムの改善に資する。
・農学部では、授業内容改善のための学生による授業評価を
実施する。
・ＶＢＬでは、受講者によるアンケート結果を基に、次年度
開講する講義の内容、教員の体制等を検討する。

3-5.シラバス記載内容の質的改善 3-5
を図るとともに、授業の特性に合 ・Ｗｅｂ版シラバスの改善充実の必要性や可能性について検 ・引き続き、授業の到達目標・評価項目・評価基準等の記載
わせたシラバスの在り方を検討し 討を開始する。 事項ごとに参考図書の項目記載方法を見直しシラバスの質的、
学生にとって必要な情報を十分提 また、附属図書館では、全学教育を支援するため、シラバ 改善を図った。
供できるよう改善する。 スに掲載された参考文献（図書）の収集を推進する。 ・Ｗｅｂ版シラバスの今後の新たな展開について検討を開始

した。
部局においては、以下の措置を行う。
・人文学部では、シラバス内容の見直しを各年度毎に行う。
また、社会文化システム研究科では、一般院生、社会人院
生、留学生のそれぞれのニーズに幅広く対応できるように、
現行の「履修の手引」を抜本的に改善する。
・地域教育文化学部では、学部の新設に当たり、教育目的・
教育目標について 「履修の手引 「シラバス 、学期当初の、 」、 」
「オリエンテーション」等により、より明快で分かり易い周
知方法を検討し、実施する。
・医学部医学科では、ＰＢＬチュートリアル教育のシラバス
を充実させる。
また、看護学科では、学生との懇談会等を活用し、平成21
年度までに、授業に関する学生への情報提供を継続して行う
とともに、シラバス記載内容の充実を継続して図る。

、 、 、さらに 医学系研究科看護学専攻では 平成21年度までに
シラバス記載内容の質的改善を継続して行う。
・工学部では、統一様式でのシラバスを作成し、その内容全
てを電子化する。
・農学部では、シラバス内容の教員相互評価による充実と有
効利用を図る。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（４）学生への支援に関する目標

１）学習支援に関する基本方針
１．多様な学生一人一人の能力を最大限に伸ばすため、きめ細かな学習支援体制の充実を図る。中
２）学生生活支援に関する基本方針
１．快適なキャンパス生活を実現するため、施設・環境を整備する。期
２．課外活動等の活性化と学生の地域貢献活動の促進を図る。
３．学生相談体制の充実を図る。目
４．就職支援体制の一層の整備を図る。

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（４）学生への支援に関する目標
を達成するための措置
1)学習支援に関する具体的方策
1-1.学業・生活・進路などについ 1-1
て指導・助言を行うアドバイザー ・アドバイザー制度による学生への支援機能の実質化に向け ・アドバイザー連絡委員会及び学習サポートルーム運営委員
教員を中心に、学習サポート教員 て、引き続き制度の点検・評価を行う。 会において、アドバイザー制度をシステムの核とする「ＹＵ
及び関係する部署が連携して学生 サポーティングシステム」についての点検・評価を行い、組
の修学を支援する新たなシステム 部局においては、以下の措置を行う。 織上の改善に着手した。
を実施し、目標の実現を図る。 ・人文学部では、①成績不振者については、勉学督励、進路 ・アドバイザー教員を中心に、学習サポート教員及び関係す

指導の措置を行うとともに、平成15年度から導入したＧＰＡ る部署が連携して以下の取組を行った。
制度に基づき、平成15年度入学者よりＧＰＡを含む成績を通 ① 成績不振者については、勉学督励・進路指導の措置を行
知し、特段の指導体制をとる、 ②学部教育委員会内に成績不 うとともに、ＧＰＡ制度に基づき、特段の個別指導を行った。
振者指導のための対策部会を設け、定期的に指導を行い、こ ② 各学部の教育関連委員会に設置した対策部会において成
れらの措置によって、在学年数を超える学生等を含む成績不 績不振学生に関して、指導を定期的に行った。
振学生の数値がどのように推移するかを継続調査する、③学 ③ 学期当初に行っているオリエンテーションや懇談会など
期当初に行われているガイダンスを更に充実する、④長期欠 においてきめ細かな履修支援を行った。
席などの学生の動向を把握し、早期に助言・指導できる体制 ④ 長期欠席者などの学生の動向を把握し、早期に助言・指
を整備する、⑤学部編入学生については、教育委員会を中心 導を行った。
に、その学習に関する助言体制を整備する、⑥留学生に対し ⑤ 学部編入学生について、教育関連委員会を中心に、学習
ては、留学生センターとの密接な連携のもとに、学習支援を に関する助言体制を整備した。
行う、⑦進学希望者に対する相談体制を確立する。 ⑥ 留学生に対して、留学生センターとの密接な連携のもと
・地域教育文化学部地域教育学科では、入学当初からアドバ に学習支援を行った。
イザー教員によるきめ細かな支援・指導を行い、学生の選択 ⑦ 将来に向けての進路相談や進路変更希望学生に対する支
する教育プログラムによる履修体制を実施する。 援体制の強化を図った。
また、養護教諭特別別科では、別科の特殊性を踏まえた教
育支援の充実を目指す。
・医学部医学科では、指導・助言を行うアドバイザー教員を
配置する。
また、看護学科では、アドバイザー制度を導入し、学業の
遂行に問題を抱えている学生に対し、アドバイザーと教務委
員会が連携して支援するシステムを確立する。さらに、医学
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系研究科医学専攻では、研究助言教員による指導体制を明確
にする。また、看護学専攻では、平成21年度までに学習支援
の個別対応システムの構築に向けた検討を行う。
・工学部では、①科目履修のサポートシステムを充実する、
②入学直後にフレンド・シップ形成プログラムを実行する、
③従来の担任制に加え、アドバイザー教員を設け、教育的ケ
アーに関する支援体制を図る、④オリエンテーションを実施
する。
また、理工学研究科（工学系）では、大学院生のきめ細か
い指導のために、全学的学生支援システムに対応するととも
に、大学院オリエンテーションを充実する。
・農学部では、①入試制度と入学後の就学状況の調査システ
ムの構築を図る、②授業科目などを選択する際のガイダンス
を強化する、③就学意欲の低い学生に対する学習方法の指導
助言体制の構築を進める、④多様な学生への学習支援体制を
強化する、⑤希望する専門分野を専攻させるための事前ガイ
ダンスの強化を進める、⑥将来に向けての進路相談助言シス
テムの強化を進める、⑦進路変更希望学生に対する支援体制
の構築を図る、⑧留学生の支援を強化するための体制整備を

、 、 。行うとともに 外部専門機関 支援団体との連携を強化する
また、農学研究科では、社会人学生、留学生に対する学習
指導・生活支援体制を強化する。
・附属博物館では、本学教員が自己の授業や学生の自学自習
に役立てるため、博物館所蔵学術標本・資料を利活用しやす
い体制を整備し、それを広報する。

1-2.ＧＰＡを活用した機動的な修 1-2
学支援を行う。 ・アドバイザー教員を中心にＧＰＡを活用したきめ細かな学 ・アドバイザー教員を中心に、①修得単位数・ＧＰＡ評価点

生支援を引き続き行う。 等を基礎に成績不振者に対する特別の指導を行った。②ＧＰ
Ａによる成績評価・ＧＰＡ最低基準値・修得単位数最低基準

部局においては、以下の措置を行う。 値を設定した。③ＧＰＡ・ＧＰＳ制度の導入と学生自身によ
・人文学部では、平成15年度入学生よりＧＰＡを調査して、 る自己評価・点検システムの確立を図った。以上のように、
総括的な評価を発表する。 ＧＰＡを履修指導上の指標として積極的に活用した。
また、平成15年度入学生よりＧＰＡを含む成績を通知し、
成績不振者には特段の指導を行う体制をとる。
・地域教育文化学部では、単位取得状況・ＧＰＡの分布状況
等を継続的に調査し、平成21年度までに、その結果をカリキ
ュラム改善の基礎資料とする。
・理学部では、ＧＰＡの教育効果について検討し、学生指導
に活用する。
・医学部医学科では、ＧＰＡなど学習到達度を判定するシス
テムを確立し、到達度の低い学生には機動的に指導を行う。
・工学部では、ＧＰＡ、ＧＰＳによる学生自身の自己評価・
点検システムによるきめ細かな就学支援を行う。
・農学部では、ＧＰＡを導入し、学生個々に応じた修学支援
を行う。

1-3.必要に応じて授業ごとにＴＡ 1-3
（教育補助者）を配置し、きめ細 ・情報処理教育科目やその他の科目において、引き続きＴＡ ・教養教育の情報処理教育科目において、今年度は、38人の
かな学習支援を実現する。 の活用を図る。 ＴＡが担当教員の補助者として活躍した。

・各学部では、総計548人のＴＡが、①学部学生への教育的効
部局においては、以下の措置を行う。 果の向上、②教員志望者の指導者トレーニング、③学部学生
・社会文化システム研究科では、ＴＡ制度を大学院生の指導 に助言を行うチューター、④臨地実習における補助者、⑤学
能力や表現能力を向上させるためと位置付けて有効な活用を 習相談室の補助者などとしての活動に活躍した。
図る。
・教育学研究科では、大学院生への処遇改善、学部学生への
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教育的効果の向上及び指導者としてのトレーニングを目的と
してＴＡ制度のより効果的な活用を検討する。
・理学部では、演習・実習・実験を充実するためＴＡを積極
的に活用する。
・医学部看護学科では、平成21年度までに対応可能な領域に
ついては、授業ごとにＴＡの積極的な配置を継続する。
・工学部では、習熟度別クラス等の少人数クラス編成を推奨
し、ＴＡを活用し、きめ細かな教育を実施する。
・農学部では、必要に応じて授業毎にＴＡを配置し、きめ細
やかな学習支援を実現する。

1-4.オフィスアワーの設定及び学 1-4
習サポートルームの設置により、 ・設置して１年間経過した学習サポートルームの実績を点検・ ・昨年度から稼動している「ＹＵサポーティングシステム」
学生に対する相談体制の充実を図 評価することによって施された改善策を実施し、学生支援体 の「学習サポートルーム （学習サポート教員が16時20分から」
る。 制の充実と合理化について引き続き点検・評価する。 40分間常時待機する体制）により、主として学習について平

成17年度延べ97人の教員が23件の相談に応じた。
部局においては、以下の措置を行う。 ・学習サポートルーム運営委員会において、過去２年間の実
・人文学部では、学部ホームページに各教員のオフィスアワ 績を点検・評価した。その結果、学生への周知方法などに工
ーを掲載し、効果的な運用を促進する。また、オフィスアワ 夫を加えながら現行の運営体制を維持することとした。
ー等の相談体制に関して更に検討する。
・地域教育文化学部では、教員個々人がオフィスアワーを設
定し、学生に周知する。
また、養護教諭特別別科では、オフィスアワー設置などの
相談体制の充実を図り、随時コンサルテーションできる体制
作りを目指す。
・理学部では、個別学生のきめ細かい指導のために、全学的
学生支援システムに対応する。

、 。・医学部医学科では 各講座ごとにオフィスアワーを設ける
また、医学系研究科看護学専攻では、研究分野ごとにオフ
ィスアワーの導入を検討する。
・工学部では、全教員のオフィスアワーを設けるとともに、
学生ケアシステムを整備する。
・学術情報基盤センターでは、学生の利用に対するヘルプデ
スク（助言・相談等）を整備する。

1-5.意欲ある学生に対する支援シ 1-5
ステムの充実を図る。 ・学長表彰を引き続き実施し、学生及び学生団体にホームペ ・優秀学生表彰システムを設置し、平成16年度に制定された

ージ及び掲示等で周知を図る。 山形大学学生表彰規則に基づき、オープンキャンパスや入学
試験の際に誘導案内等を行ってきたボランティア団体を学長

部局においては、以下の措置を行う。 表彰した。
・医学部では、引き続き後援会及び同窓会からの支援を呼び ・ 山形大学学生支援基金要領」を平成18年２月に制定し、学「
かけ、学生生活、学習の支援体制を平成20年度までに強化す 生の教育・学習・課外活動・奨学金・就職等の支援及び教育
るとともに、後援会・同窓会などの協力を得た基金に基づく 環境整備を支援することとした。
独自の奨学金制度の開設について検討を行う。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、優秀な学業成績 ・成績優秀な学生の表彰を行い、学習意欲の更なる向上を鼓
者に対する授業料免除制度を検討するとともに、優秀な学生 舞した （人文学部・理学部・工学部）。
を選出し、表彰する。

2)学生生活支援に関する具体的方
策
1-1.各キャンパスの福利厚生施設 1-1、
特に食堂等の整備・充実を図る。 ・福利厚生施設等の充実として、昼食時等の混雑緩和を図る ・昼食時等の混雑緩和と食堂の効率的な運用を図るため、平

ため、食堂業務受託業者等と協力し、食堂の効率的な運用を 成18年度に大学会館の増築工事を行った。食堂席数の100席
図る。 増席、配膳・下膳コーナーの配置見直しをする計画を実施す

るため、建物耐震検査を平成17年度に実施した。
部局においては、以下の措置を行う。 ・大学会館のロビーチェア（45脚）を更新し、学生の憩の場
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・工学部及び理工学研究科（工学系）では、老朽化した学生 を改善した。
寮の整備について検討を開始する。
・農学部では、小白川キャンパスに整備された学生センター 各部局においては、以下の措置を行った。
と引き続き連携し、学内ＬＡＮやテレビ電話を利用して、鶴 ・２号館各階にリフレッシュルームを設置したほか、１階正
岡キャンパスでの学生サービスを拡充して、就職・生活相談 面玄関入口付近に談話室（サイエンスプロムナード）を開設
等の生活支援を強化する。 し学生に開放した （理学部）。

、 。・学生食堂にガス空調機を設置し 利用環境の充実を図った
（工学部）

1-2.老朽化した課外活動施設を更 1-2
新し サークル部室の新設を図る ・平成16年度に実施した実情調査に基づき、新築、改築、改 ・施設整備や管理運営に係る方策を総合的に検討し、小白川、 。

修等の施設整備や管理運営にかかる方策を全学的・総合的に 地区では弓道場の整備、飯田・米沢・鶴岡地区ではテニスコ
検討する。 ートの改修等を実施し、課外活動施設の改善を図った。

部局においては、以下の措置を行う。
・医学部では、平成19年度までに、課外活動に使うサークル
棟を整備・充実するとともに、テニスコート・サッカーグラ
ウンドなどを整備し、安全に競技を行えるよう環境を整備す
る。
・農学部では、学生の健康管理の促進、サークル活動の強化・
充実を図るため、課外活動施設の充実を図る。

1-3.個人ロッカーを整備し修学環 1-3
境の改善を図る。 ・引き続き、個人ロッカーを整備し、修学環境の改善を進め ・平成16年度に小白川キャンパスの体育館男女更衣室に162人

る。 分、教養教育２号館に160人分の個人ロッカーを整備した。
・平成17年度は教養教育２号館にさらに個人ロッカーを補充
し、修学環境の改善を図った。
・引き続き、平成18年度以降も教養教育１号館、教養教育３
号館の整備を計画している。

2-1.「学生生活実態調査」を実施 2-1
する。 ・平成16年度に実施した学生生活実態調査に基づき、学生生 ・昨年度作成した「学生生活実態調査報告書」に基づき、学

活支援充実のための方策を全学的・総合的に検討する。 生関係業務に従事する教職員による研究会を実施した。
・学生からの様々な意見・要望に基いて、学生支援の一層の
充実を図った。
・投書箱「学生の声」を平成18年４月から小白川地区・鶴岡
地区に設置する。
・ 学生生活実態調査」及び「学生の声」に基づいて学生生活「
支援の実質化を図っていく。

2-2.課外活動並びに大学祭等学生 2-2
の諸行事の活性化を促進する。 ・引き続き、課外活動や大学祭の活性化を図るため、サーク ・平成18年２月に小白川地区の28サークル・46人の参加者を

ル運営委員会の自主的な取組を促し、サークルリーダー研修 得て、サークルリーダー研修会を実施し、課外活動の活性化
会を実施する。 を図った。

・学生の課外活動等の活性化と学生の力による山形大学の活
部局においては、以下の措置を行う。 気を高めることを目指して「山形大学・元気プロジェクト募
・工学部では、課外活動並びに大学祭等学生の諸行事に対す 集要項」を定め、プロジェクトの募集を開始した。
る支援を継続する。
・農学部では、11月祭などの諸行事を支援して、引き続き活
性化を促進する。

2-3.学生の地域貢献活動の促進を 2-3
支援する。 ・引き続き、学生中央掲示板にボランティア情報コーナーを ・学生中央掲示板にボランティア情報コーナーを確保して、

確保し、ボランティアに関連の情報を提供し、積極的なボラ 「アビリンピックやまがた2005」等15件のボランティア関連
ンティア活動を促す。 の情報提供を行い、積極的なボランティア活動の実施を促し

た。
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部局においては、以下の措置を行う。
・地域教育文化学部では、学生の教育ボランティアや教育臨 各学部においては 「やまがた天文台」における学生のボラ、
床体験を通して 学生による地域貢献活動の促進を支援する ンティア活動の支援（理学部 、68名の学生が県内の小・中学、 。 ）
・農学部では、ボランティアサークル活動などを通じて、地 校に教育ボランティアとして参加することの支援（地域教育
域貢献活動の促進を引き続き支援する。 文化学部 、ボランティアサークル活動などを通じて「雪下ろ）

し」等も含めた地域貢献の支援（農学部）などを行った。

3-1.カウンセラーの配置による学 3-1
生相談体制の整備・充実を図る。 ・学生生活委員会と保健管理センターが連携して、平成21年 ・常勤のカウンセラー１名を新規に配置し、学生相談体制の

度までに各キャンパスに専任の常勤カウンセラーを配置し、 充実を図った （工学部）。
学生相談体制の整備・充実を図る。 ・カウンセラーによる学生の相談を各キャンパスで積極的に

展開した （小白川1,998件、飯田280件、米沢1,649件、鶴岡。
部局においては、以下の措置を行う。 888件、計4,815件）
・人文学部では、引き続き、学生センター、保健管理センタ ・学生センターと連携し、学内ＬＡＮやテレビ電話を利用し
ー、留学生センター等との情報交換を促進し、円滑な学生相 て、就職・生活相談等の生活支援を行った （農学部）。
談体制を構築する。
・地域教育文化学部では、アドバイザー教員が保健管理セン
ターのカウンセラーと連携して、学生相談の充実を図る。
・医学部医学科では、①学生相談室におけるカウンセラー制
度を充実する、②悪質商法・カルト宗教・セクハラなどのト
ラブルに巻き込まれた学生に対してより速やかに対処できる
体制を整備する、③交通事故・違反の実態を詳細に把握し、
防止のための取組を強化する。
また、看護学科及び医学系研究科看護学専攻では、①学生
の心身の悩みに手厚く対応できるようアドバイザーの役割を
明確にし、機能をより一層充実する、②医学部「こころの相
談室」と連携を強め、心の問題に対応する体制を充実する、
③「精神保健セミナー」を継続実施し、こころの成熟に向け
た教育支援を充実する、④引き続き、カルト集団やセクハラ

、 。等のトラブルに巻き込まれぬよう 毎年徹底した指導を行う
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、事務職員と教員
相互のネットワークにより、生活・学習状況を把握し、支援
の必要な学生の早期発見・支援体制を整備する。
また、自己診断機能を備えた学生支援のホームページの拡
充・整備を行う。
・農学部では、①外部の専門機関（弁護士等）との連携を強
化し、平成18年度までに学生の種々の問題発生に的確に対応
できる体制を検討し、整備を目指す、②生活カウンセリング
体制の強化を図る、③セクシュアルハラスメント問題に対応
する一層の体制整備を行う、④カルト宗教や資格商法などの
被害を未然に防ぐために、講習会の開催やパンフレットの作
成、相談機能の強化などの体制整備を行う、⑤学期始めの修
学指導・学生相談体制を充実する。
・保健管理センターでは、平成21年度までに、専任のカウン
セラーを各キャンパスに配置することを目指す。

3-2.学生相談に関わる教職員の研 3-2
究会・研修会等の実施により、相 ・学生相談に関わる教職員の研究会、研修等を引き続き実施 ・ なんでも相談コーナー」担当職員研修会（参加者16人）を「
談機能の充実を図る。 する。 実施し、相談機能の充実を図った。

・工学部学生相談室が中心となって、工学部教職員を対象と
部局においては、以下の措置を行う。 した「学生生活サイクルからみた大学生の諸問題」と題する
・人文学部では、全学の教育方法等改善委員会が主催となっ 研修会を実施した（参加者59人 。）
て開催するアドバイザー教員、学習サポート教員のためのＹＵ
サポーティングシステム教員説明会（研修会）に積極的に参
加し、継続して相談機能の充実を図る。
・理学部及び理工学研究科（理学系）では、継続して学生セ
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ンターとの円滑な情報交換を促進する。
・工学部では、教職員のカウンセリング能力を高めるための
講習会を開催し、出席を義務付けることを検討する。

4-1.企業等からの求人情報のデー 4-1
タベース化の充実を図り、ウェブ ・学生や保護者に対し、就職に関する最新の話題や企業情報 ・ホームページを全面リニューアルし、企業等からの最新情
による就職情報の提供を促進し、 等を就職ニュースとして新たに作成し配布するとともに、平 報を学生や保護者にウェブにより配信した。
企業合同説明会等を開催する。 成16年度に引き続き、地元企業及び採用実績のある企業等を ・全学就職委員会委員が主体となって約30社の企業訪問を首

訪問して企業開拓、情報収集を行い、学生に最新情報を提供 都圏・宮城県・山形県において行い、報告書を取りまとめて
する。 最新情報として学生に提供した。
また、学生が直接企業の採用担当者より情報を得ることが ・大学主催として市内のホテルを会場に山形大学合同企業説
できる合同企業説明会等の機会を引き続き提供する。 明会を今年度初めて開催した （72社が参加）。
さらに、学生と教職員が利用できる就職支援情報システム ・昨年度に引き続き、県内の企業を中心とする就職ガイダン
の充実を継続して図るとともに、就職に対する支援体制を強 スを地元新聞社との共催により開催した （15社が参加）。
化し、就職支援関係事務の改善合理化を図る。 ・平成17年４月から、就職課を立ち上げて支援体制を強化し

た。学生からの情報入力等をより利用しやすくするために、
部局においては、以下の措置を行う。 就職支援システムをカスタマイズし、同システムと学務情報

。・人文学部では、就職課との密接な連携のもとに、学部全体 システムの連携による就職支援関係事務を改善・合理化した
で就職対策に積極的に取り組むとともに、教員採用試験に関 ・進路指導委員会と就職課とが協力し、教員採用試験に加え
する情報の提供と合格者による講習会などを開催する。 て、公務員試験等の各種試験・民間企業の求人情報等の学生
また、社会文化システム研究科では、研究科修了後の進路 への提供を行った。
については、研究科運営委員会において就職対策を含めた進
路指導を行う方向で検討する。
・地域教育文化学部では、小白川地区の就職課との連携を図
りつつ、教員採用試験対策とともに、公務員や一般企業も含
めた就職関連情報の収集に努める。
・理学部では、就職課と密接な情報交換を行いながら、専門
性を生かせる職種への就職を支援する。
また、卒業生との関係を密接にし、細かな就職アドバイス
を求める。
さらに、理工学研究科（理学系）では、就職課と密接な情
報交換を行いながら就職支援を行うとともに、修了生との関
係を密接にし細かな就職アドバイスを求める。
・医学部看護学科では、職場訪問、就職説明会の内容を充実
させ、就職のための支援を強化する。
また、就職活動に対する後援会からの支援の強化を図る。
、 、 、さらに 医学系研究科看護学専攻では 平成18年度までに

大学院学生に適切な就職情報を提供するための体制の整備を
継続して行う。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、キャリアサービ
スセンターを設置して、就職情報の一元管理、公開の試みを
開始するとともに、就職情報関連企業との連携強化及び学生
の就職先の開拓・確保を行う。
・農学部では、就職情報や大学院進学を含めた進路情報の提
供について、更に充実を図るとともに、全学就職委員会と連
携し、学部就職委員会による学生支援の充実を図る。
また、後援会、同窓会等の協力の下に積極的に企業開拓を
行う。

4-2.就職セミナー、ガイダンス等 4-2
の開催、個別の就職相談等の実施 ・引き続き、企業、公務員、教員等の就労体験を持つ就労相 ・全学の学生を対象とした就職相談員による就職相談コーナ
による学生の就職意識の啓発及び 談員（アドバイザー）を配置し、就職相談体制の一層の充実 ー（30回 、就職セミナー（小白川キャンパスで６回、米沢・）
就職試験に対する実践的な指導を を図るとともに、小白川キャンパスで実施している就職セミ 鶴岡キャンパスで各４回 、低学年次向けの就職セミナー（小）
行い、就職支援の充実を図る。 ナー、ビジネスマナー講座等を米沢、鶴岡各キャンパスにお 白川キャンパスで２回 、及びビジネスマナー講座（小白川・）

いても開催し、エントリーシート・面接等の指導を行い就職 米沢・鶴岡キャンパスで各２回）を就職委員会が主催した。
支援の充実を図る。 ・公務員試験対策として面接・小論文指導のための講習等を
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行った。
部局においては、以下の措置を行う。
・人文学部では、企業へのインターンシップなどに対する支 また、平成17年度に新たに次の取組を行った。
援として、学生に対する情報提供や受入企業との担当者懇談 ① 就職相談員による面接トレーニング講座
会を行う。 ② 自己分析支援のための職務適性テスト(小白川・米沢・
また、学部内におけるビジネスマナー講習会など、事前事 鶴岡キャンパス)
後指導を強化する。 ③ 女子学生のための就職ガイダンス(小白川キャンパス)
・地域教育文化学部では、①入学当初から教職への動機付け ④ 新聞からの情報収集講座(小白川・米沢キャンパス)
を図り、教職セミナーや教員採用試験模擬試験等を行い、教 ⑤ 就職情報サイト利用セミナー(小白川キャンパス)
職への就職率向上を図る、②入学生に対して将来を見据えて ⑥ 東京サテライトの積極的な活用によるテレビ会議システ
入学当初から学習の重要性と卒業後の進路の方向付けを行い ムでの遠隔セミナー、
就職への意識の高揚を図る、③教員免許及び各種資格を取得 ⑦ 全学就職委員会で、従来の学生のための就職ハンドブッ
するように指導する、④県内外の教育委員会や企業訪問等を ク等(各学部作成)の見直しを行い、全学統一版のハンドブ
行い、新学科の教育目的及び教育内容の説明活動を実施し、 ックを作成し、平成18年度に配布
情報収集とともに求人の開拓を図る、⑤就職活動の支援、模
擬試験、面接などについて細かい指導を行う。 各学部においては、以下のような就職支援を行った。
・理学部では、大学在学中に取得できる理学関連の資格（教 ・受入企業との担当者懇談会を実施(人文学部)
員、学芸員、放射線取扱主任者等）の取得に対する積極的な ・教員採用試験対策のための模擬面接及び論文添削指導(地域
支援を行う。 教育文化学部)
また、就職セミナー等への積極的な参加を呼びかける。 ・各学科ごとのインターンシップ報告会の実施及び学外講師
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、インターンシッ による就職セミナー・就職ガイダンスの実施(工学部)
プ、インターンシップ報告会、企業人を講師とする講演会、 ・ＯＢ・ＯＧによる講演会及び講義「先輩から学ぶ」の継続
就職ガイダンス等の拡充を図る。 開催 (農学部)
・農学部では、ＯＢ・ＯＧなどによる講演会、外部機関等と
の連携による就職セミナーやガイダンスを開催し、就職活動
に関する学生支援の充実を図る。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標

研究活動の成果は、人類の平和的発展や福祉・文化の向上に寄与する一方で、人類のさまざま
な営みや世界観に多大な影響を与えることを常に認識し、研究者としての良心と良識とに従って、中
持続的社会の構築を目指し、社会の信頼と期待に応える研究活動の遂行に努める。

期
１．基礎研究を推進し、独創的で水準の高い研究成果を挙げる。
２．国際的に通用する先端的研究を推進する。目
３．地域立脚型の学術研究を推進する。
４．研究水準・成果を検証する。標
５．研究成果の社会への発信と還元を図る。

６．知的財産の創出、取得、管理及び活用についての方策について検討する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（１）研究水準及び研究の成果等
に関する目標を達成するための措
置
1-1.総合大学の利点を活かし、教 1-1

、育テーマも対象とした学部横断的 ・外部資金・研究プロジェクト戦略室が、部局横断的なプロ ・各部局にプロジェクト推進のためのサポート体制を確立し
プロジェクト研究を推進するため ジェクト研究の実現を図るとともに、プロジェクトの実施状 部局横断的プロジェクト研究として 「金属ガラスの変形に伴、
の組織を編成し、１年間で５件以 況を点検し推進する。 う原子配列の直接観察 （地域教育文化学部・理学部 「スリ」 ）、

」上のプロジェクト研究を目指す。 ランカにおけるインド洋大津波の被害に対する海岸林の効果
部局においては、以下の措置を行う。 （農学部・人文学部 「メタン発酵を利用した資源エネルギ）、

」（ ） 、・人文学部では、人文、社会、自然科学分野を横断したプロ ー循環型地域社会の構築 人文学部・工学部・農学部 など
ジェクト研究を人文、社会科学の観点から推進する。 ８件のプロジェクト研究を立ち上げた。
また、人文科学と社会科学の研究分野を統合する複合的な また、交流セミナーを開催するなど、共同研究組織の編成
構成を持つ学部・学科の特性を活かした複数の研究分野や学 及び全学的な支援方法について検討を行いプロジェクト研究
部を横断するプロジェクトの推進を図る。 の支援体制を整えた （理学部、医学部、農学部、理工学研究。
・地域教育文化学部では、学部の全学科に接続する大学院の 科）
在り方について研究を開始する。その中で６年一貫型カリキ
ュラムによる教員養成システムの在り方に関する学部横断的
プロジェクト研究を開始する。
また、附属学校との共同研究を推進するための組織や設備
の充実を図る。
・理学部では、学部横断的プロジェクト研究に積極的に参加
するとともに、工学部との実質的連携を図る。
・医学部医学科及び医学系研究科医学専攻では、他学部（特
に工学部）及び地域研究施設との共同研究プロジェクトを立
ち上げるとともに、他学部（特に工学部）との共同研究組織
の編成方法や全学的な支援方法の整備に関する検討を行う。
さらに、看護学専攻では、独創的な境界領域の研究を行う
ため、学部・研究科横断的な研究プロジェクトの立ち上げに
向けた検討を継続して行う。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、他部局との研究

山形大学
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に関する交流を定期的に開催し、部局を越えたプロジェクト
の立ち上げを支援する。
・農学部では、基礎研究及び応用研究を多様な研究者による
学科を横断したプロジェクト型研究や他学部及び他大学との
連携、更には国及び県の試験場や民間企業との活発な共同研
究により実施する。
また、全国共同研究、学内共同研究は、附属施設を利用し
たり、バーチャル研究所の設置等により、積極的に実施・参
加する。
・遺伝子実験施設では、トランスジェニックマウス受託作製
等による支援活動を通して、学内外の研究者の間にマウス発
生工学的手法の利用を浸透させ、本施設との学内共同研究を
推進する。
また、専任助教授は、山形大学医学部ＣＯＥ分子疫学プロ

、ジェクトのメンバーとして特に基礎研究部門に参画しており
計画期間においても山形大学の独自性の高いプロジェクトと
有機的に連携し、共同研究を推進する。
さらに、医学部の分子疫学プロジェクトとの共同研究によ
り、本計画期間において、ヒトにおける多因子疾患に関する
モデル動物系の確立を目指す。

1-2.優秀な人材を登用するために 1-2、
原則として全学部で公募制を実施 ・教員の個人評価等に係る指針等並びに職員人事規則等を基 ・全学部及び２つの学内共同教育研究施設で公募制による人
する。 に、公募により優秀な人材の確保を図るとともに、実施状況 事を実施した。教育に関する能力・研究実績・社会活動等を

の点検を実施する。 総合的に評価する選考方法により、優秀な人材の確保を図っ
た。

部局においては、以下の措置を行う。
・人文学部では、学科再編に伴う人事計画を検討した上で、
優秀な人材を登用するため、諸規則の見直しを図り、さらに
公募制を進める。

、 、・地域教育文化学部では 新規採用はすべて公募を原則とし
採用、昇格の際には、研究業績に加え、教育、社会貢献、管
理運営の分野の実績も審査の対象とすることを検討する。
・理学部では、新任教員の採用はインターネットを活用し、
広い公募先を確保する。
・医学部では、平成19年度までに、採用に当たっては、公募
制を維持し広く人材を求める。
また、医学系研究科看護学専攻では、教員の採用、昇任の
人事に当たり、研究業績とともに教育に対する熱意と能力、
社会活動等を総合的に評価する。

（ ） 、 、・工学部及び理工学研究科 工学系 では 公募制を継続し
優秀な教員を確保する。
・農学部では、有能な若手研究者を確保し、育成していく必
要があり、公募制を大幅に適用する。
・学術情報基盤センターでは、公募を活用した適切な教員配
置を原則として、各学部・研究科との人事交流を含めて、優
秀な教員の確保に努める。
また、関係する学部・研究科とその連携を強化して、キャ
ンパス間・部局間をまたがる研究体制を確立し、実施する。
・ＶＢＬでは、博士研究員の採用に当たっては、大学のホー
ムページ及び科学技術振興機構（ＪＳＴ）ホームページ等で
広く国内外に公募する。

1-3.独創的・萌芽的研究テーマ 教 1-3（
育内容も含む）を公募し、１学部 ・学長の下に審査評価委員会を設置し、独創的・萌芽的な研 ・独創的・萌芽的研究の推進を図るため、１学部・部門１プ
（１部門）１件の採択・推進を図 究等の継続的な推進を図る。 ロジェクトを公募した。学長の下に設置した審査評価委員会

山形大学
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る。 においてヒアリングによる厳正な審査の結果、12プログラム
部局においては、以下の措置を行う。 に計2,970万円の研究費の配分を行った。事業年度の中間時点
・人文学部では、独創的・萌芽的研究を支援するため、施設・ において進捗状況を踏まえたヒアリングを実施した。
研究費等の助成措置を拡充する。
・地域教育文化学部では、地域における教育などに関する独 各部局においては、以下の取組を行った。
創的・萌芽的研究テーマを選定し、学部として支援する。 ・独創的・萌芽的研究を審査し１件20万円の支援を３件につ
・理学部及び理工学研究科 理学系 では ユニークな研究 いて実施（人文学部）（ ） 、 、
地域における独自性と結びついた研究等を選定し、支援する ・ 高い資質の教員を養成する課題に関する５つの研究プロジ「
体制を構築する。 ェクト」を選定し、独自の研究支援を実施（地域教育文化学
・医学系研究科医学専攻では、大講座制を最大限に活用し、 部）
積極的な研究者相互の共同研究体制を整え、独創的、萌芽的 ・重点的に取り組む研究を指定し、各種公募への対応を支援
研究を推進するとともに、産学官との共同研究を推進させる （理学部）
ための体制を整備する。 ・医学部資金獲得企画対策室から外部資金に関する情報を各
また、看護学専攻では、産学官等他機関との共同研究を推 講座にメールで配信し、研究助成等を実施（医学部）
進させるための体制の整備に向けた検討を継続して行うとと ・プロジェクト推進室を活用し、独創的な発想の研究や萌芽
もに、創造性に富む研究活動を推進するために、研究施設の 的な研究を支援（工学部）
確保と設備の充実を図る。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、独創的な発想の
研究、萌芽的研究を推進し支援するとともに、若手研究者の
支援を行う。

1-4.国内外の機関との共同研究を 1-4
進める。 ・外部資金・研究プロジェクト戦略室が、全学の状況を把握 ・５大学間交流協定に基づく共同研究を推進し、今年度は５

し、共同研究の推進に努める。 件の共同研究を立ち上げた。
・ 外部資金・研究プロジェクト戦略室」では、国内外の機関「

部局においては、以下の措置を行う。 との共同研究の在り方について、その推進策を検討した。
、 （ 、・人文学部では、国内他大学・他機関との共同研究を進める ・今年度の共同研究の実績は 112件 地域教育文化学部２件

とともに、国際交流協定締結大学との連携を拡充し、国際学 医学部及び医学部附属病院20件、工学部66件、農学部13件、
会等、国際研究プロジェクトへの参加を勧める。 地域共同研究センター３件、ＶＢＬ８件）であった。
・地域教育文化学部では、現在交流協定を結んでいる大学と 共同研究112件のうち国外機関との共同研究は３件で、この
の更なる交流の充実を図り、共同研究の可能性を検討する。 ほか、国外の政府・大学等の研究機関との共同研究10件を進
・医学部、医学系研究科医学専攻及び生命環境医科学専攻で めている。
は、①学部創立30周年事業後援会から国際交流事業として受
け入れしたものを基金とし、更なる資金確保に努力する、② 各部局においては、以下の活動を行った。

、 。 、現在受け入れている外国研究者の受入枠を維持、拡大できる ・国際共同研究を積極的に推進し 13件の事業を実施 また
よう努力する、③海外の大学、研究機関等との共同研究を平 20カ国から80名が参加した国際シンポジウムを開催(農学部）
成20年度までに推進する、④教員の国際的流動性の促進を図 ・海外渡航支援経費を設け支援を実施。また、海外先進教育
り、教育・研究の国際化を推進する、⑤インターネット又は 研究実践支援プログラムに１名の教員が採択され、イギリス
通信衛星による会議を開催できる機器を整備する、⑥留学生 に派遣（人文学部）
のための魅力あるカリキュラムなどの情報を発信する。 ・海外の学術交流協定を締結している大学からの訪問、海外
また、看護学科及び看護学専攻では、①年度毎に科学研究 からの教員・学生の受入れ等を積極的に推進（地域教育文化
費補助金等を活用し、国内外の研究者との共同研究を推進す 学部・医学部・工学部）
る、②海外の看護系大学と交流を図り、大学間協定の締結を
検討する、③教員の海外留学や国際学会における発表の機会
を経済的、時間的に支援できる体制の整備を検討する、④海
外の大学や研究所の研究者と交流を促進し、国際的視野に立
った共同研究を行い、看護の実践に還元できる成果を提供する。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、国内外の機関と
の共同研究を積極的に推進する。
・農学部では、活発に研究を実施している諸外国の研究者と
の国際共同研究を推進するとともに、国際研究集会の開催を
中期目標期間前半に取り組む。
・遺伝子実験施設では、トランスジェニックマウス受託作製
等による支援活動を通して、学内外の研究者の間にマウス発
生工学的手法の利用を浸透させ、本施設との学内共同研究を
推進する。
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また、専任助教授は、山形大学医学部ＣＯＥ分子疫学プロ
、ジェクトのメンバーとして特に基礎研究部門に参画しており

計画期間においても山形大学の独自性の高いプロジェクトと
有機的に連携し、共同研究を推進する。
さらに、医学部の分子疫学プロジェクトとの共同研究によ
り、本計画期間において、ヒトにおける多因子疾患に関する
モデル動物系の確立を目指す。
・ＶＢＬでは、プロジェクト研究を効果的に推進するために
必要な共同研究を行う。

2-1.重点的に取り組む世界的な研 2-1
究を選定し、学内研究プロジェク ・外部資金・研究プロジェクト戦略室が、本学における世界 ・ 外部資金・研究プロジェクト戦略室」において、重点的な「
トとして全学で支援する制度を整 的な研究を選定し、全学的な支援制度の構築に向けた検討を 研究の選定・プロジェクトの全学的支援体制の整備等に努め

、 。備する。 行う。 るとともに 全学的な支援制度の構築に向けた検討を行った
また 「国立大学法人山形大学における個別契約任期付教員、

部局においては、以下の措置を行う。 に関する規則」を制定し、重点的に取り組む研究の推進体制
・人文学部では、研究活動推進部会において、世界的に通用 を整備した。
する研究を支援する制度を整備する。
・地域教育文化学部では、世界的に未整備の段階にある６年 ・学内先進的研究を公募し、10件の応募を得た。学長・副学
一貫型カリキュラムによる教員養成システムに関する研究を 長・外部評価員によるヒアリングで３件に教員配置による助
重点的テーマとして設定し、研究を支援する。 成を、また４件に研究費の助成（50万円）を行った。
・理学部では、学外者の参加も含め、学科を越えた研究グル
ープ作りを支援する。
・医学部では、外部資金の研究費申請を目的とした学内プロ
ジェクトを構築する。
また、医学系研究科医学専攻では、３年間ごとに重点研究
推進テーマを２つ設定し、重点的な研究組織の編成や資金配
分を行うとともに、重点的に開発を推進する先端医療技術を
設定し、中期目標期間内に３～５件の先端医療技術を立ち上
げる。
・工学部及び理工学研究科(工学系)では、競争原理を導入し
た研究支援を行えるよう、予算を重点配分するシステムを検
討する。
・遺伝子実験施設では、①施設内には、マウスのみ２万匹以
上を飼育可能な飼育室を整備し、拠点形成に十分な飼育能力
を有しているが、平成21年度までに、飼育マウス数の増加を
予想して無菌飼育用ラック及び飼育用ケージ等の備品の整備
を行い、施設内でのマウス飼育能力を100％発揮できる体制を
作ることを実施する、②医学部附属動物実験施設との協力体
制を継続し、効率的なマウス飼育を行う、③遺伝子改変マウ
スの作製機器の整備、施設教員及び非常勤の技術職員による
作製体制の整備を継続し、共同研究にも十分対応可能な受託
作製サービスを継続して行う、④平成19年度までにセレラ社
の有料データベース等を学内向けに購読することで、先端的
研究に不可欠なゲノム情報等を提供する。

2-2.重点研究を推進するための研 2-2
究スペースとして全建物面積の５ ・重点研究等を推進するために利用できる時限付きの研究ス ・重点研究等を推進するために利用できる時限付きの研究ス
％の共有化を目指す。 ペースとして、建物の５％の共有化を目指す。 ペースとして、建物の5.8％の共有化を実現した。

また、全学施設の教育、研究、管理その他に係るスペース ・今後の更なる共有スペースの確保や有効活用を図るため、
を総合的に調査、分類し、団地ごとにキャンパスの基本方針 引き続き実情調査や情報収集を行った。
等に基づくスペースの有効活用計画を平成21年度までに策定
することとし 引き続き共用スペースの実情調査を推進する 各部局においては、以下のような実績を上げた。、 。

・オープンラボの開設や共有スペースを確保（工学部）
部局においては、以下の措置を行う。 ・水理実験施設・ＮＭＲ実験室・ＲＩ実験室などを学科共有
・工学部及び理工学研究科(工学系)では、共同研究スペース スペースとして運用。また、先端教育研究棟の共用スペース
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を確保するとともに、プロジェクト的な共同研究グループか 217㎡を流動的に運用（農学部）
らの申請に応じて、研究費等の流動的運用の体制を整える。
また、プロジェクト型研究の施設として、市内の空き空間
をサテライト研究室として利用することを推進する。
・農学部では、現存の研究設備・機器の有効利用と研究スペ
ースの流動的運用を図る。

2-3.国際的に通用するプロジェク 2-3
ト研究について各学部で１件以上 ・外部資金・研究プロジェクト戦略室が、各部局における世 ・国際的に通用するプロジェクト研究として 世界遺産 ナ、「 『「
の実施を目指す。 界的なプロジェクト研究を調査点検し その進展を支援する スカ地上絵』に関する学際的研究 （人文学部 、21世紀ＣＯ、 。 」 ）

Ｅプログラム「地域特性を生かした分子疫学研究 （医学部）」
、「 『 』 」（ ）部局においては、以下の措置を行う。 デジタル 包装 による情報流通プロジェクト 工学部

・人文学部及び社会文化システム研究科では、研究活動推進 など、人文学部４件、地域教育文化学部１件、理学部１件、
部会において、現在進行中のプロジェクト研究の中から、世 医学部１件、工学部２件、農学部１件の計10件が実施されて
界的に通用するプロジェクト研究を支援する。 おり、その進捗状況に応じた支援策を講じた。
・地域教育文化学部及び教育学研究科では、６年一貫型カリ
キュラムによる教員養成システムの研究に関するプロジェク
トを立ち上げる。
・理学部及び理工学研究科（理学系）では、世界の先端をリ
ードする研究を支援する体制を構築する。
・医学部医学科では、分子疫学により生活習慣病に関わる複
数の遺伝子を明らかにするとともに、医学系研究科では、分
子疫学プロジェクト（平成15年度採択）を強化、推進する。
また、看護学科及び看護学専攻では、さまざまな健康問題
や障害をもった人々の反応や行動を理解し、その背景因子を
明らかにする等の基礎的研究を継続的に推進するとともに、
看護援助技術の基礎データを構築するための基礎研究を推進
する。
さらに、看護学専攻では、急激な少子高齢化が特徴的な社
会にあって、国際的にも通用する地域発信型の研究を推進す
るための検討を継続して行い、平成21年度までに研究の質的
向上を図る。
・工学部及び理工学研究科(工学系)では、各種研究プロジェ
クトの立ち上げを検討するプロジェクト推進室を設置する。
・附属図書館では、研究分野に対応した国際的な電子ジャー
ナルを、4,000タイトル以上整備することを推進する。

3-1.地域社会が直面している諸課 3-1
、 、 、 、題について、毎年200件以上の適切 ・社会連携課が中心となり 地域共同研究センター ＶＢＬ ・自治体等の学外からの各種依頼された課題・相談について

な提言・助言を行う。 各部局等と連携を密にし、リエゾン教員、産学連携コーディ 地域共同研究センター・総務部社会連携課及び各部局が臨機
ネーター等の協力も得て、大学に対する地域社会の様々な要 応変に連携して対応した。今年度の提言・助言の実績は313件
望を的確に把握して、課題別、分野別に適切な助言・提言を であった。
行う。

部局においては、以下の措置を行う。
・人文学部及び社会文化システム研究科では、地域連携デー
タベースと地域連携リーフレットを活用して、地域社会（県
内・東北地方）の要請に積極的に対応するとともに、県内の
地方自治体に交流拠点形成を図る。
また、最上地域へのアンケート調査を踏まえ、学部として
可能な各種相談事業の在り方を検討する。
・地域教育文化学部では、学校現場からの要請に応じて、カ
リキュラム相談などに積極的に応じるとともに、いじめ・不
登校・引きこもりなどの問題に関する教育相談業務を行う。
また、地方自治体等の各種審議会委員等として、調査研究
活動、政策提言や助言等を行うとともに、専門分野における
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能力を活用し、地域の自然、歴史、地理、文化財等に関する
調査研究や教育資料館の運営等で地域に貢献する。
・理学部及び理工学研究科（理学系）では、地方自治体や地
域教育界との連携を図る。
・医学部看護学科では、地域の関連機関との共同研究活動の
強化とネットワーク形成を平成18年度までに促進する。
、 、また 医学系研究科医学専攻及び生命環境医科学専攻では

平成18年度までに山形県の地域特性を活かした分子疫学研究
により生活習慣病に関わる複数の遺伝子を明らかにするとと
もに、分子疫学で得られた情報を基に、平成20年度までに疾
病の予防及び治療法の基礎を確立する。
さらに、看護学専攻では、地域における女性・育児支援及
び高齢者支援のための理論開発や支援技術を開発する応用研

、 、 、 、究を推進するとともに 自治体との連携により 保健 医療
福祉関連の政策提言を目指す研究を平成21年度まで継続して
実施する。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、学外からの相談
窓口を充実するとともに、専門技術室を設置し、地域の要請
に応える。
・農学部では、研究成果を国内及び国際会議で公表するだけ
でなく、これらの知的情報を公開セミナーの開催などを通じ
一般市民に還元する。
また、地域からの要請に対応する地域連携推進室を更に充
実させ、地域共同研究センター、ＶＢＬ、県試験研究機関な

、 。どと密接に連携し 地域の農林業に関する諸問題に対応する
・地域共同研究センターでは、産業界等からの全学的な相談
窓口として、提言・助言・斡旋等を積極的に行う。
・ＶＢＬでは、地域の企業・公設試験研究機関・地方自治体
と連携を図るとともに、提言・助言を行う。

3-2.地域に根ざした研究を通じて 3-2、
プロジェクト型共同研究を推進す ・外部資金・研究プロジェクト戦略室が連携し、プロジェク ・最上地域をターゲットとして、工学部・農学部・人文学部
るとともに、普遍性を有する真理 ト型共同研究の進捗状況を調査点検し支援する。 と県が共同して企画した「 食農の匠』育成プログラム」が、『
の探究を行う。 科学技術振興調整費の助成を受けて開始する。

部局においては、以下の措置を行う。 ・地域に根ざしたプロジェクト型共同研究推進を目指して、
・人文学部では、地域連携室を設置し、自治体、企業及びＮ 以下の活動を実施した。
ＰＯ等地域社会との関係におけるプロジェクト研究等の共同 ① 地域連携室と村山総合支庁企画課との協力により「山
研究を推進する体制の整備を行なう。 形仙台交流圏研究会」を設置した （人文学部）。
・地域教育文化学部では、山形県教育委員会との共同研究プ ② 「まなびの自立推進事業 「教員フォローアッププログ」
ロジェクトを推進し、地域にそのプロジェクト研究のための ラム事業」等を通して共同研究プロジェクトを開始し、
拠点校を形成する。 その事業の中核をなす小学校３校及び中学校５校で共同
・理学部及び理工学研究科（理学系）では、①長期的研究、 研究を行った （地域教育文化学部）。
基礎的研究 萌芽的研究を重視し 評価する体制を構築する ③ 放射線腫瘍学分野を設定し体制強化を図った。また、、 、 、
②ユニークな研究、地域の要請と結びついた研究等、独自性 がん治療高度化のための病院間ネットワーク構築を推進
や地域性のある研究対象の選定と支援体制を構築する、③民 した （医学部）。
間との共同研究等を推進し外部資金を獲得する、④地域の高 ④ 地域との連携を推進し、県からの調査研究の委託事業
校教員等への研究支援を行う。 を実施し プロジェクト推進のための事業を実行した 工、 。（
・医学部医学科では、平成18年度までに分子疫学により生活 学部）
習慣病に関わる複数の遺伝子を明らかにするとともに、分子 ⑤ 庄内地方の特産物の多面的利用や海岸林・雪・森林資
疫学で得られた情報を基に平成20年度までに疾病の予防及び 源等に関して広範な研究に取り組んだ （農学部）。
治療法の基礎を確立する。 ・今年度の共同研究は、112件（地域教育文化学部２件、医学
また、重粒子線治療装置を用いた最先端医療を一般患者に 部20件、工学部66件、農学部13件、地域共同研究センター３
提供できるよう、平成21年度までに癌医学及び放射線医学分 件、ＶＢＬ８件）であり、その中で県内の自治体・企業等と
野における医療技術の確立を図る。 の共同研究は24件であった。
さらに、医学系研究科看護学専攻では、地域で支援を要す
る人々の反応や行動を理解し、その背景因子を明らかにする
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等の基礎的研究を推進するための検討を継続して行う。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、地域社会との連
携の下に、プロジェクト型研究を推進する。
・農学部では、山形県の特産物などの地域性や日本海に面し

。た東北地方南部の環境の特性を活かした基礎研究を推進する
・環境保全センターでは、地域社会に密着した研究の促進を

、 、 。図るとともに 地方自治体 研究施設等との共同研究を図る
・ＶＢＬでは、地方自治体の公募研究に積極的に応募する。

4-1.研究水準を維持するため、研 4-1
究成果を組織として把握し、全教 ・ホームページ上で公開している教員の研究案内において、 ・新たに導入した大学情報データベースのデータに基づき、
員の著書、学術論文、学術賞、特 教員個々の内容更新を推進し、各部局と広報室が連携して、 公開情報の拡大に努め、研究案内（教員紹介）をホームペー
許等の一覧を定期的に公表する。 全教員の研究成果等を継続的に公表する。 ジで研究成果等を公開した。

部局においては、以下の措置を行う。
・人文学部及び社会文化システム研究科では、各年度ごとに
各教員の研究活動報告をまとめ、ホームページと学部広報誌
に公表するとともに、各教員の研究業績の展示等を行う。
・理学部及び理工学研究科（理学系）では、研究者情報及び
原則的に全ての研究業績を公開する。
・医学系研究科医学専攻及び生命環境医科学専攻では、学術
的な賞の受賞、特許の獲得や発表論文を定期的に公表する。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、教員の著書、学
術論文、学術賞、特許等を定期的に公表するシステムを継続する。
・農学部では、評価情報分析室を設置し、研究の進捗状況を

、 。把握する体制を整備するとともに 学部年報を毎年発行する

4-2.学際領域や研究分野の特性を 4-2
踏まえ、学会誌等へ公表する成果 ・各学部が行う研究水準・成果の維持向上のための自己点検・ ・基本構想委員会の下に設置した教育研究評価専門委員会に
の努力目標などの自己目標を設定 評価システムの適正さを検証するとともに、各学部が行う点 おいて、各部局が行う教員の教育研究活動等（教育・研究・
し 自己点検・自己評価を進める 検評価に関して、定期的に指揮監督する。 社会連携・管理運営）の評価システムについて検討し 「山形、 。 、
さらに、外部評価及びそれを踏ま また 基本構想委員会の下の目標評価専門委員会で 教育 大学における教員の個人評価」の指針を策定した。平成18年、 、 、
えた自己目標への反映システムを 研究、管理運営、社会貢献等に関する全学的な自己点検・評 度の実施に向けて、平成17年度に試行を実施した。
構築する。 価システムを構築する。 ・新たに「評価分析室」を設置し、教育・研究・社会連携・

管理運営等の全学的な自己点検・評価体制を構築した。
部局においては、以下の措置を行う。 ・各部局においても評価分析室と連携して自己点検・自己評
・人文学部及び社会文化システム研究科では、全学の評価シ 価を行った。
ステムとの調整のもとに、講座、学科ごとの研究活動の評価
システム（研究組織評価システム、研究者評価システム）に
ついて検討する。
・地域教育文化学部では、研究に関する自己点検評価の方法
について検討を行うとともに、学部に対する外部の第三者に
よる評価システムの在り方に関する検討を開始する。
・医学部医学科、医学系研究科医学専攻及び生命環境医科学
専攻では、研究業績集の刊行を継続し、学部の研究業績資料
としての充実を図る。
また、教員の教育研究業績に対する評価システムを構築す
るとともに、優れた教員に対する支援方策を検討する。
さらに、研究、教育、診療、運営、検診などの社会的及び
学問的貢献の５点について教員の活動状況を調査し、教員の
持つ適性、特性を調べ、その結果に応じた教員評価を行うシ
ステムを導入する。
また、看護学科及び看護学専攻では、研究に関する評価方
法の制度化に向けた検討を行うとともに、平成20年度までに
研究、教育効果の自己点検、外部評価をホームページ等に掲
載し公表する。
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・工学部及び理工学研究科（工学系）では、①研究の目標、
進め方の問題点を外部から指摘するシステムを構築する、②
研究成果の評価体制を確立し、それを研究者へフィードバッ
クし、改善を求めるシステムを構築する。

、 、 、・農学部では 評価情報分析室を設置し 自己目標を設定し
自己点検・自己評価を進める体制を整備するとともに、全教
員が年平均１報の著書又は学会誌への公表を目指す。
・学術情報基盤センターでは、研究活動等についての自己評
価方法について検討する。

5-1.研究成果の実用化・製品化を 5-1
図る。 部局においては、以下の措置を行う。 ・各部局においては、以下の措置を行った。

、 、・工学部及び理工学研究科（工学系）では、インキュベーシ 工学部では ①低コストな工場排水用フッ素除去剤の開発
ョンセンター及びコーディネーターの積極的な活用を図る ②地元生産物であるウコギを加工し、ウコギ茶を製品化、③
・農学部では、地域連携推進室の充実・強化を図る。 大豆パスタ・製粉機を試作し製品化の検討、等を行った。
・地域共同研究センターでは、社会的ニーズに適応する共同 農学部では、だだちゃ豆を加工した商品「だだかま」の販
研究を積極的に推進し、新たな分野の共同研究をも発掘して 売の拡大、等を行った。
研究成果の実用化・製品化に結びつくよう支援する。 理工学研究科では、微細な酸素量を瞬時にデータ化し、パ

ソコンに記録する装置を開発し、商品化した。

5-2.自治体等や学協会等の公的活 5-2
動へ積極的に参加し、研究成果に ・社会連携課が中心となって、各部局等と密接に連携して地 ・地方自治体や学協会等へ積極的に参加し、その参加状況を
支えられた専門的貢献を行う。 方自治体等や学協会等への参加状況を把握し、成果をホーム 調査し、ホームページに公開し、その情報を分析・整理し専

ページ上で公開する。 門的貢献を推進した。
・今年度の実績は、802件（人文学部87件、地域教育文化学部

部局においては、以下の措置を行う。 84件、理学部29件、医学部513件、工学部32件、農学部33件、
・人文学部及び社会文化システム研究科では、各種委員会、 地域共同研究センターほか24件）であった。
懇話会、審議会等への参加協力を推進する。
・地域教育文化学部では、研究成果に支えられた専門的知識
を活かして審議会委員、調査協力者等として地方自治体や学
協会等の公的活動に積極的に参加する。
・理学部及び理工学研究科（理学系）では、地方自治体や地
域教育界との連携を図る。
・医学系研究科医学専攻では、平成19年度までに高次医療・
研究・研修センターとしての附属病院を強化し、医学部と他
学部との学際的研究体制を確立し、その成果を公表するとと
もに、地域医療への貢献（地域医療連携センターの効率的運
用、地域検診、医療相談、遺伝相談室の設置と広報など）を
推進する。
、 （ 、 ）また 医学部・附属病院の開放 公開講座 病院見学など

を積極的に推進する。
さらに、看護学専攻では、自治体との連携により、保健・
医療・福祉関連の政策提言を目指す研究を平成19年度まで継
続して行う。
・工学部では、地方自治体や学協会等の公的活動へ積極的に
参加し、貢献を行う。
・農学部では、地方自治体等や学協会等の公的活動へ積極的
に参加し、研究成果に支えられた専門的貢献を行う。
・地域共同研究センターでは、シンポジウム・交流会等を開
催し、産学官民の交流の場を提供し、産学官民の交流のネッ
トワークの構築を図るとともに、新たな産学官民連携手法を
検討する。
・環境保全センターでは、研究成果は、学会あるいは広報誌
等で発表する。
・ＶＢＬでは、研究テーマ・活動方針に沿った公的活動に積
極的に参加し、貢献する。
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5-3.本学が有する多様な広報媒体 5-3
を通じて、研究成果を学外に発信 ・平成18年度までに大学の持つ知的情報のデータベース化に ・本学の卓越した研究成果は、学長定例記者会見、ホームペ
するとともに、マスコミ等を活用 取り組むとともに、大学と社会の間のインターフェース機能 ージ、山形大学広報紙「みどり樹 、パネル展示、新聞、テレ」
して卓越した研究業績の社会的周 を持った広報システムの検討を行う。また、地域の高等教育 ビ等を通じて積極的に広報し社会への周知を図った。

、知を図る。 機関、企業、地方自治体等との間で、学術・研究情報を紙ベ ・大学の卓越した研究業績情報のデータベース化については
ースで恒常的に相互提供することを図る。さらに、本学で発 既に稼働している山形大学情報データベースの中で運用する
行した研究紀要のうち、著作権上の許諾が得られたものを電 こととし、本データベースと連携した広報システムについて
子化によりデータとして蓄積するとともに、インターネット 検討を行った。

、による公開を順次図る。 ・地域の高等教育機関との間の学術・研究情報の相互提供は
「大学コンソーシアムやまがた」を通じて更なる充実を図っ

部局においては、以下の措置を行う。 た。
・地域教育文化学部では、学部教員の卓越した研究成果を本 ・附属図書館において、研究紀要の電子化によりデータとし
学の多様な広報媒体を通じて発信し、社会に公開する。 て蓄積し、順次インターネットによる公開を行った。
・理学部及び理工学研究科（理学系）では、①平成18年度ま
でに研究成果シリーズを発刊する、②山形大学紀要（自然科
学編）の位置付けを明確にし、有効利用する、③最先端の科
学・技術を社会に紹介する、④大学の研究で得られた技術・

、 「 」知識を積極的に地域に還元する ⑤ 裏磐梯湖沼実験所報告
の内容を充実する（オリジナル論文関連論文の掲載・オリジ
ナル論文に対し、contribution numberを付与・発送先を拡
充 、⑥学部内で開催される研究会等を一般にも公開すること）
を検討する。
また、理工学研究科（理学系）では、①研究内容、研究成
果をデータベース化し公開することを検討する、②研究成果
の公開システムの確立を目指す、③学位論文等、大学院生の
研究成果を公表する公聴会等を開催する。
・医学部、医学系研究科医学専攻及び看護学専攻では、研究
業績を年度ごとにまとめた業績集の刊行等を通じて研究の成
果を公開するとともに、学術的な賞の受賞、特許の獲得や発
表論文などを定期的に公表する。
また、看護学専攻では、平成21年度までに教育研究の成果
を常にホームページや公開講座等で公表し、学科における活
動状況を積極的に広報する。
・工学部では、研究内容、研究成果をデータベース化し公開する。
また、理工学研究科（工学系）では、研究内容、研究成果
をデータベース化し公開することを検討し、研究成果の公開
システムの確立を目指すとともに、学位論文等、大学院生の
研究成果を公表する。
・農学部では、広報委員会やホームページを通じて研究成果
を学外に発信するとともに、マスコミ等を活用して卓越した
研究業績の社会的周知を図る。
・地域共同研究センターでは、定期的なシンポジウム・セミ
ナー等により地域企業等に対し情報を発信する。
・環境保全センターでは、研究成果を学会あるいは広報誌等
で発表する。

5-4.学位論文要旨及び科学研究費 5-4
補助金報告書を電子化し公開する ・広報室と社会連携課が中心となり、外部資金・研究プロジ ・冊子体で公表・保存している学位論文要旨は、ホームペー。

ェクト戦略室及び各部局等の協力を得て、ホームページ上で ジ上で公開を行った。
公開する。 ・科学研究費補助金の実績報告書（概要）が国立情報学研究

所において一般公開されたことを踏まえ、本学ホームページ
部局においては、以下の措置を行う。 から同研究所へのリンクを行い、随時、閲覧できるようにし
・人文学部及び社会文化システム研究科では、学部研究年報 た。
等を電子化し公表する。

、 、 。・工学部では 科学研究費実績報告書を電子化し 公開する
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6-1.特許取得の推奨並びに取得状 6-1
況の把握を行う知的財産本部を設 ・知的財産本部は、知的財産の帰属や評価などの判断を行う ・知的財産本部で、大学組織及び発明者の利益を守ることを
置し、知的財産権の妥当かつ適切 ことにより、大学組織並びに発明者の利益を守り、研究の発 念頭に、知的財産の帰属等の判断を行った。
な管理体制を確立する。 展に寄与する。

各部局においては、以下の取組を行った。
部局においては、以下の措置を行う。 ・昨年度に引き続き、知的財産本部の構成員となった法律学
・人文学部では、知的財産本部の活動を法律知識の提供等を を専門とする２名の教員が法律的知識の提供等を通じて支援
通じて、積極的に支援する。 を行った （人文学部）。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、知的財産化を推 ・知的財産についての講演会を開催し，知的財産化の推進を
進する。 行った （工学部）。
・地域共同研究センターでは、知的財産権の確保を念頭にお ・知的財産権の確保を念頭においた共同研究を推進した。発
いた共同研究を推進するとともに、知的財産本部など知的財 明に対するインセンティブについては、平成16年度に整備済
産の価値を評価するシステムを構築することにより、発明に みである （地域共同研究センター）。
対する正当なインセンティブを発明者に付与することを通し ・今年度実績は、発明届出61件、うち職務発明22件、うち大
て、大学における研究の質の向上を図る。 学帰属４件、出願６件であった。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（２）研究実施体制等の整備に関する目標

研究活動の成果は、人類の平和的発展や福祉・文化の向上に寄与する一方で、人類のさまざま
な営みや世界観に多大な影響を与えることを常に認識し、研究者としての良心と良識とに従って、中
持続的社会の構築を目指し、社会の信頼と期待に応える研究活動の遂行に努める。

期
競争的研究環境を整備し、公正な評価による資源配分の仕組みを検討する。
１．機動的な研究組織を構築する。目
２．研究支援体制を整備する。
３．研究成果公開体制、自己点検評価体制を整備する。標
４．研究資金の配分方法について検討する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（２）研究実施体制等の整備に関
する目標を達成するための措置
1-1.プロジェクト研究体制を推進 1-1
するため、専任教員を確保し、ポ 部局においては、以下の措置を行う。 ・プロジェクト研究を推進するとともに「研究プロジェクト
スドク等を積極的に配置する。 ・人文学部及び社会文化システム研究科では、引き続きプロ 戦略室」を新たに設置し、平成18年度から専任教員１人を配

ジェクト研究推進経費を設け プロジェクト研究を支援する 置することを決定した。、 。
。・医学系研究科では、大講座制及び学内プロジェクトを考慮 ・日本学術振興会の特別研究員等のポスドクを29人配置した

した人員配置を可能とする体制を平成18年度までに検討する （理学部１人、医学部１人、工学部14人、農学部６人、ＶＢ。
また、医学部看護学科では、大講座の利点を最大限に活用 Ｌ７人）
し、研究者相互が積極的に共同して研究に取り組む体制を整
備するとともに、平成20年度までに学内外のプロジェクト研 各部局においては、以下の措置を行った。
究を支援する体制を整備する。 ・工学部では、プロジェクト研究体制を推進するため、関係
・理工学研究科 工学系 では ポスドク制度を充実させる 規則の整備を行った。（ ） 、 。
・地域共同研究センターでは、学部・学科を超えた大型プロ ・ＶＢＬでは、専任教員２名で、プロジェクト研究体制を推
ジェクトに対応できるような流動的な研究体制をコーディネ 進した。
ートする。
・ＶＢＬでは、専任教員を２名以上確保する。

2-1.研究支援部門を充実させ、研 2-1
究支援に携わる専門職員及び若手 ・社会連携課が各部局と連携して、研究助成団体による事業 ・平成18年度から新たに研究支援課を設置し、専門的知識を
研究者の育成強化を進める。 紹介や研究助成制度の説明会を開催し、研究支援に携わる専 有する課長を配置することを決定した。

門職員及び若手研究者の育成強化を行う。 ・文部科学省から講師を招聘し、研究支援担当職員及び若手
研究者等を対象として科学研究費補助金に関する説明会を開

部局においては、以下の措置を行う。 催した。
・人文学部では、平成16年度に行った他大学の研究支援活動 ・研究担当副学長を講師に、各キャンパスにおいて担当職員
調査に基づき、更に効果的な研究支援活動を検討する。 及び研究者を対象に、科学研究費補助金申請書作成のノウハ
・地域教育文化学部では、研究支援職員の定期的（年1回）な ウに関する講習会を開催した。
研修を支援する。 ・文部科学省及び日本学術振興会主催による「東北地区科学
・理学部及び理工学研究科（理学系）では、①研究支援委員 研究費補助金公募要領等説明会」を本学において開催した。
会で支援に関する諸問題を検討、対処する、②未就職博士課
程修了生（ＯＤ）を対象とした研究協力員（仮称）制度の新 各部局においては、以下の措置を行った。
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設により研究活動の継続を支援する、③充電期間を保証する ・科学研究費補助金申請支援、各種研究支援のために、研究
ために実施可能なサバティカル制度を検討し導入する。 支援委員会を設置し推進した (人文学部 理学部及び工学部)。 、
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、事務部及び技術 ・事務部に研究支援係を設け、山形県からの人事交流職員を
部における支援体制を充実する。 配置し、連携組織化の企画等を積極的に展開した。(工学部)
・農学部では、ＴＡ及びＲＡ制度の有効活用、博士課程在学 ・若手教員や専門職員の全国的な研究交流への参加を積極的
者・博士研究員等の制度の積極的活用を図る。 に進めた。(学術情報基盤センター)
・学術情報基盤センターでは、センター業務に関連した支援 ・技術講習会を企画・実施し、30名以上の大学院生・研究者
を充実するため、若手教員、専門職員の全国的な研究交流活 の参加があった。(遺伝子実験施設)
動への参加を積極的に進める。
・遺伝子実験施設では、本計画期間内に、トランスジェニッ
クマウス受託作製等の研究支援業務を専従の常勤的支援スタ
ッフを充当し、研究支援体制の強化を図ることで、専任教員
の研究活動の時間を確保し、研究体制を強化する。
また、医学部附属動物実験施設と協力して、平成20年度ま
でにマウス飼育設備の稼働率90％以上を達成し、支援スタッ
フの拡充によりトランスジェニックマウス作製やＤＮＡ配列
解析の受託業務を精力的に学内外の受託研究者、特に東北地
区の研究者に対して遂行する。
さらに、遺伝子組換え実験やマウス発生工学に関連する学
部学生実習や学内外の研究者を対象としたトレーニングコー
スを定期的に行うことにより、これらの技術を生命科学研究
に普及させるとともに、専任教員による研修会への参加や、
国内外の研究室への中短期の留学等により、最新の研究手法
等の導入を図っていき、この成果を講習会等により学内研究
者に対し還元し、大学全体の研究の質向上に貢献する。
・環境保全センターでは、安全な研究環境の整備を図ること
により、研究を支援する。

2-2.機器分析室を設置し、研究支 2-2
援を行う。 部局においては、以下の措置を行う。 ・全学的な機器分析室としての機能を持つ地域共同研究セン

・工学部及び理工学研究科（工学系）では、部局共同利用の ターが、工学部技術職員の協力を得て、共同研究等の研究支
機器分析室を設置する。 援を行った。
・農学部では、機器分析室を設置し研究支援を行う。 また 医学部の 実験実習機器センター 及び農学部の 大、 「 」 「

型機器分析室」が機器分析室としての機能を有しており、教
員への研究支援機能を果たした。

各部局においては、以下の措置を行った。
・オープンラボに技術部を設置し、機器分析部を置くことに
より支援体制を充実させた。(工学部)
・水理実験施設、風洞実験室、遺伝子実験室、ＮＭＲ装置、
マススペクトル装置、ＩＣＰ装置等は、学科・学部を越えた
研究支援に活用されている。(農学部)

2-3.教員の国内外における研修や 2-3
国際学会における発表等を支援す 部局においては、以下の措置を行う。 ・今年度も引き続き、国際交流事業基金を通じて、募金の依

、 「 」、るための体制を整備する。 ・人文学部及び社会文化システム研究科では、国際学会にお 頼を行い 来年度に向けて 研究者等の招へいに対する支援
ける発表等に対する支援経費を設け、推進する。 「教職員の海外派遣に対する支援」事業等を支援していく体
・地域教育文化学部では、学部の基金を整理し、運用に必要 制が整った。
な規則等を検討する。
・医学部看護学科及び医学系研究科看護学専攻では、教員の 各部局においては、以下の措置を行った。
海外留学や国際学会における発表の機会を経済的、時間的に ・国際学会での研究発表支援のため海外渡航経費による支援
支援できる体制の整備を平成18年度までに検討する。 (人文学部)

・若手研究者の学会発表や国際学会発表支援プログラムの実
施(医学部)
・渡航経費の援助などの研究活動の支援を行った。(工学部)
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2-4.産学連携コーディネーター等 2-4
の活用により、産学連携型の共同 ・リエゾン教授や産学連携コーディネーター等の活用を図り ・地域共同研究センターのリエゾン教授及び産学連携コーデ、
研究を推進する。 共同研究を推進する。 ィネーターを活用し大学のシーズと企業等のニーズのマッチ

ングを図り、産学官連携の共同研究を推進した。
部局においては、以下の措置を行う。 その結果、今年度の産学連携型の研究実績は、共同研究
・人文学部及び社会文化システム研究科では、研究活動推進 112件、受託研究110件であった。
部会において、人文社会科学の特性を活かした産学連携プロ
グラムについて検討する。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、産学連携コーデ
ィネーターを積極的に活用するとともに、本人の希望により
一定期間学部教育から離れ研究活動に専念できる機会や十分
な教育準備に集中できる機会を与える「サバティカル」制度
を設置する。
・農学部では、産学連携コーディネーター等の活用により、
産学連携型の共同研究を推進する。
・地域共同研究センターでは、コーディネーターの活用によ
る各研究セクションの連携管理を支援する。

3-1.大学全体としての自己点検評 3-1
価体制の強化を図り、公正な学内 ・基本構想委員会の下に設置した目標評価専門委員会におい ・今年度、基本構想委員会の下の「目標評価専門委員会」を
評価及び外部評価を行う。 て、教育、研究、管理運営、社会貢献等に関する全学的な自 発展的に解消し、新たに「評価分析室」を設置し、教育、研

己点検・評価システムを構築する。 究、管理運営、社会貢献等の全学的な自己点検・評価体制を
構築した。

部局においては、以下の措置を行う。 評価分析室において、中期目標、中期計画、年度計画の達
・人文学部では、全学の評価システムとの調整のもとに、講 成状況の点検・分析を行うとともに、各部局の取組状況のヒ
座、学科ごとの研究活動の評価システム（研究組織評価シス アリングを実施した。
テム）を検討する。 また、各学部が行う自己点検・評価に基づく外部評価を含
・地域教育文化学部では、教育・研究・社会貢献・管理運営 めた組織評価を策定し、平成18年度から実施することを決定
の諸分野の業績についての自己評価の方法を検討するととも した。
に、学部に対する外部の第三者による評価システムの在り方
に関する検討を開始する。 各部局においては、以下の措置を行った。
・医学部では、研究に関する評価方法の制度化を平成19年度 ・ＩＳＯの外部評価結果をホームページ等に掲載し、公表し
までに検討するとともに、平成20年度までに、研究、教育成 た。(医学部)
果の自己点検 外部評価をホームページ等に掲載し公表する ・外部有識者からなる運営諮問会議を設置し、公正な評価を、 。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、研究の目標・進 図った。(工学部)
め方の問題点を外部から指摘するシステムを構築する。
・農学部では、評価情報分析室を設置し、研究の進捗状況を
把握する体制を整備する。

3-2.研究成果公開のための全学的 3-2
体制を整備する。 ・ホームページの充実を図り、紀要等の刊行物及び講演会等 ・インフォメーションセンターでは、南極の石や人文学部教

を積極的に活用し、研究成果を積極的に発信する。 員発刊研究出版誌紹介の特別展示を行い、研究成果の公開を
推進した。

部局においては、以下の措置を行う。 ・研究紹介パネルを電子化しホームページで公開するなどの
・人文学部及び社会文化システム研究科では、学部研究年報 充実を図るとともに、紀要等の刊行物及び講演会等を積極的
等を電子化し、公表する。 に活用して全学の研究成果を発信した。
・地域教育文化学部では、研究成果公開のための情報の提供 ・学長が、記者会見を平成18年度から毎月１回定期的に実施
などに協力する。 し、社会に向けて本学の研究成果等を積極的に発信すること
・理学部では、業績目録をホームページに公開する等、研究 を決定した。
成果の公開システムの確立を目指すとともに、学部年報（研
究編）をＷｅｂ上で公開する。 各部局においては、以下の措置を行った。
・医学系研究科医学専攻では、現在学部横断的に行っている ・年報や紀要、科学研究費報告（表題）等をホームページで
研究会（山形ニューロサイエンス研究会、山形分子生物学研 公開している。(人文学部、理学部、農学部及び地域共同研究
究会等）を平成18年度までに拡充する。 センター)
・工学部では、研究内容、研究成果を積極的に公開し、研究 ・附属学校園との共同研究の成果を県教育委員会等と連携し
発表会の公開化を促進するとともに、国際会議やシンポジウ て、公開研究会として公開している。(地域教育文化学部)
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ムの開催をよりスムーズに行えるようなインフラや組織の整 ・国際会議や研究会を広く一般開放し、他機関からの参加も
備を行い、研究の質の向上を目指す。 得て実施した。(医学部)
・農学部では、研究成果公開のため、年報及びホームページ ・研究成果公開のために、教室の充実などインフラ整備を行
等の整備・充実を図る。 った。(工学部)
・地域共同研究センターでは、共同研究は、社会的ニーズか
ら乖離しない基礎・応用研究であるべきことから成果を公表
することにより研究の質を評価する一助とする。

3-3.国際的サイテーションのデー 3-3
タベースを整備する。 ・研究成果の国際的水準評価に寄与し、外部資金の獲得に必 ・国際的サイテーションデータベースWeb of Scienceの人文

須の国際的サイテーションデータベース（全分野をカバー） 科学、社会科学及び自然科学各編の1981年から最新分までの2
を整備する。 5年分のデータベースを利用できるようにした。

部局においては、以下の措置を行う。
・人文学部及び社会文化システム研究科では、研究領域の特
性に応じた電子ジャーナル等の導入を推進する。
・学術情報基盤センターでは、本学が生み出す研究情報等を
電子化して発信するため、総合的な情報発信の機能（ポータ
ル機能）の研究・開発を推進する。

4-1.基礎的研究や長期的研究など 4-1
のために、一定の基盤的研究費が ・教育研究評価専門委員会において、基盤的研究費の配分シ ・基本構想委員会において、組織評価結果に基づき研究費を
配分できるシステムを構築する。 ステムの在り方についての検討を更に進める。 配分するシステムを構築した。

また、財務会計委員会において、第一期中期財政計画を策
部局においては、以下の措置を行う。 定し、その中で基盤的研究費の配分を「教育研究活動経費」
・人文学部及び社会文化システム研究科では、研究活動推進 として確保することとした。
経費を設け、活用する。
・理学部では、基礎的研究費の最低限の保証と継続的な維持 各部局においては、以下の措置を行った。
を図る。 ・基礎的・長期的基盤研究費配分システムを構築し、実施し
・農学部では、基礎的・長期的研究に対する一定の基盤的研 ている。(人文学部、理学部、工学部及び農学部)
究費を配分するシステムの検討を開始する。
・遺伝子実験施設では、マウス飼育業務に係る備品費や学内
向け研究支援業務に必要な資金の一部を学長裁量経費等によ
り調達することに努める。

4-2.重点的に取り組む研究につい 4-2
ては、研究費を重点配分できるシ ・関係する学内委員会等とが連携を図りながら研究費の重点 ・先進的研究支援のための教員配置を行うプロジェクトを採
ステムを構築する。 配分について更に検討を行う。 択し、学長裁量定員を措置する制度を整備するとともに、先

進的な研究に従事する教員を雇用するための「個別契約任期
部局においては、以下の措置を行う 付教員に関する規則」を制定した。。
・人文学部では、研究活動推進経費を活用し、プロジェクト ・交流協定を締結している５大学（熊本、愛媛、徳島、群馬
研究、独創的・萌芽的研究を支援する。 の各大学と本学）の研究者と共同研究を実施している本学研
・地域教育文化学部では、学部長裁量経費について検討する 究者に、研究費を重点配分した。
とともに、プロジェクト研究のための資金を確保するため積
極的に支援する。 各部局においては、以下の措置を行った。
・医学部医学科、医学系研究科医学専攻及び生命環境医科学 ・複数分野横断、独創・萌芽、重点、実用化シーズ等のプロ
専攻では、３年間に重点研究推進テーマを２つ設定し、重点 ジェクト研究の募集、審査により、重点配分できるシステム
的な研究組織の編成や資金配分を行う。 の実施(人文学部、地域教育文化学部、医学部及び農学部)
また、研究業績に評価結果を、学内公募研究の選考や学内 ・若手研究への重点配分の検討(工学部)
予算配分の判定資料として活用する方策を平成19年度までに ・21世紀ＣＯＥや現代的教育ニーズ取組支援の両プログラム
検討する。 の実施組織への重点配分(医学部)
さらに、看護学科及び看護学専攻では、特定の重点テーマ ・実用化シーズの１年後の再評価が好成績であるものに対す
を設定し、研究組織の編成と資金配分を行うための検討を行 る支援継続(農学部)
い、平成20年度までに実施する。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、重点化する分野
への研究支援システムを構築するとともに、若手研究者に対



- 58 -

山形大学

する支援システムを検討する。

4-3.研究費の配分に当たっては、 4-3
中長期的視点に立って、第三者に ・各部局はそれぞれ専門の学問的知見を有する外部委員から ・基本構想委員会における評価の過程で、経営協議会の学外
よる評価も十分考慮した上、公正 なる中立的第三者評価の導入を検討する。 委員の評価を取り入れ、組織評価結果に基づき研究費を配分
かつ妥当で信頼のおける評価シス ・教育研究評価専門委員会を中心に、自己点検・評価システ するシステムを構築した。
テムを導入する。 ムの構築を図り、研究費配分の考え方を取りまとめるための

検討を行う。 各部局においては、以下の措置を行った。
・外部の委員による予算配分要項作成への評価・助言、運営

部局においては、以下の措置を行う 会議への陪席・助言や第三者評価も含めた新たな評価システ。
・人文学部及び社会文化システム研究科では、教員の教育研 ムの構築が進行中である。(工学部及び農学部)
究業績等に対する評価システムの構築及び研究費配分に適正
に反映されるような制度を検討する。
・医学部では、平成19年度までに研究業績の評価結果を学内
公募研究の選考や学内予算配分の判定資料として活用を図る
方策を検討する。また、３年間ごとに重点研究推進テーマを
２つ設定し、重点的な研究組織の編成や資金配分を行う。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（１）社会との連携、国際交流等に関する目標

ａ 社会との連携
地域に基盤を持つ大学として、地域社会等へ教育・研究成果を積極的に公開するとともに、地中
域連携窓口を充実させ、地域社会の抱える課題の把握と解決に貢献し、地域社会の発展に貢献す
る。期
１）地域文化の振興と発展
１．本学の教育研究活動に関する情報や成果を集積し、積極的に社会に公開・還元する。目
２．地域における教育の発展に貢献する。
３．大学の諸施設を開放し、地域の教育・研究や文化活動に貢献する。標
２）産学官民連携の推進
１．産学官民連携モデルを策定し、連携の推進を図る。
２．産学官民連携ネットワークを形成する。
３．総合大学の特性を活かし、全学的な地域連携体制を構築する。
３）評価の体制
１．地域貢献を正当に評価するシステムを構築する。

ｂ 国際交流等
、 、教育・研究を通じて国際社会の平和的発展と人類福祉に貢献するとともに 国際交流を促進し

国際的な場で活躍できる人材を育成する。
１）体制の整備
１．国際交流を推進するための体制を整備する。
２）学術交流の推進
１．研究交流の推進を図る。
２．外国人研究者の受入れ体制を整備する。
３）学生交流の推進
１．学生交流の推進と受入れ体制を整備する。
２．留学生支援体制を整備する。
４）国際交流拠点形成
１．アジア地域の国々との交流拠点を形成する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

３ その他の目標を達成するため
の措置
（１）社会との連携、国際交流等
に関する目標を達成するための措
置
ａ社会との連携
1)地域文化の振興と発展
1-1.本学の持つ知的情報のデータ 1-1

、ベース化を推進し、大学と社会の ・大学の持つ知的情報のデータベース化に平成18年度までに ・大学の卓越した研究業績情報のデータベース化については
間のインターフェース機能を持っ 取り組むとともに、大学と社会の間のインターフェース機能 既に稼働している山形大学情報データベースの中で運用する
た広報システムの整備を行う。 を持った広報システムの検討を行う。 こととし、本データベースと連携した広報システムについて

・大学諸施設の開放に関する情報の随時提供を行い、各学部 検討を行った。

山形大学
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等の教育目標（人材養成）やカリキュラム等をホームページ また、大学諸施設の開放に関する全学的情報を積極的に提
で公表するとともに、一層の充実を図る。 供した。それとともに、各部局は引き続きホームページの充
・学生 卒業生 高校生及び企業に対するアンケートを通し 実を図り、教育目標やカリキュラム、研究成果、公開講座、、 、 、
本学の広報システムに対する評価等の情報を収集する。 出張講義等の情報を公表した。

・昨年度に企画された学生、卒業生、高校生及び企業へのア
部局においては、以下の措置を行う。 ンケート調査を平成17年４～６月に実施した。これに基づい
・地域教育文化学部では、教員が対応可能な相談の領域、出 て広報に関する課題を整理し、インフォメーションセンター
前講義のテーマなどをデータベース化し、インターネットな において、大学の教育・研究活動に関わる特別展を開催し、
どを通して公開する。 広報に努めた。また、地域に直接出向いて大学の広報を実施
・理学部では、インフォメーションセンターと連携して効果 した。 (平成17年度のインフォメーションセンター来場者数
のある社会貢献を行う。 4,419人、電話での問合せ件数1,597件)
・医学部医学科では、平成20年度までに、患者中心医療のた
め医療情報連携センターを通じて各医療機関にフィードバッ 各部局においては、以下の措置を行った。
クし共有するシステムの構築を図る。 ・学長裁量経費により、所蔵学術標本と資料のデータベース
また、地域が取り組んでいる健康日本21などの健康増進施 化(477点)を行った。(附属博物館)
策の立案、評価に必要な疫学情報のデータベースを平成21年
度までに構築する。
さらに、看護学科では、平成21年度までに、学科内の委員

。会の連携・共同した広報体制の構築について検討を継続する
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、研究テーマ、研
究成果及び教育プログラムを常に社会に提示する。
また、特定の工学的課題を提示し、その課題に沿った産学
ネットワークの形成を柔軟かつ広く進め、より実効的な地域
貢献を図る。
・農学部では、ホームページの更なる充実を図る。
・地域共同研究センターでは、ホームページ等を活用し、積
極的に研究成果の公表を図る。
・附属博物館では、平成21年度までに、所蔵学術標本・資料
のデータベース化を推進し、附属博物館ホームページを通し
て学内外からアクセスできるよう努める。
また、学術標本・資料のデータベース化を進めるに当たっ
て、常時最新の科学的知見を更新・追加するために、関連教
員・研究者との連携を強める。
・ＶＢＬでは、ニュースレターの発行、地域内公共施設等へ
の配布を行う。

1-2.地域の高等教育機関、企業、 1-2
自治体等との間で、学術・研究情 ・地域の高等教育機関、企業、地方自治体等との間で、学術・ ・高等教育研究企画センターでは 「山形大学エリアキャンパ、
報の共有化を検討する。 研究情報を紙ベースで恒常的に相互提供することを検討する スもがみ」を通じて、学術・研究情報を紙ベースで恒常的に。

・高等教育研究企画センターを活用し、生涯学習を始めとし 相互提供することを検討した。
た地域貢献活動を推進する。 ・学術情報基盤センターは、県のネットワークとの接続形態

を改善するとともに 「大学コンソーシアムやまがた」を通じ、
部局においては、以下の措置を行う。 て参加機関との接続に協力し、県内の高等教育機関との間の
・人文学部及び社会文化システム研究科では、県内の地方自 基幹ネットワークを強化した。
治体に交流拠点形成を図る。 ・学長が県内の企業を５回にわたって訪問し、企業の経営者
・地域教育文化学部では、山形県教育委員会との共同研究を と産・学・官連携についての意見交換を行った。
推進し、研究で得られた情報を共有する。
・医学部医学科では、平成21年度までに、各地方自治体及び 各部局においては、以下の措置を行った。
医師会との情報ネットワークを構築し、情報の双方向性を高 ・山形県村山総合支庁と山形仙台交流圏研究会の設置した。
める。 (人文学部)
また、看護学科及び医学系研究科看護学専攻では、平成18 ・山形県医療対策協議会を通して県内の情報ネットワーク構
年度までに、地域の医療施設等関連機関との連携による現任 築した。(医学部)
教育、共同研究を促進する。 ・談話会の開催等を行った。(ＶＢＬ)
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、地域に対する研
究成果発表会を行うとともに、ホームページでの公表を促進
する。

山形大学
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・農学部では、ホームページの更なる充実を図り、地域の高
等教育機関、企業、自治体等との間で、迅速な学術・研究情
報の共有化を検討する。
・学術情報基盤センターでは、本学の通信・情報ネットワー
ク基盤が果たしている、県内の高等教育機関を相互に接続す
る基幹ネットワークの役割を一層強化する。
・ＶＢＬでは、談話会を開催し、一般に広く公開し情報の共
有を図る。

1-3.本学で発行する大学概要、研 1-3
究紀要や広報誌などの刊行物をホ ・本学で発行する大学概要、研究紀要（著作権上の許諾が得 ・大学概要等の主たる広報誌に加え、各学部の広報誌を電子
ームページ上で公開する。 られたもの）や広報誌などの刊行物について電子化し、イン 化し、ホームページによる公開を行った。

ターネットによる公開を促進するための検討を行う。 ・2005年版研究紀要（全７編、９冊、全800ページ）を新たに
附属図書館のホームページからＨＴＭＬ及びＰＤＦファイル

部局においては、以下の措置を行う。 で公開した。
・人文学部では、学部研究年報、研究紀要、広報誌等を電子
化し公表する。 各部局においても、研究年報、研究業績等について電子化
・農学部では 研究活動やその成果は論文にするだけでなく し 「研究案内」サイトから公開した。、 、 、
ホームページ上での公表や地域に対するプロジェクト研究の
成果発表会など、広く一般に積極的に公表する。
・附属図書館では、著作権処理の済んだ研究紀要（バックナ
ンバーを含む）の電子出版を推進する。

1-4.学生の課外活動や社会活動、 1-4
卒業生の就職状況や進学状況及び ・平成16年度に立ち上げた課外活動に関するホームページの ・大学祭｢八峰祭｣、学長杯テニス大会、模擬裁判等の学生の
社会からみた卒業生の評価等、本 充実を図るとともに、その他の事項についても公表を推進する。 諸活動、学生に対する学長表彰等を積極的に公表した。
学の教育成果を積極的に公表する また、今年度実施予定の学生等に対するアンケート調査に ・教育効果・広報アンケートの調査結果を、学内のホームペ。

ついて、その結果等を公表する。 ージで公表した。

部局においては、以下の措置を行う。 各部局では、ホームページ及び広報誌で就職・進学状況を
・工学部では、ホームページの充実を図り、卒業生の就職状 公表した。
況や進学状況及び企業から見た卒業生の評価等の教育成果を
公表する。
・農学部では、ホームページや各種出版物を充実させ、学生
の課外活動や社会活動、卒業生の就職状況や進学状況及び社
会からみた卒業生の評価等、本学の教育成果を積極的に公表
する。

1-5.バーチャル研究所を中心に、 1-5
都市づくり、町づくり、そして地 部局においては、以下の措置を行う。 ・バーチャル研究所では、以下の地域貢献事業を行った。
域おこしに貢献する。 ・人文学部では、バーチャル研究所を中心に、都市づくり、 ① 「都市・地域学研究所」は、山形県生涯文化財団と提携

町づくり、地域興しに積極的に貢献する。 し、公開講座「山形の魅力再発見Part３」を実施した。
・理学部では、バーチャル研究所制度を積極的に活用する。 ② 「街づくり研究所 （人文学部）は、地方中規模都市に」

おける「まちづくり」の比較研究を行い、研究成果を公
表するとともに 「ＧＩＳ利活用研究所」と協力し、山形、
における「まちづくり」データを地理情報システムに組
み込むことを進めた。
、 、また 平成18年度科学研究費補助金の助成対象として

所員による共同研究「東北地方中小都市の中心商店街空
洞化対策」が、採択された。
③ 「ＧＩＳ利活用研究所 （人文学部）では、山形県の地」
理情報等をホームページに掲載し、新データを随時更新し
た。
「 」（ ） 、 、④ 脳疾患科学研究所 理学部 では 報告書を刊行し
研究成果を講演会や出前講義で紹介した。
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2-1.高大連携の充実 出前講義等 2-1、 、
本学の教育能力を最大限に発揮し ・教育委員会の下で各部局が連携して、改善・充実を図りな ・高等教育研究企画センターが窓口になって、高等学校等か、
地域の初等中等教育の充実・発展 がら地域の初等中等教育の在り方に積極的に取り組む。 らの出前講義の依頼に対して積極的に対応した。
に貢献する。 ・トワイライト講義・体験入学・高校理科教員向け講座等を

部局においては、以下の措置を行う。 行い地域の初等中等教育の充実・発展に努めた。
・人文学部では、次世代に向けて人文・社会科学への関心を それぞれの実施状況は、以下のとおりであった。
喚起するため 高校生向けの公開授業・出前講義を実施する ① 出前講義（全学部）を延べ68校・141人の教員が実施。、 。
・地域教育文化学部では、①現代的な教育課題（情報教育、 昨年度を27校上回った。
国際理解、環境問題等）に適応できる実践能力の優れた教員 ② トワイライト講義を６科目開講し、延べ557人の高校生
の養成を行う、②地域が開始した少人数学級編成に応じて求 が聴講（理学部・人文学部）
められる教員資質に優れた実践能力を持った教員の養成を行 ③ サマースクールを開催し57人参加（理学部）
う、③地域教育学科において、いじめ・不登校等に関する教 ④ 高校理科教員向け講座を２講座開催（医学部）
育相談活動を行う、④小・中学校などの教育現場から寄せら ⑤ 地域におけるいじめ・不登校・軽度発達障害などの教育
れるカリキュラムや授業実践などに関する相談活動を積極的 相談に応じており、相談活動件数は約700件（利用人数
に支援する、⑤「教育臨床体験 （授業科目）を通して、科学 1,300人余 （地域教育文化学部・教職研究総合センター）」 ）
教育・ものづくり教育を行ったり、不登校児童生徒への教育 ⑥ 庄内農業高校の授業に講師派遣（農学部）
支援を行うとともに、公開シンポジウムなどによりその成果
や課題を地域に還元する、⑥附属学校園の公開研究会・公開
授業等に協力し、附属学校の教師と現職教員の研修に貢献す
る、⑦地域の自然、歴史、地理、文化財等に関する調査研究

、 、や教育資料館の運営などで 専門分野における能力を活用し
地域に貢献する、⑧芸術やスポーツに関する各種活動を通し
て、地域の文化やスポーツの振興・発展に貢献する、⑨目標
で掲げた理念の下に、児童・生徒に対する教科指導や学校運
営についてのコンサルテーション活動を要請に応じて行う、
⑩地域の教育に関する授業を開講する、⑪要請に積極的に応
え、出前講義を行う。
・理学部では、出前授業などに積極的に対応し、児童・生徒
の自然科学教育に関与する。
・医学部医学科では、平成19年度までに、中学校及び高校の
教員を対象とした基礎実験講座を開設し、とりわけ理科教育
に関して中等教育との連携を図る。
また、看護学科では、平成21年度までに、高校等における
看護学教育のニーズを把握し、総合学習等の時間に出前授業
を実施することにより、生徒の看護への関心を高める。
さらに、平成21年度までに、高校からの依頼を受けて開催
する学科説明会の場を活用して高校等における看護学教育の
ニーズを把握する。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、理科教育に関す
る系統的な貢献システムを構築し、出前講義、出前実験など
を通じての貢献を推進するとともに、県内高等機関との連携
を行い地域の教育に寄与する。
・農学部では、地域連携推進室の充実・強化を図り、高大連
携の充実、出前講義等、本学の教育能力を最大限に発揮し、
地域の初等中等教育の充実・発展に貢献する。
・遺伝子実験施設では、学内外を対象とした遺伝子組換え実
験トレーニングコースや中高生・中高教員を対象とした遺伝
子実験実習、講演活動等を実施する。

2-2.公開講座 リカレント教育等 2-2、 、
多様な学習機会を提供し、社会人 ・ 大学コンソーシアムやまがた」主催の公開講座に積極的に ・各部局主催で14件の公開講座を開催し、加えて「大学コン「
のキャリアアップ支援や生涯教育 講師を派遣するとともに、総合大学として、全学的視点から ソーシアムやまがた」の中で６件を開催し、計20件の公開講
に貢献する。 学際的な講座開設を推進する。 座を開講した。

また、最上地域における高等教育の発展と地域振興に資す ・ 山形大学エリアキャンパスもがみ」の新規事業として、小「
るため、最上地区各市町村と連携し、多様な学習機会を提供 中学生を対象とした「大蔵村自然塾」を春夏秋冬の４回、大
するとともに、地域の各種事業の企画及び実施に協力・支援 蔵村教育委員会の協力を得て主催した。



- 63 -

山形大学

する。
さらに、高度専門的技術研修・リカレント教育等の現職教 各部局では、学外団体との提携講座11件（人文学部 、山形）
員、医療関連技術者、企業技術者等を対象とした研修や教育 県教育委員会と「教員養成カリキュラム」開発検討専門委員
を充実するとともに、科目等履修生・聴講生については、教 会を設置し、継続的な現職教員研修に取組、教員免許に関わ
員免許取得を希望する学生だけでなく 生涯学習の視点から る認定講習において９科目の講師を引き受け、646名の現職教、 、
より幅広い学生の受入れに努める。 員が受講（地域教育文化学部 、高校教員の教育研修会の開催）
また、体験入学、体験学習、地域開放事業、出前講義等を （理学部 、研修登録医26人の受入れ（医学部 、技術講習会） ）
積極的に企画実施し、社会人を始め次世代の若者にも知的関 ４回（遺伝子実験施設 、技術者研修会（工学部 、等を行っ） ）
心・学習意欲の喚起・伝達を推進する。 た。

部局においては、以下の措置を行う。
・人文学部及び社会文化システム研究科では、学外団体との
共催による公開講座（学外講座）を開催する。
また、最上地域へのアンケート調査を踏まえ、各種研修事
業等への支援を行う。
・地域教育文化学部では、大学院生の受入れを含む現職教員
研修の受入れ拡大について、山形県教育委員会と協議する。
また、専門分野での研究成果を背景に積極的に公開講座を
行うとともに、教員免許に関わる認定講習の講師を積極的に
引き受ける。
・理学部では、裏磐梯湖沼実験所の施設紹介及び教育研究成
果の展示を行う。
また、理工学研究科（理学系）では、公開講座を研究科主
催で実施する。
・医学部医学科では、平成18年度までに、公開講座、リカレ
ント教育などを積極的に開講し充実を図るとともに、医師及
び医療関係者に対する高度専門技術研修体制を平成18年度ま
でに充実する。
また、一般市民公開教養講座を平成18年度までに開設し、
日常生活の健康科学に関わる生涯教育に貢献する。
さらに、看護学科では、平成18年度までに、臨地実習指導

、 、者と協同したＦＤにおける参加者を 山形県内の地方自治体
その他の保健・医療・福祉施設の看護職にまで拡大し充実を
図るとともに、平成19年度までに、看護専門職向けの公開講
座の企画実施を推進する （リカレント教育・スタッフ・ディ。
ベロップメントの充実）
また、医学系研究科看護学専攻では、病院、地方自治体な
どに所属する看護職者の大学院入学を継続して推進する。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、工学セミナーや
高度技術者研修を積極的に開催する。
・農学部では、公開講座、公開シンポジウム、市民フォーラ
ムなどの開催の促進を図るとともに、地域のニーズに対応し
た実践教育のための支援組織の設置を目指す。
また、地域にフィールドを開放して、野外セミナー等を実
施し、広く地域社会との連携を図る。
・地域共同研究センターでは、県内企業エンジニア等に対す
る技術交流会等を積極的に推進するとともに、ものづくり技
術経営学専攻に入学する社会人の技術者と本学教員との有機
的連携を図る。
・学術情報基盤センターでは、一般市民向けの情報処理に関
する公開講座を積極的に行い、地域全体の情報化レベルを引
き上げる役割を担う。
・遺伝子実験施設では、学内外を対象とした遺伝子組換え実
験トレーニングコース、講演活動等を実施する。
・附属博物館では、研究成果を学内外に公開するために、公
開講座や特別展等を山形地区以外でも開催する。
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・環境保全センターでは、環境問題に関する教育講演等に参
加し、地域社会との交流を図る。
・ＶＢＬでは、起業家論を広く一般に公開し、学習する機会
を提供する。

2-3.ホームページ上に地域貢献の 2-3
サイトを設け、大学主催の催しの ・公開講座、出前講義等の社会人、学生、生徒等に対する学 ・ホームページのリニューアルを行い、各種催事情報を増や
案内・年間スケジュール等を掲載 習機会の情報をホームページで「学習案内」として随時提供 すとともに、これらの情報を時系列のカレンダー式に整理し
し、受付・募集等をインターネッ するとともに、受付・募集等をインターネット上で行うシス た「情報カレンダー」を掲載した。
ト上で行えるシステムを構築する テムの構築の検討を行う。 ・山形大学情報データベースシステムに各教員が、相談に応。

じられる領域やテーマ・出前講義のテーマを含めて情報を登
部局においては、以下の措置を行う。 録して、公開した。
・人文学部では ホームページに 公開講座 シンポジウム ・公開講座・講演会案内等は、学部ホームページを活用し、、 、 、 、
オープンユニバーシティ等の催事案内を掲載し、広報に努力 広く情報発信を行った。
する。 ・受付・募集等をインターネット上で行えるシステムは、試
・地域教育文化学部では、ホームページ上に地域貢献が可能 行プログラムを作成した。
な領域（教育相談、カリキュラム相談、技術相談など）を掲
載する準備や出前講義などが可能なテーマ等の情報を公開す
る準備を行う。
また、学部が行う公開講座や講演会などの情報をホームペ
ージ上に公開する。
・医学部医学科では、平成18年度までに、オープンキャンパ
スなどにより、小学生から高校生を対象とした医学・生命科
学に関わる公開講座をより充実させ、ホームページにスケジ
ュール等を掲載して、医学部における教育・研究を広く公開
するとともに、理科教育に貢献する。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、地域貢献のサイ
トを設け、催事の案内、年間スケジュール等を掲載する。
・農学部では、ホームページ上にある地域貢献のサイトを充
実し、大学主催の催しの案内・年間スケジュール等の掲載、
受付・募集等をインターネット上で行うシステムの更なる充
実を図る。
・ＶＢＬでは、事業のすべてについてホームページで情報を
発信する。

3-1.本学の諸施設（体育施設を含 3-1
む ）を開放し、地域の研究機関や ・蔵王山寮のＰＲを引き続き積極的に行うとともに、他の課 ・小白川・飯田・米沢・鶴岡各キャンパスの体育館・グラウ。
企業等の研究者、技術者の研究成 外活動施設の利用促進を図る。 ンド・プール等を広く開放し、平成17年度は、地域の学外団
果の発表など種々の文化活動や学 ・各種団体と協力して、地域の研究施設や企業等の研究者、 体による催し（計39件）に協力した。
習支援等を通じて地域に貢献する 技術者に研究成果を発表する機会を提供するとともに、各キ ・蔵王山寮（東北地区国立大学共同利用合宿研修施設）のＰ。

ャンパスにある課外活動施設は地域の健康・スポーツ施設と Ｒポスター等を南東北３県の高等学校に配布した。
して広く開放する。 ・東京サテライトや地域共同研究センターのサテライトを会
また、県内全域に学習機会を提供するため 「大学コンソー 場に、地域研究機関や企業研究者などと、計33件の研究交流、
シアムやまがた」の公開講座に積極的に講師を派遣するとと 会を開催した。
もに、サテライト施設を利用した講座等の実施に向けて検討
する。 各部局で、研究施設を公開しサイエンスサマースクール・

体験入学等を実施（理学部 、インキュベーション施設として）
部局においては、以下の措置を行う。 ４企業等へ施設を貸与（工学部 、附属農場・附属演習林を体）
・地域教育文化学部では、学部の管理下にある施設の借用の 験教育の場として開放（農学部 、等を行った。）
申し込みに積極的に協力し、施設の開放を行う。
・医学部及び医学部附属病院では、平成18年度までに、施設
の開放（公開講座、病院見学等）について積極的に推進する
とともに、地域開放促進のため、平成19年度までにグランド
整備、テニスコート改修に努める。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、平成21年度まで
に、企業及び地方自治体向けに、共同利用施設及び機器に関
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する情報を提供するとともに、平成21年度までに、体育館、
。グラウンド等の施設を開放し市民の豊かな暮らしを支援する

また、地域社会に対して、分析機器や測定装置の利用、工
作機械の利用を含む実験室等の有効利用を図る。

、 、・農学部では ①地方公共団体の研究機関や企業等の研究者
技術者の研究成果の発表に先端教育研究棟などの施設を開放
する、②産官学の連携活動や一般市民への公開講座などに必
要な講義室、実験室を整備する、③学外者などに対する学習
機会の積極的な提供を進める、④附属施設を利用した体験教
育のための体制の充実を図る、⑤体育館・グラウンド等の施
設を開放し市民の豊かな暮らしを支援する。
・地域共同研究センターでは、センターの研究設備を積極的
に開放し、地域産業による利用促進を図る。
・遺伝子実験施設では、学内外を対象とした遺伝子組み換え
実験トレーニングコースや中高生・中高教員を対象とした遺
伝子実験実習、講演活動等を実施する。

3-2.附属図書館、附属博物館、重 3-2
要文化財（旧米沢高等工業学校本 ・重要文化財（旧米沢高等工業学校本館）でコンサートを開 ・重要文化財（旧米沢高等工業学校本館）において、市民を
館 等学内施設の公開を更に進め 催するなど、大学施設を地域のアメニティ（憩いの場）とし 対象としてコンサート「ルネッサンスの響き」を開催した。） 、
地域サービスを充実させる。 て活用する。 ・附属図書館では、土日開館や夜間開館などによって、市民

の利用に便宜を図っている。平成17年度の学外利用者は、延
部局においては、以下の措置を行う。 べ18,095人であった。
・医学部及び医学部附属病院では、学部及び病院の見学や学 ８月には、一般市民を対象とする図書館説明会を実施し、4
外者の附属図書館医学部分館の利用を平成19年度までに引き 3人の参加があった。
続き行う。 ・附属図書館本館では、貴重書展示コーナーにおいて常設展
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、一般市民の図書 示を４月から９月まで行い、多数の来館者があった。
館、学術情報基盤センターの利用を促進する。 平成17年度に寄贈を受けた鈴木文庫など和算資料を企画展
また、重要文化財（旧米沢高等工業学校本館）の活用を効 示し、市民講演会「日本の文化・山形の文化＜和算＞を楽し
率的かつ計画的に行うとともに、利用規則を制定する。 む」を開催し、163人の参加があった （理学部と共催）。
・農学部では、図書など資料類の整備を行い積極的に公開する。 ・附属博物館を広く市民に開放し、平成17年度の学外利用者
・附属図書館では、貴重資料等の企画展を開催することを推 は、延べ1,198人であった。
進するとともに、他大学学生を含む一般市民への図書館利用 また、11月には、特別展「土よりいでしものたち」を実施
講習会等を開催するよう努める。 し、207人の来館者があった。
また、地域貢献推進のため、地域貢献担当職員を配置する ・ＶＢＬでは、施設の視察・見学等を随時受け付けた。
等の体制作りを実施するよう努める。
・附属博物館では、平成21年度までに、学内所蔵学術標本・
資料の把握を行い、同意を得られるものは博物館への移管を
順次進める。
また、附属図書館所蔵の古文書類の附属博物館移管を検討
し、東北随一の近世地方文書コレクションの形成を目指し公
開に向けて準備するとともに、資料整理などに関する学外ボ
ランティア体制の整備計画を平成18年度までにまとめる。
・環境保全センターでは、環境をキーワードに、県内の教育・
研究機関、自治体等とのネットワークの構築を図る。
・ＶＢＬでは、視察・見学等については従来通り常時受け付
けるとともに、オープンキャンパス等においても施設公開を
行う。

2)産学官民連携の推進
1-1.シンポジウム、交流会、技術 1-1

「 」相談会等を積極的に開催し、連携 ・地方自治体との共同事業への積極的に参画する等、地方自 ・地域共同研究センターと山形県最上総合支庁は 最上夜学
推進を図る。 治体と連携して政策研究等を推進する。 を６回共同開催し 「産学官連携やまがたネットワーク（part、

y21 」の例会を県内各地で３回開催し、本学研究者と企業等）
部局においては、以下の措置を行う。 研究者の研究交流会を実施した。

「 」 、 、・人文学部では、県・市町村との定期懇談会の開催に向け準 ・ party21 のメーリングリストを活用し 地域社会に対し
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備する。 230件の情報提供を行った。
・地域教育文化学部では、カリキュラムなどに関する相談や ・東京サテライトを会場として、企業等との研究交流会を10
いじめ・不登校・引きこもりなどに関する教育相談等に積極 件開催し、1,100人の参加者があった。これを通じて、包括的
的に対応する。 共同研究契約 ５年間 １件 研究開発費助成事業の採択 ３（ ） 、 （
・医学部看護学科及び医学系研究科看護学専攻では、子ども 年間）１件、技術相談件数17件の成果を得た。
の虐待防止・教育・福祉・行政レベルでの地域ネットワーク
会議を積極的に開催する。 各部局においては、以下の措置を行った。
・工学部及び理工学研究科(工学系)では、シンポジウムや交 ・山形県村山総合支庁企画課と「山形仙台交流圏研究会」を
流会を開催するとともに、他機関が主催するイベント等に積 設置し５回の研究会を行った。山形県金山町の古文書の整理
極的に参加し、産官学の連携を推進する。 ・解読の調査検討、体験型授業科目「地域づくり特別演習」
・農学部では、学外研究機関との連携・協力の促進を図り、 を行った （人文学部）。
産官学の交流会・相談会・懇談会などの開催や技術相談を促 ・子どもの虐待予防のネットワーク会議を開催（６回）する
進させる。 とともに、子どもの虐待予防のための保健所の事業に協力し

た （医学部）。

1-2.自治体等の各種審議会等へ積 1-2
極的に参加し、政策提言・策定等 ・地方自治体が主宰する各種委員会や審議会へ積極的に参画 ・各部局では、山形県総合政策審議会委員（人文学部 、山形）
に貢献する。 する。 県教育委員（地域教育文化学部 、山形県環境審議会委員（理）

学部 、山形県医療審議会委員（医学部 、山形県エコポリス） ）
部局においては、以下の措置を行う。 実践塾運営会議委員（工学部 、山形県エコポリスやまがた推）
・人文学部では、地方自治体の各種委員会、懇話会、審議会 進協議会会長（農学部）等、地方自治体への専門的貢献を果
等へ参加・協力する。 たし、今年度の提言・助言等実績は、人文学部87件、地域教
・地域教育文化学部では、県・市町村などの要請に応じて各 育文化学部84件、理学部29件、医学部513件、工学部32件、農
種審議会に委員として参加し、地域の抱える問題などの解決 学部33件、他24件の計802件であった。
のために専門分野での能力を活かして貢献する。
・理学部及び理工学研究科（理学系）では、地方自治体の審
議委員会の委員等を積極的に引き受けることにより、一層の
地域貢献を図る。
・医学部では、各審議会や協議会などに積極的に参画し、医
療政策等の立案・推進に協力する。
・工学部及び理工学研究科(工学系)では、地方自治体等の各
種審議会に参画し、地域の活性化に貢献する。
・農学部では、地域連携推進室を通じて、地方自治体等の各
種審議会等へ積極的に参加し、政策提言・策定等に貢献を図る。

1-3.ベンチャー相談室を設置し、 1-3
起業を目指す者及びベンチャー企 ・ベンチャー相談を含めた「ビジネス・サポート・サテライ ・平成18年度に開設予定の地域共同研究センター「山形サテ
業への指導・助言を行う。 ト（仮称 」を設置する。 ライト」の中にベンチャー相談室の機能をもつ「ビジネス・）

サポート・サテライト（仮称 」を設置することを決定した。）
部局においては、以下の措置を行う。 ・工学部では、ベンチャー企業（パウダーテクノコーポレー
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、ベンチャー企業 ションなど）に引き続き技術支援を行い、インキュベーショ
への技術支援を行う。 ン施設においても４企業と共同で開発研究を行った。

2-1.産学官民連携の中核として地 2-1
域共同研究センターを更に充実さ ・専任教員、コーディネーターを活用した技術相談の窓口を ・地域共同研究センターは工学部とともに、長井市・福島市
せ、リエゾン教員及び産学連携コ 充実させることにより、技術相談を促進し、共同研究の推進 ・山形市等との交流会を実施した。さらに、企業訪問を実施
ーディネーターを配置する。 を図る。 し、技術相談を受け、共同研究の推進を図っている。

・リエゾン教員及び産学連携コーディネーターにより、ＪＳ
部局においては、以下の措置を行う。 Ｔの「シーズ育成試験」に62件申請し、８件が採択されるな
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、地域共同研究セ どの成果を得た。
ンターの活動を積極的に支援する。 ・産学連携コーディネーターを配置した。その活動成果とし

て、共同研究７件、受託研究３件を開始した。

2-2.地域共同研究センターサテラ 2-2
イトを県内４地域（村山、置賜、 ・県内市町村全域との連携を推進するため、山形県の出先機 ・すでに設置している地域共同研究センターのサテライトを
庄内及び最上）に設置し、山形県 関である村山、置賜、庄内及び最上の４総合支庁と連携を図る。 拠点に、山形県の各総合支庁とともに各地域でプラットフォ
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の各総合支庁等との連携強化を図 ・全学的なセンター、地域のためのセンターを目指し、県内 ーム協議会を開催した。産学連携活動を行い、技術相談に応
ることにより、地域貢献支援セン のサテライトや地方自治体等の産学官連携のためのインフォ じた。
ターとして機能させる。 メーション・スペース等を活用した技術相談を積極的に進める。 代表的な成果は、以下のとおりである。

また、東京サテライトを積極的に活用して情報発信・情報 ・地域共同研究センター（置賜地区）は、工学部と山形県工
収集を行い、首都圏における産学連携を推進する。 業技術センター・荘内銀行との間でそれぞれ連携協力協定締

結を仲介。
部局においては、以下の措置を行う。 ・霞城サテライト（村山地区）は、企業などとの研究交流会
・工学部及び理工学研究科(工学系)では、地域共同研究セン を17件開催。
ターの行事に積極的に参加することにより、地域貢献活動を ・大学キャンパスのない最上地域で、最上サテライトが、産
支援する。 学連携及び人材育成を目的として「最上夜学 （６回開催）を」
・農学部では、地域共同研究センター庄内サテライトを活用 実施。
し、さらに地域との連携を強化する。 ・庄内サテライトで、奨学寄附金３件、共同研究２件受け入

れた。

2-3.社会連携課を設置し地域との 2-3
窓口を明確にするとともに 「山形 ・山形県産業技術推進機構との連携を一層強化し、県内の産 ・社会連携課の地域への窓口を更に充実した。、
大学地域連携推進協議会」の強化 業育成及び充実に貢献する。 ・ 山形県産業技術推進機構」と連携して、企業等との連携方「
を図り 「山形県における地域連携 また 大学コンソーシアムやまがた の中核として 短大 法・共同研究の具体的方法等について、県内の各コーディネ、 、「 」 、 、
に関する連絡協議会 「山形県産 高専等の加入を促進し、県内を網羅したコンソーシアムとし ーターと研究会を開催した。」、
業技術振興機構」及び「大学コン て地域貢献を一層充実させる。 ・ 大学コンソーシアムやまがた」の中核機関（事務局）とし「
ソーシアムやまがた」との連携を て、県内全ての高等教育機関が参画する組織を形成し、合同
強化する。 部局においては、以下の措置を行う。 説明会・公開講座を開催した。この組織を介して、地域活性

・人文学部では 「山形大学地域連携推進協議会 「大学コン 化事業等を実施し、単位互換協定を締結するなど、地域への、 」、
ソーシアムやまがた」との連携を積極的に推進する。 貢献活動を一層充実させた。

2-4.地域連携アドバイザー教員制 2-4
度を活用した新たな地域連携体制 ・教職員が一体となり、県内各地区又は各地方自治体との連 ・地域連携アドバイザー教員を介して、地方自治体との交流
を構築する。 携活動を推進し、相互協力に関する協定を締結するなどによ 会を重ね、大学に求められている地域支援の在り方について

り、教育、文化活動に積極的に協力・支援する。 情報を交換し、相互協力に関する協定締結の検討を行った。

部局においては、以下の措置を行う。
・人文学部では、社会連携促進部会に地域連携室を設置し、
地域連携データベースとリーフレットを活用して、地方自治
体、企業及びＮＰＯ等地域社会と連携を強化する。
・農学部では、地域連携アドバイザー教員制度を活用した新
たな地域連携体制を構築する。

2-5.学術情報基盤センターを地域 2-5
社会における情報拠点として、そ ・地域社会への遠隔授業の配信、学術情報に関する総合的な ・学術情報基盤センターでは、地域情報ネットワークとの連

、 、の機能を更に充実・発展させる。 情報発信機能（ポータル機能）の実現を推進し、大学から地 携を目指し 山形県との相互のネットワークの接続を実施し
域社会への教育・研究情報の提供、地域情報化への提言を行う。 ネットワークの高速化及び経路のスリム化を図った。

また 「大学コンソーシアムやまがた」参加機関への遠隔授、
部局においては、以下の措置を行う。 業配信の準備を進めるとともに、｢エリアキャンパスもがみ｣
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、地域のネットワ への学内ネットワークの延長に取り組んだ。

、 、ーク作り等の充実・発展に積極的に協力する。 ・地域教育文化学部では テレビ会議システムの活用により
（ ）公開講座を最上広域市町村圏事務組合教育センター 新庄市

へ配信し、17人の受講生があった。

2-6.県・市等との人事交流を推進 2-6
するとともに、地域に密着した研 ・官と学との人事交流、客員教授の招聘等、地域社会との人 ・昨年度に続き山形県との事務職員の人事交流を継続した。
究テーマの公募と推進を図る。 的交流を基盤とした連携を強化する。 ・山形県工業技術センターとの研究者の人事交流によって、

活発な研究交流を行い連携を強化した。
部局においては、以下の措置を行う。
・人文学部では、県庁職員等による授業の開講等を通じて、 各部局においては、以下の措置を行った。
地域社会との人的交流を図るとともに、地域連携型のプロジ 人文学部と農学部では、地域に密着した研究テーマの公募
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ェクト研究を推進する。 を行い、人文学部では３件、農学部では10件を採択し、学部
・地域教育文化学部では、県教育委員会などの外部から非常 として研究資金を支援した。
勤講師または客員教授等を招き、地域に密着した研究・教育
の発展を図る。
・農学部では、地域連携推進室を通じ、地域に密着した研究
テーマの公募と推進を図る。
・ＶＢＬでは、山形県との３回目の人事交流を継続する。

3-1.地域分散型総合大学の特色を 3-1
活かした学際的な教育・研究及び ・分散キャンパスの特性を活かし、県内各エリアごとに地域 ・分散キャンパスの特性を活かし、それぞれのキャンパスで
異分野との連携を促進し、産業・ 貢献を推進する。 は、地域の幅広い社会的要請に対応するため、主に以下のよ
経済、行政を始めとする幅広い社 また 「インフォメーションセンター」を大学の情報を発信 うな取り組みを行った。、

「 」 、 、会の要請に対応する。 ・提供する場とするとともに、地域社会からの要望を受信す 人づくりの拠点 小白川キャンパスでは 各種公開講座
る窓口として活用し、社会との連携を密にする。 学長主催のセミナー・シンポジウムや「やまがた天文台」の

一般公開等、生涯教育を引き続き推進した。
部局においては、以下の措置を行う。 「健康づくりの拠点」飯田キャンパスでは、引き続き地域
・人文学部では、県内の地方自治体に交流拠点形成を図ると 医療機関との連携を促進し、看護学科では、県内の病院、自
ともに、地域連携データベースと地域連携リーフレットを活 治体の看護研究指導や看護協会主催の研修会の講師などを務
用し、地域社会（県内・東北地方）の要請に積極的に対応する。 めた。
・地域教育文化学部では、山形県地域教育推進協議会に参加 「ものづくりの拠点」米沢キャンパスでは、有機ＥＬ等の
し、教員養成などに関係する地域の要望を積極的に学部教育 共同研究や、理工学研究科ものづくり技術経営学専攻（ＭＯ
の改善に活用する。 Ｔ）の設置、文部科学省「派遣型高度人材育成協同プラン」
・医学系研究科医学専攻では、平成18年度までに、学内にお の実施を通して、自治体や地元産業界との連携を強化した。
ける研究成果を公開し、地域産業との産学連携によるジョイ 「食づくりの拠点」鶴岡キャンパスでは、在来作物を保存
ントベンチャー設立を目的とした情報提供の促進を図る。ま し、研究や普及を進めるため、農学部教員が中心となり発足
た 医学部看護学科及び看護学専攻では 平成19年度までに した「山形在来作物研究会」の活動等を引き続き推進した。、 、 、
地域の医療施設等関連機関と連携して看護実践の場での研究 県内で唯一キャンパスの存在しない最上地域では、科学技
指導に関するニーズを把握するための検討を行う。 術振興調整費の地域再生人材創出構想プログラムとして 食、「『
・環境保全センターでは、学内で環境問題を教育・研究課題 農の匠』育成プログラム」を策定し、申請を行った。
としている研究者のネットワークの構築を図る。

3-2.地域の企業、地方自治体及び 3-2
ＮＰＯ法人等との連携を一層推進 ・地域の企業、地方自治体及びＮＰＯ法人と連携し、地域の ・山形県の総合的な地域貢献に資するために、各総合支庁と
し、地域振興に貢献する。 生活基盤、産業基盤等の整備に参画する。 ともに、村山・庄内・置賜・最上の各地域にプラットフォー

ム協議会を立ち上げ、会の運営と通信誌作成に貢献した。
部局においては、以下の措置を行う。
・人文学部及び社会文化システム研究科では、地域連携室を 各部局においては、以下の措置を行った。
中心に、地域連携データベースと地域連携リーフレットを活 ・村山総合支庁と「山形仙台交流圏研究会」を設置し、金山
用して、地方自治体、企業及びＮＰＯ等地域社会との関係に 町との間で古文書整理・解読の協力体制の調査検討をした。
おけるプロジェクト研究等の共同研究を推進する。 (人文学部)
・地域教育文化学部では、山形県教育委員会との定期協議や ・山形県教育委員会との定期協議や山形県地域教育推進協議
山形県地域教育推進協議会に参加し、連携を強化し、地域教 会へ参加し 「財団法人やまがた教育振興財団」と教員養成シ、
育の振興に貢献する。 ステムについて共同研究を行った。(地域教育文化学部)
また 「財団法人やまがた教育振興財団」と連携を図り、地 ・ＮＰＯ法人「小さな天文学者の会」と連携して 「やまがた、 、
域の教育振興に貢献する。 天文台」の一般開放を行い、約1,500人の参加を得た。(理学
・理学部及び理工学研究科（理学系）では、地域ＮＰＯ法人 部)
とも連携し、一般市民が理学に親しむ機会を増やすため 「や ・山形県医療審議会委員等の活動を通じて、医療政策等の立、
まがた天文台」等の活動の充実を図る。 案推進へ協力した。(医学部)
・工学部及び理工学研究科(工学系)では、地方自治体及びＮ ・米沢市、長井市、福島市の企業との技術交流会や置賜総合
ＰＯ法人等と連携し、地域振興のための企画・立案・実施に 支庁との協力による研究シーズの提供や技術相談を行った。
協力する。 (工学部)
・農学部では、地域連携推進室を通して、地域の整備・振興 ・地域連携推進室を通した農業高校授業への講師派遣や新品
に貢献する。 種開発支援を行った。(農学部)

、 、 、 、・環境保全センターでは 一般市民 地方自治体 教育機関
ＮＰＯ等のネットワークと連携し、地域社会に対する教育・
研究成果の還元を積極的に推進する。
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3-3.県内の高等教育機関と連携す 3-3
るため、基幹情報ネットワークの ・教育委員会がＩＴ戦略会議と連携して、県内高等教育機関 ・本学が山形県と協力して構築している県内学術系ネットワ
活用を図る。 との相互ネットワーク化を推進するため、山形県との連携を ークの回線容量を増強し、本学を含めた県内高等教育機関の

進める。 ネットワーク接続を強化した。

3）評価の体制
1-1. 地域貢献を教員の職務の一つ 1-1
として正当に評価するためのシス ・地域社会における教員の活動状況を取りまとめるとともに ・基本構想委員会の下に設置された教育研究評価専門委員会、
テムを構築する。 社会貢献を評価するための全学的な教員評価システムを平成 によって「教員の個人評価指針」を策定した。この指針は、

18年度までに整備し、今年度はシステム試案を構築する。 教員の職務を教育、研究、社会連携、管理運営の４領域(医学
部臨床部門は診療を加えた５領域)に分類した。

部局においては、以下の措置を行う。 ・ 社会連携」の評価は、生涯学習支援等への貢献、学外の審「
、 、・人文学部及び社会文化システム研究科では、各年度ごとの 議会・委員会への参画 学外の各種調査・研究会等への参画

、 、 、各教員の研究活動報告に社会貢献・地域貢献の活動も記載する。 病院等における診療活動及び医療支援 教育臨床 国際貢献
・地域教育文化学部では、地域貢献に関する業績を教員の自 産業支援、他大学等における教育支援等の項目からなる地域
己点検評価項目として加えることを検討する。 貢献を評価するシステムを構築した。
・医学部医学科では、平成20年度までに、住民検診活動、自
治体の各審議会などへの参画が正当に評価されるシステムを
検討する。
また、看護学科及び医学系研究科看護学専攻では、平成21
年度までに、地域の看護職の看護実践における研究のサポー
トシステムなどへの参加が正当に評価されるシステムを構築
するための検討を行う。
・工学部及び理工学研究科(工学系)では、地域への貢献度を
教員評価の材料として取り入れる。
・農学部では、評価情報分析室を設置し、地域貢献を教員の

。職務の一つとして正当に評価するためのシステムを構築する

ｂ国際交流等
1)体制の整備
1-1.大学間交流協定を積極的に締 1-1
結し、研究交流、学生交流を活性 ・２件以上の大学間交流協定を締結する。 ・平成17年度は、ニューヨーク州立大学・テキサス大学アー
化する。そのため、大学間交流協 リントン校（アメリカ 、タルカ大学（チリ 、ブリヤート国） ）
定については、６年間で10件以上 部局においては、以下の措置を行う。 立大学（ロシア）及びハルビン医科大学（中国）との大学間
の締結を目指す。 ・人文学部では 大学間交流協定の締結に積極的に貢献する 交流協定を締結した結果、大学間交流協定は合計６件となっ、 。

・地域教育文化学部では、学術交流協定校との更なる交流の た。
充実を図るとともに、台湾の大学と学術教育交流協定を締結する。
また、海外への情報発信のため、学部紹介の外国語版の作
成及びホームページ上で公開する。
・理学部では、学術交流協定を締結する外国の大学・研究所
の選定を行うとともに、学術交流協定を締結する外国の大学・
研究所等との国際共同研究を促進する。
・医学部では、平成19年度までに、更により多くの大学との
協定締結を図る。また、看護学科及び医学系研究科看護学専
攻では、平成19年度までに、華北煤炭医学院等との交流に関
して引き続き検討する。さらに、華北煤炭医学院等からの交
流に関するニーズに基づき、現実的な交流の体制について、
平成20年度までに検討を継続する。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、２件以上の国際

、 、 。交流協定の締結を目指し 共同研究 学生交流を活性化する
・農学部では、学部間協定の積極的な締結を図る。

1-2.国際交流を推進するために、 1-2
国際交流基金の整備を図る。 ・国際交流事業基金の整備充実を図る。 ・昨年度設立された国際交流事業基金を通じて、引き続き募

金活動を行い、留学生救援者費用保険の導入や短期留学派遣
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部局においては、以下の措置を行う。 補助等に、基金を活用していくことを決定した。
・人文学部では、学部国際交流推進基金を活用して、国際交
流締結校との交流を促進する。 各部局においても、国際交流のための独自の募金活動等を
・地域教育文化学部では、学部にある基金を整理し、運用に 行い、国際交流推進を図った。
必要な規則等を検討する。
・理学部では、教員の海外派遣や海外からの研究者招聘等の
ための資金を確保する。
また、交流協定締結機関との間で、定期的な学術検討会や
交換授業などを検討し、恒常的な交流関係を確立する。
・医学部では、平成19年度までに、学部創立30周年事業後援
会から国際交流事業として受け入れしたものを基金とし、更
なる資金確保に努力する。

1-3.情報発信のため、大学ホーム 1-3
ページの英語版を充実する。 ・海外への情報発信のために、英語版の学部紹介を更に充実する。 ・学部長挨拶を含む各学部の英文紹介の充実を図った結果、

。ホームページによる海外からのアクセスがより便利になった
部局においては、以下の措置を行う。
・地域教育文化学部では、海外への情報発信のために、学部 各部局においては、以下の措置を行った。
紹介の外国語版を作成し、ホームページ上で公開する。 ・学部改組に伴う学部ホームページ改訂(地域教育文化学部)
・理学部では、インターネットによる学術交流のために、引 ・各学科の英語版の案内を整備(理学部)
き続き、学部ホームページを充実する。 ・留学生募集要項の英語版作成(工学部及び理工学研究科（工
・医学部医学科では、海外への情報発進のために、平成19年 学系）)

。度までに学部紹介の英語版を作成しホームページに掲載する
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、全学部的に統一
した英語版ホームページに改善し充実を図る。
・農学部では、学部ホームページの英語版を充実する。
・学術情報基盤センターでは、大学トップのＷＷＷサーバの
安全管理・運用を担当して、このホームページによる情報提
供を支援する。

1-4.開発途上国への国際協力を推 1-4
進する。 ・開発途上国への国際協力の在り方を平成18年度までに検討する。 ・開発途上国への教員の派遣による国際協力の在り方につい

て検討を行った。
部局においては、以下の措置を行う。
・地域教育文化学部では、外務省・文部科学省・ＪＩＣＡな 各部局においては、以下の措置を行った。
どから要請されている途上国の教育に関する学部の行なう国 ・ネパール国立トウリブヴァン大学工学部が主催する地すべ
際支援の在り方について検討するとともに、教員が行ってい り災害管理防止に関するワークショップにおいて講演を行う
る開発途上国への国際協力を支援する。 とともに、同大学開催予定の地すべり対策技術研修カリキュ
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、開発途上国への ラムについて討議を行った （地域教育文化学部）。
教員等の派遣による国際貢献方法を検討する。 ・ＪＩＣＡに申請した「平成17年度草の根技術協力事業」が

ミャンマー国稲作技術普及事業として採択され、３年間の事
業としてスタートした。(農学部)

2)学術交流の推進
1-1.毎年２件以上の国際共同研究 1-1
の実施を目指す。 ・学術交流協定をベースに、国際共同研究を推進する助成体 ・国際交流事業基金に基づき、全学的に研究支援を行うこと

制を検討する。 とした。

部局においては、以下の措置を行う。 各部局においては、学部間交流協定締結校との研究者交流
・人文学部では、国際学会や国際研究プロジェクトへの参加 等を通じて、国際共同研究の新規プロジェクトを７件立ち上
を進める。 げ、計14件となった。
・理学部では、国際共同研究の促進のための支援体制を整備
し実施する。
・医学部医学科及び医学系研究科医学専攻では、平成20年度
までに、海外の大学、研究機関等との共同研究を推進する。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、国際学会・シン
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ポジウムへの参加、開催を積極的に行い、より多くの国際共
同研究を推進する。

1-2.研究者レベルでの研究交流を 1-2
、 。推進する。 部局においては、以下の措置を行う。 各部局においては 以下の措置を行い研究交流を推進した

・人文学部では、各種の研究者派遣事業・招聘事業の活用を ・ロシアからの研究者受入れ(人文学部)
推進する。 ・イギリスへ教員の派遣(人文学部)
・地域教育文化学部では、海外への情報発信のため、学部紹 ・中国からの研修生受入れ(医学部及び遺伝子実験施設)
介の外国語版を作成し ホームページ上で公開するとともに ・韓国の二大学との研究者交流(理学部)、 、
研究者レベルでの研究交流を推進する。 ・国際会議への出席(工学部)
・理学部及び理工学研究科（理学系）では、交流協定締結機 ・学部間交流協定締結校を中心にした研究者交流(農学部)
関との間で定期的な学術検討会や交換授業などを検討し、引
き続き定常的な交流関係を確立する。
・医学部医学科及び医学系研究科医学専攻では、①現在受け
入れている外国人研究者の受入枠の維持、拡大について平成
21年度までに検討を行う、②平成20年度までに、教員の国際
的流動性の促進を図り、教育・研究の国際化を図る、③海外
派遣制度の更なる活用を図る。
また、医学専攻では、平成19年度までに、インターネット
あるいは通信衛星による会議等の推進を図る。さらに、看護
学科では、平成20年度までに、教員の外地研修、国際交流及
び研究者レベルでの大学間交流を促進する。
・工学部及び理工学研究科(工学系)では、大学間連携の共同
研究を実施する。
・農学部では、学部教員を中心とした国際協力プロジェクト
の実施を図る。
・遺伝子実験施設では、海外の研究者に対するマウス発生工
学や遺伝子組換え技術の技術研修での受入れを医学部と協力
して行う。

1-3.招聘研究者による講演会やシ 1-3
ンポジウム等を積極的に開催する ・大学の国際支援活動を地域社会や世界に向けて積極的に発 ・学長が中心となり「第25回札幌がんセミナー国際シンポジ。

信するため、外国研究機関からの受入れ教員、留学生や外国 ウム in 山形」を開催した。
研究機関から帰国後の派遣教員、派遣学生を講師としたシン
ポジウム等の開催を企画する。 各部局においても、招聘研究者による講演会やシンポジウ
また、日本学術振興会、その他民間の各種研究助成を行う ムを積極的に開催した。
財団等の研究者派遣事業・招聘事業の活用を活発化するため ・公開国際研究会(人文学部)、
「研究助成制度要覧」を見直す。 ・台湾の教員を講師とした講演会(地域教育文化学部)

・ハンガリーの教員を講師とした講演会(理学部)
部局においては、以下の措置を行う。 ・イギリスの教員を講師とした講演会(医学部)
・人文学部では、客員研究員等を講師とするシンポジウムの ・インドネシアの教員を講師としたシンポジウム(農学部)
開催を企画する。
・地域教育文化学部では、招聘研究者等による講演会やシン ・ 研究助成制度要覧」の見直しを行い、国際交流に関わる情「
ポジウムを積極的に開催する。 報提供をホームページで行った。
・工学部及び理工学研究科(工学系)では、招聘研究者による
講演会やシンポジウムを積極的に開催する。
・農学部では、活発に研究を実施している諸外国の研究者と
の国際共同研究を実施し、国際研究集会の開催を第１期中期
目標期間前半に取り組む。

2-1.外国人研究者に対する研究及 2-1
び生活面の支援体制を充実させる ・研究者交流支援策として宿泊施設の整備充実を図るため、 ・外国人研究者の宿泊施設の需要増に対応するため大学職員。

職員宿舎の活用を検討する。 宿舎の活用した。
また、国際交流会館の空室を外国人研究者の宿泊施設とし

部局においては、以下の措置を行う。 て利用した。
、 。・人文学部では 来日研究者用の研究施設の充実に取り組む
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・地域教育文化学部では、外国人研究者に対して研究及び生 各部局は、受入れ外国人研究者のための研究室の提供を行
活面の支援を行う。 い、研究支援の充実に努めた。
・医学部では、平成19年度までに、受け入れ研究者への研究
室、施設等の提供の充実を図る。

、 、 、・工学部では 平成19年度までに 来日研究者への研究室等
研究施設及びネットワーク利用環境の提供等の体制を整備す
るとともに、研究者交流支援策として宿泊施設の整備充実を
検討する。
・農学部では、来日研究者に対して提供する研究施設の充実
を図る。
・遺伝子実験施設では、海外の研究者に対するマウス発生工
学や遺伝子組換え技術の技術研修での受入れを医学部と協力
して行う。

2-2.留学生課に国際交流部門を設 2-2
置して専門スタッフを配置し、留 ・教育面における国際交流、研究面における交流活動支援、 ・留学生課と留学生センターが連携し、海外留学支援・大学
学生センターと一体となって留学 更にはその他活動の拡大を図る。 間交流協定のコーディネイト業務等、教育面における国際交
生及び研究者交流の支援を強化す 流及び研究面における交流活動支援が積極的に行い、活動の
る。 部局においては、以下の措置を行う。 拡大に努めた。

・人文学部では、国際交流委員会及び留学生センターと連携
して、英語未履修留学生に対して英語学習支援体制の調査を
行なう。

3)学生交流の推進
1-1.短期留学制度等を活用し、留 1-1
学生の受入れを促進する。 ・ＵＭＡＰ（University Mobility in Asia and Pacific：ア ・ＵＭＡＰ及びＵＣＴＳの活用による短期留学生の受入れの

ジア太平洋大学交流機構）の活用による短期留学生の受入れ ため、ＵＭＡＰ国際シンポジウムに参加し、活動状況を調査
を検討する。 した結果に基づき、全学的に受入れの検討を行った。
また、ＵＣＴＳ（UMAP Credit Transfer Scheme：UMAP単位
互換方式 制度の活用による短期留学生の受入れを検討する 各部局においては、以下の措置を行った。） 。

・交流協定のある中国北華大学、台湾銘傳大学から短期留学
部局においては、以下の措置を行う。 生推進制度による短期留学生（特別聴講生）を各２人受け入
・人文学部では、交流協定締結大学への学生派遣を定期的に れた。(地域教育文化学部)
行なうシステムを検討する。 ・中国浙江大学医学院から１人短期留学生を受け入れた。(医
また、学生の海外派遣の推進を支援するため、夏季休暇等 学部)
を利用した個人による海外研修の単位認定制度について検討する。 ・学振論博支援事業による短期の研究者を３人（バングラデ
・地域教育文化学部では、短期留学生の募集があった場合、 シュ、フィリピン、インドネシア）及び日本学生支援機構に
交流協定締結校に照会し留学生の受入れを促進する。 よる短期の研究者１人 スリランカ を受け入れた (農学部)（ ） 。
・医学部では、短期留学生の受入れを推進する。
・農学部では、学部間交流協定に基づき、短期留学生制度を
活用して学生交流を推進する。また、ＵＭＡＰによる単位互
換制度を活用した短期留学制度を目指す。

1-2.学部、研究科の入学者募集要 1-2
項の外国版を作成し、留学を希望 ・学部、研究科の入学者募集要項の外国語版を平成18年度ま ・国際交流委員会において、留学生課が窓口となって平成19
する外国人学生等に広く入学試験 でに作成するため、検討を進める。 年度選抜入学者選抜要項のうち、私費外国人留学生選抜に係
情報を提供する。これにより留学 る部分の英訳を行い、ホームページへの掲載した。
生の受入れを増加させる。 部局においては、以下の措置を行う。 また、外国人留学生用の英語版入学案内リーフレットの原

・理学部では、英語の学部案内を作成する。 稿作成を開始した。
・農学部では、ホームページ英語版の充実を図る。

1-3.学生の外国派遣制度を確立し 1-3、
交流協定大学を始めとする外国の ・国際交流委員会と留学生センターとが連携し、日本人学生 ・米国デンバー大学において、ＣＣＡＰ（英語を学習しなが

） 、大学への留学を支援する。 との更なる交流促進を図る。 ら地域活動を体験するプログラム に本学から６名が参加し
また、海外派遣に対応するため、英会話等の言語能力向上 英語でのプレゼンテーションを行った。
や国際理解教育講座等の支援体制を検討する。 ・ニューヨーク州立大学を始めとする大学間交流協定による
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、 。学生の交換留学支援のために 留学関連セミナーを開催した
部局においては、以下の措置を行う。 ・大学間交流協定締結に伴い増加しつつある留学希望者に対
・人文学部では、交流協定締結大学への学生派遣を定期的に して、英語学習法や出願書類の書き方、留学生活の心得など
行なうシステムを検討する。 の指導を積極的に実施し、短期留学の体制を整備した。

2-1.地域の国際交流団体との連携 2-1
を強化し、留学生の生活支援体制 ・留学生の生活相談機能の充実を図るために、大学が生活上 ・留学生がアパート等に入居する際、大学の教職員が連帯保
を充実させる。 の保証（機関保証）を行う体制を検討する。 証人となる留学生住宅総合補償制度を全学に再度周知し、同

制度の利用拡大を図るとともに、機関保証の体制作りを具体
部局においては、以下の措置を行う。 的に進めた。

、 、・人文学部では、国際交流室を充実し、日本人学生との交流 また 国際交流事業基金で留学生救援者費用保険に加入し
を促進する。 留学生を支援した。
・理学部では、学部奨学制度（留学を可能にするための奨学
金）を設立する。
・医学部では、平成20年度までに、開発途上国の留学生への
協力体制を構築する。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、留学生と日本人
学生及び地域住民と定期的に交流する場を設ける。
・農学部では、国際協力支援団体との連携を国際交流委員会
の協力の下に強化する。

2-2.チューターマニュアルを作成 2-2
し、チューター制度による留学生 ・チューターマニュアルを充実し、チューター制度の積極的 ・チューターマニュアルの大幅な改訂を行い留学生センター
への支援を充実させる。 活用を推進する。 ホームページに掲載し、チューター希望者及び留学生指導教

員が随時閲覧できるようにした。
部局においては、以下の措置を行う。
・人文学部では、アンケート調査に基づいて、チューター制 各部局においては、チューターを中心に、外国人留学生の
度の充実を図る。 支援を行った。
・地域教育文化学部では、チューター制度の充実を図る。
・医学部では、チューター制度の充実を図る。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、チューターマニ
ュアルを充実し、チューター制度の積極的活用を推進する。
・農学部では、国際交流委員会の協力の下に支援を充実させる。

2-3.留学生のための学習用資料を 2-3
充実させるとともに、英語能力の ・附属図書館等における留学生用の資料の整備充実を図ると ・新たに、留学生用図書を新規に216冊購入し資料の充実を図
不十分な留学生への英語学習支援 ともに、附属図書館全館に留学生向け衛星放送チャンネルを った。
体制を整備する。 導入し、国際交流活動を支援する。 ・附属図書館本館の１階に設置した「国際情報コーナー」に

また、国際交流委員会と留学生センターが連携し、英語の 留学生用図書と合わせて所蔵している日本語学習及び本国情
ネイティブスピーカー等の導入を検討する。 報などに関する資料を402冊備えた。
さらに、英語能力の不十分な留学生への英語学習支援体制 また、衛星放送チャンネル受信装置（ＣＮＮ）を設置して
の調査を行う。 留学生の学習支援を図った。

部局においては、以下の措置を行う。 各部局においても、留学生用の学習用図書を購入するなど
・人文学部では、国際交流委員会及び留学生センターと連携 支援体制を整備した。
して、英語未履修留学生に対して英語学習支援体制の調査を
行なう。
・医学部では、平成20年度までに、留学生のための魅力ある
カリキュラムなどの情報を発信する。また、インターネット
を活用できる機器の整備を図るとともに、図書館の欧文図書
及び雑誌の充実を図る。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では 「日本語補講」を、
通じて、学生の日本文化への積極的な参加を図る。
・附属図書館では、留学生の学習及び生活を支援するため、
英語学習、日本語学習及び本国情報などの資料整備を推進する。
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2-4.留学生に対する英語による講 2-4
義を実施する。 ・英語による講義科目のリストを作成し 留学生に紹介する ・理学部では 「古生物学実習 「古生物学 「地球環境英語、 。 、 」、 」、

Ⅱ」の英語による授業を実施した。
部局においては、以下の措置を行う。 また、農学研究科をはじめ各部局では、留学生の受入れ体

、 、・理学部では、必要に応じて外国語（英語）による授業を実 制の確立を図るため 英語による講義科目のリストを作成し
施する。 留学生に紹介した。
・農学研究科では、大学院修士課程の英語コース設置を目指
し、留学生の受入れ体制の確立を図る。
・附属博物館では、展示物の説明等について英語表記を推進

、 。するとともに 英語版附属博物館利用案内の作成を検討する

2-5.留学生に対してインターンシ 2-5
ップ制度を活用した就業体験の機 ・留学生のインターンシップへの参加を促進するため、受入 ・留学生課と就職課が連携し、留学生インターンシップ候補
会を提供し、留学生の就職支援を 可能企業のリストアップを行う。 企業のリストアップを行い、日本留学フェアで企業の紹介す
図る。 ることを計画した。

部局においては、以下の措置を行う。
・人文学部では、留学生の就職支援体制整備を検討する。
・工学部では、留学生のキャリアアップ、フォローアップ体
制を整備する。

2-6.帰国した外国人留学生との間 2-6
で国際交流ネットワークを構築し ・外国人留学生とのネットワーク化を図るため、帰国後留学 ・平成16年度卒業生について、帰国後の住所、日本国内の就、
これを活用した現役留学生向け支 生の把握調査を行う。 職先、連絡先の調査を行った。また、外国人留学生とのネッ
援体制の整備を図る。 トワークを構築するため、今後は、引き続き同様の調査を継

部局においては、以下の措置を行う。 続し、データを収集・蓄積することとした。
・人文学部では、帰国留学生の情報等を整理する。
また、留学生センターとの連携により、帰国した留学生と
の間で情報交換できるネットワークを構築し、在学中の留学
生に対する支援体制の整備を図る。
・地域教育文化学部では、本学部での留学期間が終了し、帰
国した留学生のネットワークの構築を検討する。
・理学部及び理工学研究科（理学系）では、留学生の事前教
育や帰国した後のフォローアップ教育を引き続き充実する。
・医学系研究科医学専攻では、平成20年度までに、帰国した
留学生の情報把握に努め協力体制の構築を図る。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、母国での同窓会
の組織化を図り、情報提供を強化する。

2-7.日本語教育、日本事情教育の 2-7
見直しと充実を図る。 ・日本語・日本事情科目の教養教育における位置付けと内容 ・異文化接触の際の問題解決能力の育成という観点から 「日、

についての改善を図る。 本事情」を「多文化交流」科目に変更して、平成18年度から
実施することを決定した。

部局においては、以下の措置を行う。
・農学部では、留学生センターの協力の下に日本語教育、日
本事情教育の見直しと充実を図る。

4)国際交流拠点形成
1-1.外国人留学生の大半を占める 1-1
アジア地域の大学や国との交流を ・開発途上国への国際協力の在り方を平成18年度までに検討する。 ・開発途上国への教員等の派遣による国際協力の在り方につ
積極的に進め、研究交流、学生交 また、ＵＭＡＰの活用による短期留学生の受入れを検討する。 いて検討を行った。
流の拠点を形成する。 また、ＵＭＡＰ国際シンポジウムに参加し、活動状況を調

部局においては、以下の措置を行う。 査した結果に基づき、ＵＭＡＰ及びＵＣＴＳの活用によるア
・地域教育文化学部では、韓国の大学との学術交流協定を締 ジア地域の大学からの短期留学生の受入れを全学的に検討し
結する。 た。
・医学部医学科及び医学系研究科医学専攻では、平成20年度 ・留学生センター、留学生課を中心に中国、韓国、台湾の大
までに、アジア地域を中心に広範な教育及び研究交流体制を 学と国際交流協定を締結し、学生交流、研究交流の促進を図
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構築し、外国人研究者や留学生の積極的な受入れを図る。 る体制を構築することを決定した。
また、医学専攻では、平成20年度までに、開発途上国の留
学生への協力体制を構築する。
・農学部では、学部間交流協定の一層の強化を図る。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（２）附属病院に関する目標

１．人間性豊かな信頼の医療を実施する。
２．患者本位の医療を推進する。中
３．救急医療体制を推進する。
４．科学的根拠に基づいた医療を実施する。期
５．高度先進医療・先端医療を地域へ提供する。
６．学部学生の卒前臨床実習を充実させる。目
７．卒後臨床修練を含めた医療従事者の生涯教育を充実させる。
８．臨床研修（基礎研究から高い技術水準の医療の開拓）の質の向上を図る。標
９．医療提供機能強化を目指したマネジメントを実施する。
10．患者の立場に立った病院環境を整備・充実させる。
11．地域医療機関等との連携システムを整備・充実させる。
12．地域医療人の生涯教育機会を提供する。
13．病院広報等の充実・強化を図る。
14．社会への説明責任を果たすため、策定した目標等の情報提供を推進する。
15．病院全体に対する評価とその情報提供を推進する。
16．魅力ある病院を目指した人事制度を確立する。
17．国際化への対応と国際的な共同研究等を推進する。
18．病院施設の機能向上の推進を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（２）附属病院に関する目標を達
成するための措置

1-11-1.インフォームド・コンセント
に基づいた患者中心の医療を実施 ・患者への説明内容を検証し、説明文書に盛り込むべき項目・患者への説明内容を検証し 説明文書の見直しを適宜行う、 。
する。 （診療内容・患者の利益・患者の危険）のチェックリストを

作成した。
・各診療科で相互に説明文書を読み合って検証して、改善を
図った。これに基づき患者への説明が適切に行われているか
どうかについて、医療安全管理部のチームで検証し、その結
果をフィードバックし、問題解決を図った。

1-21-2.地域に開かれた医療を実施す
る。 ・地域医療機関等との連携システムを整備・充実させるため・地域医療機関等との連携システムを整備・充実させる。具

に地域医療連携センターの陣容を強化した。具体的には兼任体的には、山形大学医学部がんセンターを設立し、地域がん
の副センター長、専任の看護師長を置いた。本センターを通医療のレベルアップを図る。
しての照会に対しては24時間以内に返事を発送するシステム・地域医療人の生涯教育機会を提供する。総合医学教育セン
を構築した。ターを軸として、地域医師の診療レベルアップを図る。
・医学部がんセンターを設置し、がん患者登録センター、高
度がん診療企画室、がん遺伝子診療研究部、がん予防診療広
報室、外来がん化学療法室及びがん診療連携センターを組織
し、地域がん医療のレベルアップを図った。
・地域医療人に生涯教育機会を提供する。総合医学教育セン

山形大学
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ターを軸として、地域医師の診療をレベルアップするための
生涯教育セミナーを体系的に計画・実行した。病院外の医療
人に参加を呼びかけることにより地域に開かれた医療の推進
を図った。
・地域における医師配置を潤滑にし、地域医療に貢献する医
師を育成することを目指して蔵王協議会・第三者を加えた医
師適正配置委員会を設置して実績を積んでいる。
・ＣＯＭＥセンター（ベンチャー企業：代表取締役は学士院
会員である石坂公成 山形大学医学客員教授）の設立し、医
療内容・治療成果をまとめてホームページに掲載した。
・広報委員会を中心に大学病院のホームページの充実を図った。

1-31-3.最高水準の医療を提供する。
・科学的根拠に基づいた医療（ＥＢＭ）を実践するために、・科学的根拠に基づいた医療を実施する。
各診療科・各診療部門でクリニカルパスの作成・運用、エビ・高度先進医療・先端医療を地域へ提供する。山形大学医学
デンスに基づいた診療手順の見直し（手術室の衛星管理方針部がんセンターを設立し、がん治療成績の検証を通じて治療
など）を行い、医療安全の推進・医療レベルの検証などに役レベルアップを図る。
立てている。
・高度先進医療・先端医療を地域へ提供するため、高度先進
医療を取得して診療に役立てている。
・山形大学医学部がんセンターを設立し、がん患者登録とが
ん治療成績の検証を行うシステムの構築を完了した。がん化
学療法の安全確保・レベルアップのためのがんセンター化学
療法室を設置し成果を挙げている。

1-41-4.厳しい倫理観を持った創造的
な医療人を育成する。 ・学部学生のカリキュラムを改善し、臨床実習中心の卒前臨・学部学生のカリキュラムを改善し、臨床実習中心の卒前臨

床教育内容の高度化を図った。床教育を充実する。
・卒後臨床研修を含めた医療従事者の生涯教育を充実させる・卒後臨床修練を含めた医療従事者の生涯教育を充実させる。
ためのプログラム策定に向けて、総合医学教育センターの設・卒後臨床研修内容の県内医療機関との連携により多様化を
置・教育ＧＰプログラムの一環としての講演会の開催・後期図る。
研修プログラムの策定と広報を行い、卒前・初期臨床研修・・総合医学教育センターを軸として、地域医師の診療レベル
後期研修を一連の流れとして医師の育成システムの整備を実アップを図る。
施している。・臨床研修（基礎研究から高い技術水準の医療の開拓）の質
・県内医療機関との連携して、卒後臨床研修プログラムの多の向上を図る。
様化を図った。
・医学科においては、優れた臨床医を養成するため、臨床実
習にウエイトを置いたカリキュラム改革を構築中である。臨
床実習を見学型（主に５年生 ・参加型（主に６年生）の２タ）
イプとして臨床実習の充実を図っている。参加型臨床実習に
ついては、同意書で同意の得られた患者のみを対象としてい
る。
・看護学科においては、カリキュラム改正により２年次から
基礎看護実習を開始した。さらに４年次において臨地実習・
看護研究実習を実施している。

2-12-1.患者に分かりやすい医療を提
。供する。 ・外来診療における臓器別・系統別診療体制をスタートした・臓器別、系統別診療体制を整備する。

病棟においては外科・内科が協力して患者を治療するセンタ
ー構想を企画し、循環器センター・呼吸器センターを立ち上
げ業務を開始した。

2-22-2.患者の個別性を重視した対応
を行う。 ・予防医療部による人間ドック診療をスタートし、大学病院・人間ドックによる予防医学を実施する。

のもつ高度医療の予防医療への利用を促進した。

山形大学
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2-32-3.患者本位の医療の実践に向け
、 、て、病院再整備計画の推進に努め ・患者本位の医療の実践に向けて 病棟再整備計画を綿密に・患者本位の医療の実践に向けて、病棟再整備の推進に努め

る。 繰り返し検証・企画・策定している。具体的には、手術部・る。
ＩＣＵ／ＨＣＵ・救急部が相互に連携しつつ最大の機能が発
揮できるような整備計画を策定している。

2-42-4.多様化する患者ニーズに応え
るため、組織体制の整備・充実を ・医療安全管理部と連携して、患者相談窓口（医療相談室）・医療安全管理部と密に連携して、患者が相談しやすい患者
図る。 を設置した。相談窓口（患者相談室）の整備充実を図る。

・医療安全に関する問題解決体制を図るため、相談内容によ・脳卒中相談室、遺伝カウンセリング室、栄養相談室、地域
り病院長や医療事故等防止対策委員会が検証し意思決定を行医療連携センター等の機能強化を図る。
うシステムを構築し運用している。・各種の外国語に対応できる医療スタッフのリストを作成し、
・脳卒中相談室・遺伝カウンセリング室・栄養相談室・地域即時対応ができる体制を整備する。
医療連携センター等の機能強化を図り、中でも地域医療機関
等との連携システムを整備・充実するために地域医療連携セ
ンターに副センター長（兼任）と専任の看護師長を配置し強
化した。
・地域医療連携センターを通しての照会には24時間以内に返
事を発送するシステムを構築した。
・遺伝カウンセリング室は、平成18年１月から臨床遺伝専門
医制度研修施設に認定された。
・栄養相談室では、患者の個人情報保護の観点から、スタッ
フがニーズに合わせて病棟・外来等を訪問する体制を構築し
た。
・がんセンター設立・人間ドックの開設・臓器別診療科の実
施・化学療法室を整備・充実し、高度に専門化した医療に対
応している。

2-52-5.包括的医療の対応と地域医療
との連携を図る。 ・患者サイドの視点で包括的医療の在り方を地域医療機関と・患者サイドの視点での包括的医療の在り方を地域医療機関

の連携の上で企画する部として、医療情報部及び病院経営企との連携の上で企画する部として、医療情報部及び病院経営
画部が密接に連携するシステムを構築した。企画部を整備する。
・病院長・副病院長を交えた連絡会を原則月２回定期的に開
催している。

3-1.急性期医療の中心的役割を担 3-1
当する。 ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・救急部診療体制を整備し、年間10,311件の救急患者の受入、 。

れ地域医療へ貢献している。
・救急教育の推進として、救命救急士の教育実習を行い、地
域救急へ貢献している。

3-2.救命蘇生医療を推進する。 3-2
・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・集中治療室内の整備を行い、より診療に適した動線の確保、 。

に努めた。

4-14-1.ＥＢＭ(evidence-based medicine)
を展開する。 ・ＱＯＬ（質）が高く、低リスクで侵襲性の低い安全な医療・ＱＯＬが高く、ローリスクで侵襲性の低い安全な医療を実

を積極的に導入して成果を挙げている。例として、脳神経外践する。
科の覚醒手術、第一外科・第二外科・泌尿器科などにおける
内視鏡手術の高度化などがある。

5-15-1.重粒子線治療装置の導入と既
存施設の機能整備及び拡充を図り ・循環器センター・呼吸器センターを先行して立ち上げ、そ、・病棟の再整備にあわせての各種センター整備計画を一部先
高度先進医療を実践する。 の業務について検証を行っている。このデータに基づき、今行して、循環器センター及び呼吸器センターの活動を開始す

後の病棟再整備の際に設立される各センターの計画を構築しる。
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ている。・平成15年度に採択された21世紀ＣＯＥプログラム「地域特
・21世紀ＣＯＥの成果を学術専門誌に発表するとともに、特性を生かした分子疫学研究」の取組みの中で、研究成果の臨
許申請・臨床現場への応用を目指したベンチャー企業（ＣＯ床現場への活用を目指す。
ＭＥセンター）を設立して活動を開始した。平成17年度まで・癌治療への優れた有用性が治療段階を終えて確立した重粒
に、糖尿病・パーキンソン病・C型肝炎の発症に寄与する遺伝子線治療装置の速やかな導入を目指し、最先端医療を一般患
子多型をそれぞれ複数個発見し、特許を３件出願中である。者に提供するシステムを構築する。
また、パーキンソン病に関してゲノム創薬を目指して製薬企・既存の施設の機能整備、拡充を図る。
業と共同研究が１件進捗中である。
・重粒子線治療センターの設置に向けて、放射線治療科（放
射線腫瘍学分野）を新設するための整備を行った。
・癌治療への優れた有用性が治療試行段階で確立された重粒
子線治療装置の速やかな導入を目指し、最先端医療を一般患
者に提供するシステムを構築するため （株）山形先端医療研、
究所を立ち上げ、山形大学医学部と密接に協力して導入プラ
ンを策定しつつある。
・既存の施設の機能整備・拡充を図る。医学部がんセンター
を立ち上げ、がん患者登録センター・高度がん診療企画室・
がん遺伝子診療研究部・がん予防診療広報室・外来がん化学
療法室・がん診療連携センターを組織し、活動を開始した。

5-25-2.遺伝子診療、臓器移植の積極
的推進を図る。 ・予防医療における遺伝子診療を実際に応用することを目指・実現可能な遺伝子診療及び臓器移植医療の計画的な検討・

した「21世紀ＣＯＥ」の成果を学術専門誌に発表するととも推進を図る。
に、特許申請・臨床現場への応用を目指したベンチャー企業
（ＣＯＭＥセンター）を設立して活動を開始している。
・脳死臓器移植に対応するためのマニュアルの改訂・生体肝
移植を実施するための院内体制の整備・マニュアルの改訂を
完了した。

5-35-3.遠隔医療による地域支援を実
施する。 ・平成16年10月に、県内の遠隔地の医療機関と遠隔医療シス・関連医療機関との遠隔医療システムの構築及び連絡会を設

テムを構築するとともに連絡会を設置し、画像病理診断を実置する。
施することとした。平成17年度の遠隔医療のうち、病理診断
の実施状況は、三友堂病院（米沢市）が12件、山形県立新庄
病院が７件である。
また、放射線診断については、県立新庄病院と連携して行
っている。

6-16-1.低年次学生の早期体験学習
（early exposure）とボランティ ・医学科では、１年次学生が夏休み期間に、山形市・天童市・患者の同意を取り安全な実習のシステムを構築する。
ア実習の充実を図る。 ・上山市の消防署において救急車同乗実習を行っている。

・看護学科では、２年次から希望する学生が週１回程度の割
合で小児科病棟ボランティアとして、プレールームなどで入
院患者と接触している。平成17年11月現在で今年度は27人が
従事している。

6-26-2.クリニカルクラークシップの
検証と充実を図る。 ・研究・学部教育などでの成績優秀者実績顕彰制度を確立し・医学部を中心としたシステムにより、成績優秀者実績顕彰

た。制度の確立を目指す。

6-36-3.モデル・コア・カリキュラム
の検証と充実を図る。 ・臨床実習を中心とした医学科のカリキュラムにより、実習・臨床実習を中心とした医学科のカリキュラムにより、クリ

時間を増やし、参加型実習を充実させた。臨床実習の際に、ニカルクラークシップの充実を図る。
患者からの同意を取ることを徹底した。・臨床実習の到達点を明らかにして、その到達のために必要

な人材を配置した機能的教育システムを構築する。



- 80 -

山形大学

7-1.「臨床教育研修センター」構 7-1
想を推進する。 ・卒後臨床研修センター機能を充実する （ 山形大学関連病 ・卒後臨床研修センター機能を充実する（ 山形大学関連病院。「 「

院会」及び「山形大学蔵王協議会」との連携強化） 会 「山形大学蔵王協議会」との連携強化して、卒後臨床研修」
・全人的医療人を育成するための総合医学教育センターの計 において地域医療機関との相互交流を盛り込んだプログラム
画を推進する。 を策定して運用している 。）
・後期レジデント育成のプログラムとそれに参加する地域病 ・全人的医療人を育成するための総合医学教育センターの計
院との連携を図る 総合医学教育センターの機能充実を図る 画を推進する。後期レジデント育成のプログラムとそれに参。 。
・研修医の研修環境の整備を図る。 加する地域病院との連携を図る。総合医学教育センターの機

能充実を図る。具体的なプログラムは現代ＧＰのプログラム
をもとに卒前・卒後初期研修・後期研修・生涯教育の一貫し
た教育・支援体制の企画を行い、今後のさらなる体制整備を
目指している。
・研修医の研修環境の整備を図る。研修プログラムの検証・
指導方針の策定・指導の質の向上などのための院内研修を頻
繁に行っている。

7-27-2.医療従事者の計画的な研修体
制の整備を図り、研修機会の拡大 ・人材の適材適所を実行するために業務の定期的・体系的に・実践能力の適正な評価システムを構築する （人材活用と人。
と人材育成を図る。 検証を院内の各部署において行っている。具体的には、放射材の計画的養成）

線部技師長を医療情報部副部長（教員ポジション）へ移動さ
せた。

8-18-1.高度先進医療を開発する。
・医学系研究科と学内・学外研究機関との連携・協力体制の・医学系研究科、学内・学外研究機関との連携・協力体制の
強化・充実を図る。そのために財務委員会など医学部・病院強化充実を図る （独立専攻の目的を完遂する ）。 。
で合同機構を設置している。・高度先進医療の開発と実用化を図る。それを事務的にサポ
・高度先進医療の開発と実用化を図るため、それを事務的にートするチームを機能させる。
サポートするチームを機能させる。・高度先進医療を推進するチームの設置による高度先進医療
・先端的な基礎医学研究の成果を踏まえ医療技術へ展開するの開発と実用化を図る。
臨床研究（トランスレーショナル・リサーチ）を推進する。・先端的な基礎医学研究の成果を踏まえた医療技術へ展開す
具体的には「21世紀ＣＯＥ」の成果を実用化するためのＣＯる臨床研究 トランスレーショナル・リサーチ を推進する（ ） 。
ＭＥセンターの設置・脳神経外科における覚醒下手術・眼科・中期目標期間中を通じて、医療機器新規開発を推進する。
における光断層計の開発などがある。
・中期目標期間中を通じて、医療機器新規開発を推進する。
眼科における「光断層計の開発」などが具体例である。

8-28-2.治験管理センターの機能的管
理運営による新薬開発と臨床研究 ・治験責任医師とＣＲＣ（治験コーディネーター）の密接な・治験受託研究件数の確保と実施率の向上を図る。
の活性化を推進し、治験受託研究 連携により、治験実施率の向上を図っている。・治験に関する教育・広報活動を強化する （セミナー等の開。
件数の確保と実施率の向上並びに ・平成18年３月の状況は、受入件数28件、受入症例数143件、催）
治験に関する教育・広報活動を強 実施数92件で、実施数で、昨年度同期より19件増加した。・治験実施レベル向上のため専任のＣＲＣを配置し、資格取
化する。 治験コーディネーターの養成にも力を入れている。得者数を増加させる。

・本年度も、一般市民に向けに公開講座「生活習慣病から身
を守るために」を11月に開催し、その際に治験の仕組みなど
をわかりやすく説明した。
・研修会及び学会にＣＲＣを参加させレベル向上を図ってい
る。
・ＣＲＣ全員が「日本臨床薬理学会の認定ＣＲＣ」認定を取
得するための体制を構築中である。

8-3.民間機関等との産学連携強化 8-3
策を構築する。 ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・治験管理センターの活性化を図った。、 。

受託研究受入システムの改善充実を図った。平成17年度の
契約数は159件で前年度より24件増加した。

8-4.研究成果を公表する。 8-4
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・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・病院のホームページに講座の紹介と共に研究業績等を登載、 。
している。
研究成果の報告書を作成し、マスコミにも発表している。

8-5.研究支援体制を充実させる。 8-5
・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・平成16年度に実施済みであるが、さらなる充実を図った。、 。

9-1.病院長のリーダーシップを強 9-1
化する。 ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・病院戦略策定委員会による戦略の決定を行った。経営企画、 。

部による経営企画と経営改善ヒアリングを行った。
また、医療安全・感染対策など重要な部門は病院長直轄と
した。

9-2.健全な病院経営確保の観点か 9-2
らの組織改革を進め、病院経営専 ・平成16年度に設置した病院経営企画部の体制及び機能強化 ・病院経営の企画・立案を機能的に行うため、医学部附属病
門職員（医療事務を含む）を養成 を図る。 院経営企画部の業務をさらに見直し、病院長・副病院長（経
する。 ・民間的経営手法を導入する （民間人の顧問等の採用） 営担当 ・医療情報部等とのミーテイングを定期的に行い、経。 ）

・医療材料・医療器材等の一元的管理改善の観点等から、病 営状況の分析・各部門への情報提供・医学部病院の意思決定
棟再整備の検討に合わせて、平成19年度までに、物流センタ 機関（医学部最高運営会議）等への情報の提供・その支持を
ー、医療機器管理室の充実を図る。物流センターについては 受けての企画立案など病院経営改革への具体的な活動を行っ
ハード・ソフトの両面から検討を深め、また医療機器管理室 ている。
についてはハード面の整備を進めるとともに、医療機器の管 ・法人化に伴い導入された企業会計の中での病院経営の在り
理機能を充実整備する。 方を検討している。民間人の任用等は行っていない。
・経営改善ヒアリングと検証を継続しながら、各部門と協力 ・物流センターについては、物流センターＷＧを設置し、医
して業務の合理化を検討・推進する。 療材料・医療器材等の一元的管理改善の観点等から病棟再整
・病院経営に必要な専門研修の充実を図る。 備に合わせた新病院内物流システム（ＳＰＤ）の導入につい
・病歴（カルテ）検証チームによりカルテの定期的チェック て、仕様策定に向け作業を開始した。
を行う。 また、検収システムの確立・材料部（将来物流センターへ

） 。改編を予定 取扱物品の割合の増加とコード化を行っている
・医療機器管理室に臨床工学士を増員し、将来のＭＥセンタ
ーの組織主体となる医療機器管理室を中心にソフト面・ハー

。 、ド面の整備を行っている 特に機器の管理システムを強化し
使用法の講習会を行うなどして医療安全に貢献している。
・本院における今後のＩＴ戦略の方向性の検討にあたり、平
成17年９月に経営企画部主催で「岐阜大学病院における生き
残り戦略とその成果」の演題で、岐阜大学医学部附属病院医
療情報部長の講演会を開催した。

9-39-3.四半期ごとに短期的経営目標
の設定を行う。また、３年ごとに ・平成17年度状況（４～３月）は次のとおりである。・稼働率、在院日数、査定率、手術件数等の各事項における
診療科の病床数を見直し、その適 病床稼働率87.9％ 在院日数 一般病棟 22.83日 紹介率55.目標値を設定し、院内全体で目標達成を図る （各目標値は年。 、 （ ） 、
正化を図るシステムを構築する。 8％、査定率（４～２月）0.258％、新患率（外来）8.9％、新度毎に設定する ）また、保険外診療の充実を図る。。

入院患者数7,765人、手術件数3,601件・定期的（臨時を含む）に各科等のヒアリングや経営分析を
・保険外診療：人間ドックの実施（平成16年12月から）行い、短期的経営目標の設定及び評価等を行う。
・平成17年５月から６月にかけて、各診療科・中央診療施設
・看護部のヒアリングを実施し、平成16年度の決算状況及び
平成17年度の目標値等を説明するとともに、経営改善につい
て質疑応答を行った。
また、11月に平成17年度第２回目の各診療科ヒアリングを
、 。実施し 中間決算状況及び設備導入に係る検証等を実施した

9-49-4.医療提供機能の充実という観
点からの組織改革を実施する。 ・現在の講座制・診療科別診療体制の見直し、疾患単位・患・現在の講座制、診療科別診療体制の見直し、疾患単位、患

者中心の医療を行う診療体制（臓器別・系統別）の構築を図者中心の医療を行う診療体制（臓器別、系統別）の構築を図
るとともに、中央診療施設等部門における診療支援業務の再るとともに、中央診療施設等部門における診療支援業務の再
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構築を図る。構築を図る。
・医療機関との人事交流について適正な人事に資するため、・医療機関との人事交流について適正な人事を、医学部地域
医学部地域医療医師適正配置委員会（平成16年９月設置）を医療医師適正配置委員会の活動により行う。
発展的に改組して、県民代表等をはじめとする第三者を構成・医局を中心とした後期レジデント教育のプログラムを整理
員にかかえた山形大学医学部地域医療医師適正配置委員会をしてデータベース化を行う。
新設した。・医局の制度の適正化を図る。
・医局の制度の適正化を図っている。医学教育おける中心的
な機能・診療の中核としての機能を中心としている。人事配
置については医学部地域医療医師適正配置委員会において行
うことにより適正に行っている。医局を中心とした後期レジ
デント教育のプログラムを整理してデータベース化し、ホー
ムページに掲載している。

9-59-5.多元的な外部評価を導入し、
（ ） 、継続的な組織の改革を実施する。 ・外部評価機関 ＩＳＯ による定期的な業務監査をうけて・外部機関（ＩＳＯ）による定期的な業務監査を行う。

病院業務の定期的見直しを図っている。
また、外部評価の結果については、ホームページ等に掲載し
公表している。

9-69-6.患者満足度調査などの診療ア
ウトカム評価を実施する。 ・病院全体での患者満足度調査を定期的に行っている。・患者満足度調査を定期的に実施する。

また、各部門で独自に限定的な小調査を行っており、その・地域連携医療機関等の満足度調査を実施する。
結果を業務改善に向けて利用している。
さらに、患者からの投書箱「患者さんの声」の投書に基づ
いて業務改善を行っている。
・地域医療センターにおいて地域連携医療機関等の満足度調
査を実施した。

9-79-7.現在の安全管理体制並びに危
機管理体制を見直し、その強化に ・病院規則及び医療安全管理部規程の見直しを行い、医療安・ 医療事故防止対策委員会 「医療安全管理部 「リスクマ「 」、 」、
取り組む。 全に係る部門の独立性を明確にした。ネージャー 「患者相談室」等の機能と役割を定期的に見直」、

・患者の転倒防止対策として、患者用のビデオを作成するとし、安全管理体制の強化に取り組む。
ともに、患者毎のアセスメントシートを作成し、それに基づ・医療事故防止や安全管理に有効と思われる新しい方策の積
くリスク別の看護計画を標準化した。全病棟で転倒防止対策極的導入や活用を図るなど、ＷＧを設置し短期的な成果を出
に活用している。す。
・患者の服薬について、与薬カートを整備し、薬剤師と看護
師によるダブルチェックシステムを導入した。

、 、・科学療法WGを設置し 抗癌剤を使用する科学療法について
医療安全の向上についての検討を開始した。

9-89-8.環境に配慮した医療サービス
を提供する。 ・環境に配慮した病院業務を改善するために業務の見直しを・平成21年度までに、ISO14001に適合した基本的な環境管理

行っている。具体的には医療廃棄物の適正な廃棄を厳正に守マニュアルについて検討し、作成する。
ることを重点的に検証し注意を喚起している。

10-110-1.病院内外の案内板や掲示物を
見直し、総合案内を充実させる。 ・病院内外の案内板（正面入り口左に顔写真入り案内板）や・病院内外の案内板や掲示物を見直し、総合案内を充実させ

掲示物等（各病棟の看護師の顔写真入り掲示物の工夫等）をる。
見直し、総合案内を充実させる。

10-2.患者給食の選択メニューの充 10-2
実・拡大等により食堂、売店等の ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・患者給食の選択メニューの拡大をした。24時間営業のコン、 。
利便性を向上させる。 ビニ・コーヒーショップの平成18年度からの開店を決定する

など、利便性を向上した。売店が各病棟へ移動販売を行うワ
ゴンサービスを開始し、患者サービスの向上に努めた。
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10-310-3.診断書等の発行窓口を設置す
る。 ・診断書等の発行窓口を設置し、運用を開始した。・診断書等の発行窓口を設置する。

10-410-4.図書室の設置やコミュニケー
ションギャラリーの有効活用等に ・患者用の図書室を設置した。コミュニケーションギャラリ・図書室の設置やコミュニケーションギャラリーの有効活用
より患者接遇の改善を図る。 ーで各種展示を行うことにより患者接遇を改善している。等により患者接遇の改善を図る。

・ネットワークを利用した患者サービス提供を平成21年度ま・ネットワークを利用した患者サービス提供を平成21年度ま
での病院再整備時に導入するための検討を行っている。での病院再整備時に導入する。

11-111-1.地域医療連携センターの機能
の強化並びに病病連携、病診連携 ・地域の医療機関に「診療科診療内容・担当医紹介」等を８・地域医療への貢献（地域医療連携センターの効率的運用、
システムの整備・充実を図る。 月に送付した。紹介元医療機関への返書システムを院内全体地域検診、医療相談、遺伝相談室の活動と広報など）を推進

に11月から実施した。する。
・附属病院では、医療相談室（平成17年度において、多い月
は500件程度）及び遺伝相談室を（平成15年度は９件・平成16
年度は16件・平成17年度は22件）が設置しており稼働してい
る。これにより、地域住民の相談に応じている。

11-211-2.在宅医療、遠隔病理診断並び
に画像診断の充実を図る。 ・平成16年10月に、県内の遠隔地の医療機関と遠隔医療シス・地域の医療機関への画像診断の支援システムの構築を図る。

テムを構築するとともに連絡会を設置し、画像病理診断を実
施することにした。今年度の遠隔医療のうち、病理診断の実
施状況は、三友堂病院（米沢市）が12件、山形県立新庄病院
が７件である。
・放射線診断は、県立新庄病院と連携して行っている。
・在宅医療の主なものは、次のとおりである。在宅自己注射
・在宅酸素療法・在宅自己導尿管理・在宅人工呼吸指導・在

。宅経管栄養指導・痴呆患者在宅療養・在宅寝たきり患者処置

11-311-3.地域医療機関とのオープンカ
ンファレンスを企画する。 ・オープンカンファレンスまでには至っていないが、患者個・地域医療機関とのオープンカンファレンスを企画する。

別の退院時指導を含め地域医療（保健）機関と相談した。

11-4.脳卒中相談室、遺伝カウンセ 11-4
リング室等の機能強化を図る。 ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・脳卒中相談室・遺伝カウンセリング室等の機能強化を図っ、 。

た。

11-511-5.平成14年８月に山形県が策定
「 」（ ）した「やまがた子どもプラン実施 ・ やまがた子どもプラン実施計画 子育て支援４カ年計画・平成18年度までに、平成14年８月に山形県が策定した「や

計画 （子育て支援４カ年計画）に に対応し、県内の小児医療の向上に向けた研究会や講演会を」 まがた子どもプラン実施計画 （子育て支援４カ年計画）に対」
対応し、母子保健医療分野で積極 定期的に開催している。応し、県内の小児医療の向上に向けた研究会や後援会を定期
的推進・連携を図る。 ・本院小児科は、年２回日本小児科学会山形地方会を開催す的に開催する。

る。そのほか、山形県周産期・新生児医療研究会等５件の事
業を企画している。
・本院産科婦人科は、山形産婦人科ＭＥ研究会を毎月開催す
るほか、山形県産婦人科集談会等の多くの事業を企画してい
る。

12-1.地域医療人（医師、コ・メデ 12-1
ィカルスタッフや救急救命士等の ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・各種研修制度の受入制度により、今年度は延べ166人を受け、 。
受託研修生等）の受入れ体制の充 入れている。内訳は次のとおり。臨床検査技師４人（手術部
実と整備を図る。 ２人、輸血部２人 、薬剤師３人・栄養士２人・理学作業療法）

士５人・視能訓練士４人・歯科技工士衛生士26人・看護師118
人・医療事務４人。
・救命救急士の気管挿管実習の受入を決定し関係機関との協
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議が整い、受入体制を確立した。本年10月から、西村山広域
消防組合１人を受け入れている。

12-2.「山形県医療グランドデザイ 12-2
ン作成室(仮称 」を創設する。 ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・生命環境医科学専攻に医療政策学講座を開設し、教育研究） 、 。

活動を開始した。
・医学部・県・医師会による山形県医療対策協議会の設置に
より、今後の活動を通して情報ネットワーク構築を図る。

13-1.病院広報誌（平成14年10月創 13-1
刊）の充実を図る。 ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・大学病院ニュースを創刊した。、 。

13-2.ホームページの内容充実（英 13-2
、 。 。文ホームページを含む）を図る。 ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・ホームページに治療成績・大学病院ニュースを充実させた

特に社会へ向けた診療内容につい ・診療情報の提供を行い、患者サービスの一環とした。
ての情報発信を充実し、患者サー ・ＩＳＯの外部評価をホームページに公表している。
ビスの一環とする。

13-313-3.本院の先端医療や施設設備な
どの積極的公開と「地域住民見学 ・病院の業務・設備などを積極的に社会に公開している （８・本院の先端医療や施設設備などの積極的公開と地域住民を 。
会」を企画し、実施する。 月の医学部見学会に合わせた病院見学・ＭＥＧ導入時の報道含む見学会を企画し、実施する。

機関への公開などが具体的例）

13-413-4.定期的に報道機関等との対話
の機会 病院長記者会見 を設け ・報道機関を通じた社会への情報発信を行っている （ホーム（ ） 、 。・報道機関等との対話の機会（病院長記者会見）を拡充し、
病院情報の積極的な公開と発信を ページの充実・改変・大学病院ニュースの改変・記者会見の病院情報の積極的な公開と発信を行う。
行う。 随時実施）

13-513-5.公開講座や健康相談などを積
極的に開設し、地域住民のニーズ ・公開講座や健康相談などを積極的に開設し、地域住民のニ・公開講座や健康相談などを積極的に開設し、地域住民のニ
に対応した病院資源やノウハウの ーズに対応した病院資源やノウハウの提供を行っている。ーズに対応した病院資源やノウハウの提供を行う。
提供を行う。

14-1.中期目標、中期計画、年度計 14-1
画を院内外に情報提供を行う。 ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・中期目標・中期計画・年度計画は、年度初めの教授会で報、 。

告し、ホームページに登載し、公表した。

14-214-2.高度先進医療の取組状況や各
診療科の診療内容をホームページ ・ホームページを充実し、病院の各診療科の診療内容・診療・高度先進医療承認項目のみでなく、取り組み状況について
で公開する。 成績・高度先進医療承認項目・外部情報公開（ISO)・大学病ホームページに公開する。これにより、産学共同研究を取り

院ニュースのバックナンバー・がんセンター活動内容・治療組みつつ、より高度な医療を目指す。
成果など多くの情報を提供している。

15-1.利用者のニーズに対応するシ 15-1
ステムを構築する。 ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・患者満足度による体制整備を行っている。、 。

15-215-2.病院機能や診療レベルの外部
評価を積極的に実施する。 ・病院機能・診療レベルの外部評価（ISO9001）取得時の結果・病院機能や診療レベルの外部評価（ISO9001）を積極的に受

は病院内・ホームページ等に公開している。け、その結果については積極的に公開する。

16-1.教員の任期制の効果的な運用 16-1
を図る。 ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・教員の任期制を導入し効果的運用を図っている。、 。

16-2.診療体制等の特性に応じた医 16-2
師の適正配置を図る。 ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・臓器別診療体制を実施し、適切な医師の配置を行った。、 。
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16-3.職員の能力開発と評価制度の 16-3
確立を図る。 ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・教員の任期制における評価項目について詳細に検討した。、 。

教員の任期制に係る中間審査を平成18年度中期に行うことを
決定した。

16-4.業務内容に応じた人材の重点 16-4
配置を図る。 ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・病院運営に係る委員会の委員長・メンバー等を病院長が指、 。

、名する制度や診療科長等を教授以外にも拡大するなどにより
より適切な人材配置を図っている。
・コメディカルについても、各部門の業務内容を精査・検証

（ 、して人員の再配分を決定し行っている 例：看護師長の配置
事務組織の改組等 。）

17-1.姉妹校との交流の活発化を図 17-1
る。 ・平成16年度に実施済みのため 平成17年度は年度計画なし ・ウプサラ大学医学部（スウェーデン）と学部間協定を締結、 。

する方向で検討中である。各締結校からは、毎年学術交流研
究者を受入れており、今後も交流を進めることにしている。
・姉妹校との協定に基づき２名の交流研究者を受け入れた。
・平成17年５月に中国・寧夏医学院と研究交流体制について
の意見交換を行った。
・平成17年８月に中国・華北煤炭医学院と研究交流体制につ
いての意見交換を行った。
・平成17年10月に中国・河北医科大学と６番目の姉妹校協定
を締結し、更なる交流活動の活性化を図った。

17-217-2.国際的な共同研究 人事交流、 、
医療支援の推進と体制整備を図る ・国際的な共同研究・人事交流・医療支援の推進と体制整備。・国際的な共同研究、人事交流、医療支援の推進と体制整備

を図っている。平成17年度５月現在で、19人の留学生を受入を図る。
れている。

18-118-1.高度先進医療を実践する診療
体制を推進するため、附属病院施 ・高度先進医療を実践する診療体制を推進するため、附属病・高度先進医療を実践する診療体制を推進するため、附属病
設の再整備計画の推進に努める。 院施設の再整備計画の策定を積極的に行っている。院施設の再整備計画の推進に努める。

、 、・患者本位の医療の実践に向けて 病棟再整備の推進のため
病棟再整備計画を綿密に、繰り返し検証し、企画策定してい
る。手術部・ＩＣＵ／ＨＣＵ・救急部が相互に関連しつつ最
大の機能が発揮できるような整備計画を策定している。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（３）附属学校に関する目標

１）教育・研究活動の基本方針
大学・学部における児童、生徒及び幼児の教育又は保育に関する研究に協力し、学生の教育中
実習に当たる。
１．大学・学部と附属学校園の連携・協力を強化し、共同研究の推進を図る。期
２．学部学生の教育実習の効果的な実施と実習生の資質の向上に努める。
３．附属学校園が目指す教育理念・目標を明確にし、その実現に向けた教育を実践する。目
４．附属学校園の在り方について検討を進める。
２）学校運営の改善の方向標
１．自己点検評価を定期的に行い、開かれた学校園づくりを推進する。
２．教育研究面での附属学校園間の連携強化を推進する。
３．入学者選抜に関して、客観的かつ合理的な方法を構築する。
４．安全管理体制を整備し、安全教育を推進する。
３）地域社会との連携等
１．地域貢献を積極的に行うとともに地域社会との連携を強化する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（３）附属学校に関する目標を達
成するための措置
1) 教育・研究活動の基本方針
1-1.大学・学部と附属学校園との 1-1

、共同研究部会の発展・充実を図る ・大学・学部と附属学校園との共同研究部会の発展・充実を ・附属学校研究推進委員会の下に21の共同研究部会を組織し
とともに、研究成果を年１回報告 図るとともに、研究成果を年１回報告書に取りまとめ、その 地域教育文化学部を中心とした大学教員と附属学校園の教員
書に取りまとめ、附属学校園での 附属学校園での応用実践について具体化を検討する。 で研究を推進し、その成果は毎年度共同研究報告書（平成17
応用実践について具体化を図る。 年度・全76項）として取りまとめることが定着してきた。

また、各附属学校園においては、以下の措置を行う。 ・各附属学校園が開催する研究協議会（公開研究会）での理
・附属小学校では、①全体研究会及び教科部会において、大 論研究・公開授業等に反映させるなど、各附属学校園での応
学・学部教員と共同研究体制を構築し、理論と実践の両面か 用実践に活用した。

、 （ ） （ ）らの研究を推進する、②研究協議会を年２回程度開催し、共 ・平成17年度にあっては 研究論文 １件 ・学会発表 ２件
同研究による実践研究の成果と課題を確認する、③現職教育 等、共同研究が充実発展した。
充実のため大学・学部教員の専門分野の講義や実技を研修す
る機会を設定する。
・附属中学校では、附属学校研究推進委員会を中軸に、次の
事項を推進する。①教科と総合的な学習の時間の関連を深め
る研究を大学・学部教員と共に進める。②委員会を年２回開
催し、研究の成果を提供し合い、研究を高める機会を設定す
る。③共同研究部会ごとの課題研究を推進する。④大学・学
部教員の研究を実証する場を提供する。
・附属養護学校では、①全体研究について、大学・学部教員
と共同研究の体制を更に強化し、全体研究会を年５回程度開
催するよう努める、②大学・学部教員に研究の場を提供し、
日常の授業への大学・学部教員の参加を進める、③教員の個
別研究において大学・学部教員との共同研究を進める、④現

山形大学
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職教育充実のため大学・学部教員の参加を進める。
・附属幼稚園では、①幼児教育又は関連する学問分野におけ
る大学・学部教員の研究を始め、大学院生、学部学生の研究
に協力する、②研究協議会を年３回程度開催して、研究の総
括と方向性について協議し、大学・学部の共同研究者との連
携強化を図る、③研究成果の一部を保育学会等で報告するよ
う努める。

2-1.大学・学部の教育実習計画に 2-1
基づき、効果的実習が行えるよう ・大学・学部の教育実習計画に従い、効果的学習が図られる ・ 教育実習専門委員会 （構成員：地域教育文化学部・附属「 」
協力するとともに、教育実習に関 よう協力する。 学校園・教職研究総合センター教員・年４回開催）の委員と
する全学組織を通じて、教育実習 ・教育実習に関する委員会を通じて、教育実習の方法改善に して効果的実習が行えるよう計画・立案した。特に、新学部

、の方法改善に努める。 努める。 への改組後の学生に対する実習計画を入念に検討すると共に
・事前・事後指導、評価方法の改善を検討する。 他学部（人文学部・理学部）学生への事前事後指導の実施も
・大学・学部との緊密な連携を図りつつ、公立学校での教育 定着してきている。
実習との有機的な連携を検討する。 また 全学組織の 教員養成機構連絡協議会 において 教、 「 」 、「

育実習の手引き」や「教育実習日誌」の全学的統一など円滑
な教育実習の方法改善に協力した。
・ 教育実習運営協議会 （構成員：山形市教育委員会・公立「 」
学校教員・地域教育文化学部・附属学校園教員等）を年２回
開催し、公立学校との連携を深め、実習生受け入れ校に指導
後アンケートを実施し、実習の評価と課題を整理した。

2-2.幼児・児童・生徒の理解・支 2-2
援について、教育実習生がより効 各附属学校園においては、以下の措置を行う。 ・ 教育実習の手引き」に「指導案編」を作成し、学生が効果「
果的に学べるようプログラムの改 ・附属小学校及び附属中学校では、大学・学部との緊密な連 的に学べるようにし、また指導に活用した。
善を図る。 携を図りつつ、学生にとってより効果的な実習になるよう改 ・各附属学校園では、教育実習生の実態に応じて効果的に学

善を図り、プログラムを充実する。 べる対策を練った。
・附属養護学校では、①子ども理解・支援について、学生が ・附属小学校では、実習生通信（ みのりの一日 ）をほぼ毎『 』
より効果的に学べるよう、プログラムを改善する、②大学研 日発行し、実習の心構えや服務・教材研究に供した。
修生の研修内容を改善する。また、達成目標を明らかにし、 ・附属養護学校では、児童・生徒の実態把握を促進する資料
研修プログラムを作成する、③学生の「心のバリアフリー」 の準備や「心のバリアフリー」を目指す広報を行った。これ
を目指して発足した「教育ボランティア制度」により、多く により、実習後の学校ボランティアが昨年の３倍以上に増加
の学生が参加するよう広報活動を強化する。 した。
・附属幼稚園では、幼児理解・支援の基本について、学生が ・附属幼稚園では、各年齢ごとの幼児理解ディスカッション
より効果的に学べるよう、プログラムを充実する。 を実施し、学生の幼児理解促進を図った。

3-1.附属小学校においては、個々 3-1
の児童の学びの実感と集団の高ま ・児童の学校生活全体を日課表の中に位置付けて見直しなが ・児童の学びの実感を保証するために「自ら学びをもとめ続
りを目指し、日常における評価を ら、教育活動の在り方について実践的研究を進める。 ける子ども」をテーマにし、日々実践研究をすすめた。年間
特に重視して児童の具体的な姿で を通して、全体研・実践研・授業研・部会研・研修会・学級
効果を捉えながら、教育の一層の 公開と実践記録の配布を継続的に実施し、その成果を『授業
充実とより実践的な研究の推進を の創造６号』にまとめた。
図る。 ・学校生活全体の中に、異年齢集団で構成する縦割り班（１

～６年）の活動を、朝清掃・遊び・会食・行事等に積極的に
、 、導入し 互いに思いやる姿など集団としての高まりがみられ

成果が表れた。

3-2.附属中学校においては、教育 3-2
目標である「豊かな知性と社会性 ・学校生活の中で、学習活動や諸活動が自主的・主体的に行 ・自主性や実践力を養うために生徒会総会の運営等を活用し
を持ち自主的で実践的な生徒の育 われ、活力みなぎる居心地のよい学校づくりを図る。 て指導したり「総合的な学習の時間」で外部講師等、社会と
成」に向けた学校運営を図る。 ・かかわり合いやコミュニケーション活動を通して、互いに の交流をすることにより、事前・事後の活動（依頼、礼状や

練り合い高め合い、共に成長する喜びを感じられる学校づく 感想文を届ける等）で社会性・自主性等を実践的に学習させ
りを図る。 た。
・生徒の興味関心が喚起され、生き生きと学ぶ授業づくりに また、進路指導では、将来の生活設計について学習し、卒
取り組む。 業生を講師として招き、生き方について講話を聞く機会を設

山形大学
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・将来の進路の実現に向けて、自分の生き方を見つめ、職業 け、自分の進路や職業観を培う場を設けた。
観や上級学校について学ぶ場を計画的に設ける。

3-3.附属養護学校においては、児 3-3
童生徒のニーズと主体性とを尊重 ・児童生徒の主体性を尊重する授業づくりに取り組む。 ・ 児童生徒の思いや願いを大切にする授業づくり」を研究テ「
する授業づくりに取り組み 「個 ・児童生徒一人一人の特別な教育的ニーズに応じた適切な教 ーマとし、主体的に参加しようとする児童生徒の育成をめざ、
別支援計画」がより適切なものと 育内容や方法になっているかの観点から「個別の指導計画」 した授業実践を行った。
なるよう工夫するために、同計画 を年２回見直す。 ・児童生徒の実態と照らし合わせながら「個別の指導計画」
の見直しを年２回行う。 ・ 個別の移行計画」がより適切なものとなるよう工夫する。 を年２回見直し、その計画に従って進路移行が円滑に進むよ「

・進路保障のため、福祉・雇用関係の施設や機関とのネット う福祉・雇用関係の施設や関係機関と会議を行った。
ワークを発展させる。 ・大学と連携して「ふようセミナー （３回）や「夏季セミナ」
・大学と連携して各種の研修会やセミナー、ワークショップ ー （１回）を開催し、山形県の特別支援教育のセンター的機」
等を年１回程度開催すること等を通して、特別支援教育の研 能を果たした。
修センター的機能を果たすよう努める。

3-4.附属幼稚園においては 「生 3-4、
きる力」の基礎を育むことを目標 ・幼児の個性的な発達や遊びの多様性と、より的確な幼児理 ・教育目標を実現するために、以下のような手立てをとり実
として、主体的で多様な遊びを通 解を図るために、ティームティーチングの考え方を導入する 践を充実させた。
した教育を柱に、一人ひとりの個 など、豊かな教育環境の創造に努める。 ① 毎週定期的に位置づけた「保育ディスカッション」を通
性に応じた総合的な幼稚園教育の ・自然環境における活動や異年齢交流の機会を重視して柔軟 して保育者間の共通理解・保育者理解を図り、ティーム保
実現を目指す。 なカリキュラムの編成に努める。 育を基本にした研究実践を推進。

・家庭と園の相互の連携を密にし、幼児の遊びの実態や生活 ② 指導計画に評価や改善点を記入する「指導録」の形式を
の模様について相互理解を図るとともに、子育て相談、家庭 用い、柔軟かつ機能的なカリキュラムを作成。
教育相談などと対応しながら 子育て支援活動の工夫をする ③ 研究協議会（４回）や公開研究会（２回）及びワークシ、 。
・保護者参加の園行事を企画し、保護者の幼児理解を援助す ョップなどにおいて、共同研究者からの助言・指導を得な
る。 がら推進。
・大学・学部教員の専門分野の知見を活かした幼稚園教育を ④ 学生ボランティアを募り、園児との交流の機会を設け、

「 」 、計画する。 保護者に ふようサポーター プログラムへの登録を要請
・学生ボランティアや地域人材を活用するなど、開かれた幼 得意分野を通しての園児とのふれ合い。
稚園教育の実現を工夫する。

4-1.附属学校園の在り方について 4-1
は 「国立の教員養成系大学・学部 ・ 国立の教員養成系大学・学部の在り方に関する懇談会報告 ・学部附属から大学附属になり、組織的な変更に伴う規則を、 「
の在り方に関する懇談会報告書」 書」を重視しつつ、平成17年度から大学附属となることを踏 全面的に改正すると共に、四附運営経営部会において、今後
に基づき更に検討を進め結論を得 まえ、附属学校の在り方を点検する。 の附属学校園の在り方について議論した。幼・小・中一貫性
る。 カリキュラムの検討や養護学校との交流を重視した四附連携

の教育計画を練った。

2) 学校運営の改善の方向
1-1.自己点検評価を年１回以上行 1-1
うとともに、外部評価の在り方を 各附属学校園においては、以下の措置を行う。 ・各附属学校園共に自己点検評価を１回以上行った。
検討する。 ・附属小学校では、①自己点検項目を吟味し、年１回以上の ・各附属学校園とも保護者によるアンケートを実施し、教育

自己点検を行う、②保護者を対象としたアンケートを年１回 活動、及び学校運営に反映させた。
以上実施する、③学校評議員を活用した評価の在り方につい
て検討する。
・附属中学校では、①自己点検評価項目を吟味し、年１回以
上の自己点検を行う、②年に２回以上の学校公開日の開設を
図り、学校・家庭・地域の連携を更に強化する。また、その
際に学校の教育活動に関するアンケートを実施し、学校運営
に役立てていく、③学生ボランティアの活用や、地域の人材
活用によるゲストティーチャーによる授業を更に強化する。
・附属養護学校では、①自己点検評価項目を再吟味し、年２
回自己点検を行う、②授業及び学級を担当するすべての教員
が授業や学級経営について自己点検評価を年１回行う、③保
護者からの外部評価の項目を検討する、④地域や関係機関、
関係者等からの外部評価の項目を検討する。



- 89 -

山形大学

・附属幼稚園では、①自己点検・自己評価を年２回実施する
、 、ように努める ②ホームページや子育て支援事業等を通して

保護者や地域関係者からの外部評価の在り方を検討する。

1-2.学校評議員会を年２回開催 1-2
し 意見を学校園の運営に活かす 各附属学校園においては、以下の措置を行う。 ・各附属学校園共に学校評議員会を年２回開催し、各附属学、 。

・附属小学校では、①学校評議員会を年２回開催し、そこで 校園で抱えている課題等について意見交換し、学校経営に活
の意見を可能な限り学校の運営に活かす、②学校評議員から かした。
の積極的な意見を求める上でも、各種行事や学習参観等への ・特に、附属小学校では「子どもの安全」について意見を求
参加を依頼する。 め、ＰＴＡとの連携で登下校の安全指導を進めることを確認
・附属中学校では、①学校評議員制度を積極的に活用し、開 し。
かれた学校づくりに努めていく、②学校評議員会を年に２回
開催する。
・附属養護学校では、学校評議員会を年２回開催し、そこで
の意見を可能な限り学校の運営に活かす。
・附属幼稚園では、学校評議員会を年２回開催し、園の概要
や教育活動について理解を得るとともに、そこでの情報や意
見を園の経営に活かすように努める。

2-1.附属幼稚園・小学校・中学校 2-1
の連携による一貫性に配慮したカ ・附属幼稚園・小学校・中学校の連携による一貫性に配慮し ・ 四附連携委員会」を年４回開催し、幼・小・中の単元配当「
リキュラムの工夫を図る。 たカリキュラムの工夫を検討する。 表の系統性を確認し、一貫性に配慮したカリキュラム作りの

また 附属養護学校では 小中高一貫教育を進めるために 可能性と課題を抽出した。、 、 、
、 、教育課程の改善や小中、中高共同授業を充実発展させる。 ・附属養護学校では 小・中・高一貫教育をすすめるために

、 。小中・中高の共同授業を充実させ 教育課程の改善を図った

2-2.教員が各学校園の授業研究に 2-2
参加する等の相互交流を図る。 ・教員が各学校園の授業研究に参加する等の相互交流を図る ・各附属学校園の教員は、他の附属学校園の公開研究会・校。

内授業研究会に参加し合い、互いの教科理論と実践・子ども
の見方等について研修した。
また、幼小連絡会・小中連絡会を開催し、幼稚園から小学
校への移行・小学校から中学校への移行を円滑に進めるため
お互いに授業参観を行い連携・交流を深めた。

2-3.附属養護学校児童・生徒と附 2-3
属幼稚園・小学校・中学校の幼児 ・附属養護学校児童・生徒と附属幼稚園・小学校・中学校の ・附属養護学校児童・生徒と附属幼稚園・附属小学校・附属
・児童・生徒との恒常的な交流と 幼児・児童・生徒との恒常的な交流と障害者への理解・啓発 中学校の幼児・児童・生徒との恒常的な交流を意図して相互

、 。共生を図るシステムを構築する。 を図る。 に訪問し 障害者への理解・啓発を図るための交流を深めた
・特に、附属小学校５・６年複式学級児童と附属養護学校児
童間での交流では、児童が企画した交流活動を双方の学校で
行い、互いを思いやりながら活動する姿が見られ、効果的な
交流内容を把握することができた。

3-1.入学志願者の保護者に対し、 3-1
、 、 、附属学校園の目的・使命を十分に ・入学志願者の保護者に対し、附属学校園の目的・使命を十 ・募集要項の他に 各附属学校園共 ホームページを充実し

周知するよう努める。 分に周知するよう努める。 各附属学校園の教育理念や教育目標を明示した。
・学校説明会を開き、保護者の質問等に応え、附属学校園の
目的や使命の周知を図った。
・附属小学校では市内幼稚園・保育園の年長組保護者に、附
属中学校では市内小学校５・６年児の保護者に学校説明会の
案内を配布し、一層の周知を図った。

3-2.幼児・児童・生徒の多様な能 3-2
力、適性などを多面的に評価する 各附属学校園においては、以下の措置を行う。 ・これまでの選抜方法に加え、附属小学校・附属中学校では
選抜方法を具体化する。 ・附属小学校では、児童の多様な能力・適性を評価する選抜 集団生活の中での人との関わり方に配慮した選抜方法を導入

方法の在り方について検討を加える。 した。附属幼稚園では、集団生活への適応力を重視した選抜
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・附属中学校では、生徒の多様な能力、適性など多面的に評 方法を導入した。
価する選抜方法を検討する。
・附属幼稚園では、幼児の多様な能力・適性などを多面的に
評価する選抜方法を検討する。

3-3.附属養護学校においては、新 3-3
たな就学基準に対応した選抜方法 ・新たな就学基準に対応した選抜方法で行う。 ・新たな就学基準に対応した選抜方法への移行はすでに完了
を具体化する。 ・就学後の教育をより適切なものとするため、就学前の保育 している。

・教育施設との連携を深める。 具体的には、入学後の教育をより適切にするために保育園
・より適切な進路指導が図られるようにするため、学校説明 ・幼稚園・小学校・中学校を訪問し、情報交換及び連携を深
会に就学前関係者（小・中学校特殊学級担任者、特別支援教 めた。
育コーディネーター、行政関係者）の参加を促す。 ・また、学校説明会を年２回開催し、入学関係者（小・中学

校特殊学級担任者・特別支援教育コーディネーター・行政関
係者等）の参加を呼びかけ広報に努めた。

4-1.警備員の立哨・巡回等、各種 4-1
セキュリティ対策を講じることに ・警備員の立哨・巡回等、各種セキュリティ対策を講じて、 ・昨年度と同様に常時警備員を配置し、校地内及び校舎内の
より、附属学校園の安全確保に努 附属学校園の安全確保に努める。 安全対策を継続すると共に、各家庭に依頼し、通学路危険箇
める。 所の点検等を行った。

・特に、小学校では、校外及び通学路の安全のために、車用
ステッカーを200枚作成し必要箇所に貼った。また、教員と保
護者による巡回パトロールも実施した。

4-2.学校安全マニュアルに不断の 4-2
見直しを加えながら、安全管理体 ・学校安全マニュアルに不断の見直しを加えながら、安全管 ・不審者対策・火災・地震・防火扉の活用の避難訓練を実施
制を整備し、年数回の避難訓練等 理体制を整備し、年数回の避難訓練等の安全教育を進める。 し、安全指導を行った。
の安全教育を進める。 特に、附属小学校では、身を守るためのＣＡＰ(Child Assa

ult Prevention＝子どもへの暴力防止プログラム)講習会を開
催した。また、子どもと保護者それぞれにワークショップを
通じて安全教育を実施した。

3) 地域社会との連携等
1-1.地域学校園の研究やカリキュ 1-1
ラム開発等のニーズに対して応え 各附属学校園においては、以下の措置を行う。 ・地域学校のニーズや現代的課題を見据えた先進的な研究を
る、先進的な研究を継続する。 ・附属小学校では、①公立学校の研究やカリキュラム開発等 推進した結果、地域学校園等からの講師派遣・助言者依頼等

のニーズに対して応える、先進的な研究を継続する、②地域 が多くあり、きめ細かく対応した。
学校での研究会や教育機関での研修講座等の助言者や講師の 特に、附属小学校では35件、附属中学校では10数回、附属
派遣要請に可能な限り応える、③複式学級での教育の在り方 幼稚園では８件の派遣依頼があり、積極的に指導助言を行っ
について、学級カリキュラムの研究の中で取り組む。 た。附属養護学校では地域住民を対象とした「教育相談室」
・附属中学校では、①教科と総合的な学習の時間の関連を深 の利用者が増えた。
めるカリキュラムの開発・実践研究に取り組む、②地域の学
校や各種教育機関で行う研究会や研究会等の講師派遣に応え
る。
・附属養護学校では、①地域の特殊学級担任の教育実践能力
向上を目指し、教育実践相談体制を整備し、広報活動を強化
する、②公開講座を最低年２回開催するよう努める、③障害
のある児童生徒の特別な教育ニーズに応じた教育を可能にす
る教育課程や教育内容、教材研究、支援指導法、保護者への
支援等について実践事例報告会等の企画を行う、④「心のバ
リアフリー」を目指し年数回学校を地域に公開する、⑤地域
住民を対象としている「教育相談室」の利用者が増えるよう
広報活動を進める。
・附属幼稚園では、地域社会や関連団体からの幼児教育に関
する講演等の要請に積極的に応える。

1-2.紀要等の刊行、公開研究会の 1-2
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開催を通じて研究成果を地域社会 各附属学校園においては、以下の措置を行う。 ・各附属学校園共に研究紀要（１～２冊）を刊行し、研究成
に公開し、地域学校教員の研修に ・附属小学校では 研究の成果について紀要を年２回刊行し 果を広く発信した。公開研究会は附属幼稚園・附属小学校は、 、
寄与するよう努める。 公開研究会を年２回開催するよう努めて 成果を社会に問う 年２回・附属養護学校は１回・附属中学校は教科別に３回に、 。

研究会では教育行政や公立学校に広く意見を求める等、積極 分けて開催し、多くの参会者を得た。
的に交流を推進する。 ・附属幼稚園はワークショップも開催した （延べ人数：附属。
・附属中学校では、①共同研究による先進的教育研究の成果 小学校1,076人・附属中学校252人・附属養護学校200人・附属
を公開授業や研究会などを通して地域への普及を図る一方、 幼稚園360人）
公立学校との一層の相互交流に努めていく、②教育実践報告
書を年１回刊行し、研究のまとめの年には研究紀要を刊行す
るよう努める。また、公開研究会を年１回開催し、開催時期
についても地域のニーズを踏まえて検討を開始する。
・附属養護学校では、①共同研究による先進的教育研究の成

、果を公開授業や研究会などを通して地域への普及を図る一方
公立学校との一層の相互交流に努めていく、②研究実践報告
書を年１回刊行し、公開研究会を年１回開催する。参会者の

、 。ニーズを踏まえて 各部ごとに複数の多様な授業を公開する
・附属幼稚園では、①公開研究会を開催することで、実践研
究の成果を公表し、幼児教育の地域のセンター的な役割を果
たしていくよう努力する、②紀要を年１回刊行し、公開研究
会を年２回以上開催する。公開研究会では講演、ワークショ
ップ、保育相談等の企画を含めて地域のニーズに応える。

1-3.幼児・児童・生徒個々及び集 1-3
団へのきめ細かで柔軟な指導が可 ・幼児・児童・生徒個々及び集団へのきめ細かで柔軟な指導 ・今日的な課題である「小１問題 （小学校入学時の適応の困」
能になる教育の在り方を研究する がより充実する学級編成や教育環境整備体制の検討を開始す 難性 「中１問題 （中学校入学時の適応の困難性）を克服す） 」
ため、公立学校で進められている る。 るために、幼小中12年間を見通し、小学校から中１までの学
少人数学級の導入の具体化につい 級定員を40人から32人にする第１次構想を立てた。
て検討する。

1-4.養護学校では、特別支援教育 1-4
や高等部卒業後の進路指導のため ・特別支援教育あるいは高等部卒業後の進路指導のための研 ・特別支援教育あるいは高等部卒業後の進路指導のための研
の研修会を年２、３回開催し、地 修会を年２、３回開催し、地域の学校にも開放し、公立学校 修会を年２回開催し、地域の学校にも参加を呼びかけ、公立
域の学校にも開放し、公立学校教 教員の研修に寄与する。 学校教員の研修にも寄与した。
員の研修に寄与する。

1-5.幼稚園では、地域のニーズに 1-5
応え、未就園児親子を対象に子育 ・地域社会のニーズに応え、未就園児親子を対象に子育て支 ・子育て支援「すこやか広場」を５月（親子37組参加 ・７月）
て支援事業を年３回程度行う。 援事業を年３回程度行う。 （親子15組参加 ・９月（親子56組参加）の３回実施し、交流）

の場を提供し、子育て相談に応じたり啓発活動を行った。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項

４ 学生プロジェクトの募集【 教育研究組織 】
課外活動等を活発化し、同時に学生自身の力による山形大学活性化を目指し１ 教育学部の改組による「地域教育文化学部」の設置

21世紀の社会で実践的に活躍できる人材を養成し、地域社会の「教育力の向 て「山形大学・元気プロジェクト募集要項」を定めプロジェクトを公募した。
」「 」 、 、 、上 文化力の向上 等に貢献することを目的に 教員養成のみならず 栄養士
建築士や芸術家等を養成するため、教育学部を改組し「地域教育文科学部」を 【 研究活動 】

１ 「国際的に通用する先端的研究」地域密着型の学術研究設置した。同学部では、教職意識の強い教員の養成を目的に、学士課程と大学
院修士課程を連携させたカリキュラムを有する教員養成システムを構想して 平成15年度に採択された21世紀ＣＯＥプログラム「地域特性を生かした分子
いる。 疫学研究」を通じて得られた研究成果の特許申請及び実用化・応用等を目指し

て、ベンチャー企業｢(株）ＣＯＭＥセンター｣を設立した。糖尿病・パーキン２ 理工学研究科ものづくり技術経営学専攻の設置
地域の企業経営者等を対象に実践的マネージメント教育を行うため、大学院 ソン病・Ｃ型肝炎の発病に寄与する遺伝子多型を複数個発見して特許を出願し
理工学研究科「ものづくり技術経営学専攻」(ＭＯＴ専攻)を設置し、研究科・ た （医学部）。

２ １学部・部門１プロジェクトの推進専攻を横断した教育研究組織により、１期生15人を対象に教育を実施した。
他大学に先駆けた独創的・萌芽的な教育・研究推進プロジェクト「１学部・３ 教職研究総合センターの設置

教職課程の整備充実を図るとともに、地域の教育力の向上に貢献するため、 部門１プロジェクト」を昨年度に引き続き学内公募し、学長を中心とする審査
教職課程・心理臨床・教育臨床の３つの研究部門からなる「教職研究総合セン 委員会でヒアリングによる厳正な審査を実施し、12プロジェクトを採択・支援
ター」を設置した。本センターには、センター長及び専任教員６人を配置し、 した。

３ 「山形大学生命科学交流セミナー」の開催教職課程のカリキュラム編成・研究開発・心理教育相談・学校研究などの支援
業務等を行った。 教育研究活動をより円滑に実施し、全学的な共同研究組織の編成・支援を推

進するため、理・医・工・農の４学部の連携により｢山形大学生命科学交流セ４ 人文学部の学科改組
社会文化の多様化・情報化・国際化に対応できる人材育成及び地域の多様な ミナー」実施要綱を策定し、学術交流セミナーを定期的（年３回）に開催する
課題に対応でき企業等における中核的人材養成を目的として、平成18年度に人 ことを決定した。

４ 電子図書館の構築文学部の総合政策科学科を法経政策学科に改組、カリキュラムの改編を行うこ
とを決定した。 附属図書館・附属博物館の所蔵資料を中心に紅花関係情報を調査・統合し、

有数のデジタル・コンテンツを有する電子資料館｢紅花の歴史文化館｣を構築し
【 教育活動 】 た。同資料館には、学内外から毎月約1,000件のアクセスがあった。
１ 大学の理念の実質化
大学の理念に基づく授業として、総合科目「有機農業の現場で『自然と人間 【 社会・地域連携 】

１ 産学官連携の推進の共生』を考える」を学長が開講し、31人の学生がフィールドワークを中心と
する授業に参加した。 地域共同研究センター及び県内３地域のサテライト（山形・鶴岡・新庄）を

拠点として、県内４総合支庁との協議会を開催し、産学官連携を推進した。ま２ 派遣型高度人材育成協同プラン
理工学研究科「ものづくり技術経営学専攻」の「産学連携による研究開発人 た、東京サテライト（平成16年度設立）を拠点として新規プロジェクト提案を
材育成プログラム」で大学院生が長期インターンシップに参加する実践的な教 積極的に行い、包括的共同研究契約（５年間）１件・研究開発費助成事業採択
育研究を実施した。 （３年間）１件・技術相談件数17件の成果を得た。
３ 全国初の修学支援システムの推進 ２ 「山形大学情報データベース」の構築とインフォメーションセンターの活動
全国初の修学支援システムとして、平成16年度に始動した「ＹＵサポーティ 平成17年度には山形大学情報データベースを構築・運用を開始し、評価及び
ングシステム」の点検・評価を行い、以下の活動を実施した。 本学の活動を社会に発信するための基礎資料作成に活用した。集積した教員の
１）学生20人に対して配置された１人のアドバイザー教員（ による 教育研究活動・外部資金獲得情報・学外での諸活動等の情報は、大学のホーム総計97人）
きめ細かい学習・学生生活支援 ページから広く社会に発信した。
２）平日の16時20分から 40分間「学習サポートルーム」に待機する学習サ また、インフォメーションセンターでは、刊行物、映像資料、特別企画展等
ポート教員（10人）による学習相談 により、広く教育研究活動を紹介した。

３ 「大学コンソーシアムやまがた」の強化と運営３）授業実施日に「何でも相談コーナー」に待機する事務職員（23人）による
学生の多様な相談受付（相談件数4,011件) 新たに５大学を加え、山形県内の全て高等教育機関（９機関）と山形県で構
４）ＧＰＡに基づく電子サポートファイルを活用した学習指導 成する「大学コンソーシアムやまがた」の中枢機関として、県内各地域で合同

説明会、公開講座を開催するとともに、単位互換協定を締結した。
また、大学生間交流事業として、２度の合宿を実施した。

山形大学
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【 附属学校 】４ 「山形大学エリアキャンパスもがみ」の活動
１ 新たな運営体制平成16年度に、本学キャンパスのない最上広域圏の８市町村と、本学の間で

連携に関する協定を締結し、｢エリアキャンパスもがみ｣を設立した。今年度は、 平成17年度より「教育学部附属」から「大学附属」となり、全学組織である
これを基盤として最上広域圏での本格的な教育・研究・社会貢献に着手した。 「山形大学附属学校運営会議」を中心とした新たな運営体制を整備した。

カリキュラム開発具体的には｢もがみエコポリス活性化プロジェクト｣として､｢やってきました大 ２
学祭＝オープンキャンパス｣を開催するとともに､大蔵村｢自然塾｣・戸沢村｢学 児童生徒の総合的学力の向上を目指し、幼・小・中一貫カリキュラム、養護
社融合共育プログラム｣を実施した。 学校を含めた交流学習や体験を重視した活動カリキュラムの開発に取り組むと

ともに、その実践研究に当たっての少人数学級導入の具体的な検討を開始した。
３ 安全管理の徹底【 高大連携 】
登下校時の児童生徒の安全確保のため、教職員と保護者との連携による巡回１ 出張講義等の高大連携

大学での教育の内容を高校生等に理解してもらうために積極的に出張講義の パトロールを引き続き実施した。また、附属中学校と附属養護学校の体育館耐
要請に応え 今年度は延べ68校 昨年度41校 1.7倍の増加 において実施した 震工事を行うなど安全管理の徹底を図った。、 （ 。 ） 。
２ トワイライト講義の充実 ４ 施設整備
高校生を対象に４講義を｢トワイライト講義｣として開放した（人文学部 。 施設設備及び教育環境の整備充実を図り、平成18年度における附属中学校校）
また、オムニバス方式の授業｢サイエンスセミナー｣を高校生・一般市民に開 舎改修工事を決定した。
放し、142人の聴講生を得た（理学部 。）

【 国際交流 】
１ 大学間交流協定の締結
ニューヨーク州立大学・テキサス大学アーリントン校(アメリカ合衆国)、タ
ルカ大学(チリ)、ブリヤート国立大学(ロシア)、ハルビン医科大学（中華人民
共和国）の５大学と大学間交流協定を締結し、本学の大学間交流協定は合計６
大学となった。
２ 研究交流の推進
交流協定校等との研究者交流を通じて新たに国際共同研究７件を立ち上げ、
継続分と合わせて14件のプロジェクトを展開した。
３ 学生交流の推進
平成19年度開講を目指して、ニューヨーク州立大学とe-ラーニングシステム
を用いた遠隔教育の構築に着手した。

【 附属病院 】
１ 病棟再整備計画の推進
平成17年度から、病院整備事業に着手した。

２ 放射線治療科の新設準備
重粒子線治療センターの設置に向けて、放射線治療科(放射線腫瘍学分野)を
新設するための整備を行った。
また、平成16年度に設置した重粒子線治療センターの設置の窓口である「株
式会社山形先端医療研究所」の整備充実を図った。
３ 病院長のリーダーシップ強化
病院長のリーダーシップの下、地域医療連携センターに専任の看護師長等を
配置するなどの基盤整備を行った。また、病院の健全経営を図るため、病院戦
略策定委員会を主宰するとともに経営企画部を積極的に運用した。
４ 医学部がんセンターの設置
医学部に｢がんセンター｣を設置し、がん患者登録センター・高度がん診療企
画室・がん遺伝子診療研究部・がん予防診療広報室・外来がん化学療法室・が
ん診療連携センターを組織し活動を開始した。
５ 患者アメニティーの改善
院内の売店及び喫茶コーナーについて、企業の参入など民間資金導入による
抜本的な整備に着手し、平成18年度からの稼働を決定した。

山形大学
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
１ 運営体制の改善に関する目標

１．役員会、経営協議会及び教育研究評議会の効果的な運営を基礎に、学長を中心とした戦略的かつ機動的
な大学運営を推進する。中
２．開かれた大学を目指し、地域社会の意見を積極的に反映させる大学運営を推進する。
３．大学運営の適切な評価に基づき、学内資源の効果的な活用を推進する。期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に
関する目標を達成するためにとる
べき措置
１ 運営体制の改善に関する目標
を達成するための措置
1-1.学長の補佐体制を整備し、大 1-1
学運営の戦略的な企画・立案機能 ・目標評価専門委員会において、大学全体の運営体制全 Ⅳ ・学長の私的諮問機関である｢山大プロジェクトチーム｣
の向上を図る。 般の適切さについての点検・評価を行うとともに、企画 が、学長主導の「自然と人間の共生」プロジェクトを企

課並びに学長の私的諮問機関の山形大学プロジェクトチ 画立案するなど、学長補佐体制の機能を強化した。
ームを充実し、企画立案機能を強化し学長補佐体制の戦 （資料5-3・25-1 参照）
略的な整備を行う。 ・｢学長マニフェスト｣及び学長の大学運営の戦略的な企
また、部局長の機動的、戦略的な意思決定に資するた 画・立案と決定事項の迅速な執行を補佐するため、学長
め、各部局の実情に応じ部局長補佐を配置する等、戦略 特別補佐（プロジェクト）を選任、学長補佐体制の強化
的な運営体制を整備する。 を図った。 （資料15-1・15-4 参照）

・｢研究プロジェクト戦略室｣及び｢評価分析室｣に運営体
部局においては、以下の措置を行う。 制の点検・評価及び大学運営の戦略的な企画・立案機能
・人文学部では、引き続き、教員と事務職員との役割分 の向上を図るため、平成18年度から専任教員を配置する
担の見直しを行うとともに、教授会運営方法の再検討を ことを決定した。 （資料15-7・5-4 参照）
行う。
・地域教育文化学部では、発足に伴い、各種事項に迅速 各部局において、学部長等の機動的・戦略的意思決定
で的確な対応を可能とするために、学部長・副学部長・ に資するため、学部長・副学部長・各学科長・事務長か
各学科長・事務長からなる学部運営会議を設置し、企画 らなる運営会議を設置、企画立案機能をもつ集団的執行
立案機能をもった集団的な執行体制を構築する。 体制の整備（地域教育文化学部 、最高運営会議による）
・工学部では、学部長及び副学部長からなる学部長室を 機動的運営の推進(医学部)、事務長を含めた副学部長制
運営会議と有機的に結び付け、学部長補佐体制を整備し のさらなる充実（工学部 、副学部長・学部長補佐体制）
て学部長の執行機能の強化を図る。 の整備（人文学部及び農学部）等、法人化に対応した業
・理工学研究科では、研究科長・副研究科長補佐体制を 務運営体制の改善充実を図った。
引き続き整備して、研究科長・副研究科長の執行機能の （資料15-10～15-18 参照）
強化を図る。
・農学部では、副学部長制など、更なる学部長補佐体制
の充実を図る。
・学術情報基盤センターでは、全学の情報の安全管理機
能の強化について、企画・立案に対してセンターの知的

山形大学
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資源を積極的に提供する。
・ＶＢＬでは、ラボラトリー長と社会貢献担当理事との
連携を引き続き強化し、学長を補佐する。

1-2.全学各種委員会を全面的に見 1-2
直し、統廃合を積極的に進めると ・役員を中心とした効率的でかつ機動的な運営を更に進 Ⅳ ・役員会の他に役員懇談会を毎週１回開催することと
ともに、担当役員を中心とした機 める。 し、学長のリーダーシップの下に役員を中心にした効率
動的な運営を図る。 的で機動的な運営を更に進めた。

部局においては、以下の措置を行う。 ・全学的な委員会の委員長を役員が務める体制を引き続
・地域教育文化学部では、平成16年度に行った学部の委 き推進し、｢全学各種委員会見直しワーキンググループ｣
員会組織の見直しに従い、各種委員会の統合、合理化を において意思決定の更なる合理化を図るべく委員会の統
行い、新委員会（学部運営会議、総務委員会、学務委員 廃合・会議の開催方法等検討した。
会、広報委員会、アドミッション委員会、就職支援委員 ・基本構想委員会の下に設置されていた目標評価専門委
会、財務委員会、教育学部専門委員会）による学部運営 員会を廃止して、目標・計画及び点検・評価の取りまと
を開始するとともに、新委員会による学部運営が的確に めを行うことを目的とした｢評価分析室｣を新たに設置

、 。なされるように、常に点検を行う。 し 平成18年度から専任教員を配置することを決定した
・工学部では、運営会議の権限強化、各種委員会の権限 （資料5-4 参照）
強化、各種委員会の削減、教授会の開催を２月に１回と
し、審議事項を見直す。 各部局において、新たな委員会組織による学部運営実
また、学外有識者等で構成する学部運営諮問会議を活 施・各種委員会の削減・会議開催回数の削減・審議事項
用する。 の見直しなど運営体制の改善・強化を図った。
さらに、部局運営に関する会議を原則禁止する時間帯
を設け、その時間帯を研究活動もしくは研究室間交流の

、 。ために振り分けるなど 研究者相互の連絡を頻繁にする
・理工学研究科では、各種委員会の権限を強化し研究科
委員会の開催回数を減らす。
・農学部では、農学部運営調整会議を中心に機動的な学
部運営を推進するとともに、各構成員の意見反映と連携
強化のため、農学部運営協議会の活性化を図る。
また、各種委員会の見直しを行い、学部運営体制の整
備を図る。
・環境保全センターでは、学内ＬＡＮを利用した連絡網
により、同センター運営委員会委員と、更に緊密な連携
を図る。

1-3.大学運営全般に係る業務処理 1-3
の見直しを行い、迅速かつ効率的 ・外部委託等を含め、業務の合理化や電子化を促進し、 Ⅳ ・教員を含めた全学的な事務改革ワーキンググループを
な運営体制の整備を図る。 運営体制の整備を更に進める。 設置、①事務内容の見直し②事務組織の再編③ジョブロ

また、全学の入試関連委員会の業務を見直し、各学部 ーテーション制度の検討を行い、電子化や事務の合理化
の入試関連委員会との連携が十分に図れる体制を確立す を実施、事務組織の再編を行うことを決定した。
るとともに、良質な問題の作成と危機管理（出題ミス防 外部委託等に係る業務の見直しの一環として、旅費関
止等）の観点から、試験問題作成組織を再構築し、チェ 係事務及び附属病院の医事課窓口業務の具体的な検討を
ック体制を強化する。 行った。 （資料18-1・5-1・18-2 参照）

・全学の入試関連委員会の抜本的な組織改革を行い、当
部局においては、以下の措置を行う。 該委員会規則に則り、各学部の入試関連委員会との連携
・社会文化システム研究科では、運営委員会における企 を強化した。 （資料25-2 参照）
画・立案、点検評価を、人文学部目標評価委員会と一体 ・良質な問題作成と危機管理の観点から「入学試験問題
化して行うとともに、大学院運営の効率化のために、研 の作成・査読・校正・解答・講評要領」を新たに制定し
究科運営委員会委員の選出方法を見直す。 た。 （資料25-3 参照）
・工学部では、学科長の役割を明確にし、その権限を強
化し、学科の運営・教育体制を改善するとともに、平成
16年度に確保した入試業務専用室を活用する。 各部局において、学部委員会・研究科委員会の一体化
・理工学研究科では 継続して専攻長の役割を明確にし した取組（人文学部・社会文化システム研究科 、学部、 、 ）
専攻の運営・教育体制を改善する。 事務と附属学校事務の明確化（地域教育文化学部 、学）
・農学部では、教授会の議題を見直すとともに、運営方 科長・専攻科長の役割分担の明確化（工学部・理工学研
法を改善する。 究科 、教授会事務業務の効率化（農学部）等に係る更）

山形大学
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・附属博物館では、館長の位置付けを明確にし、附属博 なる業務処理の見直しを行い簡素化・迅速化を図った。
物館独自の予算・教育等の在り方について検討する。
・環境保全センターでは、各部局の実験廃液担当事務係
との学内ＬＡＮを利用した連絡網の利用を促進する。

1-4.教員と事務職員等とが一体と 1-4
なった運営体制を構築し、大学運 ・教員と事務職員等で構成する各種委員会体制の見直し Ⅲ ・教員と事務職員等が一体となって構成する委員会体制
営に係る戦略的企画力の向上を図 を進めるとともに、戦略的な企画力・実行力の向上に努 をさらに強化し、教員と事務職員等の合意形成や作業分
る。 める。 担を円滑化した。

・委員会において教員と事務職員の共通理解を得られる
部局においては、以下の措置を行う。 ことにより、意思決定と実行力の迅速化を図った。
・人文学部では、教員と事務職員等が一体となった運営
体制の構築に関して学部目標評価委員会で更に検討を重 ・各部局において、技術系職員・事務系職員が必要に応
ねる。 じて各種委員会に参画し、それぞれの分野の専門家とし
・医学系研究科では 生命環境医科学専攻の設置に伴い て教員と事務職員の一体的運営に向けて取り組みを行っ、 、
平成18年度までに大学院における学生相談や就職活動を た。
支援する体制を整備する。
また、平成18年度までに事務系職員の業務内容・量な
どを見直し、適材適所を図るとともに、分野・講座等に
所属する技術系及び事務系職員の組織化について見直し
を行う。

、 、 、・工学部では 技術系職員 事務系職員も必要に応じて
教員とともに各種委員会委員として責任を持って参加す
る。
また、業務内容をマニュアル化するとともに、事務職
員に対する専門家としての意識改革及び実務研修を行
う。
・農学部では、技術系職員、事務系職員も教員とともに
各種委員会への委員として責任を持って参加する。
・地域共同研究センターでは、それぞれのポジションに
おけるスキルを向上させ、産学官連携の組織体制の強化
を図るとともに、多様化・複雑化する産学官連携に対応

、 。するため 教員と事務職員等の連携体制を更に強化する
・遺伝子実験施設では、技術職員の確保により、専任教
員が教育研究支援業務に割く時間が軽減されることで、
教育研究活動の充実を図る。
また、医学部管理課設備係・防災センター及び医学部
附属動物実験施設との密接な連携を図り、円滑な施設設
備の管理を行う。

2-1.分散キャンパスの特性を積極 2-1
的に活かした運営システムを構築 ・各地キャンパスは 「地域における大学の拠点」とし Ⅳ ・地域共同研究センター及び県内３つのサテライトに加、
する。 て窓口機能の充実を図る。 えて、各キャンパスの「地域連携室(人文学部) 「地域」、

また、テレビ会議システムや学内ネットワークシステ 連携推進室(農学部)」等の地域対応窓口の機能強化を図
ムを積極的に活用し、一体感のある機動的な運営体制の るとともに、インフォメーションセンター（広報室）及
充実を図る。 び社会連携課が中心となり地域との一層の連携を推進し

た。 （資料8-17 参照）
部局においては、以下の措置を行う。 ・県内で唯一、高等教育機関のない最上地域において、
・医学部では、平成20年度までに、小白川・飯田キャン 「エリアキャンパスもがみ」を通して地域住民と教員・
パスのみならず、米沢キャンパス（工学部）や鶴岡キャ 学生の交流及び連携を図った。 （資料25-4 参照）
ンパス（農学部）を利用した広報活動や地域社会と意見 ・地元の地方銀行と連携協力協定を締結、銀行の窓口を
交換を行うシステムを構築する。 利用して技術相談に関する企業と大学の橋渡しの機能を

強化するなど体制を整備した。 （資料8-11 参照）
・テレビ会議システムや学内ネットワークシステムを駆
使して、双方向の機動的な運営を推進するとともに、現
在のシステムを更に発展させるためサイバーキャンパス
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の構築の具体的検討を開始した。 （資料18-3 参照）

・テレビ会議システムを活用して、東京サテライトと本
学就職課を結び2007年春卒業予定学生を対象とした「企
業セミナー」を実施するなど、テレビ会議システムを多
方面に積極的に活用した。 （資料25-5 参照）
・テレビ会議システムの積極的活用による教員の研究時
間の確保に努めた。
・学内ネットワークシステムを積極的に活用し、新たに
「Ｗｅｂ会議システム」を導入することを決定した。
（資料25-6 参照）

2-2.教育・研究、組織運営、人事 2-2
及び財務など大学運営全般にわた ・教育・研究、組織運営、人事及び財務など大学運営全 Ⅳ ・教育・研究、組織運営、人事及び財務など大学運営全
って情報を公開し、社会、とりわ 般の情報をホームページや広報誌で積極的に公開すると 般の情報及び研究者情報(教員紹介)をホームページで公
け地域社会からの意見を大学運営 ともに、地域社会からの意見を大学運営に反映できるシ 開するとともに、広報誌に注目すべき研究成果特集を組
に反映させるシステムを構築する ステムの構築の検討を行う。 むなど、大学に関する情報を積極的に発信した。。

（資料11-1～11-8 参照）
部局においては、以下の措置を行う。 ・本学の入試情報を進学希望者に広くかつ迅速に提供す
・地域教育文化学部では、山形県教育委員会及び教育学 るため、携帯電話サイトによる入試情報の提供を平成17
部同窓会と定期（年1回）協議を行い、学部に対する要 年７月から開始した。
望・意見を聞き、学部の行う教育・研究の改善に活かす 平成17年７月から平成18年３月までのアクセス件数は
とともに、山形県地域教育推進協議会に参加し、地域の 76,449件であり 特に 一般選抜願書受付期間中は 13,、 、 、
要望を学部の運営に活かす。 368件に達した。

・学長が記者会見を通して本学の平成16年度の事業報告
を行い、大学改革への戦略的な取組及び収支決算につい
て説明を行い、大学運営の情報を発信した。
・平成18年度からは学長の定例記者会見を毎月１回、本
学のインフォメーションセンターで実施することを決定
した。 （資料22-1 参照）
・インフォメーションセンターにおいて来訪者から直接
又はアンケート用紙により意見を聴取するとともに、メ
ールアドレスを公開して、外部から積極的に意見を聴取
することに努めた。
・学長プロジェクト「自然と人間の共生」の募集を全世
界に向けて英語及び日本語でホームページを利用して行
うとともに、関係機関へ案内文を郵送するなどして幅広
く同企画の募集を行った。 （資料25-1 参照）

各部局においては、部局独自にホームページサイトを
公開し、教育・研究等の情報を発信するとともに、意見
聴取のためのメールアドレスを公開した。

3-1.大学運営の適切な評価システ 3-1
ムを構築し、これに基づく効果的 ・基本構想委員会の下に設置した将来計画専門委員会及 Ⅳ ・基本構想委員会において「山形大学における組織評価
な組織運営や戦略的な学内資源の び目標評価専門委員会において、効果的な組織運営を図 の実施方針」(部局評価システム)を策定、各部局の自己
活用を推進する。 るとともに、大学の管理運営業務に関わる評価システム 点検・評価に基づき、業務運営をはじめ教育・研究・社

を整備する。 会連携・国際交流等の諸活動について、総合的に役員会
が点検・評価を行い、学部予算を配分するシステムを構
築した。 （資料24-3 参照）

ウェイト小計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
２ 教育研究組織の見直しに関する目標

１．教育・研究の進展状況や社会的要請あるいは種々の評価を踏まえ、教育研究組織の在り方を見直す。
中

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

２ 教育研究組織の見直しに関す
る目標を達成するための措置
1-1.新たな組織体制（ 高等教育研 1-1「
究企画センター ）の下、関係委員 ・高等教育研究企画センターと教育関係３委員会が連携 Ⅳ ・高等教育研究企画センターが関係委員会や各部局と連」
会と連携し、大学教育やＦＤ活動 して、引き続き教育体制の充実発展のための見直しと改 携して、授業改善アンケート・公開授業・ワークショッ
の推進・支援・評価を踏まえ、本 善を推進する。 プ及びＦＤ合宿研修等による教育体制の見直しと改善を
学における教育体制の改善・充実 図った。
を図る。 部局においては、以下の措置を行う。 ・ 現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代ＧＰ)」「

・人文学部では、学部目標評価委員会が中心となって、 で採択された「地域ネットワークＦＤ“樹氷 」は、高”
高等教育研究企画センターと連携し、ＦＤ活動の推進を 等教育研究企画センターが中心となり、県内の高等教育
図る。 機関と協力してカリキュラム開発及び単位互換の取組を
また、基礎重視の普遍性の高い、総合的で教養的な教 行い、e－ラーニングを活用した遠隔教育の開発など教
育カリキュラムと専門性・実践性を重視したカリキュラ 育体制の充実を図った。 （資料25-7 参照）
ムを確立するため 平成８年度学部改組の総括に基づき ・ニューヨーク州立大学とのe－ラーニングによる授業、 、
学科の改組を含め、新たな体制作りを検討する。 の相互提供・単位互換及び学生交流の連携協定締結を目
・地域教育文化学部では、高等教育研究企画センター等 指した英語による授業プログラムの開発のために、各学
と連携し 全学の行うＦＤ活動に学部教員の参加を促す 部において提供可能な英語による授業の調査及び英語に、 。
・工学部では、教員の資質開発（ＦＤ）に関するシステ よる教育プログラムの作成に取り組んだ。
ムを構築するとともに、教員のための教育支援システム （資料25-8 参照）
を構築する。 ・英語教育は、英語教育改革の中間まとめとして策定し

た「新英語教育(案)」に基づき、平成18年度前期３クラ
スを対象にトライアルクラスとして実施することを決定
した。 （資料25-9 参照）
・教育体制の充実発展を目指して、地域教育文化学部の
改組を行うとともに、人文学部の改組についても平成18
年度に行うことを決定した。
・医学部では、臨床実習を控えた４年生に対して「臨床

（ ）」実習開始前の共用試験 CBT; Computer Based Testing
を全国に先駆けて実施した。 （資料25-10 参照）

1-2.学問の動向や新たな社会的要 1-2
請に適切に対応するために、既存 ・基本構想委員会の下に設置した将来計画専門委員会に Ⅲ ・教育研究組織の充実のために、人文学部の改組、地域
の学問分野を基盤に、学部・学科 おいて、学部・学科等を横断する柔軟な教育研究組織編 教育文化学部の改組、大学院医学系研究科看護学専攻の
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や研究科・専攻を横断した柔軟な 成のための検討を行う。 博士課程の設置、大学院理工学研究科(工学系)・工学部
教育研究組織が編成できる仕組み の改組及び小白川キャンパスの３学部に係る大学院構想
を構築する。 部局においては、以下の措置を行う。 について検討した。

・人文学部では、人文・社会科学系の博士課程設置構想 ・農学部の附属農場と附属演習林を統合・再編し 「や、
の検討を行う。 まがたフィールド科学センター」に改編する整備計画に
・地域教育文化学部では、全学科に接続する大学院の在 ついて検討した。
り方について検討を開始するとともに、学科の枠を越え ・山形県と連携して、理工学研究科ものづくり技術経営
たプロジェクトチームにより「６年一貫型カリキュラム 学専攻（ＭＯＴ専攻 」のノウハウを活用し、県内の最）
による教員養成システム」の検討を行う。 上地域に新たな「食農産業」の担い手を育成する「 食『
・理学部及び理工学研究科（理学系）では、外部評価で 農の匠』育成プログラム」実現を検討した。
大学院後期の講座の名称や研究区分が分かりにくいとの
指摘を受けたことを踏まえ、再編の可能性を含めて博士 ・基本構想委員会において学問の動向や新たな社会的要
後期課程の専攻の見直しを行い、第一期中期目標期間中 請に適切に対応するために「教育研究組織の改編等手続
に結論を得る。 きフローチャート」及び「山形大学教育研究組織改編等
・医学部では、平成19年度までに大講座制を再評価し、 に関する規則」を制定した。
更に充実させるとともに、他学部と定期的な交流（合同
セミナー、発表会など）を通じて、学部横断的な研究教 各部局において、理学部・医学部・工学部・農学部
育及び協力体制を図る。 による「第一回生命科学交流セミナー」を開催するなど
また、看護学科では、平成19年度までに教育研究プロ 柔軟な教育研究組織改編を視野に入れた構想案の検討に
ジェクトの立ち上げに対応できる大講座横断型の柔軟な 着手した。
編成を図るとともに、平成18年度までに他学部との看護
の専門領域における共同研究を推進させるための体制を
整備する。
・工学部では、学科及び講座編成を見直し、社会の要請
に見合った編成にすることを検討するとともに、職務と
して、入試及び就職関連業務を主に担当する教員の確保
を目指す。
また、理工学研究科（工学系）では、各専攻の構成を
見直し、ものづくり技術経営学専攻など社会の要請に見
合った編成にするとともに、専攻横断型教育研究グルー
プを編成する。
・農学部では、附属農場と附属演習林を統合・再編し、
資源循環型流域生産部門、多雪流域保全部門、流域社会
教育部門の３部門を配置した、我が国有数の多雪流域の
特徴ある生態系に関する教育研究を目指す「多雪流域フ
ィールド科学教育研究センター」を設置し、以下の項目
について推進する。
①センターにおける教育研究等を円滑に遂行するため
に学部との連携をより一層強化し、学部からの協力、
参加を得て緊密な相互連携のもとにセンターにおける
事業を運営・推進する。
②センターを農学部３学科の実践教育の場として位置
づけ、フィールド科学に関するカリキュラムの構築・
充実を図り、その機能を発揮するとともに、全学の教
職員・学生が利用できる施設として整備・充実し積極
的な利活用を図る。
③センターを教養教育科目の体験教育の場としても位
置づけ、自然との共生を重視した体験による人間性に
育む全人教育の強化を図る。
④地域の研究機関とネットワークを構築するととも
に、学内外にフィールドを提供し共同による個性的な
研究を推進する。
・遺伝子実験施設では、学内共同教育研究施設としての
特性を活かし、学部間を越えて、医学部、理学部及び農
学部等の生命科学系の学部学生・大学院生を受け入れて
直接卒業研究等の指導を行い、実践的に研究能力を高め
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るとともに、多様な学問的背景を有する研究者を育成す
る。

1-3.新たな時代に要請される包括 1-3
的な地域医療システムを構築する ・基本構想委員会の下に設置した将来計画専門委員会に Ⅲ ・基本構想委員会において大学院の教育・研究課程の高
ため、大学院の教育・研究課程の おいて、大学院の教育・研究課程の高度化について更に 度化を進めることを目的とした「教育研究組織の改編等
高度化を図る。また、他の教育研 検討を進める。 手続きフローチャート」及び「山形大学教育研究組織改
究分野においても、新たな時代に 編等に関する規則」を策定した。
要請される高度職業人等を養成す 部局においては、以下の措置を行う。 ・大学院医学系研究科看護学専攻博士課程設置構想案や
るため、大学院の教育・研究課程 ・理工学研究科（理学系）では、大学院の教育研究の成 理工学研究科（工学系 ・工学部の改組計画案について）
の高度化を推進する。 果をより一層向上させるために、教育研究体制について 所定の手続きに入った。

検討を行う。
・医学系研究科医学専攻では、包括的な地域医療システ ・各研究科において、大学院の教育・研究課程の高度化
ムを構築するため、平成20年度までに産学官連携の場や を視野に入れた特色ある構想(ＭＯＴ・有機ＥＬ・生命
市中病院を含む地域社会との意見交換の場を通じて情報 環境医科学の分野)に着手した。
収集を行うとともに、平成21年度までに社会のニーズに
応じた大学院の教育・研究システムを構築するための具
体案を作成する。

（ ） 、 、・理工学研究科 工学系 では 大学院の組織の見直し
高度技術者の養成を行う。
・遺伝子実験施設では、学部及び大学院のカリキュラム
における講義や実習を担当することにより、マウス発生
工学及び先端的研究成果に関する教育支援を行うととも
に、遺伝子組換え実験やマウス発生工学に関連する大学
院生等を対象としたトレーニングコースを定期的に行う

、 。ことにより これらの技術を生命科学研究に普及させる

1-4.教育・研究活動全般にわたる 1-4
高度情報化とネットワーク化され ・学術情報基盤センターの各部門がその研究成果を情報 Ⅲ ・学術情報基盤センターでは平成18年度に山形大学通信
たサイバーキャンパスを実現する メディア基盤の整備に関する業務及び機種更新の検討に ・情報ネットワーク（YUnet）回線の高速化を図ること
ため、情報メディア基盤の整備・ 反映させて、大学全体のバーチャルな統合を推進する。 を目指して、管理部門及び各部局と連携して、キャンパ
充実を図る。また、附属図書館や ス間相互の教育研究機能の強化を図るとともに、以下の
既存の学内共同教育研究施設及び 部局においては、以下の措置を行う。 積極的な取組を行った。
学内共同利用施設等の整備・充実 ・医学部では 学術情報基盤センター飯田分室を中心に ① 山形大学通信・情報ネットワークにおける、キャ、 、
も併せて進める。 平成20年度までに情報メディア基盤について見直す。 ンパス間接続を改善し、障害に強いネットワークに

・附属図書館では、レファレンスサービスの充実を図る 改良した。
ため、平成21年度までにネットワーク対応電子資料を重 ② 教育研究用コンピュータシステムの更新に当たっ
視した参考資料の計画的な整備に努める。 て、附属図書館と連携して、電子計算機システムの
また 各学部との連携を図り 学部学生 大学院学生 更新を合同で行うための方法を検討した。、 、 、 、
教職員等の対象毎に図書館利用に関する講習（特に情報 また、学術情報基盤センターの取組を踏まえて、イン
化に対応した情報収集方法など）を実施するとともに、 ターネット回線を活用（ストリーミング配信）した授業
本学のサイバーキャンパス化を実現するため、附属図書 「変異する日本現代小説」の開講（人文学部 、教養科）
館及び学内の他の情報関連施設等を含めた学内情報シス 目ＩＴ発信講義「農地と人間」の開講（農学部）等を行
テム及びその組織・運営の在り方について見直しを実施 った。
する。
さらに、本学蔵書を全てＯＰＡＣで検索できるよう、 ・附属図書館においては、以下の対応を行った。
目録所在情報の悉皆入力を平成18年度までに推進すると ① ネットワーク対応電子資料を重視した参考図書の
ともに、本学学術情報の発信を支援するため、国立情報 整備計画(案)を検討した。
学研究所と連携し、国際標準によるメタデータ・データ ② 事務情報化推進室及び学術情報基盤センターの事
ベースの構築を推進する。 務を統合した学術情報部を設置することとした。
また、利用者のニーズに対応し、平日・土曜日・日曜 ③ 本学蔵書を全てＯＰＡＣ検索できるようにするた
日・祝日の開館時間の拡大に努める。 め、30万冊分の目録情報を入力した。
・遺伝子実験施設では、医学部附属動物実験施設と協力 ④ 国立情報学研究所のメタデータ・データベースに
して、平成20年度までにマウス飼育設備の稼働率90％以 本学ホームページ上の学術情報137件を追加登録した。
上を達成し、支援スタッフの拡充によりトランスジェニ ⑤ 学生実態調査等の利用者の要望に応え、各附属図
ックマウス作製やＤＮＡ配列解析の受託業務を精力的に 書館分館の開館時間数及び時間帯の拡大を行った。
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学内外の研究者、特に東北地区の研究者に対して遂行す 農学部分館においては、11月から土曜日及び日曜日
る。 の開館時間を３時間延長し、国民の祝日も７時間新
また、医学部附属実験実習機器センターと協力して、 たに開館した。
平成19年度までに本学で未だ整備されていない、イメー
ジアナライザー等の大型備品の導入を図る。
・附属博物館では、博物館所蔵の学術標本・資料のデー
タベース化の完成及び学内所蔵の学術標本・資料のデー
タベース化を図るとともに、博物館関連授業の改善等を
行う。
また、本学のインフォメーション機能の主要施設とし
て整備するとともに、大学博物館の機能の一環として、
本学の歴史・研究教育活動の軌跡を地域社会へＰＲする
機能が果たせるよう、博物館独自の施設の確保等を含め
検討する。
・環境保全センターでは、基本的理念を同じくする学内

、 。の関連施設 講座等と教育・研究機器の共同利用を図る

1-5.学内共同教育研究施設教員の 1-5
学部・大学院教育への積極的参加 ・教養教育や学部・大学院教育に学内共同教育研究施設 Ⅲ ・地域共同研究センター、学術情報基盤センター、遺伝
をすすめ 教育組織の充実を図る 等の教員の参加を更に進める。 子実験施設、留学生センター、教職研究総合センター、、 。

ＶＢＬ及び保健管理センターに所属する25人の専任教員
部局においては、以下の措置を行う。 は、それぞれの学術的専門分野を活かし、教養教育、学
・医学部では、遺伝子実験施設における教育・研究支援 部及び大学院の専門教育兼任教員として授業を担当し
を充実させるため、平成21年度までに技術職員の獲得に た。
向け検討する。 今年度の担当授業コマ数は、地域共同研究センター教
・学術情報基盤センターでは、全学の情報教育に引き続 員45コマ、学術情報基盤センター教員435コマ、遺伝子
き参加するとともに、関係学部・研究科との教育面での 実験施設教員85コマ、留学生センター240コマ、教職研
交流を引き続き行う。 究総合センター教員102コマ、ＶＢＬ教員30コマ及び保
・遺伝子実験施設では、学部及び大学院のカリキュラム 健管理センター教員45コマ、の計982コマであり、平成
における講義や実習を担当することにより、マウス発生 16年度の850コマを上回った。
工学及び先端的研究成果に関する教育支援を行うととも
に、生命科学系の学部と連携して学部学生実習を行う。
また、学部・大学院教育において本施設の利用を促進
するとともに、マウス発生工学的手法に関すること等、
本施設の特徴を活かした実習の実施について協力する。
・留学生センターでは、教養教育における日本語教育を
更に充実させるとともに、新たに遠隔教育による日本語
（ ） 、 。工学部 も担当するほか 学部の専門教育も担当する

1-6.平成17年4月から 教育学部 1-6、「 」
「 「 」 「 」を「地域教育文化学部（地域教育 ・ 教育学部」を「地域教育文化学部（地域教育学科、 Ⅲ ・平成17年４月から 教育学部 を 地域教育文化学部

学科、文化創造学科、生活総合学 文化創造学科、生活総合学科 」に改組する。 に改組した。）
科 」に改組する。 地域教育学科においては 「学士（教育学 」の学位、 ・地域教育学科においては 「学士（教育学 」の学位、） 、 ） 、 ）

、 「 （ ）」 「 （ ）」地域教育学科においては 「学士 文化創造学科及び生活総合学科においては 学士 学術 文化創造学科及び生活総合学科においては 学士 学術
（教育学 」の学位、文化創造学科 の学位を授与する。 の学位を授与するための教育プログラムの実施を開始し）
及び生活総合学科においては「学 た。
士（学術 」の学位を授与する。）

ウェイト小計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
３ 人事の適正化に関する目標

１）教員について（
１）人事方針中
１．教員の人事に当たっては、水準の高い教育研究活動の推進や社会貢献を果たすため、多彩な人材が
確保できる人事制度を構築する。期

２）評価体制
１．教員の教育・研究活動を適切に評価する体制を整備し、教員の能力や業績が適正に反映される給与目
制度を検討する。

標
（２）事務職員等について
１）人事方針
１．事務職員等の採用に当たっては、広く人材を求め、採用の公平性が保たれる人事制度を構築する。
２）評価体制
１．事務職員等の業務遂行能力を適切に評価する体制を整備し、事務職員等の能力や業務実績が適正に
反映される給与制度を検討する。

３）交流と育成
１．事務職員等の専門性等を向上させるため、必要な研修機会を確保するとともに、他大学等との人事
交流に配慮する。

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

３ 教職員の人事の適正化に関す
る目標を達成するための措置
（１）教員について
1)人事方針
1-1.各学部それぞれの学問領域の 1-1
特徴に配慮した上で、優秀な人材 ・各学問領域の特徴に配慮するとともに、教員評価基 Ⅳ ・教育研究等の質の向上を図る観点から、今年度に基本

「 」 、を確保する人事制度を構築する。 準等の策定を踏まえ、各部局の特性に応じた人事制度の 構想委員会の下に 教育研究評価専門委員会 を設置し
設計に着手する。 教員の教育と研究活動に関する評価手法の検討を始め、

「山形大学における教員の個人評価指針」を策定し、指
部局においては、以下の措置を行う。 針に基づく試行を平成18年１月から３月まで行い、平成
・人文学部では、教員の流動性の向上及び多様な人材の 18年度から本格実施することを決定した。
確保のため、実務家教員（行政、企業、専門職）の受入 （資料25-11 参照）
れ等、新たな採用形態の導入を図るとともに、学科の再 ・大学が必要とする教育研究分野で、役員会の議に基づ
編の検討と並行して、大学院担当教員の人事構成を検討 き学長が選考できるマネージングプロフェッサー制度を
する。 構築した。本制度に基づき、平成18年４月に「研究プロ
・地域教育文化学部では、採用・昇格のいずれの人事に ジェクト戦略室」及び「評価分析室」に専任教員各１人
おいても、従来の研究業績中心の審査から「教育 「社 を採用することを決定した。 （資料15-7・5-4 参照）」
会貢献 「管理運営」を含めた審査方式を検討し、結論 ・先進的な研究に従事する教員の雇用を目的として「国」
を得る。 立大学法人山形大学における個別契約任期付教員に関す
・理学部では、短期間利用できる定員（ポスト）に限定 る規則」を制定した。 （資料15-6 参照）
して任期をつけるなど、可能な任期制の形態について引 ・地域共同研究センター、工学部キャリアセンター等に
き続き検討し導入する。 おいて、その業務の特殊性に応じた教員採用を行った。
・工学部では、専門分野ごとの教員数を社会の要請に応 ・ 国立大学法人山形大学教員選考基準」に基づき、全「

、 、じて学部レベルで計画し、優秀な教員を専門分野の特徴 学部及び学内共同教育研究施設で 公募制を原則として
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を配慮し迅速に確保する教員選考を実施する。 優秀な人材の確保に努めた。
・農学部では、中期目標期間中における教員採用に当た
、 。っては 引き続き公募制を大幅に適用することに努める

・附属博物館では、教育支援機能及び研究開発機能の強 各部局においては、以下の措置を行った。
化のために、専任職員の配置に努める。 ・医学部及び医学部附属病院では 「国立大学法人山形、
・環境保全センターでは、環境破壊や環境汚染の防止に 大学における教員の任期に関する規則」に基づき、全教

、 。必要な知識と技術を修得するための研修会等に参加する 員に対して任期制を適用し 優秀な人材の確保に務めた
、 、機会を確保する。 ・人文学部では 実務家教員の公募採用を実施するなど

優秀な教員の確保に向けた取り組みを行った。

1-2.人事制度を構築するに当たっ 1-2
「 」ては、教員選考の公平性・透明性 ・教職員の選考過程の透明性を高める方策として、選考 Ⅲ ・昨年度制定した 国立大学法人山形大学教員選考基準

を確保する。 基準・結果を学内外へ公表することを引き続き検討す に則り、教員採用に当たっての公平性・透明性を確保す
る。 るため、選考基準・結果をホームページに公表すること

を決定した。
部局においては、以下の措置を行う。
・地域教育文化学部では、採用・昇格のいずれの人事に 各部局においては、以下のような措置を行った。
おいても、従来の研究業績中心の審査から「教育 「社 ・医学部では、教授選考においてプレゼンテーションを」
会貢献 「管理運営」を含めた審査方式を検討し、結論 実施し、研究業績に加え教育その他の活動について発表」
を得る。 を求め、また、専門分野の第三者の意見を求め、審査の
・医学部では、教員の採用、昇任の選考に当たり、研究 重要な判断材料としている。
業績とともに教育に対する熱意と能力、社会活動等を総 ・工学部では、教育・研究等の業績のほか、聴講会や面
合的に評価する。 接においる専門分野の教員の意見等を選考に反映させて
・工学部では、教員人事を担当する委員会を学部の専門 いる。
分野の実情を把握できる委員で構成する。教員選考は、
教育・研究等の業績に関する選考に加えて、聴講会や面
接で専門分野の教員の意見を聴取する。

1-3.教員の流動性を向上させるた 1-3
め、公募制を原則とした教員選考 部局においては、以下の措置を行う。 Ⅲ ・ 国立大学法人山形大学教員選考基準」に則り、全学「
を行う。 ・人文学部では、社会から多様な人材を広く求めるとい 部、学内共同教育研究施設において、内部昇格ではなく

う観点から、更に公募制を進める。 公募制を原則として流動性の促進を図った。
・地域教育文化学部では、教員の新規採用は公募を原則 インターネットを活用した公募先の拡大や新たに評価
とする。 分析室で任期制を導入するなど、教員の流動性の促進を
・理学部では 新任教員の採用は公募を原則としており 図った。、 、
インターネットを活用し、広い公募先を確保する。
・医学部では、平成19年度までに、採用に当たっては、
公募制を維持し広く人材を求める。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、教員採用は
原則的に公募制を採用し、教員選考委員に外部委員も委
嘱することを検討する。
・農学部では、中期目標期間中における教員採用に当た
、 。っては 引き続き公募制を大幅に適用することに努める

・学術情報基盤センターでは、公募を活用した適切な教
員配置を原則として、各学部・研究科との人事交流を含
めて、優秀な教員の確保に努める。

1-4.教員構成の多様化を推進する 1-4
ため、外国人・女性等の積極的な 部局においては、以下の措置を行う。 Ⅲ ・教員構成の多様化を図るため、実務家教員の積極的採
採用や実務家教員の登用の在り方 ・人文学部では、教員の流動性の向上及び多様な人材の 用等を行った。
について検討し実現を図る。 確保のため、実務家教員（行政、企業、専門職）など新

たな採用形態の導入を引き続き検討する。 各部局においては、以下の措置を行った。
・地域教育文化学部では 教員の新規採用にあたっては ・人文学部では、行政学の分野で行政経験者の教授を採、 、
当該学科の年齢構成などのバランスを考慮するととも 用した。
に、学科構成の多様性については調査する。 ・工学部では、工学系以外の専門的知識と経験を有する
・理学部では、第１期中期目標期間終了までに、女性教 教員として、ものづくり技術経営、キャンパスハラスメ
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員又は外国人教員を各学科に原則１名配置する。 ントなどを専門とする客員教授を採用した。また、技術
・医学部では、教員構成の多様化を推進するために、平 者倫理を担当する非常勤講師を採用することを決定し
成20年度までに女性 外国人の積極的な採用を実施する た。、 。
また、医学系研究科生命環境医科学専攻では、学際的 ・女性教員及び外国人教員の積極的採用等については、
な教育、研究を推進するため、平成20年度までに行政、 各学部等が引き続き取り組むこととした。
企業等から実務家教員を登用する。 各学部等の今年度の採用実績は、次のとおりである。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、教育機関と 女性教員：人文学部１人、地域教育文化学部４人、
しての責務を果たすために、広く多種多様な専門分野の 医学部３人、医学部附属病院２人、
教員（企業経験者、入試関係、カウンセラーなど）の採 教職研究総合センター２人
用に積極的に取り組むとともに、女性教員、外国人教員 （計12人）
の採用を推進する。 外国人教員：医学部１人
・農学部では、第１期中期目標期間中に女性教員の増加
を図るとともに、外国人客員教員の登用、外国の姉妹校
連携大学・学部との教員の相互交流を進める。
・保健管理センターでは、平成21年度までに、専任のカ
ウンセラーを各キャンパスに配置することを目指す。

1-5.教員に関する任期制について 1-5
は、教育研究の活性化等の観点か ・部局の判断により任期制を導入し、すでに任期制を採 Ⅲ ・既に任期制を採用している部局においては、中間審査
ら、学問分野に応じ効果的な運用 用している部局では、一層の改善・充実を図る。 のための評価基準を作成する作業を開始した。
を図る。 また、任期制未導入の部局においては、学問分野に応

部局においては、以下の措置を行う。 じた任期制の導入に向けて検討を行った。
・理学部では、短期間利用できる定員（ポスト）に限定 ・個別の契約により任期を定めて雇用する教員の採用に

国立大学法人山形大学における個別契約任期付して任期をつけるなど、可能な任期制の形態について引 ついて「
き続き検討し導入する。 」を作成した。教員に関する規則
・医学部では、平成15年度に導入した任期制を平成20年
度まで効果的に運用する。
・工学部では、任期制の導入を引き続き検討する。
・遺伝子実験施設では、研究教育への参加の意志のある
専任教職員を対象として、任期制導入について、運営委
員会等で検討する。任期制導入に当たり、研究教育活動
を支援することでインセンティブを付与するシステムの
導入も検討する。

2)評価体制
1-1.人事評価は、各部局が行うこ 1-1
とを基本とする。 ・基本構想委員会の下の教育研究評価専門委員会で策定 Ⅲ ・基本構想委員会の下に設置された教育研究評価専門委

「 」した教員の個人評価指針等により各部局で試行する。 員会で策定した 山形大学における教員の個人評価指針
に基づき、全学的評価体制の下で各部局が主体性をもっ
て人事評価を行うこととした。
なお、教員の個人評価を平成18年１月から３月まで試
行し、平成18年度から本格実施することを決定した。

1-2.人事評価のために、各学部に 1-2
おける教員の多様な教育研究活動 ・教員の教育研究活動を評価する評価基準を作成し、評 Ⅳ ・基本構想委員会の下に設置された教育研究評価専門委
に対応した多面的かつ公正な評価 価体制の構築のための検討を引き続き行う。 員会で 「山形大学における教員の個人評価指針」を策、
体制の構築と評価基準の策定を行 定した。教育、研究、社会連携、管理運営の４領域(医
う。 部局においては、以下の措置を行う。 学部臨床部門は診療を加えた５領域) の活動を対象とし

・人文学部では、教員の教育研究業績等に対する評価シ た公正な評価システムとして機能するよう工夫し、本指
ステムの在り方について引き続き検討する。 針に基づく試行を平成18年１月から３月まで行い、平成
・地域教育文化学部では 採用と昇任の審査においては 18年度から本格実施することを決定した。、 、
「教育 「研究 「社会貢献 「管理運営」の業績を考慮 なお、本指針は、各教員が、その職務の実態等に応じ」 」 」
することを検討する。 て、各領域に加える重みを一定の許容増減幅の範囲内で
・理学部及び理工学研究科（理学系）では、教育・研究・ 増減させて申告することができること、などを主な特徴
運営の業績について、バランスのとれた評価法を確立す としている。 （資料25-11 参照）
る。
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・医学部医学科では、教員の教育研究活動を客観的かつ
適正に評価するシステムを平成19年度までに検討する。
また、看護学科及び医学系研究科看護学専攻では、平
成19年度までに個人の業績や能力を客観的に評価する評
価基準と評価システムを整備するための検討を継続して
行う。
・工学部では、教員人事を担当する委員会で評価基準を
策定し、評価作業の準備を進める。
・農学部では、教育・研究・運営などの業績について、
バランスのとれた評価システムを構築する。
・学術情報基盤センターでは、国立大学法人情報系セン
ター協議会において検討されている点検・評価指針を参
考にして、大学全体として、センターの教職員が担当す
る教育研究及び情報メディア基盤の管理・運用と整備に
係る業務の評価制度を確立し、インセンティブの付与を
可能にする。

1-3.評価の結果を教職員の昇進・ 1-3
昇格に反映させるとともに、本人 部局においては、以下の措置を行う。 Ⅲ ・教員の昇進に当たっては、従来から教育・研究業績、
の能力評価や業績評価が給与に適 ・人文学部では、第１期中期目標期間後半期において、 管理運営への関与について審査を行っている。
正に反映される制度について具体 教職員の賞与に本人の業績が適正に反映されるような制 また、各部局では、勤勉手当の成績優秀者の選考を行
化を図る。 度について検討する。 うに当たり、これらの業績を反映させる措置を採った。

・理学部では、引き続き、給与への反映を特別昇給、期 ・平成18年度から 「教員の個人評価指針」に基づき教、
末手当等により行う。 員の個人評価を本格実施することに伴い、その評価結果
また 評価法が確立する以前であっても 教育 研究 を給与に適正に反映させる制度について、更に検討を重、 、 、 、
運営の重要な役割を担う職員については、プロジェクト ねることを決定した。
期間中等に限り、給与面の優遇を図るとともに、安全管
理等の免許等を必要とする職務に就いた場合も相応の手
当を支給する。
・医学部では、教員の能力評価や業績評価を給与に反映
させる制度について平成18年度までに検討する。

（２）事務職員等について
1)人事方針
1-1.事務職員等の採用に当たって 1-1
は、国立大学協会で実施する統一 ・東北地区国立大学法人等職員採用試験実施委員会によ Ⅳ ・新規採用職員は、採用機会の公平性を確保する観点か
試験を基本としつつも、医療、情 る統一採用試験を継続する。 ら、原則として公開の統一採用試験を実施する。
報及び国際交流等の専門性を要す また、法律、財務、経営、労務、医療関係等、高度な ・学務部留学生課長及び工学部技術職員については公募
る事務系及び技術系職員について 専門的知識が必要となる職種については、選考採用を活 により専門的職務に精通した人材登用を行った。
は、選考採用も活用し必要な人材 用することを検討する。 また、附属図書館係長級職員の採用を公募により行う
を確保する。 ことを決定した。 （資料25-12 参照）

2)評価体制
1-1.人事評価を行うに当たっては 1-1、
各部署における事務職員等の多様 ・職員の業務遂行能力及び業務活動を公平かつ適正に評 Ⅳ ・事務機構の改革と併せて、人事評価については、学長
な業務活動に対応した多面的かつ 価する体制並びに評価基準の検討を更に行う。 が職員（係長級職員全員）に対して直接ヒアリングを行
公正な評価体制の構築と評価基準 うなど、公平な評価体制の構築に努めた。
を策定する。 ・ ジョブローテーション制度」等の新たな評価システ「

ム（案）を構築し、２年間の試行後、平成20年度から本
格実施することを決定した。 （資料18-2 参照）

1-2.評価は定量的に行うこととし 1-2、
この評価の結果を昇進、昇給の際 ・職員の能力評価や業績評価を給与に適正に反映する評 Ⅳ ・職員の能力評価や業績評価を給与に適正に反映する制
に反映させるシステムを構築する 価システムの策定に向け検討を行う。 度を具体的に検討するため、人事課長を主査とするジョ。

ブローテーション検討グループを設置し 「ジョブロー、
テーション制度 「キャリアアップ制度 「適切な評価制」 」
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度」についてシステム（案）を構築した。 （資料18-2
参照）

3)交流と育成
1-1.事務職員等の多様な研修機会 1-1
を積極的に活用するとともに、学 ・大学職員としての基本知識を習得する研修、専門的な Ⅳ 教員を含めた｢山形大学事務改革ワーキンググループ｣
内研修制度を整備し、業務につい 知識を高める研修、接遇研修等職員個々の職務対応能力 により、以下のシステムを構築した。
ての専門性の向上を図り、教員と を高める研修を継続的に実施するとともに、外部機関が ・学内研修として、新規採用者に対するマナー・接遇等
の連携を強化する。 行う研修に積極的に参加させる。 を中心とした研修を実施した。また、中堅事務職員に対

また、専門職能別研修の実施について検討を行う。 する企画・立案・交渉・プレゼンテーション能力を高め
るＳＤ研修を実施した。 （資料25-13 参照）
・人事院、国立大学協会等の外部機関が実施している研
修に積極的に参加した。
・ジョブローテーション検討グループにおいて、一般研
修・専門職能別研修の実施時期、研修内容等について、
システム（案）の構築を行った。 （資料18-2 参照）

1-2.大学間の人事交流の推進を図 1-2
る。 ・東北地区に限らず、首都圏の大学や教育関係機関も対 Ⅳ ・東北地区に限らず、首都圏の大学や教育関係機関、地

象に積極的な人事交流を実施する。 方自治体等との積極的な人事交流を行うとともに、新た
に医療機関との人事交流を実施した。

平成17年度は、以下の人事交流を実施した。
① 岩手大学（課長級の人事交流を平成18年度に実施
するため諸規定の整備）
② 地方自治体との人事交流
山形県 事務系職員 転出１人・転入１人
同 教育職員 転出１人・転入１人

③ 医療機関との人事交流（新規）
公立学校共済組合東北中央病院 転出１人

引き続き、以下の人事交流を行った。
① 大学等との人事交流
東北大学 転入１人
鶴岡工業高等専門学校 転出８人
磐梯青年の家 転出１人
② 教育関係機関との人事交流
国立大学協会 転出１人
日本学生支援機構 転出２人・転入１人
③ 文部科学省への派遣研修 １人

ウェイト小計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標

１．法人化後の大学運営に適切に対応できる事務体制の整備を図る。
２．業務の見直しを推進し、事務の効率化と合理化を図る。中
３．効率的かつ機能的な職員配置を行うとともに、事務職員の資質向上を図る。

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

４ 事務等の効率化・合理化に関
する目標を達成するための措置
1-1.大学運営の企画立案等に積極 1-1

事務業務の改善・充実の方向性を検討するとともに、的に参画し、大学運営組織を直接 ・大学運営に適切に対応するため、事務体制の再編・合 Ⅳ ・
現行の業務を見直し、事務組織等の改革案を策定するた支える専門職能集団として機能す 理化を更に進める。

る事務体制を構築する。 事務改革ワーキンググループ｣を設置し、事務の見め、｢
直し、整理、合理化の検討を行い、新規業務の拡大、職
員の減少を早急に目指すことを決定した。
・事務組織改革の具体化に当たっては、学生支援・研究
支援の充実、組織のフラット化、専門家及び柔軟化を目
指し、従来の縦割りの組織構造をユニットとチームの２
レベルに単純化し、従来の係間の垣根を超えた柔軟な業
務運営が可能となる事務体制｢ＹＵユニット｣を考案し、
平成18年度から実施することを決定した。
また、組織の専門化を図り、ユニットに調整役等を配
置することにより、専門職能集団として機能する体制を
目指した取組みを行った。
（資料18-1・5-1・18-2 参照）

1-2.分散キャンパス間の連携を密 1-2
にする事務機構の一体化を図ると ・業務に応じた効率的、合理的な組織編成の一元化、集 Ⅲ ・｢事務改革ワーキンググループ｣で分散キャンパスに対
ともに、各キャンパスごとの特性 中化、関係部署の統合改編等の観点から事務組織の見直 応した新たな組織の立ち上げを早急に目指すことを決定
を踏まえた事務体制を構築する。 しを継続して図る。 した。
なお、附属病院については、病 ・従来の分散キャンパス間の垣根を超えた柔軟な業務運
院業務に適した事務体制を整備す 営が可能となる事務体制｢ＹＵユニット｣を、平成18年度
る。 から実施することを決定した。

2-1.各業務の見直しを行うととも 2-1
事務業務の改善・充実の方向性を検討するとともに、に、業務のアウトソーシングを推 ・外部委託等を含め、業務の一層の合理化や電子化を促 Ⅲ ・
現行の業務を見直し、事務組織等の改革案を策定するた進し、事務の効率化、迅速化及び 進して、事務組織の見直しを継続して行う。すでに外部

合理化を図る。 委託を実施している業務については一層の効率化を図る 事め、｢山形大学事務改革ワーキンググループ｣において
、 、とともに、アウトソーシングが可能な業務の積極的な抽 務の見直し(会議議事録作成の簡素化 委員会の見直し

出を継続して進める。 会議の開催回数及び時間の縮小化、会議資料の簡素化及
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、 、び両面コピーの徹底による経費節減 出張命令の簡素化
決裁の簡素化、テレビ会議の積極的活用及びWeb会議の
導入による会議の効率化、電子メール及びｐｄｆ文書の
活用等)を各部局とともに進めた。
また、同ワーキンググループの「現行業務見直し・新
規業務検討グループ」が病院維持業務などの外注化が可
能な業務の抽出と外注化に係る所要額の試算を行い、具
体化に当たっては、職員配置と業務の関係、委託形態や
費用対効果等を引き続き検討することを決定した。

2-2.事務の電算化を推進するとと 2-2
もに、ＩＴ（情報技術）を活用し ・統合文書管理システムによって、決裁事務の迅速化、 Ⅲ ・統合文書管理システムのさらなる合理化を推進し、同
た事務処理の簡素化、迅速化を図 掲示板機能を用いた学内の情報伝達の効率化を図るとと システムに対する改善要望等を聴取し、電子決裁文書の
る。 もに、文書の保管及びデータベースの作成、情報公開用 回付にメール通知機能を加えるなどの改善を行い利便性

文書管理簿作成等の合理化を推進する。 の向上に努めた。

3-1.従来の定期的な人事異動を基 3-1
本に、若手職員には多様な職務経 ・若手職員を多様な分野に配置するとともに、職員の専 Ⅲ ・人事異動に際しては、ジョブローテーション制度及び
験を積ませ、幅広い視野の涵養を 門的な知識 技能及び資質等を十分考慮した配置を行う キャリアアップ制度システム（案）を活用することを決、 。
図る。また、職員配置に当たって 定した。計画的な適材適所の人事管理の下で人材育成、
は、適材適所の観点から、各職員 職員自身の主体的な能力開発を推進する配置を行ってい
の持つ専門的な知識、技能、職員 る。
の意向、特性等を十分考慮する。

3-2.事務職員等に対する研修を推 3-2
進し、資質の向上を図る。 ・職員の対応能力を高めるため、基本的知識を習得する Ⅳ ・職員の資質・能力に応じた効果的な研修として、本学

研修、専門的知識を高める研修、接遇研修等を継続して 独自に以下の研修を実施した。
計画的に実施する。 ① 企画・立案・交渉・プレゼンテーション能力を高

める中堅事務職員のための合宿セミナー（18人）
② マナー・接遇の研修を主体とした初任者研修（13
人）
③ 事務系職員のスキルを高めるための各種パソコン
研修（14講座139人）
④ 幹部教職員等を対象としたＹＵ大学経営セミナー
（計３回、236人)
特に、中堅事務職員研修は、県内の地方自治体の行政
担当者との交渉を経て、地域との連携をテーマにした６
つのプロジェクトを作り上げた。 （資料25-13 参照）

ウェイト小計

ウェイト総計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項

○ 法人化のメリットを活用し、大学運営の活性化などを目指した特色ある取り組 16事業年度に係る業務の実績に関する報告書の評価結果から得られた課題を
み 整理して、組織的にその改善を図った。

(2) 利用者の要望に応え、各附属図書館分館の開館時間数及び時間帯の拡大を
行った。農学部分館では、11月から土曜日及び日曜日の開館時間を３時間延１ 教育研究組織の充実

(1) 教育学部を地域教育文化学部に改組し、地域教育学科においては大学院教 長し、国民の祝日に新たに７時間開館した。
育課程と連携させた し、資質向上を図った。６年一貫カリキュラムを導入

教職研究総合センターを新たに設置 ２ 教職員の資質向上また、 し、教職課程のカリキュラム編
成・研究開発・心理教育相談・学校研究の支援業務等を行った。 (1) 医学部・工学部合同セミナーを年２回開催し、相互の協力体制を構築した。
(2) 理工学研究科に｢ ｣を新設し、経営 また、医学部・工学部に新たに農学部・理学部を加えた４学部合同の｢山形ものづくり技術経営学専攻(ＭＯＴ専攻)
者等に有効な実践的マネジメント教育を開始した。本専攻は、地域のものづ 大学生命科学交流セミナー｣を開催し、より広い研究分野の交流・協力を図る
くり企業(製造業)と連携した実践的な教育を特徴としている。 ため、今後定期的に開催することを決定した。
(3) 基本構想委員会において「山形大学教育研究組織改編等に関する規則」及 (2) 教職員が､｢大学改革に当たり知っておきたい基礎的事項｣や｢当面する政策
び「教育研究組織の改編等手続きフローチャート」を策定し、教育研究組織 的課題｣､｢個別的課題｣について、それぞれの分野におけるわが国一流の講師
の改編手続きの明確化と推進を図った。 を招く「 」を実施した。ＹＵ大学経営10回連続セミナー

(3) 学内研修として、中堅事務職員に対する企画・立案・交渉・プレゼンテー
ション能力を高める を実施した。２ 人事の活性化 ＳＤ研修

(1) 教員の採用に当たっては、公募制を原則とするとともに､ また、人事院・国立大学協会等の外部機関が実施している研修に積極的に行政経験者を含
を行った。 参加した。法人化後の事務職員については、専門性の強化が重要な課題であむ実務家教員の採用

(2) 基本構想委員会の下に設置された教育研究評価専門委員会で「教員の個人 ることから、ジョブローテーションシステム・研修体制等の検討を行い、平
評価指針」を策定した。教育・研究・社会連携・管理運営の４領域（医学部 成18年度から試行することとした。
臨床部門は診療を加えた５領域) の活動を対象に、各部局の評価組織が、教

３ 学内共同教育研究施設所属教員の教育への参画員の自己点検・評価を基に総合評価を行う。教員は、評価結果を自己の活動
の改善のために活用する。平成18年１月から３月まで試行を行い、平成18年 (1) 地域共同研究センター・学術情報基盤センター・留学生センター及び今年
度から本格実施する。 度設置された教職研究総合センター所属の教員が、教養教育や学部・大学院
(3) ｢ ｣について規則を整備 教育に参加し教育組織の充実を図った。個別の契約により任期を定めて雇用する教員の採用
した。 (2) 留学生センターでは、教養教育の日本語・日本事情科目を平成16年度の12
(4) 東北地区に限らず、首都圏の大学や教育関係機関省庁も対象に積極的な人 科目から６科目増やし、計18科目のうち12科目を留学生センター専任教員が
事交流を実施した。今年度は、新たに医療機関との人事交流を開始した。 担当した。

また、留学生が大学で研究を進める前提となる日本語力を養えるよう、全
学で週60時間の日本語・日本文化の授業（日本語研修コース及び日本語補講）３ 分散キャンパスのメリット化

分散キャンパスの特性を活かし、各キャンパスが地域における大学の拠点と を行った。
しての機能を効果的に果たすため、インフォメーションセンター(広報室) の
充実を図り、部局ごとに地域連携推進室を設置するなどの取組みを行った。
同時に、高速通信回線を整備し、ＴＶ会議システム・リモート講義システム等 ○ 戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用
を充実させることにより各キャンパス間の連携をより密にすることを図った。

１ 学長マニフェストの公示
平成17年９月に学長から｢これからの２年間の山形大学の行動指針｣が14項目

○ 大学運営を円滑に進めるための様々な工夫 にわたって仙道マニフェストとして全学に示され、戦略的な大学運営を展開し
た。

１ 各種調査結果を大学運営に反映 ２ 役員会を中心とする学長補佐体制
(1) ①平成16年度実施学生生活実態調査、②卒業生・在学生・高校生・企業へ 役員会の他に役員懇談会の開催を定例化し毎週１回の会議により、役員を中
の教育効果広報に関するアンケート調査、③平成16年度監事監査及び④平成 心にした意思決定を迅速化し運営体制の強化を図った。

また、学長特別補佐（プロジェクト）１名を選任し、学長補佐体制の整備・
充実を図った。

山形大学
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３ 学長裁量定員の戦略的運用 ９ 監査機能の充実
教育研究活動の活性化を図るため、学長裁量定員を前年度の32人から38人に (1) 監事による各部局監査及び役員監査を実施し、学長に対して文書で意見表
増員し、地域共同研究センター・学術情報基盤センター・ＶＢＬ等に配置した。 明及び改善点の指摘を行った。

(2) 学長直属の監査室は、監事監査に協力するとともに学長が指定した事項に
ついて監査を実施した。４ 総合的な観点に立った戦略的・効果的な資源配分

経営改善ＷＧを設置して、効率化対応を含めた財政運営策を決定し、平成18 さらに、平成18年度からは専任の職員を増員し学内監査体制の強化を図る
年度から実施する。 こととした。
また、学長マニフェストに基づき、第一期中期目標期間中の中期財政計画を
策定した。
予算編成方針及びセグメントごとの評価に基づいた戦略的・効果的な学内配 ○ 昨年の評価結果に対する改善に向けた取り組み
分を実施した。附属病院の経営努力を全学的に評価し、学長裁量経費から

１ 全学的な経営方針の策定10,000千円を配分した。
平成１７年９月に学長にから全学に示された「これから２年間の山形大学の
行動指針」（学長マニフェスト）の中で、14項目の重点施策が提示され、新たに５ 資源配分に対する中間評価・事後評価の実施

(1) 各部局の自己点検・評価に基づき、役員会が総合的に判断する組織評価結 同月から就任した経営改革担当理事の下で、人件費を含む財務運営について検
果によって研究費を配分するシステムを構築した。 討し、第一期中期目標期間中の中期財政計画を策定した。
(2) 他大学に先駆けた独創的な教育・研究を推進するため「１学部・部門１プ

２ 大学院の高度化（大学院の教育・研究課題の高度化）ロジェクト」で採択した12プロジェクトについて、中間評価を行い、経費の
再配分を行うこととした。 学長マニフェストを受けて、「山形大学教育研究組織改編等に関する規則」
(3) 研究スペースとして全建物面積の５％の共有化を実現し、時限付きのオー 及び「教育研究組織の改編手続きフローチャート」を策定し、教育研究組織の
プンラボとしての活用を推進した。 改編手続きの明確化と推進を図った。

これに基づき、看護学専攻博士課程の設置（医学系研究科 、大学院を教育・）
研究の基盤とする重点化（理工学研究科（工学系 ）などの検討を行った。６ 業務運営の効率化 ）

(1) 事務改革ＷＧを設置し、事務の見直し・合理化・事務組織の再編を決定し
た。
(2) 全学の各種委員会を整理し、入学試験委員会では、平成17度から全学の入
試関連委員会の抜本的な組織改革を行い、各学部の入試関連委員会との連携
が図られるよう措置した。それに基づき、良質な問題作成と危機管理の観点
から「入学試験問題の作成・査読・校正・解答・講評要領」を新たに制定し、
チェック体制の強化を図った。
(3) 教員と事務職員等が一体となって構成する委員会体制により、連携強化・
意思決定・実行力の迅速化を図った。
(4) 小白川地区の人文学部・地域教育文化学部・理学部の教室管理一元化を実
現し、利用の便宜性向上と業務運営の効率化を図った。

７ 収容定員を充足した教育活動
収容定員に対する充足率は、学士課程114％・修士課程126％・博士課程
121％となっており、対象者数を超過している。

８ 外部有識者の積極的活用
(1) 経営協議会
経営協議会を年５回開催し、学外有識者７人の意見を充分に取り入れ、学
内資源の有効活用と財政基盤の強化を図った。
(2) 山形県地域教育推進協議会
本学副学長を委員長とする山形県地域教育推進協議会を２回開催し、山形
県の教員養成及び地域の教育課題等について協議を行った。

山形大学
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Ⅲ 財務内容の改善
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

本学の自律性を高めるため、一定の自己収入の確保とその増加を図るとともに、予算の効率的な執行に
努め、適切な財務内容の実現を図る。中
なお、適切な財務内容の実現のために、各事業年度ごと、計画的な収支計画を作成し、効率的な運営に努
める。期

１．教育・研究・社会貢献・診療等、大学における主要な業務の質の向上と遅滞ない遂行を図るため、一定目
の自己収入の確保とその増加に努める。また、科学研究費補助金や、産学官連携の推進に伴う外部資金の
獲得に努める。標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

１ 外部研究資金その他の自己収
入の増加に関する目標を達成する
ための措置
1)入学者選抜方法等の改善を図る
ことにより、学生納付金の確保に
努める。
1-1.〔学士課程〕アドミッション・ 1-1
ポリシーの一層の周知と入学者選 ・入試広報を中心とした広報活動等あらゆる機会を活用 Ⅲ ・受験生確保に向け、大学内の説明会、オープンキャン
抜方法の見直しを行い、本学に相 して受験生を確保することにより、学生納付金による安 パス、県内の主な進学校の進路指導担当教諭との入試懇
応しい入学者の確保に努める。 定的な収入の確保に努める。 談会 「大学コンソーシアムやまがた」の一環としての、

大学説明会、関東方面への広報として「山形大学東京サ
部局においては、以下の措置を行う。 テライト」でのキャンパスイノベーションセンター入居
・地域教育文化学部では、学部の新設に当たり、新学部 大学による共同イベントでの大学説明会、関東地区、中
の理念・目標にあったアドミッション・ポリシーを定 部地区，東北地区隣県及び県内の主な進学校を訪問し、
め、インターネットなど多様な媒体を活用して広報し、 選抜方法や入試科目などの説明や質問に応じるなど積極
受験生の確保に努めるとともに、ＡＯ入試について検討 的に広報活動を行った。
を開始する。 また、本学の入試情報を進学希望者に広くかつ迅速に
・医学部医学科では、アドミッション・ポリシーを学外 提供するため、携帯電話サイトによる入試情報の提供を
へ積極的に公表するとともに、学内教職員にも周知徹底 平成17年７月から開始した。平成17年７月から平成18年
し、公正・円滑な入試業務を行う。 ３月までのアクセス件数は76,449件であり、特に、一般
また、小論文、面接等、個々の試験方法についての議 選抜願書受付期間中は、13,368件に達した。
論を更に深め、より適切なものに変更を図る。
さらに看護学科では、アドミッション・ポリシーにつ 各部局において、アドミッション・ポリシーを学外へ
いて必要に応じて見直すとともに、ホームページを活用 積極的に公表するとともに、ホームページを活用して、
して最新情報を公開し迅速な情報提供に努める。 入試情報の提供に努めた。
また、入学者選抜試験の結果と入学後の成績評価との
相関を追跡調査し、選抜方法を改善する。
・農学部では、アドミッション・ポリシーの一層の周知
と入学者選抜方法の見直しを行い、本学に相応しい入学
者の確保に努める。

1-2.〔大学院課程〕アドミッショ 1-2
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ン・ポリシーや多様な入学者選抜 ・アドミッション・ポリシーや多様な入学者選抜方法な Ⅲ ・勉学意欲の高い社会人や留学生等の恒常的な獲得のた
方法などの情報について、その周 どの情報の周知方法の改善を図り、学習意欲の高い社会 め、ホームページ上の「入学案内」において、社会人等
知方法の改善を図り、学習意欲の 人や留学生等の入学者を確保することにより収入の確保 受験生が関心・興味を持つ入学者選抜方法等、入試に関
高い社会人や留学生等の入学者の に努める。 する全ての情報が検索できるよう工夫を行った。入試情
確保に努める。 報の周知を図った結果、医学系研究科医学専攻では平成

部局においては、以下の措置を行う。 18年度入学者34人のうち77％にあたる26人が大学院社会
・教育学研究科では、アドミッション・ポリシーを各種 人特別選抜により入学し、夜間や休日を利用して指導を
の媒体を活用して広報し、入学者の確保を図る。 受ける。
また、山形県教育委員会に現職教員の入学定員を確保
するように働きかけるとともに、協定締結校に募集要項
を定期的に送付し、希望者を支援する。
・理工学研究科（理学系）では、自然科学の基礎学力と
研究実践能力を見極めることのできる選考方法を検討す
る。
・医学系研究科医学専攻では、現行の社会人入学制度を
更に整備し、多様なバックグラウンドを持つ人材を受け
入れる。
また、看護学専攻では、教育理念、教育目標とアドミ
ッション・ポリシーを明示して広報に努めるとともに、
平成18年度までに、教員の研究及び社会活動状況の広報
システムの整備を図る。
・農学研究科では、アドミッション・ポリシーや多様な
入学者選抜方法などの情報について、その周知方法の改
善を図り、学習意欲の高い社会人や留学生等の入学者の
確保に努める。

2)科学研究費補助金等の外部資金
の増加に努める。
1-1.科学研究費補助金や各種研究 1-1
助成金等の公募情報等を、組織と ・社会連携課を中心に各部局と連携を図り、科学研究費 Ⅲ ・各種公募情報等を学内に周知するために、各部局と連
して的確かつ迅速に把握・収集し 補助金や各種研究助成金等の公募情報等や企業等の研究 携して科学研究費補助金や公募型研究助成金等の公募情、
学内への周知を図る。 ニーズに関する情報等を積極的に把握・収集し、ホーム 報の説明会を開催するとともに、迅速にホームページに

ページ等を活用し、迅速に情報を提供する。 掲載し、学内への周知を図った。
また 山形県産業技術振興機構や山形県企業振興公社 また、外部資金の獲得に努めた結果、以下の成果を得、 、
山形県商工労働観光部並びに各地方自治体等との連携を た。
一層深め、外部資金の獲得を推進する。 ①山形県及び総合支庁との連携により、受託研究11件、
さらに、東京サテライトを活用し、官庁関係及び財団 共同研究５件を実施した。

、 。等から各種助成金等の公募情報等を収集し、学内に周知 ②地方自治体との連携により 受託研究７件を実施した
する。 ③山形県産業技術振興機構等の財団との連携により、受

託研究24件、共同研究２件を実施した。
部局においては、以下の措置を行う。 ④農協、ＮＰＯ、金融機関との連携で受託研究１件、共
・地域教育文化学部では、科学研究費補助金や各種研究 同研究２件を実施した。
助成金等の公募情報を学部構成員に速やかに広報し、申 さらに、東京サテライトを活用して、官庁関係及び財
請率・採択率の増加に努める。 団等の各種助成金等の公募情報を収集し、ホームページ
また、科学研究費補助金の申請に先立ち、独自に講習 に掲載して周知を図った。
会などを開催し、採択率の増加に向けた工夫をする。
・理学部では、研究支援委員会において競争的外部資金
獲得に努力する。
・医学部では、競争的外部資金獲得を組織的、体系的に
行うための対策室の機能を更に強化する。
・農学部では、ホームページに専用の掲載欄を設け迅速
な周知を図る。

1-2.科学研究費補助金や各種研究 1-2
助成金等の公募申請に係る書類作 部局においては、以下の措置を行う。 Ⅳ ・競争的外部資金を獲得するために全教員を対象に外部
成等についての支援体制を構築し ・人文学部では、科学研究費補助金申請アドバイザーを から講師を招き、科学研究費補助金制度の説明会を開催、
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適切な助言を行う。 選任し、学部内申請支援システムにより適切な助言を行 し、応募・申請を促進した。 （資料8-1 参照）
う。 ・科学研究費補助金の申請に当たって、社会連携課と各
・地域教育文化学部では 科学研究費補助金 受託研究 学部の担当者がプロジェクトを組んで、全学の申請書作、 、 、
奨学寄附金など外部資金を中期目標期間中に現在より増 成の点検を行い、申請者に対し作成上の指導・助言を行った。
加させるとともに、外部資金獲得に助言を与えるアドバ また、研究担当副学長が講師となり、学内２か所にお
イザー組織を検討する。 いて申請書作成のノウハウに関する講演会を開催した。
・理学部では、研究支援委員会において競争的外部資金 （資料8-2 参照）
獲得に努力する。 ・ 研究プロジェクト戦略室」に専任教員を配置するこ「
・医学部では、資金獲得企画対策室において競争的外部 とを決定し、一層の支援体制の強化を図った。
資金獲得のための情報収集を行うとともに、申請に関す （資料15-7 参照）
る体制作り、事務手続きを支援する。
・工学部では、研究支援係及びプロジェクト推進室にお 各部局においては、支援委員会、対策室、推進室等を
いて適切な助言を行う。 中心に、メールによる情報の配信や講演会、説明会等を

実施した。

1-3.科学研究費補助金を始めとす 1-3 Ⅲ
る各種競争的資金に対する申請数 ・外部資金・研究プロジェクト戦略室を活用し、科学研 ・競争的外部資金を獲得するために科学研究費補助金及
の更なる増加に努める。 究費補助金や公募型研究助成金に迅速に対応し、かつ、 び各種研究助成金等の公募情報を学内ホームページに掲

、「 」産学官民連携を推進し、受託研究や奨学寄附金等の外部 載するとともに 外部資金・研究プロジェクト戦略室
資金を増額できるよう 学部を越えた連携の強化を図り のスタッフが応募・申請の促進にあたった結果、科学研、 、
常に特色ある研究テーマ等を準備することにより、科学 究費補助金申請件数は、１教員１件にあたる769件とな
研究費補助金や各種助成金等への申請件数の増加を図 った。
る。 また、科学研究費補助金以外の競争的資金として、以

下の成果が得られた。
部局においては、以下の措置を行う。 ①厚生労働科学研究費補助金(医学部)
・人文学部では、16年度申請率を上回るべく、科学研究 ②経済産業省の産業技術研究助成事業、地域新生コン
費補助金申請率 100％を目指す。また、中期目標期間中 ソーシアム研究開発事業(理学部・医学部・工学部
に、科学研究費補助金などを増加させる。 ・農学部)
・地域教育文化学部では、科学研究費補助金の申請率の ③文部科学省の戦略的創造研究推進事業、重点地域研
増加に努める。 究開発推進事業(理学部・医学部・工学部・農学部)
・理学部では、企業・地方自治体からの奨学寄附金や受 ・ 研究プロジェクト戦略室」に専任教員を配置するこ「
託研究費を積極的に確保する。また、企業や地方自治体 とを決定し、支援体制の一層強化を図った。
からの技術開発等の助成金に積極的に応募する。
・医学部では、ＣＯＥ研究や新規研究を推進するととも
に、研究成果を積極的に公表することにより受託研究や
共同研究を推進し、奨学寄附金や科学研究費補助金など
の外部研究資金獲得の増加を図る。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、間接経費の
示達がある大型の研究補助金については、積極的にその
獲得を目指す。
・農学部では、競争的資金への申請割合を高めるととも
、 。に 科学研究費補助金については申請率 100％を目指す
また、地域との連携を強化するため、農学部地域連携
推進協議会（仮称）の設置について検討を開始する。
・地域共同研究センターでは、間接経費の示達がある大
型の研究資金獲得に関して積極的に支援する。
また、中央省庁や地方自治体に積極的に働きかけ、ス
キームを作り、補助金や委託費の獲得を推進する。
・学術情報基盤センターでは、科学研究費補助金を始め
とする外部研究資金への申請を推進し、研究経費の増加
を図る。
・遺伝子実験施設では、専任教員による科学研究費補助
金等の資金調達を強化推進する。
・ＶＢＬでは、ポスドクの資金獲得に関して積極的に支
援し、科学研究費補助金申請率100％を目指す。
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3)附属病院における診療等の質の
向上を図ることにより、附属病院
収入の確保、増加に努める。
1-1.重粒子線治療装置の導入と既 1-1

、 、 、存施設の機能整備及び拡充を図り ・病棟の再整備にあわせての各種センター整備計画を一 Ⅳ ・循環器センター 呼吸器センターを先行して立ち上げ
高度先進医療を開発、実践する。 部先行して、循環器センター及び呼吸器センターの活動 その業務について検証を行った。これにより、今後、病

を開始する。 棟再整備の際に設立される各センターの計画を行った。
・平成15年度に採択された21世紀ＣＯＥプログラム「地 ・21世紀ＣＯＥの成果を学術専門誌に発表するととも
域特性を生かした分子疫学研究」の取組みの中で、研究 に、特許申請、臨床現場への応用を目指したベンチャー
成果の臨床現場への活用を目指す。 企業（ＣＯＭＥセンター）を設立して活動を開始した。

1-2.遺伝子診療、臓器移植の積極 1-2
的推進を図る。 ・実現可能な遺伝子診療及び臓器移植医療を計画的に検 Ⅲ ・質の高い遺伝子診療及び臓器移植医療、また幹細胞移

討・推進する。 植(１件)を実施した。高度先進医療、特に遺伝子異常検
索(30件)を小児科が実施した。

1-3.健全な病院経営確保の観点か 1-3
らの組織改革を進め、病院経営専 ・附属病院の理念・目標に基づき附属病院の使命を果た Ⅳ ・病院経営の企画・立案を機能的に行うため、医学部附
門職員（医療事務を含む）を養成 すとともに、自己収入の増加と健全経営を確保する。 属病院経営企画部の業務を更に見直し、病院長・副病院
する。 ・平成16年度に設置した病院経営企画部の体制及び機能 長（経営担当 ・医療情報部等とのミーティングを定期）

強化を図る。 的に開催した。そこで、経営状況の分析、各部門への情
・民間的経営手法を導入する 民間人の顧問等の採用 報提供、医学部・病院の意思決定機関（医学部最高運営。（ ）
・医療材料・医療器材等の一元的管理改善の観点等か 会議）等への情報の提供、その指示を受けての企画立案
ら、病棟再整備の検討に合わせて、平成19年度までに、 など病院経営改革へ向けて以下の具体的な活動を行った。
物流センター、医療機器管理室の充実を図る。物流セン ① 医療情報システムの合理化、将来の電子カルテ化
ターについてはハード・ソフトの両面から検討を深め、 の戦略策定のアドバイザーを任命した。これにより
また医療機器管理室についてはハード面の整備を進める 経営情報の高品質化を図る体制を整備した。
とともに、医療機器の管理機能を充実整備する。 ② 医療材料・医療器材等の一元的管理改善の観点等
・経営改善ヒアリングと検証を継続しながら、各部門と から、病棟再整備の検討に合わせた新物流システム
協力して業務の合理化を模索・推進する。 （ＳＰＤ）の導入と物流センター企画、医療機器管理
・病院経営に必要な専門研修の充実を図る。 室の充実を図るセンター（ＭＥセンター構想）の企
・病歴（カルテ）検証チームによるカルテの定期的チェ 画をスタートした。
ックを行う。 ③ 経営情報分析に基づいた経営状態の検証と各診療

科・各部門への経営改善ヒアリングを実施、各診療
科・各部門と協力して業務の合理化を模索・推進し
た。
④ 病院経営に必要な専門職（治験センターのＣＲＣ
など）研修の充実を図った。これにより常勤ＣＲＣ
の導入に加えて、ＣＲＣ取得候補者を選定して実務
研修を行った。
⑤ 法人化に伴い導入された企業会計の中での病院経
営の在り方を検討し、資格取得など他の研修も行った。
⑥ 物流センターワーキンググループを設置し、医療
材料・医療器材等の一元的管理改善の観点等から病

（ ）棟再整備に合わせた新病院内物流システム ＳＰＤ
の導入、仕様策定に向け作業を開始した。
また、検収システムの確立、材料部（将来物流セ
ンターへ改編を予定）取扱物品の割合の増加とコー
ド化を行った。
⑦ 医療機器管理室に臨床工学士を増員し、将来のＭ
Ｅセンターの組織主体となる医療機器管理室を中心
にソフト面・ハード面の整備を行っている。特に機
器の管理システムを強化し、使用法の講習会を行う
などして医療安全対策を実施した。
⑧ 今後のＩＴ戦略の方向性の検討に当たり、平成17
年９月に経営企画部主催で「岐阜大学病院における
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生き残り戦略とその成果」の演題で、岐阜大学医学
部附属病院医療情報部長の講演会を開催した。
⑨ 医療安全管理部において病歴（カルテ）検証チー
ムによるカルテの定期的チェックを行った。テーマ
を絞ることにより今後の医療安全重点項目の徹底を
図ることが可能になった。
・国立大学の附属病院の中で、唯一の黒字経営を達成し
た医学部附属病院の経営努力に対して、1,000万円の措
置を行った。

1-4.四半期ごとに短期的経営目標 1-4
の設定を行う。また、３年ごとに ・稼働率、在院日数、査定率、手術件数等の各事項にお Ⅳ ・稼働率、在院日数、査定率、手術件数等の各事項にお
診療科の病床数を見直し、その適 ける目標値を設定し、院内全体で目標達成を図る （各 ける目標値を設定し、これを達成するために、医療情報。
正化を図るシステムを構築する。 目標値は年度毎に設定する ）また、保険外診療の充実 部のデータ、経営企画部の分析をもとに定期的な経営ヒ。

を図る。 アリング（情報に把握と改善の指示 、臨時のヒアリン）
・定期的（臨時を含む）に各科等のヒアリングや経営分 グを行って、各部門での医療活動の支援体制を強化して
析を行い、短期的経営目標の設定及び評価等を行う。 いる。保険外診療（人間ドックなど）の診療実績を検証

して改善に努めた。
・定期的（臨時を含む）に各科等のヒアリングや経営分
析を行い、短期的経営目標の設定及び評価等を行った。
なお、平成17年度状況（４月～３月）は、病床稼働率
、 （ ） 、 、87.9％ 在院日数 一般病棟 22.83日 紹介率55.8％

査定率（４～２月）0.258％、新患率（外来）8.9％、新
入院患者数7,765人､手術件数3,601件であり､目標を達成した。
・保険外診療として、人間ドックを平成16年12月から継
続している。
・平成17年５月から６月にかけて、各診療科、中央診療
施設及び看護部のヒアリングを実施し、平成16年度の決
算状況及び平成17年度の目標値等を説明するとともに、
経営改善について質疑応答を行った。
また、11月に平成17年度第２回目の各診療科ヒアリン
グを実施し、中間決算状況及び設備導入に係る検証等を
実施した。

4)産学官民連携を推進することに
より、受託研究費や奨学寄附金等
の外部資金の獲得に努める。
1-1.公的機関、産業界などからの 1-1
多様な研究資金確保に努め、毎年 ・外部資金・研究プロジェクト戦略室と各部局が連携し Ⅳ ・今年度は、1,014,886千円（前年比6.8％増 、982件の）
５％の増額を目指す。 て、受託研究経費及び奨学寄附金等の研究資金の増額を 受託研究・共同研究及び奨学寄附金を獲得した。

目指す。 （資料8-18 参照）
また、東京サテライトを活用して、関係官庁からの情 ・外部資金獲得に向けて 「部局横断的プロジェクト研、
報収集や企業等への情報提供により産学連携を強化し、 究」として、今年度新たに８件のプロジェクト研究をス
研究資金等の増額に努める。 タートさせた。

・｢外部資金・研究プロジェクト戦略室｣が、地域共同研
部局においては、以下の措置を行う。 究センター・東京サテライト・各部局と連携して外部資
・人文学部では、科学研究費補助金等の採択額の増額を 金の獲得に積極的に努めた。
目指す。 （資料15-7・8-7～8-17 参照）
・地域教育文化学部では、地方自治体、産業界などとの
共同研究、委託研究の件数を増やし、外部資金の増額に
努めるとともに、外部資金獲得のためのアドバイザー組
織を検討する。
・理学部では、①連携大学院、地域共同研究センター、
ＶＢＬ、地方自治体、公設試験場及び企業との連携強化
を図る、②企業、地方自治体からの、奨学寄附金や受託
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研究費を積極的に確保する、③企業や地方自治体からの
技術開発等の助成金に積極的に応募する。
・医学部では、平成18年度までに、地域研究施設等及び
企業との積極的な共同研究体制を構築する。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、①間接経費
の示達がある研究補助金、奨学寄附金、共同研究、受託
研究費の５％の増加を図る、②地方自治体及び学部の関
係団体から資金協力を求める、③共通研究スペースを確
保する、④プロジェクト的な共同研究グループからの申
請に応じて、実験室等の流動的運用の体制を整える、⑤
プロジェクト型研究の施設として、米沢市が開設してい
る市民ギャラリー等の市内の空き空間をサテライト研究
室として利用することを推進する。
・地域共同研究センターでは、間接経費の示達がある大
型の研究補助金の獲得に関し、積極的に支援する。
また、中央省庁や地方自治体に積極的に働きかけてス
キームを構築し、補助金や委託費の獲得を推進する。
・遺伝子実験施設では、平成21年度までに、年間10件以
上のトランスジェニックマウス受託作製を目指し、支援
活動による収入確保を図る。
また、受託業務に関する広報活動を東北地区を中心に
行い、平成21年度までに学外からのトランスジェニック
マウス受託作製を全体の受託件数の半数程度までに拡大
させる。
・附属博物館では、奨学寄附金等の外部資金獲得に努める。

1-2.インキュベーション施設を利 1-2
用し、研究成果の実用化・製品化 部局においては、以下の措置を行う。 Ⅲ ・インキュベーションセンター利用者（企業２社・研究
について年１件以上を目指す。 ・医学部では 平成20年度までに 民間の資金を活用し 者３名）のうち、地域共同研究センターを活用している、 、 、

「 」 、ベンチャービジネスの構築を推進する。 ベンチャー企業 パウダーコーポレーション において
・工学部では、インキュベーションセンター及びコーデ １件の製品化（大豆パスタ）が実現した。
ィネーターの積極的な活用を図り、研究成果の実用化・ ・医学部では、がん治療の重粒子線治療センターの設立
製品化を目指す。 に向け、窓口となる「株式会社山形先端医療研究所」を
・地域共同研究センターでは、インキュベーション施設 中心に、外部資金導入の計画を推進中である。
を利用しての研究成果の実用化・製品化を支援する。

1-3.民間企業との共同研究や受託 1-3
研究を推進し、件数について毎年 ・外部資金・研究プロジェクト戦略室と各部局が連携 Ⅲ ・民間企業との共同研究や受託研究を推進するため、外
５％以上の増加を目指す。 し、産学連携を促進することにより、共同研究及び受託 部資金・研究プロジェクト戦略室、産学連携コーディネ

研究等の件数の増加を図る。 ーター、リエゾン教員、東京サテライト及び各部局が連
また、東京サテライトを活用して、関係官庁からの情 携し、共同研究及び受託研究の更なる推進に努めた。
報収集や企業等への情報提供により産学連携を強化し、 ・平成16年度及び17年度の受入件数の実績は、以下のと
共同研究及び受託研究の件数の増加に努める。 おりであり、２年間の平均受入件数は、共同研究112.5
・地域にある民間企業等との共同研究を積極的に推進す 件（平成15年度比5.1％増)、受託研究110.5件（平成15
るとともに、受託研究や奨学寄附金を積極的に受け入れる。 年度比28.5％増)であった。

（平成16年度）
部局においては、以下の措置を行う。 共同研究 113件 (前年度比 5.6％増)
・人文学部では、研究活動推進部会において受託研究増 受託研究 111件 (前年度比29.0％増)
大のための施策を講じる。 （平成17年度）
・地域教育文化学部では、地方自治体や民間等との共同 共同研究 112件 (前年度比△0.8％減)
研究、受託研究による共同研究体制を推進する。 受託研究 110件 (前年度比△0.9％減)
・理学部では、企業や地方公共団体からの技術開発等の なお、金額ベースでは、２年間の平均受入金額は、共
助成金に積極的に応募する。 同研究214,315千円（平成15年度比40.7％増)、受託研究
・医学部では、これまでの研究やＣＯＥ研究で得られた 253,621千円（平成15年度比15.9％減)であった。
研究成果を積極的に公表することにより、受託研究や共
同研究を推進して外部研究資金の獲得増加を図る。
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、 、 、また 医学系研究科医学専攻では 平成18年度までに
研究教育拠点を形成し、その成果を基盤として、大学発
のベンチャー企業の設立を目指し、民間企業との共同研
究や受託研究を推進する。
さらに、看護学専攻では、平成19年度までに、地域の
医療施設等関連機関と連携し、現任教育・共同研究を促
進する。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、間接経費示
達がある研究補助金、奨学寄附金、共同研究及び受託研
究等の外部研究費獲得に関し、平成16年度実績の５％増
加を目指す。
・農学部では、民間等との共同研究、受託研究員や受託
研究・奨学寄附金の受け入れを促進する。
・地域共同研究センターでは、各サテライトを活用した
シンポジウム、セミナー、交流会等を通して、産学連携
が可能な企業等を開拓する。
・遺伝子実験施設では、平成21年度までに、年間10件以
上のトランスジェニックマウス受託作製を目指し、支援
活動による収入確保を図る。
また、トランスジェニックマウス受託作製による支援
活動を通して、学内外の研究者の間にマウス発生工学的
手法の利用の浸透を図る。

1-4.コーディネーターを配置した 1-4
「産学連携リエゾンオフィス」の ・地域共同研究センターの各サテライトを拠点とした産 Ⅲ ・一元的な産学連携体制をとるため、地域共同研究セン
設置とそれを活用した産学連携の 学官連携の推進及び開拓を図る。 ターの教員室、コーディネーター室、客員教員室及び事
プログラムについて検討する。 務室並びにＶＢＬの教員室及び事務室を一室に集中配置

部局においては、以下の措置を行う。 し、リエゾンオフィス機能を充実させた。
・人文学部及び社会文化システム研究科では、研究活動 ・地域共同研究センターの各サテライトを拠点とした産
推進部会において、人文社会科学の特性を活かした産学 学官連携活動により、庄内及び置賜の各総合支庁から受
連携プログラムについて検討する。 託研究を受け入れた。
・医学部及び医学部附属病院では、学部における知的人 また、昨年度設立した東京サテライトにおいては、産
的資源を積極的に公開する。すなわち、医学部・附属病 学連携コーディネーター１人、事務職員１人、非常勤職
院における教育、研究、診療の成果を広報誌及びホーム 員１人の３人体制により、新規プロジェクトの提案等を
ページで分かりやすく積極的に提供する。 積極的に行った。
また、看護学科では、平成18年度までに、地域の関連 ・地域共同研究センターに自治体、金融機関から産学連
機関との共同研究活動の強化とネットワーク形成を促進 携を目的とした共同研究員を受入れ、地域共同研究セン
する。 ター、ＶＢＬのリエゾン教員等とともに、技術移転を始

めとする産学連携の一層の推進を行った。

1-5.治験管理センターの機能的管 1-5
理運営による新薬開発と臨床研究 ・治験受託研究件数の確保と実施率の向上を図る。 Ⅳ ・ＣＲＣ（治験コーディネーター）の活動による治験受
の活性化を推進する。 また、治験に関する教育・広報活動を強化する （セ 託研究件数の確保と実施率の向上を図るため、ＣＲＣ資。

ミナー等の開催） 格取得者の配置、今後のＣＲＣ需要増加に備えてのＣＲ
Ｃ資格取得のための研修者の配置、治験管理センターの
機構化企画によるスタッフの充実などを行った。
なお、今年度３月の状況は、受入件数28件、受入症例
数143件、実施数92件で、実施数で、昨年度同期より19
件増加した。
・本年度も、一般市民に向け「生活習慣病から身を守る
ために」の公開講座を11月に開催し、その際に治験の仕
組みなどをわかりやすく解説した。

ウェイト小計
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Ⅲ 財務内容の改善
２ 経費の抑制に関する目標

本学の自律性を高めるため、一定の自己収入の確保とその増加を図るとともに、予算の効率的な執行に
努め、適切な財務内容の実現を図る。中
なお、適切な財務内容の実現のために、各事業年度ごと、計画的な収支計画を作成し、効率的な運営に努
める。期

１．教育や研究、診療等の充実に留意しながら、業務運営の改善及び効率化を図り、経費の節減に努める。目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

２ 経費の抑制に関する目標を達
成するための措置
1)業務運営の改善及び効率化を図
ることにより、経費の抑制に努め
る。
1-1.大学運営全般に係る業務処理 1-1
の見直しを行い、迅速かつ効率的 ・外部委託等を含め、業務の合理化や電子化を促進し、 Ⅲ ・教育研究のより一層の活性化を図る観点から最適手法
な運営体制の整備を図る。 運営体制の整備を更に進める。 を模索するため、｢経営改善ワーキンググループ｣を設置

し、効率化対応方針を策定した。
部局においては、以下の措置を行う。 ・省エネルギー及び地球温暖化対策の推進を図るため、
・人文学部では、事務等の効率化・合理化等により、中 ６月から９月までの４ヶ月間、執務室での軽装の励行を
期目標期間中に管理的経費を極力縮減するように努め 推進した。
る。 ・平成16年度監事監査における指摘事項に基づき、主に
・地域教育文化学部では、①学部の新設に伴い各種委員 以下の改善を行った
会や業務全般の見直しを行い、常にコストを意識した合 ① 役員会の他に役員懇談会の開催を定例化し毎週１
理的かつ効率的な事務の在り方を検討する、②適切な物 回の会議により、役員を中心とした運営を更に推進
品購入、共同購入及び共通利用により購入コストの削 した。
減を図るとともに、教職員のコスト意識を徹底させる、 ② 人件費縮減を図るため、｢事務改革ワーキンググル
③省エネルギー対策を推進し、経費の抑制に努める、④ ープ｣、｢経営改善ワーキンググループ｣を設置し、人
学部の事務部門は、一部集中化を含め建物ごとに分散し 件費縮減に向けた業務の見直しを行い、成案を策定
ている「各号館事務室」の見直しを検討する、⑤附属学 した。
校園が大学附属となることに伴い、学部事務部が担当す ③ 会計関連規定を整備し、業務の効率化を図った。
る事務との整合性を図り、事務の改善と効率化を図る。 ④ 職員の能力開発を目的として、ＳＤ研修を継続し

て実施するなど、企画立案・制度設計等の能力向上
を図るための取組を行った。

1-2.各業務の見直しを行うととも 1-2
に、業務のアウトソーシングを推 ・外部委託等を含め、業務の一層の合理化や電子化を促 Ⅲ ・｢事務改革ワーキンググループ｣が作成した事務の見直
進し、事務の効率化、迅速化及び 進して事務組織の見直しを継続して行う。すでに外部委 し、整理、合理化について、事務組織改革を含めて（具
合理化を図る。 託を実施している業務については一層の効率化を図ると 体的）に進めた。

ともに、アウトソーシングが可能な業務の積極的な抽出 また、同ワーキンググループの「現行業務見直し・新
を継続して進める。 規業務検討グループ」が外注化が可能な業務の抽出と外
また、共通的物品の一括購入を継続するとともに、そ 注化に係る所要額の試算を行い、具体化に当たっては、
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の範囲の拡大を引き続き検討する。 職員配置と業務の関係、委託形態や費用効果等を更に検
さらに、電気設備等の更新時には、省エネルギー機器 討することとした。
への更新を促進するとともに、日常の光熱水費の節減を図る。 ・共通物品の一括購入について、年２回、各部局へ照会

するなど範囲の拡大に努めている。平成18年度から東北
部局においては、以下の措置を行う。 大学と重油の共同購入を行うこととした。
・人文学部では、業務の外部委託等の見直しを行い、事 ・平成16年度から全学キャンペーン等により強力かつ効

、 、務の合理化を図る。 果的な取組みを展開した結果 光熱水費を前年比で４％
・理学部では、事務等の効率化・合理化により、中期目 約3,100万円の縮減効果を得た。
標期間中に管理的経費の比率を現在より縮減する。
・医学部では、委託業務体制を見直しコスト削減を図る
とともに、職員にコスト意識を徹底させる。
・工学部では、事務部門において、アウトソーシング及
び常勤と非常勤職員との間でのワークシェアリングを進
め経費の節減を図る。
・農学部では、学部の運営を効率的に行い、光熱水料・
人件費を抑制するとともに、消耗品費の有効活用を推進する。
・学術情報基盤センターでは、効率的な運営を行い光熱
水料等経費を抑制するとともに、消耗品等の有効利用を
推進する。
・遺伝子実験施設では、光熱水料等経費節減のため、効
率的な実験室・機器類の利用を推進する。
また、24時間稼働のマウス飼育設備空調についても、
効率的運転管理のためのマニュアルを作成し、稼働状況
により適宜更新する。
さらに、医学部附属動物実験施設に、マウス飼育ケー
ジの洗浄滅菌等を委託による既存設備の効率的利用によ
り、マウス飼育管理業務の効率化・適正化を図り、利用
者の経済的負担を抑制することで、施設の利用拡大を図
っていく。
・環境保全センターでは、実験廃液の搬入、保管及び処
理の効率化を図る。

1-3.施設設備のエネルギー経費の 1-3
抑制をトップマネジメントの一環 ・電気設備等の更新時には、省エネルギー機器への更新 Ⅳ ・各工事において、高効率照明・節水機器・節電機器等
として位置付け、エネルギー管理 を促進する。 の省エネルギー機器を採用した。

「 」体制を構築し、省エネルギーに対 ・施設環境整備委員会により 山形大学省エネ支援事業
する有効かつ継続的な改善の推進 部局においては、以下の措置を行う。 を企画・実施し、既設建物４棟の照明設備に人感センサ
を図る。 ・工学部では、①省エネルギー対策を推進し、経費の抑 ーを設置した。 （資料9-1・9-2 参照）

ESCO制に努める、②電気・ガス等のエネルギーの集中管理を ・全国国立大学法人で初となる、ＥＳＣＯ事業（
行う、③建物ごとにメーターを設置し、使用量の抑制を （ ）事業導入による省エネ効Energy Servise Company
図る。 果を 事業者が保証するとともに、省エネルギーESCO

改修に要した投資・金利返済・ の経費等は、全ESCO
て省エネルギーによる経費削減分で賄う事業）の導入に
ついて、審査委員会を設置し事業者を選定し、実施体制
を整えた。 （資料26-1 参照）

1-4.事務量の軽減化や会議に係る 1-4
事務業務の改善・充実の方向性を検討するとともに、経費の削減を図るため、学内事務 ・業務の合理化や電子化を促進して経費の抑制に努める Ⅲ ・
現行の業務を見直し、事務組織等の改革案を策定するた分掌の見直し、会計事務手続きの とともに、事務組織の見直しを継続して行う。

簡素化、情報ネットワーク化、文 また、引き続き、共通的物品の一括購入を継続すると 事め、｢山形大学事務改革ワーキンググループ｣において
、 、書の電子化等を行う。 ともに、その範囲の拡大を検討する。 務の見直し(会議議事録作成の簡素化 委員会の見直し

会議の開催回数及び時間の縮小化、会議資料の簡素化、
部局においては、以下の措置を行う。 出張命令の簡素化、決裁の簡素化、テレビ会議の積極的
・工学部では 会議開催回数の縮少 審議内容の見直し 活用及びWeb会議の導入による会議の効率化、電子メー、 、 、
両面コピーの徹底等により、経費の節減を図る。 ル及びｐｄｆ文書の活用等)を各部局とともに進めた。

また、同ワーキンググループの「現行業務見直し・新
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規業務検討グループ」は外注化が可能な業務の抽出と外
注化に係る所要額の試算を行い、具体化に当たっては、
職員配置と業務の関係、委託形態や費用対効果等を重視
し更に検討することを決定した。
共通物品の一括購入について、年２回、各部局へ照会
するなど範囲の拡大に努めた。平成18年度から東北大学
と重油の共同購入を行うことを決定した。

1-5.各地区におけるエネルギー使 1-5
用状況を一元的に把握・管理し、 ・電気設備等の更新時には、省エネルギー機器への更新 Ⅳ ・各工事において、高効率照明・節水機器・節電機器等
エネルギー使用の比較評価、情報 を促進する。 の省エネルギー機器を採用した。
公開を行うことにより、使用者の ・ 山形大学省エネ支援事業」により、既設建物４棟の「
コスト縮減に関する意識啓発を促 部局においては、以下の措置を行う。 照明設備に人感センサーを設置した。
し、効果的なエネルギー経費の節 ・工学部では、建物ごとにメーターを設置し、使用量の ・学内ホームページによる各キャンパスごとのエネルギ
減を図る。 抑制を図る。 ー使用実績等の公開情報を充実させると共に、国や県の

省エネルギー等の取組に呼応したポスターの作成等によ
、 。り教職員・学生の意識啓発を促して 経費節減を図った

・夏季３日間の閉鎖を実施した。
（資料9-1～9-14 参照）

建物ごとにメーターを設置し、光熱水費使用量の抑制
を図った （工学部）。

1-6.事務の合理化及び情報化の推 1-6
進、効率的な施設運営によりコス ・事務の合理化や電子化を促進して行政コストの低廉化 Ⅲ ・｢ 、会山形大学事務改革ワーキンググループ｣において
トの低廉化を図る。 に努める。 議資料の簡素化及び両面コピーの徹底による経費節減、

テレビ会議の積極的活用及びWeb会議の導入による会議
部局においては、以下の措置を行う。 の効率化、電子メール及びｐｄｆ文書の活用等を強力に
・人文学部では、小白川地区キャンパスの講義室等の利 推進し進めた。
用に当たっては、ホームページを活用したシステムで一 また、同ワーキンググループの「現行業務見直し・新
括管理し、効率的な利用を図る。 規業務検討グループ」が外注化が可能な業務の抽出と外
・工学部では、電子メールによる通知等の徹底、電子掲 注化に係る所要額の試算を行い、費用対効果等を更に検
示板の活用促進等の情報化を推進する。 討することとした。

1-7.図書・雑誌の重複購入を抑制 1-7
するように努める。 ・本学における図書・雑誌の購入及び配置の原則を定 Ⅳ ・学生用図書の発注時に当該図書の所蔵状況を調査し、

、め、全学的な図書・雑誌の重複購入を抑制するように努 所蔵図書272冊(発注図書の約７％)の重複購入を抑制し
める。 電子ジャーナル購読外国雑誌の冊子体27点(購読外国雑

誌の約４％）を中止し、購入予算の効率的な執行を行った。

1-8.電子ジャーナル購入に当たっ 1-8
ては、他大学とのコンソーシアム ・国立大学図書館協会等の電子ジャーナルコンソーシア Ⅳ ・国立大学図書館協会及び日本医学図書館協会の電子ジ
を形成して安価な導入を図る。 ムに参加することにより、電子ジャーナルの費用対効果 ャーナルコンソーシアムに参加し、現利用９社の有料電

の高い導入に努める。 子ジャーナルの全タイトル（4,200タイトル）を一般購
入価格よりも27.5％低い金額での購入を可能とした。

1-9.共通的物品の一括購入、廃品 1-9
、 。の分別収集の推進により経費の軽 ・共通的物品の一括購入を継続するとともに、その範囲 Ⅲ ・範囲の拡大を図るため 年２回各学部へ照会を行った

減を図る。 の拡大を検討する。 また、今後も継続して行うこととしている。
なお、平成18年度より東北大学と重油の共同購入を行

部局においては、以下の措置を行う。 うことを決定した。
・工学部では、分別回収の徹底、細分化を進め、リサイ
クルセンターを設置する。

ウェイト小計
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Ⅲ 財務内容の改善
３ 資産の運用管理の改善に関する目標

本学の自律性を高めるため、一定の自己収入の確保とその増加を図るとともに、予算の効率的な執行に
努め、適切な財務内容の実現を図る。中
なお、適切な財務内容の実現のために、各事業年度ごと、計画的な収支計画を作成し、効率的な運営に努
める。期

１．資産の効率的・効果的運用管理を図り、教育や研究、診療等のために、充実したキャンパス環境の整備目
に努める。

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

３ 資産の運用管理の改善に関す
る目標を達成するための措置
1)施設等の有効活用及び適切な維
持管理等を行うことにより、資産

。の効率的・効果的運用管理を図る
1-1.施設設備の整備や管理・運営 1-1
に係る方策を全学的・総合的に検 ・新築改築、改修等の施設整備や管理・運営に係る方策 Ⅳ ・平成16年度に策定した主要４キャンパス（小白川･米
討し、キャンパスごとの基本方針 を全学的・総合的に検討し、団地ごとにキャンパスの基 沢･鶴岡･飯田）整備計画（マスタープラン）の実施と状
等を整理した整備計画を策定する 本方針等を整理したキャンパス整備計画を平成21年度ま 況の変化による見直しを図るべく、昨年度に引き続き、。

でに策定することとし、管理運営に関する実情調査を推 管理運営に係る方策を検討するための実情調査を推進
進し、整備計画の基本方針等を検討する。 し、全学の施設点検及び各部局との情報交換を行った。

（資料12-1・12-6 参照）
部局においては、以下の措置を行う。
・医学部では、新たな整備手法として、病院の売店、食 各部局においては、以下の措置を行った。
堂、駐車場、寄宿舎等について、民間資金による整備が ・医学部附属病院では、売店及び喫茶店に民間資金導入
図られるか否か、平成21年度までに検討する。 による特色ある整備充実を図り、平成18年度当初から稼
・環境保全センターでは、現有設備の有効利用を図ると 働することとした。
ともに、各施設の環境保全に努める。

1-2.ホームページを活用した施設 1-2
管理を行い、施設等の利用状況を ・ホームページを活用した施設管理を充実し、効率的な Ⅲ ・各種点検日程等の施設利用に関わる情報を、ホームペ
的確に把握し 効率的に運用する 運用を更に進める。 ージの施設管理情報として充実した。、 。

・施設利用に関する情報等の収集システムをホームペー
部局においては、以下の措置を行う。 ジに構築し、効率的に運用した。
・人文学部では、講義室については、ホームページを活
用したシステムで一括管理し、施設等の利用状況を的確
に把握し、効率的に運用する。

1-3.点検・評価に基づく全学的か 1-3
つ経営的視点に立った計画的・効 ・施設の機能維持を図るため、定期的な施設点検評価を Ⅳ ・昨年度に引き続き、施設の総合的な調査・点検及び各
率的な機能保全、維持管理及び予 行う。 部局との情報交換を行った。
防的な施設の保守・点検等を実施 特に平成17年度は、アスベスト調査及び耐震診断を重
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する。 点に、その結果に基づき撤去・補強工事を行うことによ
り施設利用の安全・安心の向上を図った。

1-4.ペイオフ対策の充実を図り、 1-4
安全確実な利回りの下での外部研 ・平成16年度に検討した方法に基づき、外部研究資金等 Ⅲ ・平成16年度に策定した方法に基づき、外部研究資金等
究資金等の安定的運用管理を図る の安定的運用管理を図る。 を国債購入等により安定的に運用管理した。。

ウェイト小計
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Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項

３ 業務改善による経費削減○ 法人化のメリットを活用し、大学運営の活性化などを目指した特色ある取り組
み 事務改善に向け、事務改革ＷＧを立ち上げ、事務の見直し・整理・合理化につ

いて、事務組織改革による業務改善を含めた経費削減を進めた。
(1) 経営改革担当理事を中心に、第一期中期目標期間（平成16年度～平成21年度）１ 附属病院の収入の確保・増加

(1) 病棟の再整備に合わせて各種センター整備計画を一部先行して、循環器セン 中の｢中期財政計画｣を運営費交付金効率化係数や総人件費改革などを反映させ
ター・呼吸器センターを立ち上げ、その業務について検証を行った。 策定した。また今後は、適宜、数値の見直しや、新たな学内財政目標の設定な
(2) 遺伝子診療・臓器移植医療・肝細胞移植を計画的に実施した。小児科におい どを行うことを決定した。
ては、高度先進医療、特に遺伝子異常検索を実施した。 (2) 総務・財務担当理事を中心に、｢教員及び職員の中長期的な人事計画｣に係る
(3) 附属病院の経営目標を設定して、稼働率・在院日数・査定率・手術件数等の 基本方針（効率化対応方針）を策定し、人件費削減に向けた全学的な取組を行
各事項における目標値を設定し、達成するために医療情報部のデータ・経営企 うことを決定した。
画部の分析をもとに定期的及び臨時の経営ヒアリングや経営分析を行い、短期 (3) ｢非常勤講師の在り方検討ＷＧ｣において、非常勤講師手当額の縮減目標の設
的経営目標の設定評価を行った。 定・非常勤講師手当の単一化を決定した。
(4) 平成17年度の状況（４月～３月）については、病床稼働率87.9％・在院日数 (4) 各工事において高効率照明や節水機器、節電機器等の省エネルギー機器を採
（一般病棟）22.83日・紹介率55.8％・査定率（４月～２月）0.258％・新患率 用した。
（外来）8.9％・新入院患者数7,765人・手術件数3,601件の数値を計上した。 また、施設環境委員会により「山形大学省エネ支援事業」を企画・実施し 、
さらに、経営方針と経営状況を把握し、より一層の院内に浸透を図り、収入の 既設建物４棟の照明設備に人感センサーを設置した。また、国立大学法人で初
確保に努める。 となる、外部資金による省エネ改修「ＥＳＣＯ事業」の導入について、審査委

員会を設置し事業者選定を行った。
○ 大学運営を円滑に進めるための様々な工夫 なお、学内のホームページにエネルギー使用実績等の情報を掲載するととも

に、国や県の省エネルギー等の取組に相応したポスターの掲示により教職員・
学生の意識啓発を促した。１ 外部資金の確保

(1) ｢外部資金・研究プロジェクト戦略室｣を活用し、科学研究費補助金や公募型 (5) 共通物品の一括購入について、年２回各学部へ照会するなど、範囲の拡大に
研究助成金に迅速に対応した。また、産学官民連携を推進し、外部資金獲得に 努めた。
向けた申請促進を図った。その結果、全学で982件・1,014,886千円の外部資金 また、平成18年度から東北大学と重油の共同購入を行うことを決定した。
（受託研究・共同研究・奨学寄附金）を獲得した(前年度比:件数で4.5％の増、
金額で6.8％増 。 ○ 昨年の評価結果に対する改善に向けた取り組み）
(2) 科学研究費補助金以外の競争的資金として、医学部の厚生労働科学研究費補

１ 人件費を含む長期的財務運営の検討助金、理学部・医学部・工学部・農学部の各学部が、経済産業省の産業技術研
究助成事業・地域新生コンソーシアム研究開発事業・文部科学省の戦略的創造 経営改革担当理事を中心に、運営費交付金効率化係数や総人件費改革などを反
研究推進事業・重点地域研究開発推進事業にそれぞれ採択された。 映させた第一期中期目標期間中の「中期財政計画」を策定した。今後、適宜数値
また、更なる外部資金獲得に向けて「部局横断的プロジェクト研究」として、 の見直しや、新たな学内財政目標の設定などを行うこととした。
今年度新たに８件のプロジェクト研究をスタートさせた。

２ 外部研究資金獲得額の毎年度５％増
今年度は、1,014,886千円（前年比6.8％増 、982件の受託研究・共同研究及び２ 産学官連携の強化 ）

山形県・各総合支庁・地方自治体・山形県産業技術振興機構等との連携を一層 奨学寄附金を獲得した。
深め外部資金の獲得を推進した。その結果 外部資金獲得に向けて 「部局横断的プロジェクト研究」として、今年度新た、
① 山形県及び総合支庁との連携により、受託研究・共同研究を16件実施 に８件のプロジェクト研究をスタートさせた。
② 地方自治体との連携により、受託研究を７件実施

３ 大学運営評価システムの整備③ 山形県産業技術振興機構等との連携により、受託研究24件・共同研究２件
を実施 各部局が行う自己点検・評価に基づく外部評価を含めた組織評価システムを策
④ 農協・ＮＰＯ・金融機関との連携により、受託研究・共同研究を３件実施 定し、平成18年度から実施することを決定した。本システムは、各部局における
などを達成した。 前年度の事業実績等をトータルで評価し、その結果を予算配分に反映させる仕組

みとなっている。
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
１ 評価の充実に関する目標

国から財源措置を受ける国立大学法人として、総合大学にふさわしい教育・研究を展開して目標を達成
し、その達成度を公表することによって社会に対して説明責任を果たす。中

１）点検と評価期
１．目標・計画策定及び点検・評価システムを構築する。
２．学識経験者等からなる中立的第三者評価を積極的に受け入れる。目
２）公表・説明・発信
１．大学の諸活動及び貢献についての説明責任を具体化するために情報提供を行う。標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

１ 評価の充実に関する目標を達
成するための措置
1)点検と評価
1-1.目標・計画策定及び点検・評 1-1

「 」価のために、基本構想委員会と自 ・基本構想委員会の下の目標評価専門委員会において、 Ⅳ ・基本構想委員会の下に設置した 目標評価専門委員会
己評価委員会を統合して新たな基 教育、研究、業務運営、社会貢献等に関する自己点検評 を発展的に解消し、新たに今年度「評価分析室」を設置
本構想委員会に改組し、この下に 価を行うとともに、次期年度計画を策定する。 した。
目標・計画及び大学評価の各専門 また、教育研究評価専門委員会において、教員の教育 評価分析室には、専任の教員を配置することとし、教
委員会を設置する。各専門委員会 研究活動に関する評価体制を整備し 点検・評価を行う 育、研究、管理運営、社会貢献等の全学的な自己点検・、 。
は、教育、研究、管理・運営、社 評価体制を構築した。
会貢献等についての目標・計画を 部局においては、以下の措置を行う。 評価分析室において、中期目標、中期計画、年度計画
策定し、点検・評価を実施する。 ・人文学部では、学部の目標評価委員会等において点検・ の達成状況の点検・分析を行うとともに、各部局の取組

評価を継続して行う。 状況のヒアリングを実施し、点検・評価を行い次年度の
・地域教育文化学部では、学部全体の年度計画の執行状 年度計画の策定を行った。
況について、自己点検評価を行う。また、教員の教育・ 基本構想委員会の下に設置した「教育研究評価専門委
研究・社会貢献・運営等の業績に関する自己評価の在り 員会」において、教員の教育研究活動等（教育・研究・

） 、方を検討すると同時に、自己評価の結果を学科・コース 社会貢献・管理運営等 の評価システムについて検討し
などにおける教育・研究の改善に活かす方法を検討する。 「山形大学における教員の個人評価」の指針を策定し、
・理学部では、研究評価についての方法を確立するとと 平成18年度の実施に向けて、平成17年度に全学的試行を
もに、教育評価の方法（評価システム、公開方法、学生 実施した。
の授業評価の活用法、教員相互の授業評価等）を確立する。 また、各学部が行う自己点検・評価に基づく外部評価
・医学部では、平成20年度までに、研究、教育、診療、 を含めた組織評価を策定し、平成18年度から実施するこ
運営、検診などの社会的及び学問的貢献の５点について とを決定した。
教員の活動状況を調査し 教員の持つ適性 特性を調べ （資料5-4・25-11 参照)、 、 、
その結果に応じた教員評価を行うシステムを導入する。
・工学部では、教員は、教育、研究、管理運営、社会貢
献などの項目に関して、年度当初に自己目標を提出して
年度末に自己評価を行い、教員人事委員会及び学科長な
どの点検を受けるシステムを継続する。
・農学部では、様々な点検・評価を効率的かつ迅速に行
うために、客観的基礎データの蓄積とその分析を担当す
る専門の部門として評価情報分析室を設置し、①各種手
続きや文書処理等の効率と確実性を高めるため、これら
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を点検・評価し、必要に応じて学部内ファイリングシス
、 、 、 、テムやマニュアルを整備する ②研究 教育 学会活動

運営貢献、社会貢献等の教員の活動状況を客観的に評価
するシステムを策定する。
・附属博物館では、常設展示、公開講座、特別展示等に
関する参加者からの意見・批評等を積極的に収集・分析
する体制を整備するなどして、博物館運営の活性化を図る。

1-2.点検・評価の結果は、教育・ 1-2
研究活動、管理・運営並びに社会 ・点検・評価の結果並びに社会からの意見等を教育研究 Ⅳ ・平成16年度に実施した学生生活実態調査、企業、卒業
貢献の質の向上・改善への取組み 活動、管理運営及び社会貢献の質の向上に反映させるシ 生等に対して行った教育効果・広報に関するアンケート
に反映させる。 ステムについて検討を行う。 調査、監事監査及び大学評価委員会の平成16年度に係る

業務の実績に関する評価結果について、役員会において
部局においては、以下の措置を行う。 各々の課題を抽出・整理し各担当理事が中心となって課
・人文学部では、教育活動を適切に評価するシステムを 題解決に向けた取組を開始した。
検討する。また、学部と地域社会との連携・交流を深め また、取組の経過情報を学内ホームページに掲載し構
るため、学部広報の在り方について検討する。 成員の共通理解を図るとともに教育研究活動、管理運営
・医学部では、平成19年度までに、教員の教育研究業績 及び社会貢献の質の向上に反映させた。
に対する評価システムを構築するとともに、優れた教員 （資料27-1 参照）
に対する支援方策を検討する。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、教員人事委 各部局においても評価結果を部局運営に反映させてお
員会の下で、自己点検・評価の結果を次年度への目標作 り、医学部及び工学部では、学生が選んだ優秀教員を表
成・改善に反映させる。 彰する制度を設け実施した。

1-3.目標・計画の策定及び点検・ 1-3
「 」評価を行うために、評価分析室を ・目標・計画の策定及び評価分析業務を体系的に行うた Ⅳ ・基本構想委員会の下に設置した 目標評価専門委員会

設置する。 め、企画課の整備・充実を図る。 を発展的に解消し、新たに今年度「評価分析室」を設置
し評価分析を効果的に行った。
「 」 、 、評価分析室 には 専任の教員を配置することとし
教育、研究、管理運営、社会貢献等の全学的な自己点検
・評価体制を構築した。
企画課は「評価分析室」が行う、自己点検・評価に関
する業務並びに中期目標・中期計画・年度計画の策定関
係業務を掌握・情報収集するとともに、中期目標・中期
計画の策定、自己点検・評価等の作業を積極的に支援し
た。 （資料5-4 参照）

2-1.基本構想委員会が行った調査 2-1
及び評価の適正さの点検を第三者 ・自己点検評価の結果を外部評価機関による評価に付託 Ⅲ ・大学基準協会の加盟判定審査結果・登録の際の指摘事
評価機関に付託する。 することを検討する。 項について、自己点検・評価を行い「改善報告書」を提

出した。その結果、改善に対する取組が評価された。
基本構想委員会では、認証評価機関による第三者評価
の実施について検討を行い、平成18年度に大学評価・学
位授与機構の認証評価（選択的評価事項である研究活動
に関する評価を含む ）を受けることを決定し、自己点。
検・評価の準備を行った。

2-2.各部局はそれぞれ学外の学識 2-2
経験者等からなる中立的第三者評 部局においては、以下の措置を行う。 Ⅲ 人文学部では、第三者評価組織の規則を制定し、平成
価の導入を図る。 ・人文学部では、第三者による教育評価手法について検 18年度から実施することとした。

討する。 地域教育文化学部では、学問的・教育的識見を有する
・地域教育文化学部では、学問的・教育的識見を有する 第三者による地域教育文化学部に対する評価の導入につ
中立的第三者による外部評価の在り方について検討を開 いて検討を行い、平成18年度中に実施する方向で結論を
始する。 得た。
・医学部では、自己評価委員会による自己評価のとりま 外部評価に向けて、理学部、医学部及び農学部では、
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とめを行う。 自己評価委員会による自己評価のとりまとめを行った。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、外部委員で ・附属病院では、平成15年１月に日本医療機能評価機構
組織する運営諮問会議のメンバーが自己評価及び点検の の認定、平成16年２月にISO9001の認証を取得し、その
適正さをチェックする。 後の維持審査の結果についてもその都度「大学病院ニュ

ース」で公表した。
・工学部では、ＪＡＢＥＥ認定の維持を図るとともに、
外部委員で組織する運営諮問会議において自己点検評価
のチェックを受けた。

2)公表・説明・発信
1-1.大学の教育・研究、管理運営 1-1
及び社会貢献の状況を、ホームペ ・ホームページ、印刷物、地域との懇談会などで、教員 Ⅲ ・今年度は、以下の取組を行った。
ージ、刊行物、地域との懇談会な の研究成果を継続して公開する。 ① 刮目すべき研究成果を上げている研究者の紹介パネ
どで公開する。 ・各地方自治体等が主宰する各種委員会及び審議会等へ ルを作成し、ホームページ、米沢市産業祭り、最上中

の教員等の参画状況を調査し ホームページで公開する 学校、山形駅構内・通路、大学祭、オープンキャンパ、 。
ス、インフォメーションセンターで公開

部局においては、以下の措置を行う。 ② インフォメーションセンター固有のホームページを
・人文学部では、教育の目的・目標等が学生及び教員に 立ち上げ「ネット・インフォメーションセンター」を
十分に周知徹底されるような体制を確立する。また、研 構築（平成17－18年度の継続事業）

（ 「 」）究活動、教育活動、運営活動、社会活動、学会活動の５ ③ 学長の２年間の行動指針 通称 仙道マニフェスト
点に関する教員の活動状況の点検・評価を行い、報告書 を公開
を作成する。 ④ 新たに21世紀ＣＯＥ採択事業、現代ＧＰ採択事業及
・地域教育文化学部では、教員の研究成果をホームペー び本学の新たな地域貢献事業「エリアキャンパスもが
ジ、印刷物、地域との懇談会などで公開する。 み」に関する情報等をホームページに掲載し公開
・理学部では、学部年報（研究編）などによる教育研究 ⑤ 法人の目的・業務概要及び国立大学法人法に基づく
活動状況の定期的公表を行う。 公表事項等をホームページで公開
また、研究者情報及び原則的にすべての研究業績を公
開する。
・医学部医学科では、医学研究者を育成するための大学
院の充実と学術研究開発の拠点形成を継続して行い、そ
の成果を公表する。
また、看護学科では、具体的な研究、教育業績の電子
化と公開を促進し、更に内容の充実を図る。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、学部の教育・
研究、管理運営、社会貢献の状況をホームページ、印刷
物、地域との懇談会などで引き続き公開する。
・農学部では、研究成果を国内及び国際会議で公表する
だけでなく、これらの知的情報を公開セミナーの開催な
どを通じ一般市民に還元する。
また、広報委員会を通じて、ホームページや印刷物等
を充実させる。
・地域共同研究センターでは、年報に研究成果報告を組
み込んで合冊し、より分かり易い形での編集・発行を目指す。
・遺伝子実験施設では、ホームページにおいて、施設内
部や設置機器の紹介を行い、利用案内・研究教育支援業
務内容の更新を逐次図る。専任教員の教育研究活動につ
いても充実させる。
また、研修等の開催・経過についても、ホームページ
で告知・公開する。
さらに、中・高教員に対するＤＮＡ組換え実験研修の
実施や中・高生に対する体験学習等の知識普及活動にお
いて、本施設の活動内容を紹介していく。
・附属博物館では、ホームページによる学外への情報発
信を更に強化する。
・ＶＢＬでは、諸活動について、ホームページ、新聞報
道一覧、談話会講演集、ニュースレター、報告書等によ
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り継続して公開する。
また、視察・見学等については従来通り常時受け付け
るとともに、オープンキャンパス等においても施設公開
を行う。

1-2.大学の知的資源を広く社会に 1-2
周知するため、大学の教員総覧や ・大学の教員総覧や学部・研究科のカリキュラム及びシ Ⅲ ・大学の教員紹介については、大学情報データベースシ
学部・研究科のカリキュラム及び ラバスを改善充実して公表する。 ステムのデータに基づき、大学のホームページにおいて
シラバスを公表する。 研究者情報として公表している。

、 、 、部局においては、以下の措置を行う。 また カリキュラム及びシラバスについては 冊子体
・人文学部では、学部の教育研究及び教員に関する情報 ＣＤ－ＲＯＭ及びホームページ等により公表した。
を広く公表する。
・地域教育文化学部では、シラバスやカリキュラムの充
実に努め公表する。
・医学部医学科では、より良い医療人の育成のため、総
合医学教育センターにおいて教育カリキュラムの作成に
当たる。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、学部教員要
覧、カリキュラム、シラバス及び教員の研究成果をホー
ムページ、印刷物、地域との懇談会などで公開するシス
テムを継続する。
・農学部では、引き続きホームページを充実し公表に努
める。

ウェイト小計
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
２ 情報公開等の推進に関する目標

国から財源措置を受ける国立大学法人として、総合大学にふさわしい教育・研究を展開して目標を達成
し、その達成度を公表することによって社会に対して説明責任を果たす。中

１）情報の公開期
１．国民に支えられる大学として、説明責任を重視した社会に開かれた大学を目指すため、大学運営全般
にわたる情報の社会への積極的な提供に努める。目

２）情報公開のためのシステムの構築
１．情報の受信・配信体制の整備を図り、大学と地域社会を結ぶ情報メディア基盤を確立する。標
２．各種メディアの活用を図る。

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

２ 情報公開等の推進に関する目
標を達成するための措置
1)情報の公開のための措置
1-1.組織運営、人事及び財務など 1-1
大学の運営全般にわたる情報をホ ・役員会、経営協議会及び教育研究評議会における主な Ⅲ ・役員会、経営協議会、教育研究評議会の議事録及び役
ームページ等で公開する。 審議事項を始め、大学の運営に関する情報をホームペー 員の経歴等をホームページ上で継続して公開した。

ジ等で公開することを推進する。 また 教員の専門領域及び研究成果は 研究者情報 教、 、 （
・大学の持つ人的資源を引き続き積極的に公開し、個々 員紹介）としてホームページで公開した。
の教員あるいは各部局の専門領域における研究成果を広
く地域社会に発信する。 各部局においては、実施した事業の概要・成果等をき

め細かくホームページで公開した。
部局においては、以下の措置を行う。
・人文学部では 教授会議事録・研究科委員会議事録 た、 （
だし、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法
律第５条に規定する不開示情報を除く ）の公開項目を。
引き続き検討する。
・理学部及び理工学研究科（理学系）では、議事録公開
に向けて公開基準等を検討するとともに、教授会・研究
科委員会の概要はホームページに公開する。
また、恒常的に学部内外の情報の収集と発信を行うと
、 。ともに 自己点検評価結果及び外部評価結果を公表する

・医学部医学科では、学外臨床実習を実施している地域
関連病院に対して、学内の教育システムの現状及び改革
の進行状況を提示するとともに、当該病院における実習
状況の報告を受け、臨床実習に関わる相互情報システム
を構築し充実を図る。
、 、 、また 平成18年度までに 入学者選抜試験の出題趣旨

配点、評価方法（面接、評価表を含む）の公表に向けて
検討する。
さらに、平成18年度までに、学内における研究成果を
公開し、地域産業との産学連携によるジョイントベンチ
ャー設立を目的とした情報提供の促進を図る。
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・工学部及び理工学研究科（工学系）では、部局運営に
関する情報を積極的にホームページで公開する。
・農学部では、部局の目標について、学内者・学外者に
対する積極的な公表方法（学部案内、学生便覧、シラバ
ス、ホームページの活用）の検討を随時行う。

、 、・遺伝子実験施設では 研修等の開催・経過についても
ホームページで告知・公開する。
また、ホームページにおいて、施設内部や設置機器の
紹介を行い、利用案内・研究教育支援業務内容の更新を
逐次図る。専任教員の研究教育活動についても充実させ
る。さらに、活動報告書・施設パンフレット発行物につ
いて第１号を刊行し、隔年で活動報告書を発行する。
・ＶＢＬでは、当該年度の事業内容を逐次ホームページ
で公開する。

1-2.本学の中期目標・中期計画・ 1-2
年度計画及びその評価結果を公表 ・本学の年度計画等を公表する。 Ⅲ ・中期目標・中期計画・年度計画をホームページ上で引

、 。する。 き続き公開するとともに 評価結果についても公表した

1-3.セクシュアル・ハラスメント 1-3
やアカデミック・ハラスメントな ・全学防止委員会規則をより明確にするとともに、アカ Ⅳ ・全学防止委員会規則をより明確化するとともに、アカ
どの防止を含め、教職員が遵守す デミック・ハラスメント等のハラスメント全般に対処す デミック・ハラスメント等のハラスメント全般に対処す
べき行動規範を定め、学内外に周 る規則とするため、全学規則の改正を行う。 る規則とするため、次の規則等の制定（平成17年７月１
知・公表する。 また、未然防止策を強化するため、教職員に対する研 日施行）を行った。

修を徹底するとともに、関係規則に基づくセクハラの処 ① キャンパス・ハラスメントの防止等に関する規則
理が適正に行われるよう、ガイドラインを策定しホーム ② キャンパス・ハラスメント事案の公表基準
ページ上に掲載する。

、 、 。さらに、相談システムを充実するため、相談窓口の拡 また 未然防止策の強化として 以下の取組を行った
充と改善を図るとともに、相談員研修の定例化、相談員 ① 緊急時対応カードを作成し全ての職員・学生に配布
対応マニュアルの作成を行う。 ② 新しいガイドラインを作成しホームページに掲載

③ 新規にホームページを作成し関連規則等を掲載
部局においては、以下の措置を行う。 ④ 防止月間を制定しポスター掲示による啓発を実施
・人文学部では、セクシュアル・ハラスメント防止に関 ⑤ 全学の研修会を開催
し、学部広報誌等への定期的掲載及びオリエンテーショ
ン時の周知による学生の意識高揚、外部講師講演会の定 さらに、相談システムの充実を図るため、以下の取組
期的実施による教職員の意識高揚等により、その防止体 を行った。
制の充実を図る。 ① 学外相談窓口の設置
・地域教育文化学部では、学生、教職員向けにセクシュ ② ホームページに学内相談員のメールアドレスを掲載
アル・ハラスメント等の防止のための広報を行う。 し、メールでの直接受付を実施
・医学部では、アカデミック・ハラスメント防止のため ③ 相談員マニュアルを作成してホームページに掲載
のガイドラインや防止策を講ずる。 ④ 全学の相談員研修を実施
また、産学連携の相手方との関係において、教員が守
るべきガイドラインの周知徹底を図る。 このほか、教職員が遵守すべき行動規範を定めた職員
・工学部では、キャンパス・ハラスメント防止のための 就業規則集を全教職員に配付した。
ガイドラインを周知・公表し、その防止に努める。 （資料27-2 参照)
また、キャンパス・ハラスメント対策のための規則・
運用を見直し、周知・公表する。
・農学部では、セクシュアル・ハラスメントの防止を念
頭において、教職員が遵守すべき行動規範を定め、学部
内外に周知・公表し、徹底する。さらに引き続き、啓発

、 。パンフレットの作成 カウンセリング窓口の設置を行う
また、教職員の職務上の立場を利用した不正行為やア
カデミック・ハラスメントの防止のための倫理規定を定
め、学部内外に周知・公表し、徹底する。

1-4.環境負荷削減に積極的に取り 1-4
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組み、その結果を学内外に公表す ・環境負荷削減に積極的に取り組み、その結果を学内外 Ⅲ ・光熱水量の削減目標の設定や、ホームページ上でのき
る。 に公表する。 め細かいデータ公開等によって全学的に環境負荷の低減

活動に取り組み、二酸化炭素換算値で1,100KgCO2（全体
部局においては、以下の措置を行う。 の約４％）の削減効果を得た。
・医学部医学科では、遺伝子や放射性物質、感染性微生 また、平成17年度の詳細結果については、平成18年９
物を取り扱う研究､診療においては、廃棄物の削減等、 月までに環境報告書として学内外に公表する。
環境に対して最大限の配慮を行う｡
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、引き続きＰ
ＲＴＲ法に対応した体制の整備を図る。
・農学部では、学部独自の環境問題である、実験廃液、
ゴミ、農薬、肥料による環境汚染を防止するためのガイ
ドラインを策定するとともに、これを学部内外に周知・
公表し、徹底を図る。
・環境保全センターでは、年度ごとに実験廃液処理実務

、 、の集計を公表し 学内外の点検・評価に資するとともに
各キャンパスのＰＲＴＲ法への対応状況を把握する。

1-5.労働安全衛生法等に基づく安 1-5
全管理に関する取り組みについて ・労働安全衛生法、その他安全管理に関する諸規程の運 Ⅲ ・安全衛生委員会の検討内容を各事業場へ周知し、相互、
学内外に周知・公表する。 用について、その対応策を周知・公表する。 理解を図った。

・３キャンパス（小白川・米沢・飯田）の守衛室に自動
対外式除細動器（ＡＥＤ）を設置し、一般市民が24時間
利用できる体制を整備し、その周知を図った。

2)情報公開のためのシステムの構
築
1-1.「広報室」を設置し、各部局 1-1
の広報室等と連携を図りながら、 ・広報室を設置し、各部局の広報室等と連携を図りなが Ⅳ ・各部局での記者発表情報を広報室に集約するなど、部
学内情報を機能的に発信する。 ら、学内情報を機能的に発信する。 局と連携を図りながら新聞等メディアを利用した広報を

積極的に展開した。
部局においては、以下の措置を行う。 ・学長の定例記者会見を平成18年３月から実施した。
・医学部では、学内での情報の共有により、新しいシス （資料22-1 参照）
テムの構築に向け、学部全体の共通理解を深め意志統一 ・学内情報の集約とその機能的発信を図るため、平成18
を図る。 年４月に広報担当の学長特別補佐を置くことを決定し
・工学部及び理工学研究科(工学系)では、広報委員会の た。 （資料15-4 参照）
組織を見直し、学内情報の機能的な発信に努める。 ・広報室の増員を行い、広報体制の充実を図った。

・インフォメーションセンターの固有のホームページを
立ち上げるとともに、学内情報資料の充実を図ったこと
により、同センターへの訪問者が4,419人に達した。
（資料11-4 参照）
・ホームページについては、広報委員会において掲載内
容、デザイン等の見直しを適宜行い、ユーザーが利用し
やすい環境設定を行った。
・山形駅を利用した研究成果等に関するポスターの掲示
などにより、学内情報を積極的に社会に発信した。
（資料22-4・22-5 参照）
・各学部の広報担当者の研修会を実施し、各部局と連携
を図りながら学内情報を機能的に発信する体制を整え
た。

1-2.各種広報誌及びホームページ 1-2
等を定期的に見直し、常に内容を ・各種広報誌及びホームページ等の抜本的な見直しと再 Ⅲ ・広報誌「みどり樹」については、インタビュー形式を
充実し最新情報を発信する。 編を図る。 新たに導入し紙面の工夫を行い、保護者へも配布し、大

学の最新情報の提供に努めた。
部局においては、以下の措置を行う。 ・ホームページについては、広報委員会において掲載内
・人文学部では、ホームページは随時更新を行うととも 容、デザイン等の見直しを図るとともに学内デザインコ
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、 。に、時代の要請、変化に対応できるように、定期的に内 ンペを実施し ユーザーが利用しやすい環境を設定した
容の点検・評価、見直しを行う。 その結果、山形大学トップページのアクセス数は996,

（ ）また、ホームページを含め、学部・大学院の広報の在 147件 月平均 83,012件：平成16年度月平均 65,501件
り方について引き続き検討する。 となった。
・地域教育文化学部では、広報委員会を置いて、学部の ・入学者の確保を図るため、携帯電話サイトによる入試
情報をインターネットなどの媒体を介して広報するとと 情報の提供を平成17年７月から開始した。
もに、学部ホームページの内容を常に点検・更新し、よ 平成17年７月から平成18年３月までのアクセス件数は
り充実した情報発信を行う。 76,449件であり 特に 一般選抜願書受付期間中は 13,、 、 、
・理学部では、ホームページ、広報誌等の見直しを引き 368件に達した。
続き行う。
・医学部では、学部・附属病院のホームページによる広
報を充実する。
・工学部及び理工学研究科（工学系）では、公開する情
報を、学内向け、ＯＢ向け、高校向け及び市民向けに整
理して、ホームページを随時更新するシステムを引き続
き整備する。
・農学部では、地域連携推進室を中心に、学部の知的情
報を社会の求めに応じ提供できるようホームページを更
に充実させるとともに、大学の情報を随時更新し恒常的
に発信するよう進める。

1-3.広報誌「みどり樹」及び部局 1-3
刊行物の内容を充実させ、地域社 ・広報誌「みどり樹」のページ数を増やすとともに、各 Ⅲ ・広報室を中心に「みどり樹」を始めとする広報誌につ
会に大学の情報を定期的に配信す 部局広報誌編集対象者を含めた研修会を開催し、広報誌 いて、全学の広報委員会で編集方針及び記事の具体的検
る。 全般の内容充実と読みやすい紙面づくりに努め、地域社 討を行った。

会に大学の情報を定期的に発信する。 「みどり樹」については、学外の専門家を交えてイン
タビュー形式による紙面作成を行った。また、ページ数

部局においては、以下の措置を行う。 を８ページから16ページに倍増して内容の充実を図ると
・人文学部では、学部の新しい広報システムの検討を行 ともに、新たに保護者への配布も開始した。
い、軌道に乗せる。
・地域教育文化学部では、広報委員会を中心に、学部案 各学部においても刊行物等の充実に努め、例えば、ホ
内 学部だよりなどの各種出版物の充実を図るとともに ームページを広報の柱として、学部案内、学部広報誌等、 、
学部広報の在り方について点検・評価を行う。 を組み合わせる学部広報システムの方向付けの実施（人
・理学部では、恒常的に学部内外の情報の収集と発信を 文学部 、地域貢献に関するニュースレター「ＳＣＩＴ）
行う。 Ａ Ｎｅｗｓ」の発行（理学部）等の取組を行った。
・医学部では、学外臨床実習を実施している地域関連病
院に対して、学内の教育システムの現状及び改革の進行
状況を提示するとともに、当該病院における実習状況の
報告を受け、臨床実習に関わる相互情報システムを構築
し、充実を図るとともに、現存の地域医療連携センター
の拡充を図る。
さらに、広報誌「医学部Today （平成12年12月創刊）」
を更に発展させ、教育目標や種々の改革の方向や進捗状
況を絶えず明示し、学内のみならず、連携病院との情報
の共有化を促進する。
・工学部及び理工学研究科(工学系)では、企業向け刊行
物の内容を充実させ、配信する。
・農学部では、広報委員会を中心に、学部案内等の各種
出版物、海外へも発信できるよう作成した英語版による
ホームページの更なる充実を図るとともに 「農学部だ、
より」の記載内容を見直し、更に充実して学部における
諸活動（１年の諸活動の記録等）として公表する。
また、キャンパス内に展示コーナーを設け、来訪者等
に対して学部内の情報を積極的に公開・提供することを
進める。
・遺伝子実験施設では、活動報告書・施設パンフレット
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発行物について第１号を刊行し、隔年で活動報告書を発
行する。
・環境保全センターでは、センター広報誌への地域社会

、 。からの投稿を促進するとともに 情報発信の充実を図る

2-1.ホームページの活用ルールを 2-1
構築し、効率的な情報公開を推進 ・ホームページの活用ルールを構築し、効率的な情報公 Ⅲ ・学内の催事情報等を広報室に集約し、最新情報を随時
する。 開を推進する。 効率的に発信した。

・ 山形大学ホームページ運営要項」に基づき全学が同「
部局においては、以下の措置を行う。 一基準の下にホームページを活用して情報公開を行っ
・人文学部では、学部で作成した報告書等をホームペー た。
ジ上で案内する。 ・①大学の理念、学部の理念、②アドミッション・ポリ
・地域教育文化学部では、広報委員会で学部ホームペー シー、③沿革、④公開講座等の情報は、トップページと
ジの活用ルールを検討し、申し合わせなどを定める。 部局のページをリンクさせて効率的・効果的な情報発信
・理学部では、Ｗｅｂ作成専門職員を十分活用できる環 を行った。
境を整備する。 ・本学のホームページのルールを周知するため、山形大
・医学部医学科では、ホームページや地域のマスコミを 学ホームページ運営要項及び個人情報保護ポリシーをト
介した積極的な情報提供を行う。 ップページに掲載した。
また、ホームページを充実し、研究者間の情報交換、
実験機器の共通利用、図書館における電子ジャーナルの
整備を促進する。
さらに、看護学科では、平成18年度までに、学科のホ
ームページ（研究成果、教育実績等）を充実させる。
・工学部及び理工学研究科(工学系)では、ホームページ
の有効な運用法について随時検討し、積極的な情報発信
を図る。
・農学部では、広報委員会を中心に、学部案内等の各種
出版物や海外へも発信できるよう作成した英語版による
ホームページの更なる充実を図るとともに、ホームペー
ジについては、広報委員会の下に設置した専門委員会に
おいて充実を図る。
・地域共同研究センターでは、パブリシティ活用のルー
ルを構築し、引き続き効率的な情報公開を目指す。

2-2.地域のマスコミを活用した情 2-2
報提供を行う。 部局においては、以下の措置を行う。 Ⅳ ・新たに学長が定例記者会見（毎月１回）を行い、マス

・工学部及び理工学研究科(工学系)では、引き続き、行 コミを通じて情報提供を行った。 （資料22-1 参照）
事、研究活動及び学生の諸活動について、マスコミを通 また、広報室及び各部局の広報室等が窓口となり県内
じて地域住民に情報発信する。 の報道関係各社に密接に情報提供を行った。

各学部においては、新聞社等のマスコミの企画に応じ
て、随時情報を提供している。

ウェイト小計
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Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項

１ 自己点検・評価に関する特記事項 ２ 情報の提供に関する特記事項

○ 法人化のメリットを活用し、大学運営の活性化などを目指した特色ある取り組 ○ 法人化のメリットを活用し、大学運営の活性化などを目指した特色ある取り組
み み

１ 評価組織の充実 １ 広報室の充実
基本構想委員会の下の｢目標評価専門委員会｣を発展的に解消し、新たに「評 総務部総務課の下にあった広報室を独立させて、広報の責任体制を明確化す
価分析室」を設置し、教育・研究・社会連携・管理運営等の全学的な自己点検 るとともに、増員による広報体制の拡充を図った。
・評価体制を構築した。また、平成18年度から評価分析室に専任教員を配置す
ることを決定した ○ 各国立大学法人等の置かれている状況や条件等を踏まえた、大学運営を円滑に
企画課は「評価分析室」が行う自己点検・評価に関する業務及び中期目標・ 進めるための様々な工夫
中期計画・年度計画の策定関係業務を掌握し、情報収集・報告書作成・連絡調

１ 情報公開の推進整等の実務面を積極的に支援した。
(1) 各部局の記者発表情報を広報室に集約し、部局と連携を図りながら新聞等

○ 各国立大学法人等の置かれている状況や条件等を踏まえた、大学運営を円滑に メディアを利用した広報を展開した。
進めるための様々な工夫 (2) 新たに学長が定例記者会見（毎月１回）を行うとともに、マスコミを通じ

て情報提供を行った。
(3) 「みどり樹」を始めとする広報誌について、全学の広報委員会で編集方針１ 教員の個人評価の実施

基本構想委員会の下の「教育研究評価専門委員会」において、各部局が行う 及び記事の具体的検討を行った｡｢みどり樹」については、学外の専門家を交
教員の教育研究活動等（教育・研究・社会連携・管理運営等）の評価システム えてインタビュー形式等による紙面作成を行った。
について検討し「山形大学における教員の個人評価」の指針を策定し、平成18 また、内容の充実を図りページ数を増やし、保護者へも配布した。
年度の本格的実施に向けて、平成17年度に全学的試行を実施した。 (4) 大学概要に組織運営などの大学運営全般に関する情報を掲載したほか、新

たに「21世紀ＣＯＥ採択事業」・ 現代ＧＰ採択事業」、本学の新たな地域貢「
献事業「山形大学エリアキャンパスもがみ」に関する情報等を掲載した。２ 組織評価システムの構築

各部局が行う自己点検・評価に基づく外部評価を含めた組織評価を検討し、
２ インフォメーションセンターの活動平成18年度から実施することを決定した。本システムは、各部局における前年

度の事業実績等を総合評価し、その結果を予算配分に反映させる仕組みとした。 大学ホームページにインフォメーションセンターのページを立ち上げ、配布
資料・閲覧資料・映像資料一覧を公開した。
また、広報の更なる充実を図るため、本学独自の試みとして「ネット・イン３ 各種評価等結果の大学運営改革への反映

平成16年度に実施した学生生活実態調査、企業・卒業生等に対して行った教 フォメーションセンター」を構築することを決定した。
育効果広報に関するアンケート調査、監事監査及び「平成16事業年度に係る業 また、同センターではミニ展示会等を開催した。
務の実績に関する報告書」の評価結果から、役員会で諸課題を抽出・整理し各

３ ホームページを活用した情報公開の推進担当理事が中心となって課題解決に向けた取組を開始した。
また、取組の経過情報を学内ホームページに掲載し構成員の共通理解を図り、 迅速かつ詳細な情報公開を行うため、ホームページの活用を図ることとし、
教育研究活動・社会連携・管理運営の質の向上に反映させた。 ホームページを見やすく改善するとともに、独立行政法人等情報公開法第22条
各部局においても評価結果を運営に反映させた。医学部・工学部では、学生 に規定する情報及び国立大学法人法に基づく公表事項を始め、役員会・経営協
が選んだ優秀教員を表彰する制度を設ける等の取組みを行った。 議会・教育研究評議会の各議事録等の大学経営関係情報を掲載するなど、公開

情報範囲を拡大した。
４ 第三者評価機関への対応

４ 新たな手法による情報公開の推進平成14年４月に正会員として加盟・登録が承認された大学基準協会の加盟判
定審査結果・登録の際の指摘事項について、自己点検・評価を行い「改善報告 昨年度に引き続き、駅の構内等を活用して、パネル展示等により大学の教育
書｣を提出した。その結果、改善に対する取組が認められた。 研究・社会貢献等の取組の具体的内容を公開した。
また、基本構想委員会では、認証評価機関による第三者評価の実施について
検討を行い、平成18年度に認証評価を受審することを決定した。

山形大学
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５ 個人情報保護法への対応
個人情報保護法への対応として、各部局保存の個人情報を再点検し、個人情
報ファイル簿の作成・情報提供の在り方の検討を行い、個人情報保護ポリシー
及び学内諸規則を制定した。
ホームページのルールを明確にするため、山形大学ホームページ運営要項及
び個人情報保護ポリシーをトップページに掲載した。

○ 昨年の評価結果に対する改善に向けた取り組み

１ 全学的な経営方針の策定
平成17年９月に学長により全学に示された「これから２年間の山形大学の行
動指針 （学長マニフェスト）の中で14項目の重点施策を提示し、新たに同月」
から就任した経営改革担当理事の下で、人件費を含む財務運営について検討し
第一期中期目標期間中の「中期財政計画」を策定した。

２ 大学院の高度化（大学院の教育・研究課題の高度化）
学長マニフェストを受けて、学長が委員長として主導する基本構想委員会に
おいて「山形大学教育研究組織改編等に関する規則」及び「教育研究組織の改
編手続きフローチャート」を策定し、教育研究組織の改編手続きの明確化と推
進を図った。
これに基づき、看護学専攻博士課程の設置（医学系研究科 、大学院を教育・）
研究の基盤とする重点化（理工学研究科（工学系 ）などの検討を行った。）

３ 人件費を含む長期的財務運営の検討
経営改革担当理事を中心に、運営費交付金効率化係数や総人件費改革などを
反映させた第一期中期目標期間中の「中期財政計画」を策定した。今後、適宜
数値の見直しや、新たな学内財政目標の設定などを行うこととした。

４ 外部研究資金獲得額の毎年度５％増
今年度は、1,014,886千円（前年比6.8％増 、982件の受託研究・共同研究及）
び奨学寄附金を獲得した。
外部資金獲得に向けて、「部局横断的プロジェクト研究」として、今年度新
たに８件のプロジェクト研究をスタートさせた。

５ 大学運営評価システムの整備
各部局が行う自己点検・評価に基づく外部評価を含めた組織評価システムを
策定し、平成18年度から実施することを決定した。本システムは、各部局にお
ける前年度の事業実績等をトータルで評価し、その結果を予算配分に反映させ
る仕組みとした。

山形大学
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標

分散キャンパスであることを踏まえ、 総合大学としての特性・機能を最大限に引き出すために、施設設
備を有効活用し、機能保全・維持管理を図り、連携の取れた自然共生型のキャンパス環境を整備する。中
１．キャンパス全体について総合的かつ長期的視点に立った施設マネジメントを導入することにより、学
内外に向けてキャンパスの魅力を総合的に向上させる。期
２．全学的視野に立った施設設備の有効活用を図るため、施設の使用実態と使用者のニーズを的確に把握
し、教育研究活動に応じ弾力的にスペース配分を行う。目
３．教育研究活動の進展に対応した適切な施設水準を確保するため、施設設備を効率的に維持管理し、良
好で安全な状態に保つ。標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

Ⅴ その他業務運営に関する重要
事項を達成するためにとるべき措
置
１ 施設設備の整備等に関する目
標を達成するための措置

1-11-1.施設設備の整備や管理・運営
に係る方策を全学的・総合的に検 Ⅲ ・平成16年度に策定した主要４キャンパス（小白川･米・新築改築、改修等の施設整備や管理・運営に係る方策
討し、キャンパスごとの基本方針 沢･鶴岡･飯田）整備計画（マスタープラン）の実施と状を全学的・総合的に検討し、団地ごとにキャンパスの基
等を整理した整備計画を策定する 況の変化による見直しを図るべく、昨年度に引き続き、。本方針等を整理したキャンパス整備計画を平成21年度ま

管理運営に係る方策を検討するための実情調査を推進でに策定することとし、管理運営に係る実情調査を推進
し、全学の施設点検及び各部局との情報交換を行った。し、整備計画の基本方針等を検討する。
また、国立大学初の外部資金による省エネ改修を行う

部局においては、以下の措置を行う。 ＥＳＣＯ事業の導入について、審査委員会を設置し事業
者選定を行うことを決定した。・人文学部では、学部の教育研究の目標にかなう施設整

備の長期構想を検討するとともに、財務委員会等を軸に
各部局においては、以下の措置を行った。施設のメンテナンスの体制を検討する。
・小白川キャンパスでは、３学部の学部長懇談会を毎月・地域教育文化学部では、学部の施設設備に関して財務
開催し、小白川キャンパス共通の問題を検討している。委員会が点検・評価を行うとともに、大学の諸設備を有
・理学部では、施設部と連携し学部の施設整備計画を策効に活用できるようにガイダンスを行う。
定した。・理学部では、小白川地区等の施設整備計画及び施設整

備の実施計画と連携を図りながら、学部の施設整備計画
を策定する。
、 、また 小白川地区の学生支援施設と連携を図りながら

学部の設備の充実を図る。
長期計画（５ヵ年計画）を踏まえ、個別・医学部では、

寄附受入れによる建物の有効計画を推進するとともに、
活用を計画する。
また、地域開放促進のため、平成19年度までにグラン
ド整備、テニスコート改修に努めるとともに、継続して
学習環境(施設、設備）を整備する。
さらに、老朽建物の健全度調査実施のための計画(案)
を作成し、本調査を実施する。
・工学部では、魅力あふれるキャンパスづくりに向けた

山形大学
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「 」 、米沢キャンパス整備計画書 の実現を目指すとともに
。期限付きで利用する研究ゾーンを設ける

また、重要文化財「旧米沢工業高等学校本館」を博物
館とし、一般に開放する。

北棟を取り壊し、その跡地一帯の環境整・農学部では、
備計画を検討するとともに、 実附属農場・附属演習林の
験・研究用田畑等の活発な活用を図る。
・附属図書館では、図書館利用の利便性と管理業務の効
率化を図るため、平成21年度までに図書自動貸出返却シ
ステム及び入館管理システムの更新に努める。

情報メディアの基盤整備・学術情報基盤センターでは、
及び周辺環境整備について検討する。
・遺伝子実験施設では、本施設マウス飼育設備の能力を
最大限発揮させるため、平成21年度までにマウス飼育用

の整備を推進する。ケージ及び無菌飼育用ラック
・附属博物館では、平成18年度までに、博物館専用施設
整備計画を策定するとともに、展示・収蔵庫等の照明・
空調設備 。の整備に努める
・環境保全センターでは、設備・機器類を整備して施設
の充実を図る。

1-21-2.広場・緑地の確保に努め、豊
かなキャンパスライフや教育研究 Ⅲ ・平成16年度に策定した主要４キャンパス（小白川･米・キャンパスの魅力を総合的に向上させる広場・緑地の
が展開される自然共生型の環境を 沢･鶴岡･飯田）整備計画（マスタープラン）に基づき、確保に努め、豊かなキャンパスライフや教育研究が展開
整備する。 引き続き学生の学習環境の整備をはじめとした取組みをされる環境を整備することとし、実態調査に基づき整備

行った。の基本方針等を策定する。
・施設整備の他、大学活動全てについて環境に配慮する

部局においては、以下の措置を行う。 ための基本理念として「山形大学環境宣言」を策定し、
・人文学部では、学部建物内外の環境改善の具体的な整 公表した。
備計画を策定する。 ・環境整備の具体的実施計画を策定するため、昨年度にまた、教室等教育施設に空調設備を

引き続き、実情調査を推進し、全学の施設調査及び各部導入し、快適な教育環境の確保を図るとともに、学生の
局との意見交換を行った。アメニティー空間を更に整備する。

・医学部では、屋外環境の緑化のための具体的計画を策
各部局においては、以下の措置を行った。定するとともに、心身がやすらぐ空間としての美的環境
・学生等のアメニティー空間の整備として、小白川キャが提供できるよう、平成19年度までに環境を整備する。
ンパスに緑地広場を整備し、工学部では、屋外広場の整・工学部では、積雪地域や維持管理を考慮した樹木の選
備を行った。定や環境対策への配慮を考えた屋外環境の緑化整備計画
・鶴岡キャンパスの緑地等外構整備の基本計画を作成を行うとともに、学生が集う広場や休憩室を整備し学内
し、実施に向けた詳細検討を開始した。生活の向上を図る。

・農学部では、学生寮、旧附属農場区域の環境整備の具
体的計画を検討する。
・環境保全センターでは、山形大学環境指針の作成に向
けて、必要な情報収集を行う。
また、化学物質を使用する実験・研究を行う部局から
の要望に応じ、実験廃液の取扱に関する講習を行う。

1-31-3.人・車・サービス動線、利便
・地域住民の憩いの場としての機能や通行に配慮した、 人・車・サービス動線、利便性及び安全性に関する整性及び安全性を検討し、地域住民 Ⅳ ・
人・車・サービス動線、利便性及び安全性に関する整備 備の基本方針等を策定するために実施した実情調査等のの憩いの場としての機能や通行に

も配慮する。 冬季の転倒防止として構内の坂道に融雪の基本方針等を実態調査に基づき策定する。 結果に基づき、
、 。 （ ）マットを設置し 安全を確保した 資料28-1 参照

部局においては、以下の措置を行う。
各部局においては、以下の措置を行った。・医学部では、病院再整備に関連し、学内の交通計画を
・小白川キャンパスでは 自治体と協力して歴史ある 大見直し、道路改修、歩道・駐輪場・駐車場の整備計画及 、 「
学せせらぎ水路」を更に整備、改善を図り、地域住民のび入講規制の具体的計画を策定する。
憩いの場として機能している。・工学部では、学内の交通計画の見直しを実施し、通路

山形大学
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・医学部では、新病棟建設工事に伴い利便性・安全性を→駐車場→施設の一連の動線を考慮した駐車場整備計画
考慮して交通動線及び駐車場の変更等の整備を行った。を作成する。
・工学部では、駐車場整備計画を策定するため、構内点また、樹木と芝生と花咲く花壇、ベンチを備え、構内
検及び職員からの意見聴取等の調査を行った。水路の整備等を図ることにより、市民も自由に散策でき

る魅力あふれるキャンパス作りを行う。
・農学部では、駐車場、旧附属農場区域の環境整備の具
体的計画を検討する。

1-41-4.キャンパス内は、身体に障害
を有する者や高齢者等にも配慮し Ⅲ ・大学全体として学内案内表示の統一を図るため、サイ・キャンパスのユニバーサルデザイン化に向けたサイン
たユニバーサルデザインとする。 （案内情報等） ン（案内表示等）計画を策定し、実施に向けた取組みを計画 を検討する。

行った。
部局においては、以下の措置を行う。 ・附属中学校校舎及び工学部４号館改修工事等におい

て、ユニバーサルデザインの概念を導入した実施設計を・工学部では、米沢キャンパス整備計画と連携しつつ、
構内のバリアフリー化を推進する。 行った。学部としても

・身障者用駐車場として、平成17年度は附属養護学校等・農学部では、鶴岡キャンパス計画と連携しつつ、身体
に２台分の駐車スペースを新たに確保し、全キャンパスに障害を有する者等に配慮した施設環境の一層の充実を
で計14台分（医学部附属病院を含む ）の駐車スペース図る。 。
となった。

各部局においては、以下の措置を行った。
・工学部では、構内のバリアフリー化推進のため、構内
施設の再点検を行った。

1-5.病院施設の機能向上を実現す 1-5
るために、病院再整備計画の推進 ・病院機能向上を図るため、病棟再整備に着手する。 Ⅲ ・平成17年12月より新病棟建設を中心とした病院再整備
に努める。 に着手した。

2-12-1.ホームページを活用した施設
管理を行い、施設等の利用状況を Ⅳ ・プロジェクト研究型レンタルスペースの状況や公募情・Ｗｅｂを利用したスペース管理により、施設等の利用
的確に把握することにより、施設 報を学内ホームページに掲載し、スペース利用の効率化状況を適切に把握・公表し、施設等を有効利用し、引き
等を効率的に運用する。 を図った。続き効率的なスペース運用を検討する。

・学内ホームページ上に、施設利用に関する情報等の収
部局においては、以下の措置を行う。 集システムを構築した。

・小白川地区３学部共通の教室一元管理システムを構築・人文学部では、講義室、演習室などの使用状況を一元
し、運用している。的に把握できる事務的体制を整備する。
・会議室等の利用については、全学的なＷｅｂ予約管理・地域教育文化学部では、小白川キャンパス内の体育施
システムを導入し効率的に運用している。設について、授業、部活動等の稼働率の向上と安全管理
（資料28-2 参照）計画について検討する。

・医学部では、平成18年度までに、施設の点検・評価を
行うための実施要項等を作成する。
・工学部では、建物利用者の利用面積に評価システムを
導入し、定期的に利用面積を見直す。
・農学部では、ホームページを活用し、会議室、共用ス
ペース等の利用状況を適切に把握し、効率的な活用を図る。
・遺伝子実験施設では、ホームページにおいて、研究遂
行に関する有用な情報等の提供を強化する。また、平成

、 。20年度までに マウス飼育室の稼働率を90％以上にする

2-22-2.施設の整備時に共同利用スペ
ースを捻出し、流動的・弾力的利 Ⅲ ・既存施設の有効利用を図るため、組織再編に伴いスペ・施設の改修時や増築時に共同利用スペースを捻出し、
用のできる教育研究スペースを確 ースの利用状況を見直すことにより、学生等の共同利用流動的・弾力的利用のできる教育研究スペースを確保す
保する。 スペースとして、人文学部では学生用多目的室・語学実る。

習室の整備、理学部では談話室「サイエンスプロムナー
部局においては、以下の措置を行う。 ド」の整備、地域教育文化学部では、多目的実験室、マ

ルチメディア室を整備した。・人文学部では、教員研究室、学科共同利用室、事務室
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・既存の学内共同教育研究施設の利用状況を見直すこと等の整備・利用状況に関する点検調査を実施し、機能的・
により、高等教育研究企画センター及び教職研究総合セ効率的なスペース利用計画を検討する。
ンターのスペースを確保・拡充した。・地域教育文化学部では、①新学部の発足に伴い、その

目標を実現するために、建築後30年以上の老朽化した施
各部局においては、以下の措置を行った。設の改修整備を行い、大学院生が研究活動を行うための
・工学部では、整備計画に伴う移転スペースとして確保演習室、ゼミ室などの不足や狭隘な状態を解消し、魅力

ことを検討する、② している部屋について時限的オープンラボとして流動的あるアメニティー空間を創出する １
かつ弾力的利用のできる教育研究スペースを確保してい号館北側（音楽・美術・技術・家庭科の一部）部分を創
る。また、工学部４号館改修工事において、学生用スペ造工房として活用範囲の広い教育研究用の空間として改

ことを検討する ースを確保した。修・整備する 。
、 、・工学部では 米沢キャンパス整備計画案に基づく改修

増築時に流動的・弾力的利用のできるスペースを確保する。
・農学部では、地域連携を活発に推進するため、共同研
究等への共用スペースの積極的な活用に努める。
・学術情報基盤センターでは、施設の利用状況等を点検・
評価し、新たに研究部門に配置される教員の教育・研究
スペースを確保する。
・遺伝子実験施設では、学外の研究者に対して本施設の
共同利用スペースの積極的活用を推進する。

3-13-1.点検・評価に基づく全学的か
つ経営的視点に立った計画的・効 Ⅲ ・全学諸施設の実態調査・データ収集を行い、予防的措・データベースを利用した点検・評価に基づく全学的か
率的な機能保全、維持管理及び予 置を図るため施設維持管理保全計画等の施設マネジメンつ経営的視点に立った計画的・効率的な機能保全、維持
防的な施設の保守・点検等を実施 ト計画の見直しを図った。管理及び予防的な施設の保守・点検を実施することと
する。 また、これらの建物の機能保全を図った上で、新たなし、引き続きデータの整理及び基本方針等を策定する。

機能を付加する方策も合わせて検討し、昨年度に引き続
部局においては、以下の措置を行う。 き、地域教育文化学部の学部改組に伴う改修工事を行っ

た。・人文学部では、学部目標評価委員会内の予算施設整備
・保守・点検の実施として、今年度は従来の点検項目に部会と財務委員会を軸に、施設のメンテナンスの体制を
加え、全学施設のアスベスト調査を実施し、その結果に検討する。
基づき撤去等の措置を行うことにより、施設利用の安全・地域教育文化学部では、効果的で充実した教育を行う
・安心の向上を図った。ため、平成20年度までに、講義用設備（視聴覚機材等）

の更新・充実を図る。
各部局においては、以下の措置を行った。・農学部では、施設拡充委員会及び設備充実等検討委員
・人文学部では、学部目標評価委員会内の予算施設整備会を軸として、共用スペース等の効率的活用に努める。

また、附属演習林の間伐材を活用し、農学部校舎内の 部会と財務委員会との合同会議を開催し、施設のメンテ
教室・廊下等の環境整備を図る。 ナンスの体制と中期計画について検討した。
・学術情報基盤センターでは、ネットワークと教育・研
究用コンピュータシステムの管理・運用に必要な業務を
担当し、情報メディア基盤の利活用を安全かつ円滑に行
える環境を全学に対して提供する。
また、センターと事務局学務部が分散管理している情
報教育用実習室の機器の一元的な管理に努める。
さらに、平成20年度までに実施することを目標に、現
在の山形大学通信・情報ネットワーク（Yunet)を全面更
新して、最先端のネットワーク環境を維持できるように
努める。

3-23-2.耐震改修促進法に基づき、既
存施設の耐震診断を実施し、耐震 Ⅲ ・耐震診断の年次計画を前倒しし、本年度は地域教育文・耐震改修促進法に基づき、既存施設の耐震診断を実施
性能の確保を図る。これにより、 化学部１号館、３号館、人文学部１号館、医学部基礎校し、耐震性能の確保を図る。
災害時における地域の避難場所と 舎棟、学生実習講義棟の耐震診断を実施した。また、建物の耐震性能を向上させ、災害時における地
しての機能も持たせる。 ・耐震診断の結果に基づき、附属中学校校舎・体育館、域の避難場所としての機能を持たせるものとし、耐震診

附属養護学校体育館、工学部４号館の耐震改修工事に着断の年次計画に基づき耐震診断を実施する。
手、実施し施設の安全安心の向上とともに、地域の避難

部局においては、以下の措置を行う。 場所としての機能確保を行った。
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・施設利用の安全・安心の向上に対する理解を深めるた・地域教育文化学部では、小白川キャンパスの他部局と
め、ＳＣＳ配信された耐震強度に関連した講演会を受講連携して、建物の耐震度調査などを行い、耐震補強など
した。また、工学部では、技術部技術発表会として、社の措置を講ずることを検討する。

の実施を計画する。 会問題となっているアスベストに関して「アスベストを・医学部では、耐震診断
見分ける」と題した研究発表を行った。

ウェイト小計
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標
２ 安全管理に関する目標

１． 安全管理の啓発
２． 危機管理システムの構築中

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

２ 安全管理に関する目標を達成
するための措置

1-11-1.「安全への手引き」の内容を
見直し、随時改訂する。 Ⅲ ・安全管理委員会の下にワーキンググループを設置し、・学内（学生、職員）及び地域住民にも配慮した安全対
学生、職員及び地域住民に配慮 「安全への手引き」の見直しを行い、改訂版を作成し、策の充実に向けての検討を２年毎に行い、今年度実施する。
し、更に充実した安全対策を検討 ホームページに掲載した。
する。 部局においては、以下の措置を行う。

・地域教育文化学部では、フィールドワークによって研 各学部においても、フィールドワークを行う学生への
究を遂行する院生に対する事故防止対策の検討と保険制 安全教育や廊下、階段等の不用物品の撤去などの環境整
度等を検討・実現し、研究上での事故等の安全保障を確 備を行った。
立する。 また、学術情報基盤センターでは、情報セキュリティ
また、安全確保体制、システムの整備及び環境保全に 対策の実施に当たりソフトウェアの利用状況を監視し、
関する具体的措置と相互チェックを行うとともに、盗難 利用者へのアドバイスや情報提供を行った。
や事故防止のための学内セキュリティ対策を確立する。
・理学部では、学部安全衛生委員会の下に安全管理を徹
底する。
・医学部では、使用物品等の見直しを行い、不要な物品
を処分し、研究室･実験室･廊下等の環境整備を行う。

、「 」 、・工学部では 安全への手引き を随時見直し改訂し
学生に配付説明することにより、安全管理に対する意識
の高揚を図る。
・農学部では、学生実験を始めるにあたり実施している
安全管理に関する講義を安全の手引きを基に実施し、安
全教育を充実する。
・学術情報基盤センターでは、全学のセキュリティポリ

、 、シーの策定 運用及び評価・見直しを全面的に支援して
専門家の立場からこれらの作業に協力する。
また、本学の情報基盤の基幹である通信・情報ネット
ワークに関するセキュリティ対策の実際を担当するとと
もに、接続機器（ホスト）のセキュリティ対策に対する
アドバイスを担当する。
・遺伝子実験施設では、多数の人間が24時間出入り可能
な施設であることを考慮して、毒劇物等については、保
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管庫での厳重な施設管理、受け払い簿の記入の徹底によ
る使用管理を励行する。

1-21-2.安全性確保を目的とした実例
集をＱ＆Ａ方式で作成する。 Ⅲ ・安全管理委員会の下にワーキンググループを設置し、・Ｑ＆Ａ方式の安全確保のための実例集を作成すること

を検討する。 Ｑ＆Ａ方式の安全確保を目的「安全への手引き」を基に
実例集を作成するための事例の収集、整理を行った。とした

1-31-3.教職員及び学生を対象とした
危険物取扱や毒劇物に関する講習 Ⅲ ・教職員及び学生を対象とした高圧ガス保安講習会（２・年１回以上、学生及び職員を対象とした安全衛生講演
会を実施し、安全管理意識の徹底 回）並びにメンタルヘルスケアの講演会（１回）を実施会・講習会を実施する。
を図る。 した。

部局においては、以下の措置を行う。
各学部においても、化学薬品の取扱いなどの独自の講・理学部では、実験、研究活動等における安全教育を徹
習会を実施した。底する。

・工学部では、年１回、教職員、大学院生及び４年生を
対象とした危険物取扱や毒劇物に関する講習会を実施
し、安全管理への意識を徹底させる。
・農学部では、職員及び学生に対して、安全に関する講
演会等を実施し、安全についての啓発活動を行う。

1-41-4.医療事故防止対策の相互点検
及び学内各施設の危機管理の相互 Ⅲ ・附属病院では、大学病院間での医療事故防止対策の相・学内各施設のリスクマネジメントの相互チェックを行
点検を実施し 管理体制を見直す 互チェックを行った。、 。い、管理体制の見直しを行う。

また、東北地区の大学病院間での医療事故防止対策の
各部局においては、以下の措置を行った。相互チェックを毎年行う。
・学術情報基盤センターと理学部安全衛生委員会が協力

部局においては、以下の措置を行う。 し、薬品・廃液管理のシステム（通称"TULIP"）の試験
運用を推進し、本実施の準備を完了した。・理学部では、継続性のあるＲＩ、劇物・薬物の管理体
・環境保全センターでは 「施設の概要と廃液取扱の手制を整備する中期計画を実行する。 、
引2006年改訂版」を配布し、廃液の安全な取扱を促進し・環境保全センターでは、各キャンパスの安全管理者に
た。対して、廃液の取扱等に関する適切な情報発信を行い、

各キャンパスの人的及び環境の安全保持に努める。

2-12-1.労働安全衛生法に基づき、教
職員の安全教育や健康管理、災害 Ⅲ ・各地区事業場において、毎月、各地区事業場安全衛生・労働安全衛生法、その他安全管理に関する諸規則の適
防止体制の整備を行う。 委員会を開催し、教職員の安全管理や健康管理、災害防用について、その対応した体制の整備と対応策の周知・

公表を行う。 関することについて、検討等を行っている。止体制等に
・各事業場毎に総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生

部局においては、以下の措置を行う。 管理者及び産業医を引き続き配置し、労働安全衛生法に
基づく災害防止体制を整備した。・地域教育文化学部では、学校保健法・労働安全衛生法
・安全点検組織をつくり、チェックリストを作成し、点など関連法令を踏まえた安全管理体制確立のための年間
検活動を行った。計画を実施する。
・ホームページに安全への手引きを掲載し、周知・公表・工学部では 教職員に安全衛生に関する資格取得奨励、 、
した。会議等参加や教職員・学生を対象とした講演会の開催を

実施しているが、引き続きそれらの強化に努める。
各学部においても、労働安全衛生法に基づく講習会に・農学部では、労働安全衛生法、その他安全管理に関す
職員が参加した。る諸規則の適用について、その対応した体制の整備と対

応策の周知・公表を行う。
・附属博物館では、展示室・収蔵室等の空調設備に加え
て、有効な防災設備の整備に努める。

2-22-2.講習会及び相互点検を実施す
るため必要となる関係法令に熟知 Ⅳ ・安全管理委員会で策定した各事業場毎の安全衛生に関・講習会及び相互チェックを行っていく上で、関係法令
した衛生管理者等の有資格者を養 わる有資格者養成計画に基づき、衛生管理者講習会を実を熟知した安全管理専門家を積極的に養成するためのシ
成するシステムの構築を図る。 施し、各部局からの推薦による候補者を順次、講習会、ステムの構築の検討を行う。
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研修会等に参加させた。
部局においては、以下の措置を行う。 その結果、事業場毎の資格取得者数は、小白川地区５

人、飯田地区４人、米沢地区９人、鶴岡地区１人となった。・工学部では、安全管理に関する専門家を養成する。
・特定化学物質作業主任者講習等の講習会に毎年参加・農学部では 安全管理に関する専門家の養成に努める、 。
し、資格取得者の増を図った。
（資料28-3 参照）

2-32-3.種々の事故に関する情報を学
内で共有し、発生防止を図ること Ⅳ ・安全管理委員会において、事故情報を取りまとめて各・種々の事故に関する情報を学内で共有し、再発防止を
を目的としたシステムを構築する 事業場へ報告するとともに、ヒヤリハットの事例を収集。図るためのシステムを構築することを検討する。

し、事故発生の防止を図るシステムを構築した。
部局においては、以下の措置を行う。 その結果、冬季の転倒防止として、構内の坂道に融雪
・農学部では、 マットを設置する、等の措置を行った。①安全衛生委員会を中心に、事故防止の

（資料28-1 参照）啓発活動を行うとともに 定期的な点検体制を構築する、 、
②附属施設の機器・車両等については、定期的な点検体

各学部においても、ポスター掲示、パンフ配布、メー制を確立するとともに、事故防止についての更なる啓発
ル等によって事故防止の啓発を行うとともに、点検体制活動を行う、③組み換えＤＮＡ実験安全委員会委員を中
を構築した。心に学部独自の安全対策小委員会を設置し、実験計画及

び実験終了報告の点検体制システムを構築する、④学部
放射線障害予防管理規程に従って、放射線障害予防及び
安全管理に努めるとともに、現在１名の放射線取扱主任
者を強化し、複数管理体制を構築する、⑤盗難の防止に
向けての点検体制を構築する。

2-42-4.廃棄物処理や化学物質処理等
に対応可能な自主管理・自主監査 Ⅳ ・安全管理委員会において、半年ごとに「化学薬品使用・ＰＲＴＲシステムを含め、廃棄物処理や化学物質処理
システムの構築を図る。 状況調査」を実施し、特定化学物質及び有機溶剤の使用に対応可能な自主管理・自主監査システムの構築の検討

状況を把握し、労働安全衛生法に基づいて適切に管理すを行う。
るとともに、作業環境測定などを行うシステムを構築し

部局においては、以下の措置を行う。 た。
・化学薬品管理システムの全学導入を目指し、試験運用・地域教育文化学部では、ＲＩ及び毒劇物などの適切な
を行った。管理を行う。

・工学部では、化学物質処理に対応可能な自主管理・自
主監査システムの構築を図る。
・遺伝子実験施設では、施設周辺の環境に配慮して、学

、 。内規則に基づき 廃棄物・廃液の適正な処理を強化する
・環境保全センターでは、委託処理した廃棄物の最終処
理過程までを確認するため、定期的に視察を行う。

2-52-5.地震等の自然災害及び教育・
研究・医療の現場における人災・ Ⅲ ・自然災害に対する他大学等の危機管理システムの資料・地震等の自然災害及び教育・研究・医療の現場におけ
事故等に対する危機管理システム 収集を行い 「安全への手引」の改訂版に反映させ、危る人災・事故等に対する危機管理システムの構築の検討 、
の構築を図る。 機管理体制の強化を図った。を行う。

部局においては、以下の措置を行う。 各部局においては、以下の措置を行った。
①医学部では、危機管理体制強化のため、災害対策委員・医学部では、インフラ整備を図る。
会を設置し、災害時における活動業務を策定し、それにまた、災害対策マニュアルに基づいて想定訓練を定期
基づいて防災訓練等を実施した。的に実施するとともに 緊急災害用備蓄品の整備を図る、 。
②工学部では、消防総合訓練を実施し、実践的な対応力・工学部では、防火管理の強化に努めるとともに、消防
の強化に努めた。総合訓練を実施して実践的な対応に努める。
また、防火管理者の資格者を建物毎に配置し、意識高また、防火管理者の資格者を建物ごとに配置し、意識
揚と緊急時の実働体制の確立に努めた。高揚と非常時の実働体制の確立に努める。

・農学部では、 ③農学部では、消防署による点検に従うとともに、防火緊急災害時に対する対応システムの構築
対策委員会を中心に緊急災害時における対応策を検討した。を行う。

ウェイト小計
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Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項

○ 大学運営を円滑に進めるための様々な工夫 (2) 附属中学校校舎及び工学部４号館改修工事等において、ユニバーサルデザイ
ンの概念を導入した実施設計を行った。
(3) 医学部では、新病棟建設工事に伴い利便性・安全性を考慮して交通動線及び１ 施設整備

(1) 既に策定済みである各キャンパス整備計画（マスタープラン）の実施と状況 駐車場の変更等の整備を行った。
の変化による見直しを図った。そのため、昨年度に引き続き、管理運営に係る

５ 危機管理の体制方策を検討するための実情調査を推進し、全学の施設点検及び各部局との情報
交換を行った。 (1) 安全管理委員会を中心に全学的な危機管理マニュアルの策定に着手した。
(2) 病院施設の機能向上を実現するため、病院再整備に着手し、平成17年12月よ (2) 緊急時の対応等を記載した「安全の手引き」の改訂版を策定しホームページ
り新病棟建設工事を着工させた。 に掲載した。
(3) 小白川キャンパスでは、自治体と協力して、歴史ある「大学せせらぎ水路」 (3) 事故情報をまとめ、各事業場へ報告するとともにヒヤリハットの事例を収集
をさらに整備・改善し、地域住民の憩いの場として機能している。 し、事故発生の防止を図った。
(4) 外部資金による省エネ改修を行う｢ＥＳＣＯ事業｣について、全国国立大学法 (4) 環境保全センターでは「施設の概要と廃液取扱の手引2006年改訂版」を配布
人では初めて導入し、審査委員会を設置し事業者選定を行った。 し、廃液の安全な取扱いを促進した。
(5) 省エネ改修工事を推進するため、各部局予算での工事に大学が補助金を交付 (5) 学術情報基盤センターと理学部安全衛生委員会が協力し、薬品・廃液管理の
する｢山形大学省エネ支援事業｣を創設し、６件の省エネ改修工事を実施した。 システム（通称"TULIP"）の試験運用を推進し、本実施の準備を完了した。
(6) 学生・教職員等のアメニティの向上を図るため、トイレ改修を重点事項とし (6) 医学部では、危機管理体制強化のため、災害対策委員会を設置し、その活動
て位置づけ「山形大学トイレ改修整備計画」を策定し、26箇所のトイレ改修工 業務を策定し、それに基づいて防災訓練を行った。施設全体の訓練に加えて、
事を実施した。 危機管理部門の機能強化・機能検証のための小訓練も随時行った。

さらに、災害対策マニュアルを見直し、これまでとは異なった想定に基づく
災害対応訓練を実施した。また、緊急災害用備蓄品の整備を図った。２ 施設の維持管理

全学諸施設の実態調査・データ収集を行い、予防的措置を図るため施設維持管
６ 自然災害等への対応理保全計画等の施設マネジメント計画の見直しを図った。

また、これらの建物の機能保全を図った上で、新たな機能を付加する方策も合 (1) キャンパスごとに消防署による点検や消防総合訓練を行って実践的な対応に
わせて検討した。昨年度に引き続き、地域教育文化学部の学部改組に伴う改修工 努めた。
事を行った。 (2) 附属学校園では、継続して防犯カメラと警備員の立哨等により園児、児童、

生徒の安全を確保した。医学部附属病院及び各部局のコンピュータ実習室等に
は、防犯カメラの継続的設置増加を図った。３ 施設の有効活用・効率的運用

(1) 既存施設の有効活用を図るため、組織再編に伴いスペースの利用状況を見直
した。それにより、学生等の共同利用スペースとして、人文学部では学生用多
目的室・語学実習室の整備、理学部では談話室(サイエンスプロムナード 、地）
域教育文化学部では、多目的実験室・マルチメディア室を整備した。
(2) 工学部では、整備計画に伴う移転スペースとして確保している部屋を時限的
オープンラボとして流動的・弾力的に利用のできる教育研究スペースとして確
保した。
(3) プロジェクト研究型レンタルスペースの利用状況や公募情報を学内ホームペ
ージに掲載し、スペース利用の効率化を図った。
(4) 小白川地区３学部共通の教室一元管理システムを構築した。会議室等の利用
については、全学的なＷｅｂ予約管理システムを導入し効率的に運用した。

４ 施設利用の安全・安心の向上
(1) 耐震診断の年次計画を前倒しし、本年度は地域教育文化学部１号館・３号館
・人文学部１号館・医学部基礎校舎棟・学生実習講義棟の耐震診断を実施した。
また耐震診断の結果に基づき、附属中学校校舎・体育館、附属養護学校体育
館、工学部４号館の耐震改修工事に着手・実施し施設の安全安心の向上ととも
に、地域の避難場所としての機能確保を行った。

山形大学
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Ⅵ 予算（人件費見積りを含む 、収支計画及び資金計画。）

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅶ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

・該当なし１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
３１億円 ３１億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生
等により緊急に必要となる対策費として借り 等により緊急に必要となる対策費として借り
入れすることも想定される。 入れすることも想定される。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

・平清水寄宿寮の土地の一部（山形県山形市大 ・平清水寄宿寮の土地の一部（山形県山形市大 ・平清水寄宿寮の土地の一部（山形県山形市大字
字平清水字フカウ９９番ほか ６００ ００㎡ 字平清水字フカウ９９番ほか ６００ ００㎡ 平清水字恥岸川９８番８ほか、５９２．４８㎡）、 ． ） 、 ． ）
を譲渡する。 を譲渡する。 を譲渡した。

・医学部附属病院施設・設備整備に必要となる ・医学部附属病院施設・設備整備に必要となる ・医学部附属病院病棟（軸）整備に必要となる経
経費の長期借入れに伴い、本学病院の敷地及び 経費の長期借入れに伴い、本学病院の敷地及び 費の長期借入に伴い、山形市飯田西二丁目３９番
建物について担保に供する。 建物について担保に供する。 １ 宅地１５２，７０４．６２㎡を対象とした抵

。当権設定契約を平成１８年３月２７日に締結した

Ⅸ 剰 余 金 の 使 途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は、教育 決算において剰余金が発生した場合は、教育 ・平成1６度において剰余金（目的積立金）
研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 ５２２，０３７千円が発生し、平成１７年度にお

いて、教育研究基盤整備として ４００，９９１
千円を使用した。

山形大学
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Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額 百万円 財 源 施設・設備の内容 予定額 百万円 財 源 施設・設備の内容 決定額 百万円 財 源（ ） （ ） （ ）

総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金
（ ） （ ） （ ）・小規模改修 ８２３ ３９０ ・医学部附属病院 ９８９ １６８ ・医学部附属病院 ９５９ １３８

長期借入金 施設・設備整備 長期借入金 施設・設備整備 長期借入金
（ ） （ ） （ ）・生体磁気計測装 ４３３ ７５６ ７５６

置 ・小規模改修 国立大学財務・経 ・小規模改修 国立大学財務・経
営センター施設費 営センター施設費
交付金 交付金
（ ） （ ）６５ ６５

（注１）金額については見込であり、中期目標を達成する 注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等
ために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設 を勘案した施設・設備の整備や、老朽度合い等を勘案し
備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修 た施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。
等が追加されることもある。

(注２) 小規模改修について１７年度以降は１６年度同額
として試算している。
なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建造
費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付
金、長期借入金については、事業の進展等により所
要額の変動が予想されるため、具体的な額について
は、各事業年度の予算編成過程等において決定され
る。

○ 計画の実施状況等

年度計画と実績の差異は、医学部附属病院施設整備事業の予定額と交付
決定額の差異による。
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Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○人事に関する方針について 教員については 各学問領域の特徴に配慮するとともに 教員については、学問領域の特徴に配慮するとともに、、 、
（教 員） 教員評価基準等の策定を踏まえ、各部局の特性に応じた人 教員評価基準等の策定を踏まえ、各部局の特性に応じた人
・教育研究の活性化等の観点から、人事交流を積極的に 事制度の設計に着手する。 事制度の設計について検討を行った。
図り、任期制を導入するなど、効率的かつ効果的な運用 また、各部局の判断で任期制を導入し、教員の流動性を また、個別の契約により任期を定めて雇用する教員の採
を図る。 高めるとともに、優秀な人材を確保することに努める。 用について規則を整備し、既に任期制を導入している部局

事務職員については、国立大学法人としての組織的基盤 に対しては、一層の充実と効果的な運用を図るように要請
（事 務） の充実強化に資するため、専門職能集団としての機能を発 するとともに、任期制未導入の部局に対しては、学問分野
１．業務の見直しを推進し、事務の効率化と合理化を図 揮できる適材適所の人員配置を行う。 に応じて任期制の導入を促した。
り、法人化後の大学運営に適切に対応できる事務体制 また、研修等を充実して業務に対する能力や意欲を高め 事務職員については、東北地区国立大学法人等職員採用
の整備を図る。 るとともに、勤務実績、当該職への適性等を踏まえて、優 試験実施委員会による統一採用試験を継続しつつ、法律、
２．効率的かつ機能的な職員の配置を行うとともに、事 秀な職員には上位職へ積極的に登用することなど人材の有 財務、経営、労務、医療関係等、高度な専門的知識が必要

、 、務職員の資質向上を図る。 効活用に努める。 となる職種については 選考採用を活用することを検討し
適材適所の人員配置に努めるとともに、職員の専門的な知

（参 考）中期目標期間中の人件費総額見込み （参考１）平成１７年度の常勤職員数 １，５２０人 識、技能及び資質等を十分考慮した配置について検討を行
９７，１７５百万円（退職手当は除く） また 任期付職員数の見込みを２５１人とする うため、ジョブローテーショングループを設置し検討を開、 。

始した。
（参考２）平成１７年度の人件費総額見込み また、新規採用者に対するマナー・接遇等を中心とした

１６，０３８百万円（退職手当は除く） 研修、中堅事務職員に対する企画・立案・交渉・プレゼン
テーション能力を高める「ＳＤ研修 、人事院主催の「係」
長級研修 「中堅係員級研修 、係長級の女性職員を対象」、 」
とした「女性のためのダイバーシティ研修 「東北地区課」、
長級研修 「リスクマネージメント・説明責任（プレゼン」、
テーション）について考える研修 、東北地区国立大学法」
人等主催の「東北地区国立大学法人等係長研修 「東北地」、
区国立大学法人等中堅係員級研修 「東北地区国立大学法」、
人等会計事務研修 「東北地区国立大学法人研究協力担当」、
職員研修 、文部科学省及び特定非営利活動法人国際教育」
交流協議会主催の国際的な事業の企画・実施等の業務を担
当する職員を対象とした「国際企画担当職員研修 「国立」、
大学病院経営セミナー 、国立大学協会主催の役員・幹部」

「 」、職員を対象とした 大学マネージメントセミナーⅠ・Ⅱ
「国立大学法人等部長級研修 「国立大学法人等課長級研」、
修」に参加させ、その職務の遂行に必要な知識・能力の向
上を図った。
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○ 別表 （学部の学科、研究科の専攻等）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
） （ ）(名) (名 ％

人文学部 １，２４０ １，３９３ １１２．３
人間文化学科 ３４０ ３９４ １１５．９
総合政策科学科 ８６０ ９４７ １１０．１
学部共通(３年次編入学) ４０ ５１ １２７．５
（人間文化学科） (３１)
（総合政策科学科） (２０)
法学科 １

地域教育文化学部 ２４０ ２６０ １０８．３
地域教育学科 ８０ ８３ １０３．８
文化創造学科 ７５ ８５ １１３．３
生活総合学科 ８５ ９２ １０８．２

教育学部 ７２０ ８１５ １１３．２
学校教育教員養成課程 ３６０ ４２８ １１８．９
生涯教育課程 ２２５ ２４２ １０７．６
人間環境教育課程 １３５ １４３ １０５．９
小学校教員養成課程 １
中学校教員養成課程 １

理学部 ７４０ ８２６ １１１．６
数理科学科 １８０ ２０４ １１３．３
物理学科 １４０ １６５ １１７．９
物質生命化学科 １８０ １９７ １０９．４
生物学科 １２０ １２７ １０５．８
地球環境学科 １２０ １３３ １１０．８

医学部 ８６０ ８８０ １０２．３
医学科 ６００ ６２０ １０３．３
看護学科 ２６０ ２６０ １００．０

工学部 ２，８０６ ３，３３０ １１８．７
機能高分子工学科Ａコース ４６０ ５１８ １１２．６
同 Ｂコース ４６ ４２ ９１．３

物質化学工学科Ａコース ４６０ ５１７ １１２．４
同 Ｂコース １３０ １４６ １１２．３

機械システム工学科Ａコース ４８０ ５８５ １２１．９
同 Ｂコース １３０ １６７ １２８．５

電気電子工学科Ａコース ３２０ ４００ １２５．０
同 Ｂコース ８８ １１３ １２８．４

情報科学科Ａコース ３２０ ３８１ １１９．１
同 Ｂコース ８６ １０６ １２３．３

応用生命システム工学科Ａコース ２４０ ２６３ １０９．６
同 Ｂコース ４６ ５２ １１３．０

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

物質工学科Ａ コース ８
同 Ｂ コース ６

電子情報工学科Ａコース １９
同 Ｂコース ７

農学部 ６２０ ７３６ １１８．７
生物生産学科 ２２０ ２６２ １１９．１
生物資源学科 ２００ ２４６ １２３．０
生物環境学科 ２００ ２２８ １１４．０

学部合計 ７，２２６ ８，２４０ １１４．０

社会文化システム研究科 ２４ ２９ １２０．８
文化システム専攻(修士課程) １２ １７ １４１．７
社会システム専攻(修士課程) １２ １２ １００．０

教育学研究科 ７８ ９４ １２０．５
学校教育専攻(修士課程) １２ ２７ ２２５．０
教科教育専攻(修士課程) ６６ ６７ １０１．５

医学系研究科 １７６ ２１０ １１９．３
医学専攻(博士課程) １１２ １２９ １１５．２
生命環境医科学専攻(博士前期課程) ２０ ２０ １００．０
同 (博士後期課程) １２ １９ １５８．３

看護学専攻(修士課程） ３２ ４２ １３１．３

理工学研究科 ６３７ ８５１ １３３．６
数理科学専攻(博士前期課程) ２８ ２４ ８５．７
物理学専攻(博士前期課程) ２２ ３７ １６８．２
物質生命化学専攻(博士前期課程) ２２ ２７ １２２．７
生物学専攻(博士前期課程) ２２ ２５ １１３．６
地球環境学専攻(博士前期課程) ２０ １８ ９０．０
機能高分子工学専攻(博士前期課程) ６５ １２３ １８９．２
物質化学工学専攻(博士前期課程) ７７ ９５ １２３．４
機械システム工学専攻(博士前期課程) ７７ １１６ １５０．６
電気電子工学専攻(博士前期課程) ５１ ５６ １０９．８
情報科学専攻(博士前期課程) ５１ ５８ １１３．７
応用生命システム工学専攻 ３９ ４２ １０７．７

(博士前期課程)
ものづくり技術経営学専攻 ６ １４ ２３３．３

）(博士前期課程
生体センシング機能工学専攻 ５８ ８２ １４１．４

(博士前期課程)
物質工学専攻(博士前期課程) ４
電子情報工学専攻(博士前期課程) ９
地球共生圏科学専攻(博士後期課程) ２１ ２５ １１９．０
物質生産工学専攻(博士後期課程) ２１ ４９ ２３３．３
システム情報工学専攻 １８ ２１ １１６．７

(博士後期課程)
生体センシング機能工学専攻 ３９ ２６ ６６．７

(博士後期課程)
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学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

農学研究科 ９６ ７４ ７７．１
生物生産学専攻(修士課程） ３２ ２２ ６８．８
生物資源学専攻(修士課程） ３６ ３６ １００．０
生物環境学専攻(修士課程） ２８ １６ ５７．１

大学院合計 １，０１１ １，２５８ １２４．４
修士(博士前期)課程合計 ７８８ ９８９ １２５．５
博士課程合計 ２２３ ２６９ １２０．６

養護教諭特別別科 ４０ ４０ １００．０

附属小学校 ７６８ ７４０ ９６．４
同 (普通) ７２０ ６９２ ９６．１
同 (複式) ４８ ４８ １００．０

附属中学校(普通) ４８０ ４７８ ９９．６

附属養護学校 ６０ ５１ ８５．０
同 (小学部) １８ １１ ６１．１
同 (中学部) １８ １６ ８８．９
同 (高等部) ２４ ２４ １００．０

附属幼稚園 １６０ １５２ ９５．０
同 （３歳児保育） ２０ ２４ １２０．０
同 （４歳児保育） ７０ ６２ ８８．６
同 （５歳児保育） ７０ ６６ ９４．３

○ 計画の実施状況等

定員充足率に関する考え方と説明は、次のとおりである。

１ 人文学部人間文化学科（３年次編入学含む 、教育学部学校教育教員養成課程、）
理学部物理学科、工学部機械システム工学科Ａコース、同機械システム工学科Ｂコ
ース、同電気電子工学科Ａコース、同電気電子工学科Ｂコース、同情報科学科Ａコ
ース、同情報科学科Ｂコース、農学部生物生産学科及び同生物資源学科について

、 、・例年合格者の他大学への流出があり 辞退率を予測して合格者を発表しているが
僅かに予測を外れる場合もあり、その累積として過度の充足率となった。

２ 社会文化システム研究科文化システム専攻、教育学研究科学校教育専攻、医学系
研究科医学専攻、同生命環境医科学専攻（博士後期課程 、同看護学専攻、理工学）
研究科物理学専攻、同物質生命化学専攻、同機能高分子工学専攻、同物質化学工学
専攻、同機械システム工学専攻、同ものづくり技術経営学専攻、同生体センシング
機能工学専攻（博士前期課程 、同地球共生圏科学専攻、同物質生産工学専攻及び）
同システム情報工学専攻について

１）入学年度によってはかなり成績の良い受験者が集中し、合格者の質保証の観点
から入学定員を超える合格者を発表している。
２）他大学研究科への合格者の流出を勘案して、定員数を超える合格者を発表して
いるが、入学年度によって辞退者に変動がある。
以上、１）及び２）の条件が累積した結果、過度の充足率となった。

３ 理工学研究科生体センシング機能工学専攻（博士後期課程 、農学研究科生物生）
産学専攻及び同生物環境学専攻について

１）国立10大学を中心に、大学院重点化により自然科学系研究科の入学定員が大幅
に増え、進学希望の学生に有利な環境が生まれた。
２）上記の状況を踏まえ、他大学研究科への合格者の流出を勘案して、定員数を超
える合格者を発表しているが、辞退者が多く、累積とし収容定員充足率の低下を
招いた。

４ 附属養護学校小学部について

・障害を有している子供達の入学希望者数を正確に把握するのは難しく、入学年度
による入学希望者数の増減が、累積として収容定員充足率の低下を招いた。

５ 附属幼稚園３歳児保育について
・保護者の転勤等による辞退者を見込んで合格者を発表しているため、過度の充足
率となった。
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